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令和８年第２回大分県議会定例会会議録（第１号）

令和８年６月１１日（木曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第１号 

            令和８年６月１１日 

              午前１０時開会 

第１ 会議録署名議員の指名 

第２ 会期決定の件 

第３ 第６４号議案から第７８号議案まで及び 

   第２号報告 

   （議題、提出者の説明） 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期決定の件 

日程第３ 第６４号議案から第７８号議案まで 

     及び第２号報告 

     （議題、提出者の説明） 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４１名 

 議長 嶋  幸一 副議長 森  誠一 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    大友 栄二     三浦 正臣 

    古手川正治     元吉 俊博 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    木付 親次 

欠員   １名 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 公安委員長        渡邊 直二 

 人事委員長        和田 久継 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 労働委員会会長      清水 立茂 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       上城  哲 

 企業局長         首藤  圭 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        平松 伸二 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       井下 秀子 

 商工観光労働部長     小田切未来 

 農林水産部長       石井 聖治 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 神﨑 文隆 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 こども政策局長      小野  宏 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 財政課長         日野 貴之 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 

嶋議長 皆さん、おはようございます。開会に

先立ち、先般新たに就任された渡邊直二公安委

員長から御挨拶があります。渡邊直二公安委員

長。 
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渡邊公安委員長 ５月１日付で大分県公安委員

会委員長に就任しました渡邊直二と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

嶋議長 次に、先般新たに部局長に就任された

方々から御挨拶があります。 

首藤企業局長 ４月１日付で企業局長を拝命し

ました首藤圭でございます。どうぞよろしくお

願いします。（拍手） 

上城企画振興部長 企画振興部長を拝命しまし

た上城哲でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。（拍手） 

井下生活環境部長 生活環境部長を拝命しまし

た井下秀子でございます。どうぞよろしくお願

いします。（拍手） 

石井農林水産部長 農林水産部長を拝命いたし

ました石井聖治でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。（拍手） 

神﨑会計管理者兼会計管理局長 会計管理者兼

会計管理局長を拝命しました神﨑文隆でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍

手） 

小野こども政策局長 こども政策局長を拝命い

たしました小野宏でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。（拍手） 

大和人事委員会事務局長 人事委員会事務局長

を拝命いたしました大和孝司でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

柴北労働委員会事務局長 労働委員会事務局長

を拝命いたしました柴北友美でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

清水監査委員事務局長 監査委員事務局長を拝

命しました清水豊でございます。どうぞよろし

くお願いします。（拍手） 

―――――→…←――――― 

午前１０時０３分 開会 

嶋議長 ただいまから令和８年第２回定例会を

開会します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 これより本日の会議を開きます。 

 謹んで申し上げます。 

 井上明夫議員は、去る４月７日、御逝去され

ました。 

 誠に哀悼痛惜の念に堪えません。 

 この際、同議員に対し、弔意を表するため、

吉村尚久議員及び阿部英仁議員から発言を求め

られておりますので、順次これを許します。吉

村尚久議員。 

  〔吉村（尚）議員登壇〕 

吉村（尚）議員 ただいま議長から報告があり

ましたとおり、井上明夫先生は、去る４月７日

に御逝去されました。誠に痛惜の念に堪えませ

ん。 

 ここに、議員を代表して、先生の御遺徳をし

のび、謹んで哀悼の言葉を申し上げます。 

 人の世は無常と申しますが、先生の訃報に接

し、あまりにも早過ぎる旅立ちに、私たち議員

一同、心から惜別の悲しみを抱くものでありま

す。 

 目を閉じれば、その温かいお人柄と誠実なお

姿が今も鮮やかに心によみがえってまいります。

先生は、誰に対してもいつも柔らかな笑顔で、

分け隔てなく接してくださいました。議員であ

る以前に、一人の人間として多くの人々から慕

われ、その穏やかな語り口と誠実な姿勢は私た

ち同僚議員にとっても常に学ぶべき手本であり

ました。議論の場においては、決して声を荒げ

ることなく、しかし、確固たる信念を持って発

言され、その言葉には常に県民の皆様への深い

愛情と地域への熱い思いが込められておりまし

た。これからさらなる御活躍をいただき、多く

のことを御教示いただきたかっただけに、無念

で、残念でなりません。 

 先生は日田市のお生まれで、大学を御卒業後、

数年間県内でお勤めになり、御実家の林業経営

に従事されたと伺っております。平成１５年５

月に日田市議会議員として初当選され、地域政

治の最前線で力を尽くされました。その後、平

成２７年４月からは、県議会議員として３期に

わたり、正に県政の要として多大な貢献をされ

ました。総務企画委員会、農林水産委員会、福

祉保健生活環境委員会、商工観光労働企業委員

会など多岐にわたる常任委員会の委員長を歴任

されたその幅広い知識と経験は、県政のあらゆ

る分野において欠くことのできない存在であり
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ました。 

 先生は、地元である日田市をはじめ、周辺部

の声をしっかり県政の中央部に届けたいという

強い思いを抱き、県議会議員を志されました。

この初心を片時も忘れることなく、地域に出向

き、声を聞き、そして受け止め、林業の振興、

災害からの復旧、復興、私学振興の支援、ＢＲ

Ｔを活用した地域振興など、県民生活に寄り添

った課題から地域の未来を開く拓く重要政策ま

で、大局的な見地に立って県政を動かす提言を

続けてこられました。特に本県の林業について

は造詣が深く、その発展を願い続ける中、深刻

な担い手不足に強い危機感を持ち、大分県林業

研修所内に林業を総合的に学べるおおいた林業

アカデミーの開講に寄与されました。以来、多

くの卒業生が県内林業の現場で即戦力として活

躍され、本県の林業振興につながっております。 

 令和６年３月には、私たち議員の信任を得て、

第１０４代県議会副議長に就任されました。県

議会の活動をいろいろな人に知ってもらいたい、

多岐にわたる県民ニーズ、県民の声をしっかり

聞いて、議会の活動を知らせていきたいと語ら

れた先生のお言葉は今も私たちの心に深く刻ま

れております。 

 また、会長を務められた政策検討協議会にお

いては、人手不足の解消に向けた政策提言案を

精力的に取りまとめられ、議長を通じて知事へ

と提言されました。これは、喫緊の課題に対し、

具体的な解決策を提示する、正に政策立案能力

の高さを示すものであり、先生のリーダーシッ

プなくしては成し得なかった偉業であると確信

しております。 

 さらに、県議会広報委員長として、出前県議

会をはじめ、議員出前講座など様々な広報活動

にも御尽力されました。特に県議会ユースモニ

ターとの意見交換会においては、若い世代の生

の声を県議会広報誌に積極的に取り入れること

で、若い世代が政治に関心を持つきっかけづく

りに取り組まれました。県議会の活動をより多

くの人々に知ってもらいたいという議員として

の熱い使命感と、開かれた議会を目指す強い信

念がこの取組の原動力であったと感じておりま

す。 

 先生は、約１年にわたる病とも真正面から立

ち向かわれました。病魔にむしばまれ、お体が

つらい中にあっても、県民への責任感と議員と

しての職責を全うしようとする強い意思は揺る

ぐことはありませんでした。御逝去される僅か

１０日ほど前の県議会閉会日にも病躯を押して

本会議に出席され、議場に毅然と臨まれたお姿

は、私たち同僚議員の胸に深い感銘と政治に生

きる者としての強い覚悟を植え付けてください

ました。最後まで見事な議員のかがみであられ

ました。 

 本日、奥様をはじめ、御遺族の皆様方と共に、

先生の御遺影が２階傍聴席よりこの議場を見守

ってくださっています。この演壇より拝見して

おりますと、穏やかで優しかったお顔、私たち

への細やかな心遣いがまるで昨日のことのよう

に思い起こされ、言い尽くせぬ思いと感謝の気

持ちでいっぱいであります。 

 私どもは、ここに改めて先生の御遺徳と御功

績をたたえるとともに、在りし日の気高いお姿

をしのび、先生が県民に寄り添い、郷土大分に

ささげられた限りない愛情と献身的な政治理念

を受け継ぎ、ふるさと大分のさらなる発展のた

め、党派を超え、一丸となって邁進することを

お誓い申し上げます。 

 語り合いたい思い出は尽きず、惜別の情はど

こまでもあふれてまいりますが、ここに謹んで

哀悼の意を表し、衷心より御冥福をお祈り申し

上げます。どうぞ、残された御家族、御親族の

皆さん、そして、愛する大分県と大分県議会の

前途をこれからも泉下より温かくお見守りくだ

さいますよう心からお願い申し上げ、追悼の言

葉といたします。令和８年６月１１日、大分県

議会議員代表、吉村尚久。 

嶋議長 阿部英仁議員。 

  〔阿部（英）議員登壇〕 

阿部（英）議員 今は亡き大分県議会議員、井

上明夫先生の御遺影が、今日、大分県議会議場

にやってまいりました。ここに私は、自由民主

党県議団を代表し、井上明夫先生の御逝去を悼

み、謹んで哀悼の言葉を申し上げます。 
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 あなたには、昨年来、病と闘いながら、本会

議への御出席など、議会人としての矜持を最後

までお示しいただきました。ここに改めて敬意

と感謝を申し上げます。 

 令和８年３月２６日、第１回の定例会の閉会

日、この日があなたの御尊顔を拝する最後の機

会になろうとは誰に想像ができたでありましょ

う。あなたには、いつもと変わらぬ温厚な笑顔

で、６月の定例会でまたお会いする決意をお示

しいただいたばかりであります。その僅か１２

日後に、まだ６９歳という議員として働き盛り

のあなたの訃報を聞くことになるとは、正に青

天の霹靂、痛惜の念に堪えず、空蝉の無常を感

じざるを得ません。 

 あなたは、昭和３１年９月に現在の日田市鶴

河内町にお生まれになり、昭和５５年に宇都宮

大学農学部林学科を卒業の後、林業家としての

道を歩まれ、家業である有限会社井上育林の代

表として山林経営に当たられるとともに、大分

県森林組合連合会代表理事組合長として、輸入

自由化や非木材系材料の普及など、林業を取り

巻く厳しい環境の中、強い危機感を持って大分

県林業の振興、発展に大いに御尽力をいただい

てまいりました。自由民主党県議団が毎年行っ

ている県当局、中央省庁等への予算要望活動に

おいて、あなたは必ず林業について、今何が必

要か、熱心かつ丁寧に御説明され、対応いただ

いた大臣や自民党本部の役員、知事等を納得さ

せていたのを思い出します。 

 平成１５年５月からは、約１１年間にわたり

日田市議会議員を務められ、その間、市議会議

長や総合文化施設建設特別委員会委員長等の要

職を歴任、市政の発展に多大な功績を残されま

した。 

 平成２７年４月の第１８回統一地方選挙にお

いて大分県議会議員に初当選、以来、総務企画

委員会、農林水産委員会、福祉保健生活環境委

員会、商工観光労働企業委員会、予算特別委員

会などの委員長の要職を務められるとともに、

令和６年３月からは、第１０４代県議会副議長

として、県議会の公正、円滑な運営に努められ

るとともに、県議会ユースモニター制度では過

去最高となる１４名の若者を委嘱し、議会広報

の強化に努められ、また、党内においては、広

報本部長として私を支えていただきました。 

 この間、何と申しましても思い出に残るのは、

平成２９年７月に地元日田市を中心に発生した

九州北部豪雨災害に対する復旧・復興活動であ

ります。あなたは終始、地域の実情を踏まえた

対策を講じるよう訴え、河川に関して、原形復

旧にとどまらず、災害状況に応じた改良復旧の

対策を実施することになったのは、今に残る大

きな御功績であります。このとき、自由民主党

大分県支部連合会では、あなた方、地元議員と

協議の上、翌３０年の県連年次大会を日田市の

復旧、復興を全体で後押しする大会と位置付け、

県連発足以来初めて大分、別府市以外で開催す

ることを決定いたしました。前日の現地視察で

は、あなたが説明者として熱弁を振るわれ、当

日は、あなたがその建設に大きく寄与した日田

市民文化会館パトリア日田の大ホールに県内各

地からあふれるほどの党員が参集し、大会資料

が足りなくなるほどの大盛会となりました。そ

の地方開催の方針は、今も引き継がれておりま

す。 

 あなたは、温厚誠実にして人情に厚く、清廉

潔白な性格を身上とし、卓越した識見と豊富な

経験による指導力は高く評価され、常に地域の

指導的役割を果たし、住民の信望を広く集めて

こられた篤実の政治家でありました。実業の世

界に挑み、政治の世界に挑み、病気にも果敢に

挑まれたあなたの雄姿を忘れることはありませ

ん。本当に、まだまだ御活躍、御指導をいただ

きたかったとの思いでいっぱいであります。 

 ふるさと日田が暑い夏に向かおうとする本日、

御令室様の胸に抱かれた御遺影が議場に臨み、

御遺族の皆様をお迎えする中、あなたがこよな

く愛されたふるさと大分県の発展のため、その

業績を次の世代へ確かに引き継いでいくことが

私どもに課せられた責務であります。明夫さん

の目指された理想の実現に向かい、我ら、一枚

岩となって邁進することをお誓い申し上げます。 

 幽明境を異にする今、謹んで御生前の御功績

をしのび、深く感謝を申し上げますとともに、
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御霊の安らかならんことを心よりお祈り申し上

げ、追悼の言葉といたします。井上明夫さん、

どうか安らかにお眠りください。令和８年６月

１１日、自由民主党、阿部英仁。 

嶋議長 それでは、故井上明夫議員の生前の御

功績をしのび、あわせて、その御冥福をお祈り

するため、黙祷を行います。 

 御遺族の皆様が御遺影をお持ちになっておら

れますので、傍聴席に向かって、全員、御起立

願います。黙祷。 

  〔黙祷〕 

嶋議長 黙祷を終わります。 

 御着席願います。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

嶋議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告をし

ます。 

 まず、監査委員から、地方自治法第１９９条

第９項の規定により、公益財団法人大分県自治

人材育成センターなど５０か所の財政的援助団

体等監査及び企画振興部芸術文化振興課など７

か所の財務監査の結果について、同条第１０項

の規定により、監査の結果に関する意見につい

て、及び同法第２３５条の２第３項の規定によ

り、３月及び４月の例月出納検査の結果につい

て、それぞれ文書をもって報告がありました。 

 なお、調書は朗読を省略します。 

 次に、知事から、地方自治法施行令第１４６

条第２項の規定に基づく令和７年度大分県一般

会計予算繰越明許費繰越計算書についてなど５

件の報告がありました。 

 なお、報告書はいずれも配付してあります。 

 次に、去る４月２３日に農林水産委員会の副

委員長に麻生栄作議員が互選されましたので、

御報告いたします。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第１号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

嶋議長 日程第１、会議録署名議員の指名を行

います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２３条の規

定により、大友栄二議員及び高橋肇議員を指名

します。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 会期決定の件 

嶋議長 日程第２、会期決定の件を議題としま

す。 

 お諮りします。今期定例会の会期は、本日か

ら６月２６日までの１６日間としたいと思いま

すが、これに御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、会期は、１６日間と決定します。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 第６４号議案から第７８号議案ま 

      で及び第２号報告 

      （議題、提出者の説明） 

嶋議長 日程第３、第６４号議案から第７８号

議案まで及び第２号報告を一括議題とします。 

―――――→…←――――― 

第６４号議案 令和８年度大分県一般会計補正 

       予算（第１号） 

第６５号議案 行政手続における特定の個人を 

       識別するための番号の利用等に 

       関する法律に基づく個人番号の 

       利用等に関する条例の一部改正 

       について 

第６６号議案 知事等の損害賠償責任の一部免 

       責に関する条例等の一部改正に 

       ついて 

第６７号議案 大分県使用料及び手数料条例の 

       一部改正について 

第６８号議案 大分県宿泊税条例の制定につい 

       て 

第６９号議案 大分県税条例等の一部改正につ 

       いて 

第７０号議案 大分県税特別措置条例の一部改 

       正について 

第７１号議案 美術品の取得について 

第７２号議案 大分県障害者介護給付費等不服 

       審査会条例の一部改正について 
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第７３号議案 大分県幼稚園型認定こども園等 

       の認定の要件を定める条例等の 

       一部改正について 

第７４号議案 大分県宿泊税基金条例の制定に 

       ついて 

第７５号議案 大分県公害被害救済措置条例の 

       一部改正について 

第７６号議案 損害賠償請求に関する和解をす 

       ることについて 

第７７号議案 工事請負契約の締結について 

第７８号議案 大分県立学校職員及び大分県市 

       町村立学校県費負担教職員定数 

       条例の一部改正について 

第 ２号報告 大分県税条例等の一部改正につ 

       いて 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。 

 冒頭、この場をお借りいたしまして、去る４

月７日に御逝去されました故井上明夫先生の生

前の御功績に深く敬意を表しますとともに、謹

んで御冥福をお祈り申し上げます。 

 令和８年第２回定例県議会の開会にあたり、

県政諸般の報告を申し上げ、あわせて、今回提

出しました諸議案について説明を申し上げます。 

 中東情勢の緊迫や金融市場の変動などにより、

経済の先行きには注意を要する状況が続いてお

ります。とりわけ、ホルムズ海峡を通じた輸送

については、正常化の見通しがなお不透明であ

り、エネルギー価格や原材料の供給をめぐる動

向が、県民生活はもとより、県内事業者の経営

や生産活動に影響を及ぼすことが懸念されます。 

 このような状況を踏まえ、国においては、燃

料油に対する激変緩和措置を実施するとともに、

石油備蓄の活用や代替調達の確保によりエネル

ギーの安定供給を図るほか、石油化学製品につ

いても、供給、流通上の支障の解消に向けた対

策に取り組んでいます。 

 一方、県内では、製造業や建設業、農林水産

業などに関わる方々から、資材の調達難や価格

高騰、燃料費の負担増への不安の声をお聞きし

ております。県としては、こうした声を国へし

っかりと伝え、燃料や石油関連製品の供給確保、

価格高騰の抑制、事業者の経営安定に向けた対

策を求めてまいりました。また、県内中小企業

等からの相談に丁寧に応じ、資金繰りをはじめ、

必要な支援につなげてまいります。 

 また、現在、令和８年度当初予算や令和７年

度２月補正予算で講じた物価高騰対策などの各

種支援策を着実に実行しているところでありま

すが、エネルギーや原材料をめぐる不安定な状

況が長期化することも見据え、事業活動や県民

生活への波及をできる限り抑える必要がありま

す。このため、社会福祉法人や中小企業、農林

水産事業者等が導入する高効率の省エネ設備に

対する助成や石油由来資材の代替品の購入支援

など、所要の補正予算案を今定例会に計上いた

しました。県としましては、引き続き県内の実

情を的確に見極め、国の追加対策も十分に活用

しながら、状況の変化に応じ、機動的に対応し

てまいります。 

 一方、６月５日に公表された日本銀行大分支

店の景気動向調査では、県内の景気は、一部に

弱めの動きが見られるものの、緩やかに回復し

ており、特に企業による設備投資は高水準で推

移しているとされています。設備投資意欲の高

まりは本県への企業立地にも表れており、昨年

度の企業誘致件数は２年連続で５０件に達し、

設備投資額は令和に入り最大規模となる９５９

億円と、積極的な投資を呼び込むことができま

した。 

 また、４月２１日には台湾の半導体関連企業

１６社を大分に招聘し、県内企業との商談会を

開催したところであり、これを契機とする個別

商談も続いております。 

 こうした動きをさらなる立地につなげていく

には、受皿となる産業用地の確保が欠かせませ

ん。昨年１２月に民間事業者と連携協定を締結

した日田市石井地区の開発予定地では、事業着

手に向け、３月に地元説明会を開催したところ

であります。加えて、日出町の川崎工業団地で

は、新たな工業用地の造成が今月末に完了する

予定です。今後も、関係市町村や民間事業者等
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と緊密に連携しながら、企業の進出意欲に的確

に応えられるよう、産業用地の確保に努め、本

県への投資の促進と雇用の拡大を図ってまいり

ます。 

 ５月２９日に公表された国勢調査の速報値で

は、県内人口は５年間で約４万７千人減少し、

前回の５年間を上回る減少となりました。人口

減少の進行が一段と鮮明となる中、その影響は

地域の担い手不足や消費の縮小にとどまらず、

地域交通、医療、福祉など暮らしを支える機能

の維持にも及ぶ大変重い課題となっております。

本県の置かれた状況を正面から受け止め、対策

を粘り強く重ねていく必要があります。もとよ

り、人口減少対策は一朝一夕に効果が現れるも

のではありません。県としましては、希望する

方が安心して家庭を築き、こどもを産み育てら

れる環境づくりに向け、将来を見据えた取組を

着実に進めてまいります。 

 本県の昨年の婚姻件数は３，７４２件となり、

前年を１３４組上回って、６年ぶりに増加へ転

じ、増加率は東京都に次ぐ全国２位となりまし

た。こうした動きを確かなものとするべく、本

年度新たに設置したこども政策局の下、子育て

満足度日本一の実現に向けた取組を一層強化し、

結婚から妊娠、出産、子育ての各段階、さらに

は、様々な困難を抱えるこどもとその家族への

支援まで切れ目なく展開してまいります。 

 例えば出会いの機会の創出に向けましては、

先月、知事公舎で開催しました婚活イベントに

１５８名の方々の応募がありました。厳正なる

抽せんで選ばれた男女各２０名に参加いただき

まして、カップルも７組できたということでご

ざいます。参加者からは、初めてだったが安心

して申し込めたとの評価をいただくなど、県が

関わることによる信頼感が参加の後押しになっ

ているものと受け止めております。今後は、県

による実施に加えて、地域団体が行う婚活イベ

ントとの連携も深め、一歩を踏み出しやすい出

会いの場を充実させてまいります。 

 子育て家庭への支援では、従来から実施して

おります保育料やこども医療費の無償化に加え

て、住宅リフォームの費用への補助や男性の育

休取得を促す中小企業等への助成を拡充いたし

ました。また、昨年度までにこども・子育てに

関する１５手続のオンライン申請を全市町村で

実現しており、今後は新たな１８手続にも対象

を広げて、子育て世帯の利便性向上と負担軽減

につなげてまいります。 

 さらに、おおいた里親養育支援センターｃｈ

ｉｅｄｓの運営開始や児童相談所の体制強化を

通じ、様々な事情を抱えるこどもや家庭への支

援にも力を注いでまいります。 

 人口減少社会にあっては、年齢や障がいの有

無、置かれた環境にかかわらず、誰もが自らの

可能性を伸ばし、生涯にわたって活躍できるよ

う、学びの機会を確保していくことも重要であ

ります。４月には、本県で初となる夜間中学校、

県立学びヶ丘中学校を爽風館高校内に開校いた

しました。入学者は３６名で、１０代から８０

代までの幅広い年代の方々が集い、外国にルー

ツを持つ方など多様な生徒が新たな学びに踏み

出しています。 

 また、同じく４月に南石垣支援学校が別府羽

室台高校跡地に移転して、県立別府やまなみ支

援学校と名称を改めて開校しました。小学部か

ら高等部までの児童生徒１３０名が別府湾を望

む高台の下、より広く充実した教育環境の中で

新たな学校生活を始めています。 

 開校以来、それぞれの学校では、学びへの意

欲にあふれた姿が見られ、日々、新たな活気が

生まれております。児童生徒一人一人の学びた

いという思いを受け止め、未来への一歩を後押

ししてまいります。 

 こうした取組に加えて、人手不足への対応や

働く場の確保、地域の支え合い機能の維持など、

人口減少社会を見据えた施策を総動員して、誰

もが将来に希望を持って暮らせる大分県を築い

てまいります。 

 人口減少が進む中、交流人口を拡大し、地域

経済の活性化と雇用の確保を支える観光産業の

重要性はますます高まっております。昨年の県

内宿泊者数は、国調査の速報値で８２４万人と

２年連続で８００万人を超え、コロナ前を上回

る水準で堅調に推移しています。インバウンド
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についても、韓国、台湾との直行便の運航に加

え、国東半島のロングトレイルなど、地域の多

様な魅力が欧米豪の観光客を中心に高い評価を

得ており、好調を維持しているところでありま

す。この流れを一過性のものにせず、滞在型観

光への転換につなげるため、地域の観光資源を

いかした広域周遊観光商品の造成やガイドの育

成などを支援してまいります。 

 また、滞在型観光を定着させる上では、酷暑

の影響を受けやすい夏場の誘客対策が急務とな

っております。そこで、県内の涼を楽しめるス

ポットやグルメ、モデルコースを盛り込んだガ

イドブックを作成して、クールサマーインおお

いたの取組を展開しています。先般、台湾の台

北及び高雄で本県単独の商談会を実施したほか、

静岡県熱海市でもイベントを行い、関東圏の温

泉ファンにも向けたＰＲやメディアとの連携し

たプロモーションも実施したところであります。

今後も、国内外の商談機会や多様な媒体を通じ

て大分ならではの夏の魅力を戦略的に発信し、

誘客拡大につなげてまいります。 

 また、開園３５周年を迎えたハーモニーラン

ドのエンタメリゾート化は、本県観光の成長と

地域の活性化の大きな推進力となる重要なプロ

ジェクトであります。このため、部局横断のプ

ロジェクトチームを設置して、日出町、杵築市

とも連携しながら、必要な方策について検討を

進めております。 

 ４月２６日には、来園者に県内の食材を味わ

っていただく県産県消プロジェクトが始まりま

した。あわせて、繁忙期における周辺道路の渋

滞緩和に向けた取組についても、今回の補正予

算案に計上しております。今後も関係者と連携

しながら、エンタメリゾート化の実現に向けた

取組を後押ししてまいります。 

 こうした取組をより実効あるものにしていく

ため、観光施策を支える新たな推進体制も動き

出しています。４月からは、ツーリズムおおい

たの体制を強化し、観光局と同一フロアで一体

的に業務を開始しました。早速、日常的な情報

共有や意見交換が行われており、例えばクール

サマーインおおいたの取組では、現場の視点や

マーケティングの知見も取り入れながら戦略的

な情報発信を行うなど、施策へ迅速に反映でき

る体制が機能し始めています。観光局の企画立

案機能とツーリズムおおいたの現場力を効果的

に結びつけ、戦略的かつ機動的な事業展開につ

なげてまいります。 

 加えて、観光振興施策を将来にわたり安定し

て展開していくためには、その基盤となる財源

の確保が重要でございます。導入に向けて制度

の具体化を検討してきました宿泊税については、

宿泊事業者との意見交換や１８市町村との協議

を重ねて、パブリックコメントも行ってまいり

ました。その中では、観光振興施策のさらなる

充実への期待のほか、宿泊税導入に伴う宿泊事

業者への負担軽減や周知広報の徹底、宿泊税の

活用方法として、オーバーツーリズム対策や観

光客のマナー向上などを求める意見もいただい

ております。 

 そうした声やこれまでの議論を踏まえ、宿泊

税導入に係る条例案を今定例会に提案するとと

もに、円滑な制度実施に要する経費を補正予算

案に盛り込みました。宿泊税の税収については、

賦課徴収に要する経費等を除いた額の７割を市

町村に配分することとしております。条例の制

定後は、制度の丁寧な周知を徹底し、関係者の

理解と協力を得ながら、円滑な制度開始に向け

た準備を整えてまいります。また、税収の活用

に当たっては、宿泊事業者等の声を踏まえ、市

町村と連携して、持続可能な観光地域づくりに

資する施策の具体化を進めてまいります。 

 これらの取組を通じて、交流人口の拡大と地

域経済の好循環を実現し、本県観光の持続的な

成長を確かなものとしてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、提出いたしました諸議案について、主

な内容を説明申し上げます。 

 初めに、第６４号議案令和８年度大分県一般

会計補正予算（第１号）についてでございます。 

 補正額は７５億９，６９６万４千円であり、

これに既決予算を加えますと、７，３７６億５，

４９６万４千円となります。 

 以下、補正の概要について説明申し上げます。 
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 まず、中東情勢の影響を踏まえた対策として、

原材料の調達難や価格上昇による県内中小企業

等の経営不安に対応するため、保証料率ゼロの

県制度資金の融資枠を増額いたします。必要な

資金を円滑に届け、事業者の資金繰り不安の軽

減を図ってまいります。 

 加えて、エネルギー価格や原材料供給をめぐ

る不安定な状況が続く場合にも、事業者が安定

的な生産活動やサービス提供を継続できるよう、

価格や供給の変動の影響を受けにくい事業基盤

づくりを後押しいたします。具体的には、社会

福祉施設における高効率空調等の省エネ設備の

整備や、中小企業等による太陽光発電と蓄電池

を組み合わせた自家消費型エコエネルギーの導

入などを支援します。脱炭素に継続して取り組

むおおいたグリーン事業者認証取得事業者に対

しては、当初予算で措置しています工場建屋の

遮熱対策などへの助成について、補助率や補助

上限額などを拡充いたします。また、農林水産

業においては、ヒートポンプの導入といった生

産設備の省エネ化に加え、石油由来の化学肥料

に代わる堆肥由来肥料などの購入を支援すると

ともに、畜産農家等による自給飼料の生産拡大

を進めてまいります。 

 物価高騰の影響は、事業活動のみならず、県

民生活にも及んでいます。このため、光熱費の

負担が高まる７月から９月にかけまして、国が

実施する電気・都市ガス料金への補助と歩調を

合わせて、対象外となっていますＬＰガス消費

者や特別高圧で受電する中小企業等の利用料金

の一部を助成いたします。加えて、食材費高騰

の影響を受ける学校給食においては、県産農林

水産物の購入経費を助成し、生産現場を支える

需要の確保にもつなげてまいります。 

 また、さきほど申し上げた宿泊税についても、

制度開始に向けた実務面の準備を進めてまいり

ます。宿泊税の徴収事務に対応するため、宿泊

事業者のシステム改修に係る経費を計上すると

ともに、宿泊税導入を契機とした無人チェック

イン機の整備など、省力化、ＤＸの取組を後押

しします。あわせて、宿泊者への制度周知や相

談対応体制の構築、県税システムの改修といっ

た制度実施に必要な環境整備を行ってまいりま

す。 

 さらに、県営都市公園ハーモニーパーク周辺

の渋滞を緩和するため、指定管理者と連携して

駐車場ゲートの無人化改修等を実施して、来園

者の利便性向上と周辺交通の円滑化を図ってま

いります。 

 次に、予算外議案について説明申し上げます。 

 第６９号議案大分県税条例等の一部改正につ

いては、地方税法等の一部改正に伴い、ふるさ

と納税で受けられる寄附金税額控除のうち、個

人県民税の特別控除について上限額の設定等を

行うものであります。 

 第７４号議案大分県宿泊税基金条例の制定に

ついては、同じく今定例会に提案しております

大分県宿泊税条例に基づき徴収する宿泊税を適

切に管理し、持続可能な観光地域づくり等に活

用するため、新たに基金を設置するものであり

ます。 

 以上をもちまして、提出しました諸議案の説

明を終わります。何とぞ慎重御審議の上、御賛

同いただきますようにお願い申し上げます。 

嶋議長 これをもって提出者の説明は終わりま

した。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上で本日の議事日程は終了しました。 

 お諮りします。明１２日、１５日及び１６日

は、議案調査のため休会としたいと思いますが、

これに御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、明１２日、１５日及び１６日は、議

案調査のため休会と決定しました。 

 なお、１３日、１４日は、県の休日のため、

休会とします。 

 次会は、１７日定刻より開きます。 

 日程は、決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日はこれをもって散会します。 

午前１０時４６分 散会 
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令和８年第２回大分県議会定例会会議録（第２号）

令和８年６月１７日（水曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第２号 

            令和８年６月１７日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４１名 

 議長 嶋  幸一 副議長 森  誠一 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    大友 栄二     三浦 正臣 

    古手川正治     元吉 俊博 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    木付 親次 

欠員   １名 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       上城  哲 

 企業局長         首藤  圭 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        平松 伸二 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       井下 秀子 

 商工観光労働部長     小田切未来 

 農林水産部長       石井 聖治 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 神﨑 文隆 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 こども政策局長      小野  宏 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    大和 孝司 

 労働委員会事務局長    柴北 友美 

 財政課長         日野 貴之 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 

嶋議長 皆さん、おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第２号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

嶋議長 日程第１、第６４号議案から第７８号

議案まで及び第２号報告を一括議題とし、これ

より一般質問及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。高橋肇議員。 

  〔高橋議員登壇〕（拍手） 
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高橋議員 おはようございます。３０番、県民

クラブの高橋肇です。今回は一般質問、初日の、

しかもトップバッターということで、皆さんの

目と頭がまだばちっとしているときということ

で、ちょっと今、少し緊張しておりますけれど

も、執行部の皆様、どうぞよろしくお願いいた

します。 

 また、傍聴にお越しの皆様、今日はありがと

うございます。インターネットを御覧の皆様も

どうぞよろしくお願いいたします。 

 では、質問に入らせていただきます。 

 まず、中東情勢の影響についてお尋ねいたし

ます。 

 本年２月２８日、アメリカとイスラエルはイ

ランを先制攻撃し、イランの最高指導者らが殺

害される事態が発生しました。これに対し、イ

ランは反撃の姿勢を見せ、ホルムズ海峡が事実

上封鎖される状況に至りました。その結果、原

油価格は高騰し、世界経済に大きな影響を及ぼ

しています。 

 昨日、アメリカとイランで戦闘終結の覚書に

合意したとの報道がありましたが、世界経済が

どのように動いていくかは依然として不透明な

状況であります。 

 当初の予想に反し、中東情勢が長期化したこ

とで、特に原油を中東に多く依存している我が

国にとって、その影響は大きなものとなってい

ます。車の燃料であるガソリンはもとより、船

舶の燃料である重油の価格も高騰しており、漁

業関係者からは、漁に出たくとも出られない状

況にあるとの声が上がっています。また、農業

関係では、ハウスの暖房用の燃料費が高騰し、

経営を圧迫している現状がうかがえます。 

 エネルギー価格の高騰とともに問題となって

いるのが、原油を原料とするナフサと呼ばれる

石油化学基礎原料の価格高騰です。ナフサはプ

ラスチック製品等の原料であり、物を製造する

ための原料の原料として、現代の製造業を支え

る基幹原料と言われています。現在、私たちの

身の回りにはプラスチック製品があふれていま

すが、ナフサ価格の高騰は、プラスチックの包

装や建材、衣料品、医療用品などの製造コスト

上昇の要因となります。 

 エネルギー価格の上昇はガソリン価格に影響

を与え、通勤・通学・配送コストの上昇につな

がりかねません。また、ナフサ高騰は、農業用

ビニールハウスや肥料など、生産コストを通じ

た農産物の価格等にも影響が出ています。容器

や包装のコスト上昇は、商品価格に転嫁され、

中身は同じでもじわりと値段が上がっているこ

とにつながりかねません。 

 政府は在庫の活用や輸入の多角化で安定した

供給を図っておりますが、今後、中東情勢がさ

らに長期化すれば、さらなる価格高騰だけでな

く、供給不足が加速するおそれもあります。 

 特に深刻なのは医療現場です。既に報道等で

も指摘されているように、手術や診療で使用さ

れるニトリル手袋の不足が深刻化していると言

われています。それ以外にも、注射器や注射針

の筒部分、点滴のパックや輸液用チューブ、透

析回路やカテーテル類、手術ガウンや防護服、

滅菌用ラップなどの使い捨て医療資材にも影響

が及ぶおそれがあります。これらは使い回しが

難しいため、供給が滞れば、すぐに医療提供体

制に影響を与えてしまいます。また、医療資材

の価格高騰は病院の経営悪化に直結する問題で

す。 

 政府も対策等を講じていますが、中東情勢の

不安定さが先行きに不透明感を募らせ、県民の

不安を払拭するには至っておりません。 

 県民の安心と安全、生活と暮らしを守るため

にも、このような中東情勢が本県の経済と県民

の暮らしに与える影響にどのように向き合って

いくのか、知事のお考えをお伺いします。 

 以下、対面席から質問します。 

  〔高橋議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの高橋肇議員の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。 

 高橋肇議員の中東情勢の影響についての御質

問にお答えを申し上げます。 

 中東情勢は、戦闘終結に向けての交渉を続け

ていた米国とイランの和平合意が成立して、今
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後署名を行うと報じられる一方で、現在もなお、

先行きには不透明感が漂っております。引き続

きエネルギー価格高騰や原材料の供給不安によ

る県民生活や事業活動への影響を注視していく

必要がございます。 

 国では、ガソリンの価格の激変緩和措置をは

じめ、石油備蓄の放出や代替調達の確保、石油

製品の供給や流通上の支障解消に向けた対策な

どを講じるとともに、今月５日には３兆円規模

の補正予算が成立したところであります。 

 そのような中、本県では、県庁内に設置をし

ました相談窓口はもとより、私自身も直接、県

民の皆様、事業者の方々から石油由来資材の調

達難でありますとか、価格高騰などの不安の声

を多く、お聞きしているところでございます。 

 今月の３日、４日には、農林水産大臣、厚生

労働副大臣、資源エネルギー庁長官、中小企業

庁長官等を訪問いたしまして、本県の現状を直

接伝えて、安定供給、価格抑制対策、経営安定

に向けた対応、適切な情報提供などを求めてま

いりました。厚生労働副大臣からは、医療用手

袋の備蓄を放出して、順次配送を始めているな

どの発言もありまして、県内の病院にも到着し

始めたというふうに伺っております。 

 また、今後の影響を見据えて、今定例会に補

正予算案を提出しております。まず、県内中小

企業等の経営不安に対応するために、保証料率

ゼロの県制度資金の融資枠を増額して、必要な

資金を円滑に届けることで、事業者の資金繰り

不安の軽減を図ってまいります。 

 加えて、価格や供給の変動の影響を受けにく

い事業基盤づくりを後押しするために、医療・

福祉施設や農林水産事業者等が導入いたします

高効率の省エネ設備に対する助成や、石油由来

資材の代替品の購入支援などを実施いたします。 

 光熱費の負担が高まります７月から９月にか

けましては、国の電気・都市ガス料金への補助

と歩調を合わせて、ＬＰガス料金等の支援を行

います。 

 食材費高騰の影響を受けています学校給食で

は、県産農林水産物の購入経費を助成して、生

産現場を支える需要の確保にもつなげてまいり

ます。 

 今後とも、県内の実情を的確に見極めて、国

の追加対策も十分に活用しながら、国・市町村

等と連携をして、機動的に対応してまいりたい

と考えております。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 停戦合意がなされて、戦闘の終結が本当の終

結になる、そういう事実化されることを願って

おりますけれども、ただ、現在、石油製品の不

足状態などの状況が、じゃあ、すぐに戦争前と

同じように改善されるかというと、私は、なか

なかそうはならないと思います。爆撃等による

イランの各施設の被害状況も非常に深刻である

というふうな報道もあります。そういう戦争前

の状況に戻るまでに相当な時間を要することが

想定されるわけですけれども、その間、大分県

として、政府に対してどのような働きかけを今

後行っていくつもりか、ちょっとお尋ねしたい

と思います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 今御指摘いただきましたとおり、和

平合意、まずは一刻も早く戦闘の全面終結、ホ

ルムズ海峡の全面開放が行われるということを

期待をしておりますが、御指摘のように、すぐ

にそれが実現して、そして、価格高騰とか、そ

れから供給不安というのが解消されるかどうか

というのは大変不透明な状況でございます。 

 このような状況が当面継続する可能性もあり

ますので、状況を注視しながら、必要に応じて

さらに対策を講じていきたいというふうに考え

ております。 

 国に対しましても、個別にまた、中央省庁、

永田町にも伺いまして、対策の必要性を要請す

る。また、全国知事会でございますとか、九州

地方知事会とも連携を図りながら、地方の声を

届けていくということについても、引き続きし

っかりと対応してまいりたいというふうに考え

ております。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。どうぞよろ
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しくお願いします。 

 一方で、やっぱり物がない物がないと、困る

困るということだけではなくて、やっぱりこの

危機を一つの再生エネルギー１００％を目指す、

そういう転換点として捉える必要があって、使

い捨てのプラスチックの削減とか、リユース、

リサイクルへ、原油依存を減らすという、そう

いう働きかけというものが今後必要になってく

るんじゃないかと思いますので、再エネへの転

換とか、脱使い捨てという取組、そういうのも

併せて、また、政府のほうには要請していって

いただければと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

 それでは、次に移りたいと思います。平和行

政についてであります。 

 まず、今日の平和観についてお尋ねいたしま

す。 

 ２０２２年のロシアによるウクライナ侵攻以

降、世界情勢はいつ大規模な紛争が発生しても

おかしくないような状況にあります。国際社会

においては、一部の地域において、軍事力が国

際関係に与える影響が強まる傾向が見られ、こ

の数年間でその傾向がより顕著になっていると

考えられます。 

 そのような中で、我が国においても防衛力の

増強を目指す動きが強まっています。台湾有事

を想定した南西諸島防衛強化のための自衛隊の

配備や、大分県でも大分市で、付近の住民から

反対の声も聞かれる弾薬庫の整備が進行するな

ど、私たち県民にとっても安全保障に関する議

論がより身近なものに迫っています。 

 これらの動きに対し、一部の県民からは、情

報収集活動の強化や関連法案の議論の進展が過

去の歴史的経験と結びつけて、懸念されるとい

った声も聞かれます。 

 ２０２５年第３回定例会においても、我が会

派の守永議員が、世界各地で繰り広げられてい

る紛争の改善に向け、日本が何らかの役割を果

たさなければならないと訴えました。しかしな

がら、その後も国際情勢は変化し続けており、

日本政府の外交努力の在り方についても、様々

な視点からの評価がなされています。 

 日本国憲法が掲げる平和主義の原則は堅持さ

れつつも、今後の国際情勢の変化が国内の議論

にどのような影響を与えるか、注視していく必

要があります。 

 このような時代だからこそ、戦争の悲惨さと

平和の尊さを深く認識する必要があるのではな

いでしょうか。世界情勢が目まぐるしく変化し、

それに伴い、国政も県政も大きな影響を受けて

いる現在、平和の理念はその重要性を一層増し

ております。 

 そこで、知事の今日の平和観についてお伺い

するとともに、今後の県政にどういかしていく

のか、併せてお伺いいたします。 

 次に、戦争体験の継承についてであります。 

 戦後も８０年という節目を過ぎ、かつての悲

惨な戦争体験も風化の一途をたどっています。

幼少期にアジア・太平洋戦争を経験した人が少

なくなる中で、その苦難の時代の実相を語り継

ぐことが今必要ではないでしょうか。 

 ４月の大分合同新聞に日教組集会の平和教育

分科会でのレポート数が減少しているとの記事

が掲載されました。教員の多忙化が教えなくて

もよいという意識につながっているとの指摘も

あり、十分な平和教育を受けてこなかった若者

に平和の真の尊さが伝わるのかという懸念を抱

いております。 

 しかし、戦争体験者が減少の一途をたどる中

で、戦争の悲惨さや恐ろしさを後世にきちんと

伝えていかなければ、私たちは、かつて歩んだ

道を再びたどってしまうことになりかねません。

もしそうなれば、正に戦争を知らない若い世代

がその最前線へと駆り出されてしまうことも考

えられます。 

 本県では、各小・中学校において長く平和教

育に取り組んできました。しかし、教育現場の

変わらない多忙さと若い世代の教職員が増えた

ことにより、その取組は困難さを増していると

伺っております。命や人権が守られ、平和な社

会を創造していくことに異論を唱える人は少な

いと思います。力を誇示する争いではなく、対

話によって互いを認め合いながら、平和を維持

することの大切さを学ぶには、過去の戦争の歴
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史や実相を学ぶ場が必要です。さきの大戦で大

きな被害を受けた地域にはそのような場所が設

けられています。 

 県内にもいくつかの戦跡や戦争資料館が設置

されている自治体があります。しかし、各自治

体任せでは、その維持費用など、経費面で大変

苦労もされているのではないでしょうか。戦争

遺構が残されているうちに、また、戦争体験者

が御存命であるうちに、その証言などを収集し、

県下各地の戦争の記録や記憶を将来の世代に伝

えるための県立の平和祈念館のような施設の設

置を検討する時期に来ているのではないかと思

います。 

 こうしたことを踏まえ、戦争体験の継承につ

いて、今後どのように取り組んでいくのか、教

育長にお伺いいたします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 今日の平和観についてでございます。 

 昨今の世界情勢を見渡しますと、パワーバラ

ンスの変化、地政学的競争の激化などに伴いま

して、国際秩序が大きく動揺する中で、日本を

取り巻く国際環境はかつてなく厳しさを増して

いる状況でございます。 

 中東地域ではホルムズ海峡の事実上の封鎖か

ら３か月経過しまして、和平合意に近づくとの

報道がなされておりますが、例えばロシアによ

るウクライナの侵攻の長期化などを含めまして、

世界平和の実現には遠く及ばない状況でござい

ます。 

 日本政府は、これまで紛争当事国やその周辺

諸国等に対する働きかけを継続的に行ってきま

したが、今後もあらゆる外交努力と調整が必要

な状況であり、一刻も早い事態の鎮静化が望ま

れるところであります。 

 今なお、世界各地で多くの人々が戦禍に見舞

われ、貴い命を奪われていることについては哀

痛の念を禁じ得ません。 

 我が国は、戦後、一貫して平和国家としての

道を歩み、国際社会の平和と繁栄に力を尽くし

てまいりました。平和は人類共通の願いであり、

二度と戦争の惨禍が繰り返されることのないよ

う、恒久平和の確立に不断の努力を続けていく

ことが必要であります。 

 県民の８割以上が戦後生まれとなりまして、

先の大戦の実体験に触れる機会が年々少なくな

ってきております。私たち一人一人が、戦争の

悲惨さや命と平和の尊さを次の世代へ継承して

いくことが、今を生きる私たちの大きな使命で

あるというふうに考えております。 

 今後とも、日本国憲法の平和主義の理念を踏

まえて、県民一人一人が平和に安心して暮らせ

る社会の実現を目指して、県政運営に当たって

まいりたいと考えております。 

 その他の質問については、担当部局長から答

弁させていただきます。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 私からは、戦争体験の継承につい

てお答えします。 

 戦争の記憶や教訓を後世に語り継ぐことは、

平和な社会を維持していく上で極めて重要であ

り、教育行政の重要な責務と認識しております。 

 一方、県立平和祈念館の設置については、多

額の建設費や維持管理費を要することから、慎

重な判断が求められます。 

 まずは、既存の取組を充実させることが重要

と考え、昨年、戦後８０年を記念して開催して

好評を得た重光葵展のような平和関連の展示や

講演会を今後も実施していく予定です。 

 また、今年度から、戦争体験者本人の貴重な

証言を映像で収録し、デジタルアーカイブとし

て保存、公開する事業を開始します。さらに、

県が運営するおおいたデジタル資料室の仕組み

を活用して、各市町村が個別に所蔵している戦

争に関する写真や公文書などの資料を集約し、

県民全体でより広く共有できるよう働きかけて

まいります。 

 今後も市町村や関係団体と緊密に連携し、い

つでも誰でもどこからでも必要な情報にアクセ

スし学べる環境を整備することで、戦争の記憶

を風化させることなく、県全体で継承していけ

るよう努めてまいります。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 佐藤知事には、是非日本国憲法のそういう平
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和を守る、それから国民の安心・安全を守ると

いう、そういう基本理念、基本方針を是非大事

にしていただいて、それを県政にいかしていた

だきたいというふうに思います。もし戦争への

道へ進むような、そういうもし時代の流れがあ

れば、是非それにあらがうような大義というか、

方向で頑張っていただきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 県立の平和祈念館というようなことを言いま

したけれども、今すぐそういう箱物を造れとか、

そういうことを申し上げているわけではありま

せん。一つ案、例として今挙げたわけですけれ

ども、ただいま知事の平和観も伺いましたので、

是非そういう思いを平和教育の中にもいかして

いけるように、こどもたちに戦争はしてはいけ

ないものだという認識を育てていく、そういう

平和教育を行うためにも、また、現場の先生方

の平和教育を行うときの後押しとなるためにも、

教育委員会としても、そういう戦争体験継承の

様々な手段の検討を今後も考えていっていただ

きたいというふうに思います。 

 各市町村ごとにいろんな施設、あるいは戦跡、

そういうものを扱っているところがあるんです

けれども、そういうところとのこう、日頃から

の情報交換といいますか、共有とか、そういう

ものはなされているんですかね。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 昨年、戦後８０年を迎えて、こう

いった戦争関連の資料とか証言とか、そういっ

たものの保存の必要性を重々感じ、市町村とそ

の辺の情報共有をしたところでございます。 

 現在、１８市町村中１５市町村で様々な戦争

資料の収集を行っております。そのうち１３市

町がそういった資料を歴史博物館等で公開して

いるということで、そうした収集した資料を、

さきほど申し上げました県のおおいたデジタル

資料室の仕組みを活用して、県民に広く共有で

きるように、今後、取組を強めていくというこ

とでございます。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 是非それぞれの各市町とそういう情報共有を

していただいて、平和教育にいかしていけるよ

うな、そういう資料を是非残していっていただ

きたいというふうに思います。どうぞよろしく

お願いいたします。 

 では、先へ進ませていただきます。３番目に

学びの多様化についてお尋ねをします。 

 まず、多様な学びの場の確保についてです。 

 本年４月、県立の夜間中学である学びヶ丘中

学校が開校し、３６人の新入生が御入学をされ

ました。幅広い年代の方々が学び直しの場とし

て同校を選び、希望を持って勉学に励もうとす

る姿に心動かされました。 

 さて、埼玉県では、４月に同県初となる学び

の多様化学校が川口市とさいたま市において開

校しました。学びの多様化学校とは、不登校の

児童生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編

成して教育を実施する学校です。川口市立芝園

学園中学校では、夜間中学と併設されており、

小学校で不登校であったこどもや、教育支援セ

ンターなどに通っていた中学生が転入学したそ

うです。各学年１５人程度のこどもたちを３人

の担任がチームで支援する体制を取っていると

のことです。 

 全国的に不登校のこどもが増加している現在、

学びの多様化学校のような柔軟性のある教育が

求められています。この春には、全国で新たに

２５か所が設置され、８４か所となりました。

九州では、北九州市八幡西区において、来年４

月の開校が予定されているということです。 

 県内には玖珠町に１校設置されていますが、

入学希望者が町内外から殺到していると聞いて

います。それだけ今の公教育の在り方が合わな

いと感じるこどもたちが増えてきているという

ことではないでしょうか。 

 かつては、こどもたちが学校に合わせること

を求める傾向がありましたが、現在はこどもた

ちの個々のニーズに応じた多様な教育の在り方

が求められています。学びの多様化学校を市町

村ごとに設置するか、若しくは、それが困難な

場合でも、近隣の市町村で１校設置が進むよう

検討すべきではないかと考えます。 

 そこで、学びの多様化学校の設置を含め、多
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様な学びの場の確保に今後どのように取り組ん

でいくのか、教育長にお伺いします。 

 続いて、学校外における体験活動の充実につ

いてです。 

 近年、こどもたちの多様な学びや体験機会の

確保の重要性が社会的に広く認識されています。

特に学校外での様々な体験活動は、こどもたち

の主体性や社会性を育み、学びへの意欲を高め

る上で重要であると考えられます。 

 そうした中、ラーケーションを導入する自治

体が増えています。ラーケーションとは、学び

を意味するラーニングと休暇を意味するバケー

ションを組み合わせた造語で、平日などに、こ

どもが保護者と共に学校外で計画的に学習活動

を行うことを指します。この制度は、２０２３

年に愛知県が導入して、その後、茨城県、徳島

県などで導入され、本年度は沖縄県などへも広

がっています。その狙いは、こどもたちの学校

外での学びを促進するとともに、学校休業日に

保護者がこどもと接する時間が取れない家庭で

も、授業日に保護者がこどもと共に過ごすこと

ができるようにすることです。 

 ラーケーションには、欠席扱いにはならない

ことや、学校外で保護者と共に様々な体験や学

習を行えるメリットがある一方で、学校での大

切な授業の代替となるため、家庭内で十分に話

し合い、計画を立てる必要があります。保護者

の理解と協力が必要であり、登校しなくてもよ

いといった誤解が広まれば、出席扱いの境界が

曖昧になりかねません。また、ヤングケアラー

などへの配慮も欠かせません。自由に休んで学

んでよいというメッセージがかえって負担感を

増幅させる可能性も指摘されており、休暇か学

習日かが曖昧になる点は課題です。 

 しかしながら、大人の働き方が多様化する中

で、親子で過ごす時間の確保は重要になってい

ます。ラーケーション制度が広がる中で、県と

してもメリットとデメリットを調査研究し、よ

りよい制度にしながら、導入に向けた検討を始

める時期ではないかと考えます。 

 本県においても社会教育施設における自然体

験活動など、学校外での体験活動が既に行われ

ており、これがこどもたちの成長に大きく寄与

していることから、こうした取組をさらに充実

させていくことが大切だと考えます。 

 そこで、ラーケーション制度の導入も含め、

学校外における体験活動の充実にどのように取

り組んでいくのか、教育長にお伺いいたします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 ２点についてお答えします。 

 まず１点目は、多様な学びの場の確保につい

てです。 

 不登校対策は喫緊の課題であり、県内市町村

においても、様々な対策を講じております。例

えば大分市では、個に応じた学習や相談を行う

教育支援センターでの校外学習や宿泊体験など、

多様な支援プログラムを総合的に展開すること

で不登校児童生徒数は減少に転じております。 

 県教委といたしましては、こうした好事例の

横展開を図るとともに、学校へのスクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカー、登校

支援員の配置による相談体制の充実や個別の家

庭学習サポートなどに取り組んでいます。 

 また、個々の状況に応じ、学校内外を問わず、

学びの機会を保障するため、フリースクール等

の利用者への助成を行う市町村に対する補助を

進めているところです。 

 学びの多様化学校については、県内市町村に

おいて、既に各教育支援センターの取組の充実

をはじめとした様々な支援策が講じられている

ことから、現時点で新たな開設の予定は伺って

いません。 

 今後、設置を考える市町村には、先進事例や

国の補助制度等の情報提供、教育課程の編成指

導など、積極的な支援を行い、誰一人取り残さ

れない多様な学びの確保に努めてまいります。 

 次に、学校外における体験活動の充実につい

てお答えします。 

 学校外における体験活動はこどもたちの豊か

な人間性を育む上で重要であると認識していま

す。本県では、香々地・九重両青少年の家にお

いて、海や山などの周辺の自然環境や各施設の

設備をいかした多様な体験機会を提供していま

す。星空観察やキャンプ体験等を通じ、家庭教
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育の支援はもとより、不登校児童生徒の社会性

を高める取組などにも活用しています。 

 議員御指摘のラーケーションについては、県

内でも観光業が盛んで、休日に働く保護者が多

い別府市がたびスタ休暇として令和５年９月に

導入しており、アンケートでも、取得者から肯

定的な評価が示されています。 

 一方で、平日に学校を休むことによる学習の

遅れ、経済的理由や保護者が休みを取れないこ

とによる体験格差が生ずるのでないかといった

懸念もあることから、制度の趣旨と課題につい

て、社会全体で理解を深めることが重要と考え

ます。 

 今後は、先進事例や国の動向など、必要な情

報収集に努め、市町村教育委員会と共有してま

いりたいと考えております。 

 あわせて、県内の青少年の家などの社会教育

施設や体験型子ども科学館Ｏ－Ｌａｂｏ等での

取組を通じ、学校外における体験活動の充実を

図ってまいります。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 学びの場の確保ということでありますけれど

も、今、少子化でこどもの数は減ってはきてい

ますけれども、これまでの一斉学習になかなか

なじめないというこどもたちも少なくありませ

ん。こどもの多様な実態に応じた学校の在り方

そのものが求められている時代になってきてま

すけれども、今言ったように、なかなか学校に

足が向かないこどもたちのためのそういう学び

の多様化学校、今、少子化の中で市町村それぞ

れの小・中学校においては、統廃合も進められ

ているところもあります。当然、空き学校とい

ったら悪いですけれども、空き校舎ですね、そ

ういうところもあるわけで、そういうところの

利活用という意味で、例えば各教育事務所単位

に１校ずつの学びの多様化学校と、そういう設

置ができるような方向はできないものかと、ち

ょっと最後、お尋ねをしたいというふうに思い

ます。 

 ラーケーションのほうについては、既に別府

市のほうが導入を始めております。聞くところ

によれば、他の市町村の方も同じようなんがあ

ればいいなと、そういう制度があればいいなと

いう声も聞きます。ラーケーションのメリット

というのは、家庭時間の増加と学校ではできな

い学びの充実ということでありますが、導入に

当たっては、大人社会の休み方、働き方改革が

やっぱり必要ではないかなとも思います。大人

社会の休み方の見直しのきっかけにもなるんで

はないかなと思うので、そういうラーケーショ

ンの導入、各市町村教育委員会、あるいは市町

村ごとに話し合っていくような、そういうよう

な検討の場は今後ないのかどうかお尋ねをしま

す。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 まず１点目の学びの多様化学校の開設でござ

いますが、私も玖珠の若草小中学校、２回訪問

させていただきまして、本当にこどもたちが生

き生きと活動している姿を見まして、大変有効

な施策であるというふうに感じたところであり

ます。 

 各市町村ともいろいろこの多様化学校の開設

について話を聞くわけですが、慎重な姿勢であ

る理由として、今おっしゃったような、仮に廃

校を利用するとかいう場合も、改修経費や設備

の整備、あるいは維持管理経費、こういったも

のがかなりかさむと。それから、市町村に一つ

つくると、広域から生徒が通うということにな

りますので、通学の手当て、スクールバス等の

確保等の必要が考えられるということ。また、

学びの多様化学校は単に箱をつくればいいわけ

ではなくて、そこで働く先生のスキルといいま

すか、スキルだけではなくて、熱意も含めて、

非常に特別な教育課程に対応できる高い専門性

を備えた人材が必要になるということで、今、

教員不足の中でその辺の確保もなかなか厳しい

といったようなこと。それから、さきほど申し

上げましたように、不登校対策、様々行われて

おりますけれども、そういったものが一定の成

果を上げているということで、当面そこで頑張

っていきたいというような、そういう御意見を

伺っております。 
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 議員おっしゃったように、既存の学校の空き

教室を利用する分教室型というのも全国にかな

り増えております。こういったものについての

情報提供も含め、今後とも市町村と協議を重ね

ていきたいと思っておりますし、また、この財

政負担については、国に対してしっかりと補助

制度の充実をしていただくように、引き続き要

望してまいりたいというふうに考えております。 

 ２点目のラーケーションですけれども、資料

ですね、さきほどお示しいただいた愛知県に聞

いてみたところ、親自身も有給休暇を取得する

きっかけとなって、働き方を見直すよい機会と

なったというような意見が寄せられているとい

うことで、さきほど議員おっしゃったように、

大人の休み方の見直しというものにもつながる

ということがうかがえると思います。 

 しかしながら、導入するに向けては、さきほ

ど申し上げましたように、学習の遅れとか、親

の仕事によってはなかなか休みが取りづらいよ

うな家庭もあったりして、体験格差が生じると

いうような問題も心配されますので、引き続き

市町村、それから学校現場、保護者等の意見を

伺いながら、ラーケーションも含めた学校外の

体験活動の在り方について模索をしてまいりた

いと考えております。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 様々な課題はあると思いますけれども、どう

ぞ御検討よろしくお願いいたします。 

 では、次に、こどもたちが抱える課題につい

てです。 

 まず、こどもの自死問題についてお尋ねしま

す。 

 こどもの自殺が全国的に深刻な問題となって

います。２０２５年の小・中・高校生の自殺者

数は５３８人であり、これは、統計が残る１９

８０年以降で最多の数字となりました。１０代

の死亡理由１位が自殺であるのは先進国の中で

も日本だけであり、極めて深刻な問題と言わざ

るを得ません。 

 この内訳を見ると、小学生が１０人と、前年

比で５人の減少であった一方で、中学生が１７

２人と９人の増加、高校生が３５６人と５人の

増加となっています。男女別では、男性が２５

８人と１９人の増加、女性が２８０人と、こち

らは１０人の減少でした。また、原因や動機に

ついては、１９歳以下では学校問題や健康問題、

家庭問題の順となっています。これらのデータ

から、特に中学生や高校生といった多感な時期

のこどもたちが、学業や友人関係、あるいは家

庭の事情など、様々な悩みを抱え、苦しんでい

る状況がうかがえます。心の悩みを打ち明ける

ことは容易ではなく、そのため、周囲の気づき

が遅れ、対応が後手に回ってしまうケースが少

なくないと考えられます。 

 こうした状況を受け、昨年６月に成立した改

正自殺対策基本法には、自殺対策へのＡＩ技術

の活用という基本理念が盛り込まれ、対話型の

ＡＩを活用する動きも見られます。悩みが深刻

化する前に未然に防ぐ効果が期待されていると

ころです。 

 そこで、こどもの自死問題をめぐる県内の状

況を踏まえ、その対策に今後どのように取り組

んでいくのか、こども政策局長にお伺いいたし

ます。 

 次に、こどもの視力についてです。 

 近年、こどもの視力低下が社会的な課題とな

っています。特にスマートフォンやタブレット

端末の普及により、こどもたちがこれらに接す

る機会が増加したことも近視増加の一因である

と指摘されております。 

 こうした状況に対し、視力低下は学習面にお

いて大きな障害となるため、現場の教職員から

は不安の声が聞かれます。 

 文部科学省が本年２月に公表した学校保健統

計調査によると、裸眼視力が１．０未満の児童

生徒の割合は上昇傾向にあり、小学生で３６％、

中学生で５９％、高校生では、実に７２％にも

上っています。これは１０年前と比較し、５．

１ポイントから７．７ポイントも高くなってい

ます。 

 視力低下への対策としては、照明を明るくす

る、遠くを見る、対象から３０センチ以上目を

離す、読書を３０分したら、目を１０分間休め



第２回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 20 - 

るなど様々あり、屋外活動が効果的との海外の

研究結果も示されております。しかし、現代の

こどもたちは外遊びよりタブレット端末やゲー

ム機などで遊ぶ時間が多くなっており、その対

策が困難な状況であります。 

 特に小学校低学年で近視を発症した場合、そ

の進行が早まり、将来的に網膜剥離や白内障、

緑内障、さらには失明といった重篤な視力障が

いのリスクを高めることが指摘されています。 

 このような近視のリスクが高い環境下で育つ

こどもたちの健康を保持するためには、こども

の視力低下に対し、早期かつ適切な対策を講じ

る必要があります。 

 そこで、これまで講じてきた対策も含め、こ

どもの視力低下の課題に対し、今後どのように

対応していくのか、教育長にお伺いいたします。 

嶋議長 小野こども政策局長。 

小野こども政策局長 私からは、こどもの自死

問題についてお答えいたします。 

 本県の２０歳未満の自殺者数を見てみますと、

令和に入って以降、６人前後で推移をしており、

その対策が課題と認識をしております。 

 県では、こどもを対象にした２４時間３６５

日対応のＳＯＳダイヤルを開設しており、昨年

度は４２９件の相談が寄せられ、必要に応じて、

各学校にも共有の上、スクールカウンセラーに

つなぐなどの対応が取られています。 

 加えて、ＳＮＳによるこころの相談窓口も設

置しており、若い世代からの自殺をほのめかす

ような相談に対しても、公認心理師が丁寧に応

じているところでございます。 

 また、こころとからだの相談支援センターが

実施する若者の自殺対策に関する研修には、昨

年度、教員など１３０人が参加しており、今年

度は研修時間を倍増するなど、充実を図ること

としております。 

 生成ＡＩについては、有効な手段ではあるも

のの、県が新たにシステムとして構築する必要

性も含め課題があるため、当面はＳＮＳやチャ

ットボットなどのデジタルツールの活用に力を

入れていくこととしております。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 私からは、こどもの視力について

お答えします。 

 本県の児童生徒の裸眼視力は、全国的な傾向

と同様に、デジタル端末の利用増加等を背景と

して、多くの学年で悪化しており、県教育委員

会としても重要な課題と認識しています。 

 このため、各学校に対して、端末使用時に画

面から目を３０センチ以上離す正しい姿勢や目

への負担を軽減する明るさの確保など、日常的

な指導の徹底を図っているところです。 

 また、近視予防効果が期待される屋外活動に

ついては、全ての学校で休み時間を活用して、

縄跳び等の運動を行う１校１実践に取り組んで

います。アンケートでは、児童生徒の８５％が

運動習慣がついたと回答しており、端末利用の

抑制と健康的な生活習慣の定着につながるもの

と考えております。 

 一方、学校だけでは限界があり、家庭でのル

ールづくりなど、学校と家庭が連携した取組が

重要です。 

 今後は、保健だより等による情報提供に加え、

眼科医等による講習の実施を促すなど、児童生

徒や保護者に近視予防の重要性を深く認識させ、

生涯にわたる健康の基盤づくりを進めてまいり

ます。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 大分県でも自殺するこどもが６人前後、６人

しかいないんじゃなくて、６人もいるんですよ

ね。こどもたちが、１０代のこどもたちが自ら

の手で命を絶つ、そういう状況が、しかも、相

談件数は４２９件あるということは、潜在的に

自殺をしたいじゃないですけれども、そういう

ふうな方向に向かうこどもたちがたくさんいる

という、そういう現実があるということで、た

だ、さきほど、なぜ自殺したかという原因、い

くつか上げましたけれども、原因不明というの

が、約半数ぐらいが原因不明なんですね、なぜ

自殺したのか分からないと。ですから、やはり

さきほど言いましたように、予防のほう、予防

が大事、いかに自殺する方向にこどもたちを行

かないようにさせるかという、そういう対策が
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これから本当に大事になってくると思います。

こどもたちの背後にある真の問題、本当の問題

というのは何かを考えていく必要があるんじゃ

ないかなというふうに思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 目の問題についてですけれども、私も中学校

の頃から目を悪くして、眼鏡かけておりますけ

れども、今、点眼液や近視の進行を抑える効果

があると言われる新しいコンタクトレンズも登

場しているというふうに聞いておりますけれど

も、何よりもそういう近視のリスクが高いこど

もたちの環境を変えていく必要があるんではな

いかなというふうに思います。 

 今、学校では虫歯対策とかもしてますけれど

も、それと同じぐらいに、近視に対する対策、

対処にも力を今後入れていっていただきたいと

いうことをお願いしたいと思います。 

 では、時間もないので、先に進みます。 

 運転免許講習における聴覚障がい者への対応

についてお尋ねします。 

 道路交通法の改正により、２００８年以降、

聴覚に障がいをお持ちの方も運転免許を取得で

きるようになりました。しかし、運転免許更新

時の講習において、聴覚障がい者に手話通訳士

を配置する制度を設けているのは、４７都道府

県警のうち７府県警にとどまり、約８割に当た

る３７都道府県警が配置していないという報道

がありました。 

 私の地元である臼杵市と津久見市を管轄する

臼杵津久見警察署に現状を確認しましたところ、

これまでにも聴覚障がいをお持ちの方が免許の

更新講習を受講されたことはあるものの、警察

側で手話通訳士を配置したことはなく、聴覚障

がい者の方が御自身で手話通訳士を同伴し、受

講されていたとのことです。また、報酬の有無

についても不明であるとのことでした。 

 講習において、書籍や資料に記載された内容

を話すだけであれば、手話通訳を配置する必要

はないかもしれません。しかし、それ以外の内

容や講師がアドリブで話すような内容は、聴覚

障がいをお持ちの方にとって、手話通訳士がい

なければ、正確に理解することは困難です。自

動車運転という安全に関わる講習において、十

分な情報を得られる保障が整えられていない実

態があると言えるのではないでしょうか。 

 そこで、運転免許センター及び各警察署での

運転免許更新時の講習において、聴覚障がい者

にどのような措置が取られてきたのか、また、

今後どのように対応していくのか、警察本部長

にお伺いいたします。 

嶋議長 平松警察本部長。 

平松警察本部長 運転免許講習における聴覚障

がい者の方々への対応についてお尋ねがござい

ましたので、お答えいたします。 

 ２００８年に施行されました改正道路交通法

により、聴覚障がい者の方々についても、一定

の条件の下、運転免許の取得が可能となってお

ります。障がいの有無にかかわらず、更新時講

習により、安全運転継続のために必要な情報を

得ることは重要であるというふうに考えており

ます。 

 そのため、県警察では、更新時講習用の教育

動画を手話通訳入りのものに更新し、さらに、

運転免許センターでは、講習指導員の音声が字

幕表示されるシステムも導入したところでござ

います。 

 また、聴覚障がい者の方々が御自身で手話通

訳士を手配して、更新時講習を受講する場合で

も、各市町村の意思疎通支援事業を利用するこ

とで金銭的負担が生じないものと承知しており

ます。さらに、障がい者等の方々を希望するお

席に案内するとともに、通訳士の立ち位置も御

本人のお近くや講師の横など、自由に選択でき

るよう配慮しております。 

 今後も、個別の事案に応じてきめ細かな対応

を行い、聴覚障がい者をはじめとしました障が

い者の方々への合理的配慮の提供に努めてまい

りたいと考えております。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 是非そういう聴覚障がいの方のきめ細かい配

慮、今後も検討していただきたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、最後に道路の支障木についてお尋
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ねいたします。 

 臼杵市と大分市坂ノ市を結ぶ県道２０５号線、

通称臼坂バイパスを私も通勤経路の一つとして

度々利用していますけれども、道路沿いの樹木

が一部道路内にまで伸びており、車両の通行の

妨げとなりつつある状況が散見されます。特に

大分市側区間においてその傾向が顕著に見られ

るようであります。沿線には多くのソメイヨシ

ノが植えられていますけれども、ソメイヨシノ

は成長が早い種類であるため、年々、枝が車道

に覆いかぶさるような状況が生じやすいと考え

られます。 

 臼坂バイパスが有料道路から無料化されて以

降、また、高速道路が開通した後も大型車をは

じめ、多くの車両が大分市への通勤・通学の経

路としてこのバイパスを利用しております。 

 このような状況下において、樹木が成長し、

通行車両との接触が発生するのではないかと危

惧しているところであります。幸い、現状では、

樹木接触による事故が発生したとは聞いており

ませんけれども、今後、樹木が成長していけば、

事故発生の危険性は一層高まるため、早期の対

策が必要であると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、道路の支障木につい

てどのような対策を講じるのか、土木建築部長

にお伺いいたします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 道路の安全で円滑な通行を維持するためには、

議員御指摘の県道２０５号を含め、沿線樹木の

適切な管理が重要と認識しています。そのため、

日々のパトロールなどにより、車道上空４．５

メートルの空間を確保できるよう、支障木の除

去に努めているところでございます。 

 また、道路に隣接する民地から樹木が張り出

している場合は、所有者による管理を基本とし

つつ、緊急的な措置として、所有者と協議の上

で、県が伐採を行っています。 

 加えて、山間部などにおいて、倒木等により

事故につながるおそれのある樹木を対象に、お

おいた森づくり税も活用し、計画的な事前伐採

に取り組んでいます。今年度は、県道２０５号

をはじめ、１０路線程度において事前伐採を行

う予定としております。 

 今後もこうした取組を着実に進め、地元や道

路利用者の声に耳を傾けながら、安全な通行空

間の確保に努めてまいります。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 是非よろしくお願いしたいと思いますけれど

も、あそこの県道２０５号線のところですね、

樹木が植わっている部分、あれはいわゆる個人

の土地になるんですか、それとも、県が管理す

るそういう土地になるんですかね、そこら辺は、

すみません、ちょっとお聞きしたいんですけど。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 いわゆる臼坂バイパスを整備するに当たって

は、環境に配慮した道路というところで、道路

敷にも樹木を植えております。今、議員御指摘

の樹木についての大半は県の道路敷にあるもの

だというふうに認識をしております。 

嶋議長 高橋肇議員。 

高橋議員 ありがとうございます。 

 ということは、樹木がこう伸びてきたものを、

自由にというわけじゃないですけれども、伐採

することに特に問題はないというふうに認識し

ていいということですね、はい、分かりました、

ありがとうございます。どうぞ事故の発生がな

いように、また、気持ちよく走れるように、管

理のほうをよろしくお願いしたいというふうに

思います。 

 では、以上で私の一般質問を終わらせていた

だきます。ありがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上で高橋肇議員の質問及び答弁は終

わりました。森誠一議員。 

  〔森議員登壇〕（拍手） 

森議員 １５番、自由民主党、森誠一です。本

日も一般質問の機会を与えていただきました同

僚、先輩議員に感謝を申し上げます。 

 また、傍聴に来てくださった皆様、オンライ

ンで御視聴の皆様、ありがとうございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、早速質問に入らせていただきます。
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知事はじめ、執行部の皆様、どうぞよろしくお

願いいたします。 

 まず、中東情勢への対応について伺います。 

 中東情勢については、戦闘終結で合意し、１

９日の署名式後にホルムズ海峡が開放されると

の報道がありました。しかしながら、これまで

の海峡封鎖に伴う原油の供給不安に端を発した

物価高騰など、経済への影響は既に無視できな

いものとなっております。 

 皆様からは、生産資材の入手が困難になって

いる、農業用資材や出荷用のパックなど、プラ

スチック製品全般が値上がりして、生産コスト

が上昇しているなどの声を聞きます。 

 県内の商工団体が行った緊急調査では、中東

情勢緊迫化に伴い、既に大きなマイナスの影響

が出ているが１６．９％、軽微だがマイナスの

影響が出ているが４７．２％で、これらを合わ

せると６割を超える企業がマイナスの影響が出

ていると回答しております。 

 また、大分コンビナートには、九州で唯一の

製油所やナフサを原料とする石油化学工場が立

地しており、ホルムズ海峡封鎖の影響を直接受

けているのではと思われます。 

 そうした状況を踏まえ、政府は補正予算を編

成し、予備費を積み増すなど、７月から９月の

電気・都市ガス料金の補助を再開するほか、ガ

ソリン等の価格を抑制する補助金も継続する方

針です。加えて、ナフサなど、石油由来の製品

についても供給確保の取組を進めており、各業

界団体へ前年と同量の供給を要請するとともに、

医療用手袋の国家備蓄の放出を行っております。 

 原油やナフサの確保については、自治体レベ

ルでの取組は困難ですが、本県としては、現場

の実態をしっかり把握し、国に必要な対策を取

るよう要望するほか、きめ細かい事業者支援を

行う必要があると考えます。 

 今月３日から４日にかけて、知事の省庁要望

に、私も議長代理で同行させていただきました。

政府、自民党に中東情勢を踏まえた物資供給・

物価高騰対策について、現場における具体的な

事例を提示して、要望をしてまいりました。 

 今定例会に提案されている補正予算では、国

と歩調を合わせたＬＰガス等へのこれまでの同

様の支援に加え、県独自の支援策も計上されて

おります。 

 県民が安心して生活できるよう、国と連携し、

事業活動への中東情勢の影響を最小限に抑える

ことが重要であり、必要な対策を躊躇なく実施

していかなければなりません。 

 そこで、中東情勢への対応について、県とし

て事業者支援にどのように取り組むのか、知事

にお伺いします。 

 以降は対面席で行います。 

  〔森議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの森誠一議員の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 森誠一議員の中東情勢への対応につ

いての御質問にお答えいたします。 

 中東情勢の緊迫化による燃料油・石油関連製

品の供給不安や価格高騰に加えて、それに伴う

県内企業の生産コスト上昇について、私も強い

危機感を持っております。県ではこの喫緊の課

題に対し、県内事業者を多角的に支援するため、

先手を打って対策を進めているところでありま

す。 

 まず、中東情勢の影響を受ける事業者の声に

きめ細かく対応するために、本年の３月１９日

に原油価格の高騰等に関する特別相談窓口を県

庁内に設置いたしました。これまでに２３件の

相談を受けており、単なる情報提供にとどまら

ず、製造業、農林水産業や建設業など、事業者

ごとの実情に応じた支援策の案内や必要な助言

を行ってきております。 

 あわせて、県内５００社を対象としたヒアリ

ングで得た情報や県電気工事業工業組合による

電設資材供給網の強靱化に関する要望など、各

事業者が直面している具体的な課題やニーズの

詳細な把握に努めているところであります。 

 こうした声を踏まえて、先日には、今、森議

員からも御指摘ありました、森副議長をはじめ

としまして、県選出国会議員と共に、まずは国

に対して燃料油、石油関連製品の安定供給と価

格高騰の抑制のための必要な対策の実施などに
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ついて要望したところでございます。 

 また、今定例会に提出しております補正予算

案については、中小企業等の資金繰りを支援す

るため、物価高騰等に対応した保証料率ゼロの

経営環境変動対応融資について、融資枠を１０

０億円から２００億円に拡大することとしてお

ります。 

 さらに、生産コスト上昇の大きな要因であり

ますエネルギー価格高騰の影響を受けにくい企

業の体質強化と持続可能な経営を支援するため

に、太陽光発電など再エネルギー設備の導入を

促進する補助制度も設けることとしております。 

 一方で、県内事業者が適切に価格転嫁のでき

る環境づくりも重要でございます。県では、各

種補助金審査において、価格転嫁に取り組むパ

ートナーシップ構築宣言企業に対する加点措置

を設けており、今年８月には県内各地でセミナ

ーを開催して、引き続き制度周知や意識啓発に

取り組んでまいります。 

 今後も中東情勢の動向を注視して、県内企業

の経営を支援するとともに、地域経済の活力を

維持、向上させるために迅速かつ柔軟に必要な

対策を講じてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。東京要望で

同行させていただいた際、知事からは、各省庁、

副大臣、また政務官に、実際の具体的な事例リ

ストお渡しをされている状況を拝見いたしまし

た。県内事業者や県民生活が直面する課題をし

っかり訴えていただいたというふうに思ってお

ります。国の対応にも感じたところなんですけ

れども、関係省庁が実態把握とその対策にスピ

ード感を持って取り組んでいるということも十

分、私ども伝わってきたところであります。日

々、刻々と状況が変化する中で、その情勢を注

視しながら、適時、適切な対応を市町村、そし

て国と連携して、取り組んでいただくようお願

いを申し上げます。 

 それでは、次に、県経済の発展について伺い

ます。 

 高市政権は責任ある積極財政を掲げ、昨年１

１月に地域未来戦略本部を設置し、地方が持つ

伸び代をいかし、国民の暮らしと安全を守るた

め、地域ごとの産業クラスターを全国各地に形

成し、世界をリードする技術、ビジネスを創出

するとともに、地場産業の付加価値向上と販路

開拓を強力に支援するとしています。これまで

地方創生で進めてきた取組に加えて、強い経済

の実現に重点を置いて、本年夏をめどに地域未

来戦略が取りまとめられる予定であります。 

 そこで、本県においても、国の動きに呼応し、

県経済の発展に取り組む必要があります。地域

未来戦略は、戦略産業クラスター計画と地域産

業成長プランの二つに分かれ、また地域産業成

長プランは、さらに地域産業クラスター計画と

地場産業成長プランに分かれます。 

 まず、戦略産業クラスター計画は都道府県を

またぐ地域ブロック単位のものが想定され、Ａ

Ｉ、半導体など、日本成長戦略本部における１

７の戦略分野に関する検討と整合するものを各

地方経済局が中心となり策定されます。都道府

県からプロジェクト提案を受け付けるとされて

いることから、九州地域の素案で公表されたＡ

Ｉ・半導体、エネルギー・ＧＸ、造船・宇宙な

どの５分野に対応したプロジェクトを立ち上げ、

国に提案していくこととなります。 

 次に、地域産業クラスター計画は、知事が主

導する計画で、力を入れる産業領域を５つ程度

に絞り、５年間の計画を策定する必要がありま

す。実現する製品、サービスが海外輸出で外貨

を稼げる、若しくは国内で上位シェアを目指せ

ることが要件となっており、ハードルは高いで

すが、県内企業と一緒になって取り組むべきと

考えます。 

 三つ目の地場産業成長プランは、県又は市町

村が作成する計画で、いまだ活用されていない

地域資源の発掘、新規活用や既存地域資源を磨

き上げ、付加価値の創出と地産外商の推進を図

り、地域経済の一層の拡大を目指すものであり

ます。計画の数に制限はないので、さきに述べ

た二つのクラスター計画の対象とならない産業

や農林水産業などについて幅広く支援すること

が可能となります。 
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 三つの計画のいずれにしても、県の果たす役

割が大きいことから、積極的に計画策定などに

取り組む必要があると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、県経済の発展に向け、

地域未来戦略をどのように活用していくのか、

知事の見解を伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 県経済の発展についてでございます。 

 地域未来戦略に係る計画の策定に当たりまし

ては、本県の産業構造や強みを踏まえて、県経

済を牽引する産業を明確にすることが重要であ

ります。 

 まず、国が定める戦略産業クラスター計画で

は、先般県に対する候補プロジェクトの募集が

開始されたところであり、一定の大規模投資の

見込みがある等の詳細な要件について、精査を

行っているところであります。 

 また、県が主導する地域産業クラスター計画

については、現在、半導体関連産業、コンビナ

ートの素材型産業やエネルギー関連産業、船舶

や自動車などの輸送用機械産業、さらには観光

産業を中心に検討を進めております。 

 このうち、国内で生産拠点強化の動きが進む

半導体関連産業では、国内外からの企業誘致に

加えて後工程やテスト装置など、県内企業が強

みを有する分野の競争力強化に取り組む必要が

あります。 

 また、半導体のみならず、エレクトロニクス

やロボット等、半導体を活用する機器産業の振

興も不可欠となります。 

 本県の製造品出荷額の過半を占めております

素材型産業については、引き続きグリーン・コ

ンビナートおおいた推進構想に基づいて、取組

を進めてまいります。 

 加えて、本県の特色の一つであります地熱等

の再生可能エネルギーのさらなる活用にも取り

組む必要があります。 

 輸送用機械産業のうち、特に造船業は、国が

示した１７の戦略分野に位置づけられ、県内で

も造船会社の設備投資計画が発表されるなど、

今後の設備投資が期待されており、こうした動

きを後押ししていくことが重要となります。 

 観光産業は、ハーモニーランドのエンタメリ

ゾート化構想や空飛ぶクルマの運行計画などを

踏まえて、観光消費額の拡大に取り組んでまい

ります。 

 なお、これらの計画策定に当たっては、重点

支援企業の選定や設備投資計画が必要となるこ

とから、現在、各産業の投資動向の把握や企業

会等との調整を進めているところであります。 

 加えて、地域に根差した地場産業成長プラン

については、おおいた和牛や園芸基幹品目など、

農林水産業を中心に検討しているところでござ

います。 

 このほか、地域ブロック間の連携強化やそれ

を支える広域交通ネットワークの整備について

も、地域未来戦略の国の担当者あるいは政府の

有識者に対して要望を行ってきております。 

 県としては、実効性のある計画を策定をして、

官民が連携して着実に取組を進めることで、県

経済のさらなる成長につなげてまいりたいと考

えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。この未来戦

略においては、九州として取り組む、県をまた

ぐもの、そして県知事が主導するもの、また県

又は市町村が策定するという三つの段階から成

る戦略ですけれども、各県との連携、また県内

企業との連携、また地域に秘められた魅力やア

イデアの掘り起こしなどがこれから必要になっ

てくると思います。これが大分県経済の発展に

大きく寄与するものになると考えております。

この戦略実行の裏づけとなる予算確保について、

私ども議会も、皆さん、執行部、知事と一緒に

なって取り組んでまいりたいというふうに考え

ております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 続いて、次に、東九州新幹線について伺いま

す。 

 昨年９月の代表質問で議論させていただいて

おりますが、県民の悲願である東九州新幹線の

実現については、我が会派の最重要課題であり

ます。半世紀以上前に基本計画路線に位置づけ

られたままでしたが、５月末の大分合同新聞一

面で、「県「ケーススタディー」期待」、「半
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歩でも前進」と大変心強い報道がございました。 

 東九州新幹線の整備計画路線格上げに向けた

取組は、佐藤知事の就任後、急速に進展してお

ると、私自身考えております。特に、今年１月

に知事が発起人となって開催した全国総決起大

会は、各県の基本計画路線関係者が初めて一堂

に集まる歴史的な大会になりました。８名の知

事や多くの国会議員から非常に熱の籠もった発

言があり、我が会派の所属議員も全員、会場で

その熱気を肌で感じたところであります。 

 このような熱意が政府にも伝わり、国土交通

省の令和８年度当初予算における幹線鉄道ネッ

トワーク等に関する調査の中に、基本計画路線

に係るケーススタディーが初めて計上されたも

のと受け止めております。 

 このケーススタディーについては、詳細が明

らかにされていないものの、個別の路線を対象

にするとの情報があり、先月２７日に東九州新

幹線鉄道建設促進期成会を構成する福岡県、大

分県、宮崎県、鹿児島県、北九州市の知事と市

長が一堂に会して対応を協議したと伺っており

ます。 

 その結果、東九州新幹線整備の実現を促進す

るため、４県１市の連携を一層強化し、ケース

スタディーの参画を目指すことが決議されてお

り、今後のさらなる取組に期待しております。 

 また、県内における機運醸成も大変重要であ

ります。県はこれまでにシンポジウムや地域別

説明会の開催などにも取り組まれていますが、

いよいよ国や４県１市も動き始めた今こそ、県

民の理解促進にさらに取り組むべきと考えます。 

 そこで、東九州新幹線の実現に一歩、二歩と

さらに近づいていけるよう、ケーススタディー

への参画を見据えた関係県との連携強化、さら

には県民の機運醸成について、今後どのように

取り組んでいくのか、知事にお伺いいたします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 東九州新幹線についてでございます

が、東九州新幹線の早期実現に向けては、本年

１月の基本計画路線全国総決起大会はもとより、

国への要望活動など、あらゆる場面で４県１市

との連携を図ってきております。 

 先月も骨太の方針２０２６への反映に向けて、

必要な財源の確保や法定調査の早期実施、２０

２０年代での整備計画路線格上げ等について、

木原官房長官や片山財務大臣、林総務大臣、佐

々木国交副大臣などへ要望してきたところであ

ります。 

 また、今月上旬には、県単独で政府・与党へ

の要望活動を行い、森副議長からも東九州新幹

線の必要性を強く訴えていただきました。この

場を借りまして、厚く御礼を申し上げたく存じ

ます。 

 こうした取組の中で、国が令和８年度当初予

算にケーススタディー調査を盛り込んだことは、

半世紀以上、全く動きのなかった基本計画路線

にとって、大きな前進だと捉えております。国

土交通省副大臣からは、法定調査の手前の第一

歩だと捉えてもらって構わないといった発言も

ありました。対象路線に選ばれることが、まず、

大事な第一歩だというふうに考えております。 

 このため、先月には本県、福岡県、宮崎県、

鹿児島県、北九州市の４県１市の首長が一堂に

会して、今後必要となる予算の確保をはじめ、

ケーススタディー参画に向けた連携を強化して

いくことで合意いたしました。近日中に４県１

市が一緒になって鉄道局長のもとを訪れて、我

々の熱意を直接、再び伝えたいというふうに考

えております。 

 加えて、東九州地域全体の機運を盛り上げて

いくことも大切であります。今後は期成会を中

心に東九州版の決起大会のような場をまた設け

ていきたいというふうに考えております。 

 県民の機運醸成についても、さらに力を入れ

てまいります。２年にわたり県民アンケートを

実施しましたが、東九州新幹線の認知度は、若

い世代ほど低い傾向にありました。 

 そこで、地域別説明会やシンポジウムの開催、

ＰＲロゴマークの作成、カーステッカーの掲示

など、これまでの取組に加えて、今年度は若者、

ファミリー向けのイベントの出展やＳＮＳ等を

活用した新たな情報発信に力を入れて展開して

まいりたいというふうに考えております。 

 多くの県民や企業が期待を寄せる東九州新幹
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線など、本県を通る基本計画路線の整備計画路

線への格上げに向けて、これからも全力で取り

組んでまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。ただいまあ

りましたように、今後４県１市の連携が非常に

重要になってくると思います。 

 また、何よりも県民の皆様が自分たちのこと、

また将来のこととして一緒に機運を高めていく

ことが大切だと思っております。 

 我が会派といたしましても、広域交通ネット

ワーク整備の最優先課題というふうに考えてお

ります。しっかりと尽力してまいりたいと思っ

ておりますのと、さきほど東九州版の決起大会

も予定をしたいというようなお話がございまし

た。ぜひとも、日にちが決まりましたら、でき

るだけ早くお知らせいただければ、会派全員、

議員全員で参加をさせていただきたいというふ

うに思っておりますので、どうぞよろしくお願

いいたします。 

 それでは、続いて、中九州横断道路の整備促

進について伺います。 

 中九州横断道路の整備状況については、大分

県側では犬飼インターチェンジから竹田インタ

ーチェンジ間の約２５キロメートルが開通して

おり、現在は竹田阿蘇道路の約２２．５キロメ

ートルで事業が進められています。また、県内

唯一の未事業化区間である大分宮河内－犬飼間

は、現在、都市計画や環境アセスメントの手続

が進められている状況であり、国に事業費の確

保と合わせ、早期の事業化を働きかけていくこ

とが重要です。 

 熊本県側では、阿蘇市波野から一の宮を結ぶ

滝室坂道路の約６．３キロメートルが事業中で

あり、令和８年度中に開通予定と聞いておりま

す。当区間は国道５７号の連続カーブが続く山

岳区間をトンネルで一気に貫通され、大幅な時

間短縮が期待できることから、開通時期の発表

を心待ちにしておるところであります。 

 熊本県内においては、大津から熊本市内の間

が着々と進められているのに対して、大分方面

とつながる阿蘇市一の宮から阿蘇西インターチ

ェンジの区間はいまだ調査も開始されておりま

せん。 

 さきほど申し上げた地域未来戦略においても、

九州ブロックでの取組が想定されており、県境

をまたぐ本道路は九州全体の活性化にも必要不

可欠であります。熊本県側の沿線にはＴＳＭＣ

をはじめとした半導体関連産業の集積が進んで

いることから、高規格道路によりアクセスを改

善し、大分県への投資につなげる必要があると

考えます。 

 そこで、中九州横断道路について、現在の進

捗状況を含め、整備促進にどのように取り組ん

でいくのか、土木建築部長に伺います。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 本路線は、新生シリコンアイランド九州の実

現、地域の生活や産業、広域観光の振興、さら

には救急医療などを支える命の道として、重要

な役割を担っています。 

 現在の進捗について、竹田阿蘇道路では用地

取得率が約４割となり、県の文化財調査の終了

箇所から順次工事が進められています。 

 また、大分－犬飼間では、環境影響評価の現

地調査が終了し、あさってから準備書等の縦覧

を開始する予定です。引き続き国と手続を迅速

に進めてまいります。 

 また、今月３日、４日には森副議長や県選出

国会議員と共に、知事から国土交通省等へ事業

費の確保、早期事業化を強く要望したところで

ございます。 

 熊本県側では、今年度、滝室坂道路の開通が

予定される一方で、九州全体の活性化には未着

手区間を含む全線開通が不可欠であり、両県が

連携して整備促進に取り組むことが重要です。 

 そこで、来月にも両県知事から国土交通省等

へ要望する予定であるほか、８月には熊本県で

地域の声をアピールする建設促進地方大会を共

同開催し、さらなる機運醸成を図ります。引き

続き中九州横断道路の全線開通に向け、全力で

取り組んでまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございます。中九州横断道
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路の早期整備というのは、人流、物流の面で非

常に重要であって、我が会派としても最優先事

項でもございます。特に大分宮河内－犬飼間に

ついては、これ、まだルートが検討されていた

時期、令和３年の３月ですけれども、当時の大

西国土交通副大臣に大分県に訪問いただいて、

私ども県議会議員と、会派の県議会議員全員で

宮河内インターにおいて大西副大臣にルート認

定を強く要請もさせていただいたという経緯も

ございまして、早期の事業化、早期着工を今後

も力強く私どもも働きかけてまいりたいと考え

ております。 

 さきほどお話にありました、８月に熊本県で

ございます中九州道路の期成会、私ども会派議

員挙げて参加させていただきたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 

 さて、本年第１回定例会で我が会派の穴見憲

昭議員からは、宮河内インターチェンジまでの

接続が行われた場合、途中の吉野インターから

臼杵港、宮河内インターから大在港といった高

規格道と港湾を結ぶ道路ネットワーク整備につ

いて、その質問において土木建築部長からは、

それぞれの現道との接続などに課題があるもの

の、整備方針の検討を行うなど、中九州横断道

路の整備を見据えた道路ネットワークの構築に

取り組むという御答弁がございました。 

 我が会派としても、中九州横断道路と港湾を

結ぶ物流を支える道路ネットワーク整備は一体

となって進めていくべきだと考えております。

整備方針について、事業進捗と並行して進めて

いただくよう、改めて強くお願いを申し上げま

す。 

 それでは、次に、移ります。観光振興につい

てであります。 

 観光は、関連産業の裾野が広く、消費拡大や

雇用創出を通じて地域経済に大きな波及効果を

もたらす、本県の重要な基幹産業であります。 

 観光庁の調査によると、昨年、日本国内にお

ける旅行消費額は過去最高となる３７．６兆円

を記録し、その市場規模はかつてない成長を遂

げております。 

 一方で、県内に目を向けますと、宿泊客数は

堅調に推移しているものの、旅行消費単価は伸

び悩んでいる状況です。これはインバウンドの

平均宿泊数が大分県は１．７泊と、全国で４４

位にとどまっていることが要因と考えられ、見

過ごすことのできない喫緊の課題であると認識

しております。 

 令和６年３月、議員提案でおんせん県おおい

たアドベンチャーツーリズム条例が制定されま

した。条例では、アドベンチャーツーリズムを

旅行者が地域の住民と共に地域独自の自然や地

域のありのままの文化を体験する旅行形態であ

って、旅行者に驚きや感動をもたらすものと定

義づけた上で、推進に必要な施策を効果的に実

施し、もって人々と自然・文化との触れ合いを

通じた豊かな人材の育成、自然・文化の保全及

び地域の活力の創造を実現するとしております。 

 本県の観光資源は温泉だけにとどまることな

く、海、山、川や、そこで営まれる農林水産業、

文化的伝統など、全国にも高く評価されており

ます。 

 この条例に基づいて、本県においても、ガイ

ドの育成や豊かな自然をいかしたツアーの造成

を進め、アドベンチャーツーリズムの拡大に努

めることで、観光客が集中する別府、由布院か

らの周遊を促していく必要があります。 

 なお、本年４月からは、本県観光の司令塔と

なるツーリズムおおいたの組織体制が再編され、

マーケティング事業部など三つの部が新設され

ました。また、オフィス改革が行われた県庁内

に移転し、県観光局と同じフロアで業務を行っ

ております。 

 本定例会に提出されている宿泊税条例も含め、

本年度は大分県観光にとって新たなスタートを

切る年であると考えます。県と市町村、ツーリ

ズムおおいたなど、関係者が一体となってアド

ベンチャーツーリズムの振興等に取り組み、県

観光を発展させていかなければなりません。 

 こうしたことを踏まえ、今後どのように観光

振興に取り組んでいくのか、観光局長に伺いま

す。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 
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 本県の豊かな自然や文化を深く体験するアド

ベンチャーツーリズムは、県内各地への周遊促

進や滞在時間の長期化につながる、大変効果的

な取組だと考えております。 

 そこで、体験そのものに磨きをかける取組と

して、県では、海の上から景観を楽しむ日出町

のＳＵＰクルージングでありましたり、稲積水

中鍾乳洞をボードで探検するアクティビティな

どの造成支援に力を入れてまいりました。 

 ４月に体制を強化いたしましたツーリズムお

おいたにおいても、今年度、国の補助金を活用

しながら、豊肥・県南エリアの地域資源をスト

ーリー仕立てにしたコンテンツの磨き上げを主

にオーストラリア市場をターゲットに取り組む

予定にしています。 

 また、体験の質と安全性を確保するため、大

分県アウトドア事業推進協議会とも連携しなが

ら、ガイディング技術や安全管理に関する知識

・技能の向上を図るなど、ガイド人材の育成に

も力を入れているところであります。 

 今後とも市町村やツーリズムおおいたと一体

となって、地域資源をいかした付加価値の高い

体験型コンテンツの充実により、県内各地にお

ける観光消費の拡大を図り、持続可能な観光地

域づくりを進めてまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございます。アドベンチャ

ーツーリズムに関してですけれども、本年４月、

大分県議会海外調査研究派遣として、私ども、

スイスを訪問させていただきました。スイス連

邦では、アルプス山脈などの世界中の人々を魅

了する壮大な自然環境を舞台に、政府やＤＭＯ、

そしてコンテンツを提供する事業者がそれぞれ

の役割を果たし、旅行者たちの満足度をさらに

高めています。ガイドの資格についても、国際

規格、またスイス政府による認証など、旅行者

の安心・安全を担保するための仕組みを常にア

ップデートしようという姿勢が見られました。 

 大分県におけるアドベンチャーツーリズムの

展開において、県内の様々なアウトドアコンテ

ンツの安全・安心な提供の仕組みづくりはもと

より、ガイドをはじめとする関係者への情報提

供やスキルアップの機会の充実が必要となりま

す。 

 また、県域ＤＭＯであるツーリズムおおいた

はその役割をしっかりと果たすべき核となる組

織として、今後さらに重要となってまいります。 

 私は昨年の第２回定例会で、ツーリズムおお

いたの改革と連携強化や、大分県の今後の観光

振興の環境整備に資する宿泊税導入に向けてな

ど、大分県の今後の観光施策については、これ

までの県庁の常識を超えた本気度がなければな

し得ない組織づくりと財源確保の議論であり、

商工観光労働部、人事や財政をつかさどる総務

部を含め、全庁で観光推進体制の再構築に力を

注いでいただくことを強く要望させていただき

ました。渡辺観光局長にはその実現に熱心に積

極的に取り組んでいただいております。 

 そこで、今回の観光推進体制の改革、特に県

域ＤＭＯであるツーリズムおおいたとの新たな

連携体制の構築による、現時点での成果と今後

の方向性について、観光局長の見解をお伺いし

ます。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 ４月に行いましたツーリズムおおいたの組織

体制の見直しでは、新たにＤＭＯ事業本部長を

設置することなどによりまして、主にマーケテ

ィングや地域マネジメント機能を強化したとこ

ろであります。マーケティングにおいては、観

光庁の統計データ等を活用しながら、議員から

御指摘のありました観光消費に係る課題等につ

いても分析を始めたところでございます。 

 また、新たに観光地域づくり共創事業に取り

組む中で、これまで以上に現場に出向き、地域

の抱える課題把握にも努めております。それら

の情報は観光局にも随時共有されておりまして、

日々秒針を合わせるように連携が図られるよう

になってきたと感じております。 

 今後はこうした取組をさらに充実させていく

ことによりまして、ツーリズムおおいたがこれ

まで以上に地域から頼られる存在になるととも

に、これまでの人数をかき集める観光ではなく、

お金が落ちる仕組みをつくり、地域の稼ぐ力を
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存分に引き出しながら観光地域づくりを進めて

いくことを期待しているところでございまして、

県としても一緒になって汗をかいていこうと決

意を新たにしているところでございます。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 観光局長から力強いお言葉もございま

した。今回の組織再編、物すごく期待しており

ます。また、しっかり検証しながら、前に前に

進めていただければというふうに思っておりま

す。よろしくお願いいたします。 

 それでは、次に、医療的ケア児者への支援に

ついて伺います。 

 我が国には、人工呼吸器による呼吸管理など、

日常生活を営むために恒常的な医療処置を必要

とする医療的ケア児が約２万人いると推計され

ており、大分県内にも２５０人ほどが暮らされ

ております。 

 県では、令和４年７月に医療的ケア児支援セ

ンターみつわを設置し、医療的ケア児の皆さん

が一人一人の心身の状況やライフステージに応

じた適切な支援を受け、健やかに成長すること、

その御家族や関係者の困り事をサポートする体

制を整えられております。 

 また、本年度予算でも医療的ケア児の保護者

の方々が一時的にケアを休むことができるレス

パイトの受入れ体制を充実させる県独自の取組

が措置されております。 

 しかしながら、お子さんが成長し成人を迎え

た後の問題、いわゆる１８歳の壁があり、全国

では、特別支援学校などには医療的ケア児の人

数の８割以上に当たる看護師が配置されており

ます。たん吸引といったケアを行っております

が、成人を受け入れる事業所では、医療的ケア

が必要な人が利用する施設は約２割と、非常に

少ない状況であります。 

 保護者の皆様の負担軽減のため、執行部の皆

様には、医療的ケア児に関する支援措置をこれ

まで拡充していただきましたことに大変感謝し

ております。 

 しかしながら、１８歳を機に負担が増大し、

保護者の方も体力が衰えてくることで、ケアが

できなくなることが今後考えられます。 

 ５月２７日、議員立法での医療的ケア児支援

法改正案が自民党の総務部会で了承され、今後

国会で議論になると伺っております。今回の改

正では、１８歳以上の医療的ケア者と、多くが

医療的ケアを必要としている重症心身障害者も

支援対象とし、切れ目ない支援を受けられるよ

うにするものであります。法律の名称も医療的

ケア児等および重症心身障害者支援法に改める

とされています。また、医療的ケア児等の家族

の身体的、精神的な負担を軽減するため、一時

預かりや居宅で夜間も保健医療サービス、福祉

サービスの支援が受けられるようにするとされ

ております。 

 国の動きも見据え、医療的ケア児への支援を

充実させることはもとより、成人し、医療的ケ

ア者となった際に支援が途切れることのないよ

う取り組むことが重要であります。 

 こうしたことを踏まえ、医療的ケア児者の支

援について、どのように取り組んでいくのか、

こども政策局長にお伺いいたします。 

嶋議長 小野こども政策局長。 

小野こども政策局長 お答えいたします。 

 県では、医療的ケア児の保護者団体等からの

声を踏まえ、令和６年度から保険適用外である

レスパイト目的での訪問看護利用料への助成を、

また今年度からは短期入所を受け入れる施設へ

の経費助成の制度などを開始したところでござ

います。 

 成人後も含めた支援については、令和元年度

から医療的ケア児の支援を総合調整するコーデ

ィネーターを１０８人養成しており、児童だけ

でなく、成人後の支援についても学んでいただ

いております。各コーディネーターは、退院前

後から在宅移行後の就園、就学、さらには成人

後の重度訪問介護をはじめとした障害福祉サー

ビスの利用調整など、ライフステージを通じた

切れ目のない支援につなぐ役割を担っていると

ころでございます。 

 また、県の支援センターみつわでも、医療的

ケア児だけでなく、成人に関する相談に対応し

ております。 

 成人後も利用し慣れた児童向けと同様のサー
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ビスの継続希望があることは承知をしており、

国の動向等を注視しながら、今後も医療的ケア

児者が地域で安心して暮らしていけるよう、当

事者に寄り添った支援に努めてまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。先日、知事

と一緒に厚生労働省に伺ったときも、副大臣の

ほうにこの医療的ケア者となった、１８歳を超

えた成人の方の今後のケアについてのお話もさ

せていただいたところでございます。引き続き

その点も意識しながら御尽力いただきたいとい

うふうに思っております。 

 今日ちょっと冊子を用意してきております。

この冊子は、発足して８年目になります大分県

医療的ケア児者の親子サークルここからさんが

約１年をかけて、さきほどのみつわさんと一緒

に作られたものでございます。タイトルは「こ

こから～医療的ケアとともに歩む家族のための

お守り～」と名づけられたこの冊子には、医療

的ケアが必要なお子様を持つ御家族の心と生活

に寄り添い、共に考え、支え合っていきたいと

の思いがたくさん込められております。今日、

この冊子を作成した関係者の方も、実は傍聴席

におられるんですけれども、ぜひとも皆さんも

御覧になっていただければというふうに思って

おります。 

 我が会派は大分県医師会や看護連盟と毎年意

見交換を行っておりますが、昨年の意見交換の

中で、医療的ケア児に対応できる看護師不足や

重度医療的ケア児を診療している病院が少ない

ため、小児救急が逼迫しているなどの課題が上

げられました。 

 また、保護者の皆様からは、レスパイト施設

に関する要望が多数、医療的ケア児支援センタ

ーに届いているとお聞きしております。急性期

と自宅ケアをつなぐ中間的施設での受入れ体制

整備やレスパイトを安定的に提供する施設の受

入れ体制強化が本県でも課題であると考えます

が、医療的ケア児に係る施設での受入れ体制の

充実について、どのように取り組んでいくのか、

伺います。よろしくお願いします。 

嶋議長 小野こども政策局長。 

小野こども政策局長 お答えいたします。 

 医療的ケア児の増加に伴い、議員御指摘のと

おり、小児救急の逼迫やレスパイト施設の不足

が課題となっております。このため、急性期病

院と在宅療養との間の中間的な受入れ施設の設

置について、医療関係者と検討を重ねていると

ころでございまして、今月４日には知事から国

へ要望したところでございます。 

 また、受入れの拡大には、医療的ケアに対応

できる看護職員の養成も不可欠であり、今年度

から新たに経験豊富な看護師によるＯＪＴ研修

にも取り組みます。さきほど御答弁申し上げま

した短期入所施設への助成も合わせ、これらの

取組により、施設での受入れ体制の充実に努め

てまいりたいというふうに考えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございます。引き続きの取

組をお願いしたいと思います。 

 日本医師会についてちょっと話をさせていた

だきたいんですが、日本医師会が２０２４年、

２年前ですけれども、小児在宅ケア検討委員会

を設置されました。この委員会は、１８名の委

員で構成され、委員長には、実は大分県医師会

の河野会長が就任されておりまして、また委員

に坂ノ市病院の長濱先生もいらっしゃいます。 

 検討委員会は本年３月に日本医師会長に答申

した医師会による小児在宅ケア体制整備と医療

的ケア児者の支援についてというのにこのよう

にまとめられております。 

 診療所や病院の一般診療医師にとって、医療

的ケア児支援は専門性が高く、自分には難しい

分野と感じられがちである。しかし、必ずしも

全ての医療的ケア児支援を一人で担う必要はな

い。外来診療、在宅医療、学校や保健所への助

言、災害時の協力など、関わり方は多様であり、

医師会を通じたバックアップ体制があれば、地

域の医療の一員として無理のない形で参画する

ことが可能である。医療的ケア児とその家族の

生活を支える持続可能な地域医療体制が構築さ

れることを本委員会としてここに強く願うもの

であるというふうにまとめられております。 

 こういった医師会との連携も今後必要である
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というふうに思いますので、ぜひともこの部分

も意識して進めていただければというふうに思

っております。 

 それでは、続いて、高校教育改革実行計画の

策定について伺います。 

 本年２月に国から高校教育改革に関する基本

方針が公表されました。デジタル技術の目まぐ

るしい発展により、現在の人材供給トレンドが

続けば、将来的には事務職は余剰となる一方、

ＡＩ・ロボット関係のいわゆる理系人材は不足

する労働力需給ギャップが発生するとされてい

ます。このため、ＡＩに代替されない能力や個

性の伸長などを目指して、２０４０年に向けた

Ｎ－Ｅ．Ｘ．Ｔ．（ネクスト）ハイスクール構

想を推進していくことが打ち出されています。 

 具体的には、一つ目として、専門高校の機能

強化、高度化、２番目として、普通科改革を通

じた高校の特色化、魅力化、三つ目として、地

理的アクセス、多様な学びの確保の三つの柱を

軸に高校教育改革都道府県実行計画を策定する

こととされております。 

 第１回定例会では、高校教育改革のための基

金造成がなされ、これによりＮ－Ｅ．Ｘ．Ｔ．

（ネクスト）ハイスクール構想の実現のために

改革を先導する拠点を創出することとなってお

ります。早期の取組を期待する一方で、地域の

バランスも考慮しながら、より多くの地域の高

校にも効果が波及するよう取り組んでほしいと

考えております。 

 また、先日の知事との文部科学副大臣への要

望の際にも、遠隔教育における人員配置の拡充

も含め、高校教育改革に向けた支援の充実をお

願いしてきたところであります。 

 こうしたことを踏まえ、今後のスケジュール

やその方向性も含め、本県の高校教育改革実行

計画の策定をどのように進めていくのか、教育

長にお伺いいたします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 理系人材やエッセンシャルワーカー等の不足

が懸念される中で、本県産業を支える人材の育

成に向けた専門高校等の高校教育改革が急務と

なっております。 

 国のグランドデザインに基づいて、県の産業

構造や就業推計等を勘案し、全県的な成果の波

及を念頭に改革のパイロットケースとなる拠点

創出に向けた取組を進めているところです。 

 また、これと並行して、拠点校以外の高校も

含め、県全体の高校教育改革を推進するための

方針として、今年度中に高校教育改革実行計画

を策定することとしています。 

 策定に際しては、大学や産業界等も加えた検

討組織を来月中に立ち上げ、産業界で求められ

る人材の姿や各地域の特色等を分析、整理し、

大学や企業、地域などと一体となった先進的な

取組を検討してまいります。 

 実行計画の実現に向け、国が来年度新たな交

付金による財政支援を検討していることから、

先日知事と文部科学省等に支援の拡充を要望し

たところです。森議員におかれましても、副議

長として御同行いただき、一緒に要望していた

だきましたこと、この場を借りて感謝申し上げ

ます。 

 今後、強い経済や地域社会の基盤となる人材

の育成に向け、知事部局とも緊密に連携して、

真に実効性のある計画を策定し、高校教育改革

を着実に進めてまいりたいと考えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。三つの柱の

うち、地理的アクセス、多様な学びの確保の分

野の遠隔教育について伺いたいと思います。 

 遠隔教育においては、現在１２校での取組が

行われており、来年度には１７校で実施、１６

名の専任教員を配置されると伺っております。

遠隔といえども、双方向で分かりやすい授業が

行われており、生徒の皆さんからも挑戦意欲や

学習意欲が高まったというアンケート結果もあ

ると聞いております。 

 全国的に見ますと、北海道などと並んだ先進

事例として大分県が注目されておりますが、今

後の専任教員の配置目標や今後解決すべき課題

などについて、ありましたら教育長にお伺いし

ます。 

嶋議長 山田教育長。 
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山田教育長 お答えします。 

 遠隔教育については、現在、地域の普通科設

置校等の理系の生徒を対象にしております。今

後はこれを文系の生徒等への対象拡大というこ

とを考えておりまして、これを実現するには、

この遠隔教育配信センター、現状１７人のとこ

ろをおおよそ３０人程度の確保が必要となりま

す。 

 こうしたことから、遠隔教育を進める上での

最大の課題はこの専任教員の人件費であるとい

うふうに考えております。現状ではこの遠隔教

育の専任教員は高校標準法における定数算定の

対象外となっているため、交付税措置が受けら

れず、県単独の予算で対応しております。さき

ほど申しました先日の政府要望でも、文部科学

副大臣や総務大臣に対しまして、別枠による加

配定数措置といった財政支援を要望したところ

であり、今後も全国知事会等を通じまして、継

続的に国への働きかけを行ってまいりたいと考

えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。私も遠隔教

育センター伺った際に、先生の教え方のうまさ

とか、また、双方向でできる環境があるという

現実を見たときに、非常にこれは今後も必要で

あるなというふうに感じたところでありますが、

現在の１６名の専任教員さん、また今後必要と

なる３０名程度の専任教員さんを単費で賄わな

ければならないということは非常に大分県とし

ても財政負担の大きいところでありますし、北

海道又は大分が全国のトップランナーとして今

走っていっているからこそ分かる課題であると

いうふうに思っております。今後、また総務省、

また文部科学省にしっかりと私どもも事あるご

とに訴えてまいりたいと考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 それでは、最後に、地域の高校の定員確保に

ついて伺います。 

 本県においては、本年度入試から複数校志願

制度が導入されました。全県一区制度に関する

様々な議論がこの議会でもなされてきた中で、

一昨年の第１回定例会における我が会派の阿部

英仁議員の代表質問において、地域の高校が衰

退すれば、最終的には生徒が県外へ流出してし

まう懸念もあることなどから、今こそ全県一区

制度を検証し、その手当てを行うべきとの議論

を踏まえ、山田教育長をはじめ、執行部の皆様

には課題に真摯に向き合っていただき、入試制

度改革に取り組んでこられたと承知しておりま

す。 

 本年度入学者選抜において、県全体では募集

人員に達しなかった全日制高校は２０校で、約

５００名の欠員が生じる結果となっていますが、

地域の高校の定員充足については、複数校志願

制度の導入による効果の分析が必要だと考えま

す。 

 こうしたことを踏まえ、いわゆる教育の無償

化及び県立高校の複数校志願制度の導入が地域

の高校の定員確保にどのように影響したのか、

教育長の見解をお伺いします。 

 また、それを踏まえ、今後地域の高校の定員

確保にどのように取り組んでいくのか、併せて

お伺いします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 今年度の県内の中学校卒業者の県内の私立全

日制高校への進学率は２４．８％で、前年度比

０．４ポイントの増にとどまっています。過去

５年間の平均進学率２４．５％と比較しても、

今回の入試については、本県における無償化の

影響はさほど大きくないのではないかと考えら

れます。 

 複数校志願制度については、今回の入試で９

１人が第２志願に出願し、地域の高校２校を含

む３校が定員を充足しました。その結果、県立

全日制の定員充足率は９２．５％で九州トップ

となっており、地域の高校に限定しても８６．

４％と、前年度比で１．４ポイント上昇してお

ります。 

 一方、第２志願でも不合格の生徒がいるほか、

一部の地域の高校では欠員が拡大しており、活

性化に向けたさらなる対策が必要と考えます。 

 これを踏まえ、次回の令和９年度入試からは、

受験生の選択肢をもう一段広げるため、第３志
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願まで出願可能となるよう変更することとしま

した。 

 加えて、大分・別府両市以外の全日制普通科

において、地元で活躍する意欲のある生徒を対

象とする地域活性化枠を設けた自己推薦型入学

者選抜を導入する予定です。 

 今後も、魅力ある学校づくりはもとより、こ

うした入試制度改革の効果等も分析し、改善を

重ねながら地域の高校の定員確保に努めてまい

ります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 今年度からの取組ということで、様々

な課題もあったかと思います。効果の検証にお

いて、今回の複数校志願制度導入を高校現場で

はどのように受け止めておられるのでしょうか。 

 また、生徒本人、保護者、また中学校、また

地域の方、そして塾の先生などの反応なども、

今後、制度のブラッシュアップにおいて大切な

要素であると思いますが、このことについてど

う考えておりますでしょうか、伺います。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 この複数校志願制度、今回が初回ということ

で、私どももそれに対する御意見等を調査して

まいりました。 

 まず、高校の受け止めですけれども、地域外

の他校にチャレンジした高成績の生徒がそこで

不合格で、第２志願として地域の高校に入学し

たという例がございますが、非常に成績のいい

生徒ということで、他の生徒への刺激となって

学校の活性化に寄与しているというような声が

ございます。 

 また、この複数校志願制度の導入に伴いまし

て、従来やってきた二次入試を廃止しましたの

で、高校においては年度末、非常に忙しい時期

に行うこの二次入試の入試事務の負担軽減が図

られたということ、非常にこれは大きな効果で

あったという声が寄せられております。 

 また、中学校でも、この二次入試に向けたい

ろんな面接の指導とかいろんな準備がございま

すが、そういった負担が軽減したということで、

評価をする声が多数ございます。 

 また、中学生や保護者からは、従来の制度で

は一次入試で不合格で、すぐに二次入試という

ことで、失意の中にある、非常に精神的にダメ

ージを受けた、その中で次の挑戦ということで、

それが非常に負担が大きかったわけですけれど

も、加えて、今回は再度受験する必要がないた

め、受験料もいらないということで、そういっ

た精神面とか体力面とか経済面での負担軽減が

図られているということで、これも高評価とし

て声が寄せられております。 

 課題といたしましては、今回、第１志願の発

表と第２志願の発表の間に５日間、期間があっ

たんですけれども、私立高校の入学手続の期限

がこの第１志願の合格発表の直後ということで、

第２志願の発表まで待たずに私立高校への進学

を決めたという生徒がいるというような報告を

受けております。 

 そこで、次の入試では、この第１志願から第

３志願までの合格発表を私立高校の入学手続の

期限より前に一括してまとめて行うというふう

に改めるように考えております。 

 今後も学校現場や関係者の意見をよく聞いて、

入試制度の検証を行って、さらなる、よりよい

ものに改善していきたいと考えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。この議場で

再三議論がされてきた高校の入試制度改革とい

うことであります。今回の高校教育改革実行計

画の策定と並行して、将来を担う生徒たちが生

き生きと学び活動できる環境整備に引き続き取

り組んでいただきたいというふうに思います。 

 以上で私の一般質問を終わります。どうもあ

りがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上で森誠一議員の質問及び答弁は終

わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時５２分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

森副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。末宗秀雄議員。 

  〔末宗議員登壇〕（拍手） 
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末宗議員 こんにちは。 

 昼食が済んだ後、皆さん眠たいと思いますけ

れども、まあ、寝ていても結構でございます。

興味のある人は聞いちょってください。 

 いよいよ質問に入るわけでございますけれど

も、正に今、サッカー、ＦＩＦＡワールドカッ

プが始まって、今日はやぼな質問をしないとい

けないと思って、世界情勢に合わないわけです

けれども、せっかくの機会でございますので、

精一杯やらせていただきたいと思います。 

 それから、傍聴の皆さん、ありがとうござい

ます。 

 今の政治状況、今年２月８日に投票が行われ

た衆議院議員の選挙の結果、高市政権、高市人

気ということで、ネガティブキャンペーンも多

かったけれども、定数４６５議席のうち、自民

党単独で３１６議席、絶対的圧倒多数でござい

ます。そういう結果を踏まえて、このような中

で私も、高市政権そんなにどうでもいいんです

けれども、高市政権としてやっていただきたい、

やってもらいたいのは、それはやっぱり戦後８

０数年過ぎたけれども、国民の悲願とも言って

もいいわけですけれども、アメリカから押しつ

けられた憲法の改正でございます。例えば憲法

の１８条、奴隷という言葉があります。日本の

古来からの制度史上、奴隷という言葉は日本に

は存在しておりません。そういう憲法がアメリ

カから押しつけられたわけでございますけれど

も、最大の欠陥として、憲法９条第２項の、９

条の戦争の放棄です。特にその第２項、前項の

目的を達成するため、陸軍、海軍、空軍その他

の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、

これを認めないと明記しております。そういう

憲法をアメリカから押しつけられたわけですけ

れども、日本政府、この憲法９条第２項につい

て、日本の政府は、戦力の不保持と交戦権の否

認を定めた同項は、自衛のための必要最小限度

の実力、自衛隊を保持することまで禁じておら

ず、独立国家として自衛権の行使は当然に認め

られると政府は解釈しております。正に詭弁で

ございます。そういう詭弁で憲法を解釈してい

る中でこの日本という国が成り立っているわけ

ですけれども、このような言葉をねじ曲げて解

釈し、自衛隊を合憲とするようなばかげた解釈

をしております。私が思いますに、自衛隊は正

々堂々と合憲であるという憲法にしなければな

りません。高市政権の悲願でもある憲法改正を

実現し、そのためには、野党に対しましては、

伏しても、どのような形でも、妥協しても、野

党と話して、憲法改正を実現していただきたい。

単に憲法の改正が私、できるとは思っておりま

せん。憲法改正した暁には、高市政権、退陣を

していただきたい。やっぱり高市政権が日本の

政治の中で名を残すとすれば、身を捨ててこそ

浮かぶ瀬もありと申します。今、正にそのとき

じゃないでしょうか。自分の進退をかけて、そ

ういうことを実現していただきたいと思ってお

ります。 

 衆議院の定数が４６５、憲法改正に必要な３

分の２は３１０議席であり、もう十分でござい

ます。維新の協力もいりません。 

 次に、参議院の定数は２４８、その３分の２

は１６６議席であって、自民党とこれには維新

も入れて、維新が１９で１２０、合わせて。あ

と４６足りないわけでございますけれども、憲

法改正に不明な党がたくさんあります。国民民

主というんですか、あれが２５、公明党が２１、

参政党が１５、保守が２、みらいが１、無所属

が１０、これが不明で、立憲は大方反対でしょ

う。そんなふうに解釈しております。その中で、

憲法改正をどうしても高市政権としてやって、

そして、一仕事して退陣をしていただきたい。

その退陣というのが主で、そういう覚悟がない

と、政治というのは前に進まないと私思ってお

ります。そういう気持ちで、今、正に千載一遇

のチャンスというか、戦後８０年やってきた中

で一番のチャンスだと私思っております。 

 第一、自衛隊どうしてできたかといったら、

ちょうど憲法ができたのが、あれは１１月３日、

５月３日が施行ですから、１９４５、６年にで

きたと思っております。ただ、朝鮮戦争が１９

５０年から５３年、ちょうどアメリカが日本に

そういう戦力がいらないと憲法に押しつけたわ

けですけれども、朝鮮戦争が始まって、日本の、
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日本に、日本人を、日本人というより、日本を

基地にして戦力をつくって、アメリカが、朝鮮

で戦争をしたわけですので、その状況がちょっ

と変わっただけで、そういう気持ちも、いっそ

のこと朝鮮戦争の後に憲法ができていたら、そ

ういう憲法９条なかったじゃないかと私思って

いますけれども、そういう中でできた制度です

ので、今年から来年にかけて、ほかの政策はあ

まりしなくてもいいから、憲法改正だけはお願

いしたいという気持ちでおります。ここには自

民党の議員も何人かおられるそうですので、眠

っていない人は聞いちょってください。そうい

う思いを持ちながら、今の政治をずっと眺めて

いるわけですけれども、あまり長いので、質問

に入ります。質問忘れてしまったら悪いので。 

 それでは、１番に、中東情勢悪化による物資

供給対策及び物価高騰対策についてお聞きした

いと思います。 

 中東情勢の悪化は、戦闘終結の合意がなされ

たとの報道もありますが、経済状況としては先

行きが見通せず、原油価格の高騰や物流の停滞

などを通じた物資の供給に対する不安として、

我々の生活に大きな影響を及ぼしています。燃

料費や食料品価格の負担増に加え、企業活動や

地域経済にも波及しており、一刻も早い事態の

収拾が望まれます。 

 事態が長期化している今、県内事業者は深刻

な状態に陥っています。 

 まず、建設業においては、住宅の断熱材とし

て使われるスタイロフォームが、現在、市場に

ほとんど出回っておらず、入手が極めて困難な

状況にあります。そして、塩化ビニール管など

も供給が不安定であり、アスファルト関連資材

は３０％以上値上がりしているということです。

さらに、石油由来のナフサを基礎材料とする塗

料やシンナーも価格高騰しており、その先行き

は不透明です。これらの資材がなければ、家を

建てることも、道路を整備することもできず、

事業そのものが立ち行かなくなるという、正に

緊急事態だと感じております。 

 次に、医療の現場においては、手術に使用す

る医療器具や使い捨ての医療用品の一部におい

て、品薄状態や価格高騰が報告されています。

これは患者さんへの適切な医療提供に支障を来

しかねない、非常に憂慮すべき事態です。 

 また、本県の基幹産業である農業においても、

ビニールハウスの修繕に必要な農業資材の供給

が不安定になっております。特に台風の多い本

県において、農業用ハウスが大規模な被害を受

けた場合、修復に必要な資材が手に入らず、復

旧できないといった事態も起こり得ます。これ

は農家の経営を直撃し、食料供給にも影響を及

ぼす可能性があります。 

 これらの資材価格の高騰は、製品やサービス

の価格に転嫁され、消費者物価を押し上げてお

ります。国の消費者物価指数では、令和８年４

月分が前年同月比１．４％、これ、うそと思い

ますけれども、私、上昇となっております。私

も含め、県民の肌感覚として、この数値以上に

生活への影響を感じているのではないでしょう

か。特に食料品やエネルギー価格の高騰は家計

を圧迫し、日々の生活必需品の購入にも影響を

及ぼしています。 

 今回の中東情勢悪化による物資供給不安は本

当に深刻であり、これまでの施策効果を打ち消

しかねない状況です。県単独での対応には限界

があることは理解しておりますが、関係機関等

と連携し、国への要望活動等を含め、何らかの

事業者への支援が求められています。 

 こうしたことを踏まえ、物価高騰対策も含め、

中東情勢悪化による物資供給対策に県はどのよ

うに取り組むのか、知事にお伺いいたします。 

 あとは対面席にて質問いたします。どうぞよ

ろしくお願いします。 

  〔末宗議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

森副議長 ただいまの末宗秀雄議員の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 末宗秀雄議員の中東情勢悪化による

物資供給対策についての御質問にお答え申し上

げます。 

 中東情勢を背景としまして、ナフサをはじめ

とします石油関連製品の供給不安、価格高騰が

生じ、その影響が建設資材や医療物資等にも広
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がる中で、供給や価格の安定が強く求められて

いるところでございます。 

 こうした状況を受けまして、国においては、

石油関連製品の中東以外からの代替調達であり

ますとか目詰まり対策、燃料油の価格安定のた

めの補助金など、必要な対策が講じられてきて

おります。 

 本県では、原油価格高騰等に関する特別相談

窓口を開設しました。そして、多くの皆様から

資材の調達遅延や急激な価格高騰による新規工

事の受注停止など、切実な声を直接、また相談

窓口を通じて伺っているところであります。 

 こうした地域の切実な状況を国に伝えないと

いけないということで、私自ら国に対しまして、

物資供給、価格高騰等に係る要望書であります

とか個別の困難事例、いただきました全ての事

例を表にしまして、伺いまして、石油関連製品

の安定供給確保、そして事業者に対するさらな

る資金繰り支援等について強く要望してきたと

ころであります。 

 また、九州経済産業局長とも話をしましたけ

れども、国の中東情勢関連対策ワンストップポ

ータルサイトというのを開設を九州経済産業局

がしております。そこに供給が滞っている製品

でありますとか、その状況等を書き込んでもら

えば、個別にその状況を踏まえて供給元等に問

合せをして対応するということもしているので、

是非利用してほしいという話もいただいたとこ

ろでございます。 

 また、国に伺った際に厚生労働副大臣からは、

命に関わる医療現場については、国が備蓄して

いる手袋の放出を決定して、順次配送している

というふうな説明もいただきました。 

 また、県の対応でございますけれども、今回

の補正予算案の中で、中小企業等の資金繰りを

支援するための県制度資金融資枠を１００億円

から２００億円に拡大するという対策、そして、

再エネルギー設備の導入を促進する補助制度等

を創設した案を御提案申し上げているところで

あります。 

 さらに、農林水産業の経営安定を図るために

は、高効率の省エネルギー整備の導入、供給不

足が懸念されます化学肥料等の代替品、有機肥

料等の購入支援なども実施を行うこととしてお

ります。 

 加えて、国が実施している中小企業向け支援

策、価格転嫁の適正化に関する取組、さらには

さきほど申しました九州経済産業局のワンスト

ップポータルサイトの活用等についても、関係

団体等と連携しまして、広く中小企業の皆さん、

農林水産業の皆さん等に周知をしているところ

でございます。 

 なお、物資の供給停滞や価格上昇が長期化し

た場合には、県経済への影響がさらに広がるこ

とも想定されます。今後も必要な対応をしっか

りアンテナを高くして機動的にしっかりと行っ

ていくことが重要であるというふうに考えてお

ります。 

 今後とも国際情勢、国の対策の動向等を注視

しながら、現場の状況等もしっかり把握しなが

ら、物資の安定的な供給に向けて取り組んでま

いりたいと考えております。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 戦争ですから、和平が実現するとは、

私思っておりますけれども、それが落ち着くま

で、随分時間もかかってくる、いろんな変動が

起こって、物価高騰が特に激しいんじゃないか

と思っております。 

 そういう中で、私、この質問するとき、物価

高騰が１．４％っていうんですよ、政府が発表

するのは、前年同月比ですね。そしたら、１．

４％というのは政府が望んでいる調整インフレ

の範囲内、政府は１０年ぐらい前からか２０年

ぐらい前だったか、調整インフレで２．５％ぐ

らいだったら、日本の政権は一番いいなという、

そういうデータを出していたんですけれども、

それがこの状況下で１．４％という数字。例え

ば私が外食をすると、大体二、三割上がっとり

ます。そして、食料品もみんな上がっていると

いう話、そして、例えば住宅、マンション、住

宅を例に取れば、大体坪４０万円ぐらいの建物

なら、大体、普通の住宅、それが今、大体もう

１００万円近くなっております、２倍以上。そ

してマンション、例えば大分市のマンション見
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たら、大体１，３００万円ぐらいだった、七、

八年前が。そしたら、今はもう大分の駅裏が４，

５００万円以上、５千万円から１億円という話

もあります。それを１．４％、複利でも何でも

結構やから、何年たったらこの１．４％の数字

になるんだろうか。これ、明らかに政府が、私、

ごまかしていると、そういうデータをつくって

いると思っています。何で国民をだますのかな

と、私、自分で考えますのに、国民の年金、こ

れが１．４％を例えば３０％とか４０％いった

ら、年金の額がどのくらい上がるか分かりませ

ん。それとか、医療費がどのくらい上がるかも

分からない。そういう政府負担が恐ろしく上が

る。根底には、本質的にはそこら辺りかなとも

私思いますけれども、実態と合わない、そうい

う食料品からマンションから住宅の値上がり、

それを県としてどのように捉えて政策を練って

いるのか、そこら辺りをまず一番に聞きたいと

思います。 

森副議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 お答えいたします。 

 議員御指摘の総務省が公表している消費者物

価指数でございますけれども、こちらは政府に

よるガソリン価格の負担軽減措置、今、１９０

円を１７０円に下げるという措置やっています

けれども、それに加えまして、ガソリン税の暫

定税率の廃止がありました。このような消費者

物価指数におけるエネルギー関連の上昇幅が今

抑えられている状況でございます。 

 加えて、教育関係でいいますと、高校授業料

の無償化がございました。この関係で、いわゆ

る教育費が６．１％減というふうになっており

まして、このような数字も総合の物価上昇率を

一定程度下押しさせているというふうに承知し

ているところでございます。 

 一方で、御指摘もありましたけれども、もう

一つ、日本銀行が試算している総務省の公表値

からこういった政策の要因を取り除いた消費者

物価コア指数というのがあるんですけれども、

こちらは４月は２．８％というふうになってお

りまして、こちらのほうはさっきのエネルギー

の価格を抑えていますとか、教育費が下がって

いますとか、そういった政策要因取り除くと２．

８％というふうになっておりますので、そうい

った乖離が出ているのかなというふうに考えて

おります。 

 いずれにしましても、物価上昇に負けない賃

上げ支援策も我々実施しておりますので、今後

もこのような対応をすることで、物価上昇に負

けない県経済を導いていきたいと考えておりま

す。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 部長、理屈はよく分かります。政府

というのはなかなか不屈の精神で言い訳をする

わけですから、国民をばかにしたような話がど

んどん進んで、そういう言い訳をするわけです

けれども、現実に私たちが外食でしたら３割ぐ

らい上がっていますよ。多分皆さん方も外食に

行ったときとか、二、三割上がっている。住宅

を、何歳ぐらいで買うのか分からないけれども、

県庁の職員に聞いてみてください。マンション

買いたいんだけれどもっていったときに、どの

くらいの値段が上がっているか。それを考えた

だけでも、そういうのをデータで表せないよう

にしている統計、正にそこが権力の怖さという

か、権力のやましさなんでしょうけれども、そ

ういうのを踏まえて、大分県としては、政府は

そうだろうけれども、現実はそうやないなとい

う感覚で現実の政策を取っていただきたい。そ

ういう思いで、県民のことを考えて政策を取っ

ていただきたいというのが気持ちでございます

ので、知事さん、ひとつそこをお答えお願いし

ます。 

森副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 そこをしっかり生活感覚を踏まえて、

様々な政策を組み立てていきたいというふうに

考えております。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 それでは、次に、私、久しぶりです

けれども、宇佐のことを随分ちょっと今から、

時間があればずっと最後までやりたいと思って

おります。 

 一番に、道路の整備についてですけれども、

九州の東の玄関口である竹田津漁港フェリータ
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ーミナルと東九州自動車道宇佐インターチェン

ジを結ぶ高規格道路の候補路線である宇佐国見

道路は、宇佐地域の産業振興、観光振興に資す

る重要な路線であります。現在は高規格道路と

同等の機能を早期に得られるよう、現道活用に

より、黒川松崎線の整備が進められております。 

 こうした背景の中、令和２年の第１回定例会

においても質問させていただきましたが、宇佐

国見道路の代替路線として位置づけられ、県北

地域を代表する幹線道路である県道中津高田線

は、沿線には自動車関連企業等が集積しており、

産業道路としての役割も大きいことから、その

整備は地域経済の活性化に不可欠です。特に平

成７年に都市計画決定された全長約５．９キロ

メートルにわたる黒川松崎線ですが、現道の県

道中津高田線は交通量も多く、交通事故が多発

しており、利用者の安全・安心の確保のために

も、一刻も早い完成が望まれるところです。 

 そこで、黒川松崎線の整備状況を含め、宇佐

地域における道路整備について、今後どのよう

に進めていくのか、土木建築部長にお伺いしま

す。 

森副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 県道中津高田線は、自動車関連企業が集積す

る北九州・京築地域とつながり、県北地域の産

業活動を支える道路として重要な役割を担って

います。 

 そのため、多発する交通事故や混雑の解消、

産業道路としての機能強化に向け、中津高田線

のバイパスとして、都市計画道路黒川松崎線を

整備するとともに、その他の工区でも課題解決

に向けた取組を進めているところです。 

 バイパス区間では、中央部の江須賀金屋工区

２．８キロメートルについて、平成２９年度か

ら事業化し、用地取得や補償物件の移設を進め

るとともに、一部工事に着手しているところで

す。 

 その他の工区についても、大型車の往来の多

い浜高家工区では歩道整備を、冠水による通行

止めが発生する浮殿工区では道路改良に取り組

んでいます。さらに、県道山香院内線等でも歩

道の整備を進めるとともに、県道下恵良九重線

などの山間部では早期の効果発現に向けて、待

避所設置等の局所的な改良による１．５車線的

道路整備に努めているところです。 

 今後も宇佐地域の発展に向け、地域のニーズ

や課題を踏まえ、道路整備に取り組んでまいり

ます。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 はい、どうも。今、今日、黒川松崎

線を部長、聞いているので、ほかのは余談でい

いんですけれども、５．９キロメートルで、２．

８キロメートルを今、整備、それを、私が言い

たいのは、さきほど質問したのは、それを早期

にやっていただきたい、早急にやっていただき

たい、予算をたくさんつけていただきたいとい

う質問でございます。その点について、宇佐の

土木事務所の予算が県全体で何％か知らないけ

れども、宇佐土木に少しでも予算をたくさんい

ただきたいという質問でございます。それを踏

まえて、もう一度答弁お願いします。 

森副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 道路整備に当たっては、県

内それぞれで様々な課題がありまして、その課

題に応じて事業を展開しているところでありま

す。 

 その中で、私、さきほど申し上げましたけれ

ども、中津高田線のバイパス、黒川松崎線につ

いては、その重要案件の一つだというふうに考

えております。工事も多発しております。混雑

も生じております。そうした中で、一刻も早く

工事が進捗できるよう、引き続き、全体のバラ

ンスの中ではありますが、取り組んでいきたい

というふうに考えております。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 部長、ほんならちょっと質問を変え

よう。黒川松崎線、２．８キロメートルと言っ

たけれども、道路は全体が通じないと役をしな

い。その中で、何年までにどのくらいする、何

年までにどのくらいするっちゅう、そういう具

体的な数字が答弁になかったんですよ。 

 だから、ちょっと今、そこら辺りを踏まえて、

それが例えば５年計画だとか、１０年計画とか、
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７年計画とかだったら、それを早めていただき

たいというのが私の質問の意思ですので、ちょ

っと具体的に何年度どこまでやるとか、そうい

うのを具体的にここで述べていただきたい。 

森副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 まず、今事業化されており

ます中津高田線の江須賀金屋工区については、

今現在では令和１４年までという目標で取組を

進めております。しかしながら、今、用地取得

に向けてそういった交渉も継続中でございます

ので、地権者の皆様の御理解と御協力をいただ

きながら、そうした目標に向けて着実に取り組

んでいきたいと。 

 残り３．１キロメートルについては、まずは

今の事業、２．８キロメートルの交通動態であ

るとか、そういった状況をしっかり見極めた上

での対応になると考えております。当面はこの

２．８キロメートルをしっかり取り組んでいく

と、そういうつもりで今から進めていきたいと

考えています。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 当面は２．８キロメートル全力でと

いうことで、それはありがたいんだけれども、

それを令和１４年まで、それを令和、真ん中取

ったら令和１１年になるき、令和１１年度ぐら

いまでに、これはもう部長に聞くより知事さん

にお願いしたがいいかもしらんね。 

 そういうのを、そして、残り３．１キロメー

トルの残は、その後用地交渉とかするというか

ら、もう知事の直結の指示で土木部長に命令を

下して、ちょっと早期にやるようにここで明言

していただきたい。 

森副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 全体のバランスの中で、できるだけ

早くやっていただけるといいと思います。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 最高権力の知事さんだから、それ以

上はちょっと言いにくいね、私も。 

 よろしく、知事さん、お願いいたしますわ。 

 次に、宇佐の中で、国道５００号、別府から

耶馬溪までを通じる道路ですけれども、国道５

００号は別府市、宇佐市、中津といった主要観

光地を結ぶ幹線道路、その沿線にはアフリカン

サファリや宇佐市の仙の岩、東椎屋の滝、さら

には名勝耶馬溪に属する青の洞門など、貴重な

観光資源が多くあります。また、近年は自然体

験やサイクルツーリズムなどへの関心の高まり

や、訪日外国人観光客の増加が期待される中、

こうした地域資源の価値が改めて見直されてお

り、県内有数の観光道路の一つだと思います。 

 私は、令和２年の第１回定例会の一般質問に

おいても要望しましたが、国道５００号沿線地

域における観光産業の発展のためにも、さらな

る誘客促進を図ってもらいたいと切望していま

す。 

 平成３１年４月に観光局が発足して８年目を

迎えますが、今こそ国道５００号の重要性を鑑

み、沿線の地域と一体になった観光振興に取り

組む必要があると考えます。 

 そこで、国道５００号沿線における誘客促進

をどのように進めていくのか、観光局長にお伺

いいたします。 

森副議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 県内の宿泊者数は堅調に伸びておりますが、

別府や湯布院といった有名温泉地に集中する傾

向にありまして、県経済への波及効果を最大化

するためには、県内各地域への周遊を活発にす

ることが課題であると認識しております。 

 そうした観点から、安心院の桂昌寺跡、地獄

極楽や、院内の石橋群などがある国道５００号

沿線の豊かな自然、歴史文化等は、地域への周

遊を促す上で非常に魅力的な地域資源であると

考えています。 

 そこで、県では沿線スポットの魅力を誘客に

つなげていくために、仙の岩公園の観光拠点化

整備や中津市内の観光看板の整備等を行ってき

たところでございます。 

 また、情報発信や誘客強化の取組といたしま

して、メイプル耶馬サイクリングロードをＰＲ

するために台湾の旅行会社を招聘したほか、宇

佐神宮御鎮座１３００年を契機に行ったバスツ

アーでは、安心院葡萄酒工房や一目八景等もコ

ースに組み込んだところであります。加えて、
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今年３月に３０周年を迎えた安心院農泊への修

学旅行誘致などにも、グリーンツーリズム研究

会と力を合わせて取り組んでまいりました。 

 引き続き市町村や事業者とも連携を図りなが

ら、魅力あふれる国道５００号沿線への誘客は

もとより、県内各地への周遊を促す取組を展開

していきたいと考えております。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 令和２年って書いているから令和２

年に質問したんだろうけれども、私、令和２年

のときから、観光局長、そういう質問をした覚

えはないんですよ。今回も、例えば国道５００

号っていうのは端的に言ったら青の洞門と院内

の石橋をつなぐ道ですよ。そしたら、その中津

と宇佐の境が５、６キロメートル、バスが通ら

ない道が続いているわけですよ。それをバスが

通るようにすれば、中津日田道路と直結するわ

けですよ。それで新しい観光コースつくって、

そういうのを、費用対効果が合わないから、土

木部長は恐らく費用対効果のことを言うと思う、

できない理由はね。だけどそれを、観光局とい

うんだから、そういうことを観光局として、部

長会議とか局長会議があるかどうか知らないけ

れども、そういう場で訴えて、看板を１個作る

ぐらいなら観光局っていらないんじゃないかと

私、思っております。そういう視点を変えて、

観光局がどんなふうに大分県全体を持っていく

のかという視点を持っていただきたい。 

 そういう意味で、耶馬溪と宇佐をつなぐ一番

主要な道路が国道５００号ですので、それをつ

ないで、そしてまた、耶馬溪も院内も安心院も、

もう人口減少、過疎化と人口減少で甚だ寂しい

まちになろうとしている。非常に人口がない中

で、ちょこっとした手当てぐらいじゃ観光の振

興はなかなかできない。本当にまちが栄えるよ

うなまちづくりをしていただきたいのが、私、

この質問の目的でございます。 

 それを含んで、答弁をもう一度お願いしたい

と思います。 

森副議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、バスがなかなか通るの

が難しいという山道もございます。無理をして

通るようなコースとか、あるいはぐるっと遠回

りをしてというような状況があることは承知し

ております。 

 一方で、道路は観光だけではなく、住民生活

や農業、商工業、物流、企業誘致など、様々な

要素を考慮しながら、総合的に建設や改良の優

先順位が決められてくるものと考えております。 

 観光は今後ますます重要な産業になると考え

ておりますけれども、あくまでもそういった要

素の一つでありますので、私としては、観光で

訪れる方々や地域の観光事業者の声をしっかり

と聞きながら、道路を所管しています土木建築

部をはじめ、関係部局に地域の要望をきちんと

届けていくことが役割かと思っております。 

 引き続き、県内各地における観光需要の変化

等も注視しながら、適切に地域の声を担当部局

や上層部にも伝えていきたいと考えております。 

 議員のお気持ちはよく理解しているつもりで

すが、そういったことも含めて観光振興にしっ

かり取り組んでいきたいと思っております。そ

ういったことで御理解いただければと思います。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 なかなか難しいのは承知しておるん

ですけれども、ただ、新しい観光コースをつく

るという発想、観光局ってここの議会におられ

るんじゃけん、前はいなかったんですけれども、

そういう、この議会の中におられるような立場

に今なっているんだから、そういう大きな視点、

もう、俺が観光局長の間にこれは軌道に乗せる

まで持っていくぞというような気概の発言が欲

しかったんだけれども、なかなか難しいような

顔つきやね。しようがない。よく頭に入れとっ

てください。よろしくお願いします。 

 それじゃあ、次に行きます。駅館川地域の農

業生産基盤の整備についてでございますけれど

も、地元である宇佐市においては、長年にわた

り農業を支えてきた水路等の農業水利施設は、

先人たちの多大な労力と英知の結晶であると認

識しております。 

 駅館川地域は昭和３９年から、日出生ダムを

はじめ、基幹的農業水利施設や大規模圃場の整



第２回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 42 - 

備が行われました。これにより県内最大の穀倉

地帯となるなど、大分県を牽引する農業振興地

域として確立しています。しかし、整備後５０

年が経過しており、施設の老朽化の進行に伴い、

水需要に対する配分量の確保も難しくなってお

り、再整備が必要な状況となっております。 

 このような中、安心院地域では平成２７年度

に国営緊急農地再編整備事業が行われており、

農地の再造成やパイプラインの更新等が整備さ

れているところです。既に事業も完了間近とな

っており、造成された農地における県としての

多岐にわたる支援が求められています。 

 一方、平野部においては、施設の老朽化によ

る応急対応等の維持管理費が増大しています。

整備当初からの営農品目も時代とともに変化し、

水需要も大きく変わっています。 

 こうしたことから、基幹的な農業水利施設に

おいては再整備が進められていると承知してお

りますが、駅館川地域の平野部における農業振

興にとって、今後の具体的な整備計画が非常に

重要となってきます。 

 こうしたことを踏まえ、駅館川地域の農業生

産基盤の整備についてどのような取組を進めて

いこうと考えているのか、農林水産部長に伺い

ます。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 安心院地域では、国営緊急農地再編整備事業

によりまして、醸造用ぶどうやドリンク用茶な

ど、大規模産地の形成、新たな担い手の参入等

が進んでおり、地域の活性化に大きく寄与して

おります。平野部では、国営かんがい排水事業

駅館川二期地区の令和９年度の着工に向けまし

て、国が令和６年度から３年間の全体実施設計

を行っております。 

 この事業では、一つは維持管理の負担軽減に

向けた農業水利施設の補修や遠隔操作、監視シ

ステムの構築を、二つは、用水不足解消のため

の取水系統の変更、三つ目には、日出生ダムと

日指ダムの耐震補強を行うこととしております。 

 整備にあたりましては、日出生・日指ダムを

結ぶ山中部導水路から着手いたしまして、順次、

幹線水路や頭首工の改修、ダムの堤体盛土など

を実施することとしております。 

 本年秋には、受益者からの事業に対する同意

取得が始まりますが、対象者が非常に多く、関

係者の協力は不可欠となっております。 

 県といたしましても、この国営事業が円滑に

進められるよう、地元や関係機関と密に連携し、

農業振興計画に定める高収益品目の産地づくり

にしっかり取り組んでまいります。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 部長、宇佐市の、要するに来年度か

ら始まるかん排事業。それで、妙な話が出てお

ります。今の安心院の再編事業は、宇佐市の平

坦部の四日市に事務所を構えております。そし

たら、今度の宇佐市の平坦部のかん排事業で、

事務所をどうしようかという話が出ている。俺、

何のことかよく分からないんだけれども、市長

たちがそう言うからそうなんだろうなと思って、

ほんなら聞いてみろうということで話が終わっ

たんだけれども、そういう話は県としてはどう

いうふうに今進んでいるんですか。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 国営事業の推進に係る国の体制でございます

が、これは国の職員の働き方改革といったとこ

ろで、全国的には事業事務所の在り方について

現在検討しているというような状況を承知して

おります。 

 県としては、国営事業が円滑に実施できる体

制が、これ、最も不可欠というふうに認識して

おりますので、今後も国の動向をしっかり注視

しながら情報収集に努め、事業の執行に影響が

出ないよう、あるいは地元に混乱が生じないよ

う、関係機関と連携し協議を行ってまいりたい

というふうに考えております。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 県もいくらか把握はしているという

ようなふうに今、捉えたんだけれども、現実に

事務所が地元にできないと、そういう農林水産

省の事業ってあまりないんじゃないかと私、思

っているし、そして、市長とかいろんな関係者

が事務所をぜひとも、今の宇佐市の平坦部に置
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いてくれという希望が出ております。そういう

ことは、やっぱり市の行政においても、一般の

農業者においても、事務所が近くにないと弊害

が出るからそんなふうに言っていると私理解し

ております。 

 そういうことに対して、県がその後押しをし

て農林水産省のほうに、ぜひともそれは、事務

所は地元にないと困るというような方向を、農

林水産省に逆に陳情していただきたい。そうい

うのを踏まえてこういう、来年度からといいま

すので、早急に対処していただきたいと思いま

すけれども、意見をお願いします。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 さきほど申し上げましたように、国が全国的

なこの体制の在り方を見直すというようなこと

は、私も承知をしておりますけれども、具体に

この駅館川二期地区の事業所をどうするのかと

いうところまでは、まだ私ども情報ございませ

んので、引き続きその情報収集をしっかりした

上で、地元が混乱しないよう、事業がスムーズ

に進むよう、国ともまた話をしてまいりたいと

いうふうに考えております。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 地元の意見はそういうことですので、

強い希望でございます。よろしくお願いします。 

 久しぶりに私、最後の項目まで来ました。宇

佐市においては、県北最大の観光資源である宇

佐神宮に近接する国道１０号線沿いの岩崎地区

で新たな道の駅の整備計画が具体的に進行して

おります。市役所内でも複数回委員会が開催さ

れ、基本計画は既に策定済みです。地域連携施

設である物産館は市が、その他トイレや休憩施

設等は国が設計を担当し、現在、設計の見直し

を進めており、令和１０年末までに開設を目指

していると伺っています。 

 県内には現在２６か所の道の駅が登録され、

休憩施設や周遊観光の拠点として利用されてお

ります。道の駅は雇用創出、農産物の直売、観

光誘致といった地域経済への効果に加え、近年

では防災・地域福祉サービス拠点としても期待

され、地方創生の重要な役割を担っております。 

 地元からは道の駅の計画を契機に、販売する

商品の開発、連携したイベント開催等を行いた

いとの要望の声も届いております。県には開設

前から地域団体等への商品開発支援や、地域コ

ミュニティ組織の強化など、具体的な取組を求

めます。 

 道の駅が地域にもたらす経済効果と地方創生

におけるその重要性を鑑み、地域振興や県北地

域の連携促進の観点から、地域未来創造総合補

助金などの活用など、県として積極的な支援を

行うべきと考えております。 

 こうした点を踏まえ、宇佐地域の活性化につ

いて今後どのように取り組んでいくのか、企画

振興部長に伺います。 

森副議長 上城企画振興部長。 

上城企画振興部長 お答えします。 

 宇佐地域は、昨年の御鎮座１３００年で大い

ににぎわいを見せた宇佐神宮をはじめ、涼しい

おおいたの代表的なスポットでもある岳切渓谷

や東椎屋の滝など、数多くの地域資源に恵まれ

ております。 

 計画が進められている岩崎地区の道の駅は国

道１０号沿いで、国東半島・宇佐地域のちょう

ど中心に位置しておりまして、周辺観光地の新

たな中核交流拠点としての役割を期待できるこ

とから、この機を逃さず地域活性化につなげる

取組を応援していきたいというふうに考えてお

ります。 

 例えば地元の北馬城まちづくり協議会では、

リニューアルした宇佐駅や、今後整備が計画さ

れております道の駅を見据え、地域特産の大粒

の黒大豆クロダマルの付加価値向上と販路拡大

を目指しております。この中で、大豆茶であり

ますとかシフォンケーキなど、新商品の開発に

も取り組んでおりまして、県もこれまで地域課

題対応枠でありますとか総合補助金など、様々

な支援を行いまして、開発当初からバックアッ

プをしております。 

 加えまして、関係団体で構成する官民連携の

プロジェクト会議を開催しまして、ＪＲ九州な

なつ星の活用、あるいは国東半島を巡る周遊ル

ートの構築など、将来につながる取組を精力的



第２回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 44 - 

に進めています。 

 県においては、地元自治体はもとより、交通

事業者や経済団体を含め、地域活性化に取り組

む団体間の調整を図りながら、地域が一体とな

った取組を後押ししてまいります。 

森副議長 末宗秀雄議員。 

末宗議員 要するに、地域未来創造総合補助金

とかいうのが単費であると思うんだけれども、

ほかの単費も入れて、とにかくこれが順調に開

設できるように、もう計画して長いんですよ。

非常にぬるくて、もうやきもきしているような

次第ですので、開設、いよいよ来年、再来年と

いうから、の３月に開設というから、それに向

けて、県としても全力で応援お願いして質問を

終わりたいと思いますので、知事さん、私非常

に重要なことを言いましたので、よろしくお願

いします、今後とも。ありがとうございました。

（拍手） 

森副議長 以上で末宗秀雄議員の質問及び答弁

は終わりました。清田哲也議員。 

  〔清田議員登壇〕（拍手） 

清田議員 皆さん、こんにちは。９番、自由民

主党、清田哲也でございます。今回、一般質問

の機会をいただきました会派の先輩、同僚議員

の皆さんに感謝を申し上げ質問に入ります。 

 また、傍聴来ていただいている皆さん、大変

ありがとうございます。 

 まずは、造船業の振興についてであります。 

 政府は、日本成長戦略本部において、ＡＩ・

半導体、防衛産業、港湾ロジスティクスなどと

並び、造船業を危機管理投資・成長投資の１７

の戦略分野の一つに位置づけ、複数年度にわた

る官民投資を行う方針を示しています。特に造

船分野は経済安全保障の中核として扱われ、国

内建造能力の強化が国家的課題とされておりま

す。また、昨年国が策定した造船業再生ロード

マップでも、１０年後の令和１７年に国内建造

量を現在の約９００万総トンから１，８００万

総トンへ倍増させる目標が立てられています。

ＡＩ・ロボットの活用推進や高度人材育成の強

化、燃焼しても温室効果ガスを排出しないアン

モニアや水素を燃料とする次世代船舶の開発な

ど、官民合わせて１兆円規模の投資が計画され

ており、大いに期待しているところであります。 

 本県は、大分市大在地区から臼杵市、佐伯市

にかけて、強固な造船クラスターが形成されて

おります。特徴として、化学品・油等の液体貨

物運搬船やセメント運搬船など、高付加価値な

中小型船の建造に強みを持ち、機動性の高い生

産体制を有していることに加え、佐伯市には大

分地域造船技術センターもあり、国が示すロー

ドマップと極めて高い親和性を有しております。 

 この国の大きな政策転換を県内の造船業と結

びつけ、さらなる成長につなげるには、県とし

て関連企業を含めた企業連携を進めるなど戦略

を持った取組を進め、官民の投資を呼び込むこ

とが必要と考えます。 

 以上のことを踏まえまして、県内の主要産業

である造船業の振興に県としてどのように取り

組むのか、知事の見解を伺います。 

 以降、対面席にて行います。 

  〔清田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

森副議長 ただいまの清田哲也議員の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 清田哲也議員の造船業の振興につい

ての質問にお答えを申し上げます。 

 国は、日本成長戦略における戦略分野の一つ

として造船業を位置づけるとともに、造船業再

生ロードマップを策定して、２０３５年までに

官民合わせて１兆円規模の投資を実現する方針

を示しております。本県においても、高付加価

値な造船、船舶建造に強みを持つ企業群が形成

されており、こうした国の動きは県内造船業の

さらなる発展に向けた好機と認識しております。 

 このような中で、今年２月、三浦造船所が国

のゼロエミッション船建造に向けた支援事業に

採択されたほか、３月には臼杵造船所が大型ク

レーンの新設など、最大５０億円の設備投資を

公表しました。加えて、４月には県内の造船会

社６社と修繕会社２社の連名により、建造時に

おける工事手続の簡素化や、緑地面積率の緩和

を求める国家戦略特区の申請も行われるなど、

既に競争力強化に向けた動きが始まっていると
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ころであります。 

 一方で、造船各社への聞き取りでは、受注は

堅調であるものの、人材不足が深刻な課題とな

っているとの声を伺っております。 

 こうしたことを踏まえて、県では、策定を進

めている地域未来戦略における地域産業クラス

ター計画の中で、造船業を中核分野の一つとし

て位置づけ、官民設備投資や人材の確保・育成

などを促進することとしております。現在、県

が中心となって、大分地域造船技術センターの

機能強化や外国人材の受入れ環境整備などにつ

いて検討を進めているところでございます。 

 また、造船各社でもＡＩ、ロボットの導入に

よる安全性・生産効率の向上に向けた実用可能

性が検討されております。来月には、県主導の

下で関係市や造船会社、修繕会社が参画する連

絡会議を開催しまして、取組の具体化を進めて

まいります。 

 造船業は本県のものづくり産業を支える基幹

産業であるとともに、これまで培ってきた技術

と経験を武器にして、今後の成長が大いに期待

される分野です。この好機を的確に捉えて、設

備投資や人材確保、生産性向上につながるよう、

官民連携の下、本県造船業の競争力強化と持続

的な発展に取り組んでまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 知事、大変力強い答弁であったと思

います。非常に期待をしております。正に期待

してお願いしたいところの答弁がありましたけ

れども、そのいわゆる連絡、調整役というとこ

ろが、県が旗頭になって、旗を振っていただい

て、県内の造船業それぞれ１社１社が個別で行

くんじゃなくて、もうチームとして取りにいく、

そこのある意味キャプテンというか、監督とい

うか、そういう役割を私は県には期待していき

たいと思いますし、ずっと同僚議員にも失笑さ

れながら訴えてきた造船県大分の幕開けとなる、

そのように期待しておりますし、工業振興課の

皆さんには詳細な部局お伝えしていますけれど

も、前商工観光労働部長の利光部長が、正にこ

の戦略分野の今、中心的な部局にいらっしゃい

ますので、利光部長に私、しっかり最後の退任

の挨拶ぎりぎりまで造船県大分、造船県大分と

つぶやいて東京に帰っていただいていますので、

頭の中にきっとあるだろうと信じておりますの

で、またそちらとの連携も取りながら、今後も

力強く進めていっていただくことを御期待とお

願い申し上げて、次の質問に参ります。 

 続いて、県南地域の一次産業についてであり

ます。まずは、水産業のほうであります。 

 県南地域では、沿岸漁業を支えてきた漁業者

の高齢化が進み、後継者不足が深刻化しており

ます。特に一本釣り、刺し網、小型底引き網な

ど、地域の基幹漁業は技術継承が途絶えるリス

クが高まっております。また、燃油価格の高止

まり、漁業資材の値上がりが続き、漁船漁業の

採算性が大きく悪化しております。さらに、近

年アジ、サバ、イワシなどの回遊魚の漁獲量が

不安定化して、沿岸資源も減少傾向にあります。 

 漁船漁業の振興には、若者が漁業に参入しや

すいよう、漁船等の初期投資への支援や、所得

が不安定な時期の経営安定策の拡充に加え、適

切な資源管理や種苗放流など、栽培漁業の強化

も必要であります。 

 一方で、県南地域は養殖業の比重が高く、高

水温や赤潮など環境リスクの影響を最も受けや

すい地域です。これまでも赤潮によりブリ、カ

ンパチなどの養殖に大きな被害が出ているほか、

近年は高水温による影響も発生しています。４

年前の赤潮と台風の複合被害による養殖ブリ類

の大量死は、いまだ記憶に新しい出来事であり

ます。 

 また、現在ブリやヒラメなど養殖魚そのもの

の単価はとても高くなっており、利益も順調に

出ておりますけれども、逆に配合飼料の価格高

騰が継続しておるという厳しい状況があります。

今後養殖魚の価格が下落しますと、養殖経営の

収益性の低下を招き、特に中小規模の養殖業者

では、赤潮による被害などで廃業リスクが高ま

ることも懸念されますことから、安定した養殖

経営を行える環境を整えることが重要と考えま

す。 

 また、県南漁業全体の成長産業化に向けては、

ＡＩによる養殖魚生育管理等のスマート漁業の
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推進など、漁船漁業、養殖業ともに総合的に幅

広い対策を講ずる必要があると考えております。 

 そこで、県南水産業の発展に向けて今後どの

ように取り組んでいくのか、知事の見解を伺い

ます。 

森副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 県南地域の水産業についてでござい

ます。 

 県南地域は、複雑な海底地形やリアス海岸等

の海域特性をいかした漁船漁業や養殖業が盛ん

で、本県水産業の中核的な地域であります。就

業者の減少や生産コストの上昇などの課題が深

刻化する中で、担い手の確保・育成を基盤とし

て、生産性と収益性の向上を図り、水産業の成

長産業化を進めることが重要であります。 

 まず、担い手の確保・育成についてですが、

就業希望者や漁業後継者に対する国や県の制度

を活用した研修のほか、県単独の給付金や漁船、

漁具などの購入助成により、就業時の経済的負

担の軽減と定着促進に取り組んでいるところで

あります。また、県内の農林水産業就業フェア

では、ブースを今年から拡大して、県南地域に

多いまき網や養殖業などの水産企業にも出展を

促し、就業希望者とのマッチング機会の増大を

図っております。 

 次に、生産性と収益性の向上についてですが、

漁船漁業を支える水産資源の回復に向けて、漁

場環境の整備、種苗の拠点放流、資源管理の強

化を一体的に進めております。その取組の一環

としまして、今年度から豊前海で実績のあるク

ルマエビの拠点放流を県南地域に拡大していき

ます。また、高騰する燃油についても、省エネ

機器や効率的な漁場探索を可能とする高性能機

器等の導入支援を今回の補正予算に盛り込み、

燃油の使用量の削減を後押ししてまいります。 

 養殖業では、生産量日本一のヒラメ養殖にお

いて、緑色のＬＥＤの照射による成長促進技術

が普及しまして、養殖期間の短縮が進んできて

います。また、水産業産出額の４割を占めるブ

リ養殖では、赤潮等の影響が少ない水深に生け

すを沈めて、衛星通信や水中カメラと合わせて

ＡＩを活用し、常時魚を管理できる養殖手法の

実証に取り組んでいるところでございます。こ

の生けすは台風時でも避難が不要のため、４年

前に被害が出た沖合養殖場での導入可能性を探

り、再発防止と生産性の向上を図ってまいりま

す。 

 経費の６割以上を占めます養殖の飼料の価格

上昇に対しましては、産学官連携で魚粉の配合

量を下げた低コスト飼料の開発を進めておりま

す。これにより収益性の向上につなげていきま

す。 

 こうした取組を着実に進めて、県南を含む本

県の水産業の持続的な発展を図ってまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 正に補正予算のほうでも高性能のい

わゆる魚探、ＧＰＳ機能つきの部分であります

とか、省エネ型のエンジン等々いうところの補

助というのも伺っておりますし、ありがたく思

っております。 

 その中で、また今年も実はブリの稚魚が大変

不漁であるということで、まだ終わっていませ

んので最終的にどうなるか分かりませんけれど

も、いずれにしても前年並みとはいかない、恐

らく減るんだろうなというところで、またそち

らはそちらで心配しておるんですけれども、特

に申し上げたい、お願いしていきたいという部

分が、さきほどもちょっと質問でも触れました

けれども、４年前のように赤潮、台風で異常な、

甚大な被害が出た場合、特に高水温化が進んで

いますので、今後こういう非常に複合的な、な

かなかないような被害の頻度が高まるのかなと

いう、そういう危惧があるんですけれども、そ

ういうことが起きた場合、もう次年度分のいわ

ゆる稚魚の購入がままならないと。そうなりま

すと、当然事業継続はそこで終わってしまいま

す。正に水産庁のそのもの、予算そのものが少

ないという声も、何か国政の、国会議員の皆さ

んの中では声を今、上げている方が大分増えて

きたと、そういう話も伺っている状況ではある

んですけれども、例えば土木建築部が持ってい

ますように、災害に備える予算、災害パッケー

ジのようなものが、この漁業においても万が一

の不測の事態に備える予算の獲得というのを強
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く国に対しても要望していく、また、制度の確

立に関して県としても検討していただきたいと、

そういうこともちょっとお伺いしたいと思いま

すけれども、農林水産部長の見解を伺います。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 国は養殖業のセーフティーネットといたしま

して、養殖魚の死亡等を補填する養殖共済制度、

それと、出荷物の価格安定によります減収を補

填する漁業収入安定対策事業というのを実施し

ております。一方で、現行の共済制度において

は、補填単価が近年の経費上昇に見合っていな

いといった課題も認識しております。 

 そういったことから、単価の見直し等の制度

の充実について国に要望しておりますし、今後

も引き続き要望してまいりたいというふうに考

えております。 

 また、県といたしましては、さきほど答弁が

ありました沈下式生けすの普及などによりまし

て、災害に遭わない、そうした取組というのを

しっかり進めてまいりたいというふうに考えて

おります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 沈下式生けす、早く普及していくと

いいなと思っておりますし、様々な努力いただ

いてはおるんですけれども、セーフティーネッ

トにしても、国の負担割合を増やしていただく

ような要望もしていただいておる、なかなか実

現にはまだ至っておりませんけれども、とにか

く、いわゆる成長産業化と、多少こういうトラ

ブルがあってもしっかり事業継続していけるん

だという、何か安心感が持てるような、今後も

ちょっとそういう政策も共に考えていきたいな

と思いますんで、部長のほうも御協力よろしく

お願いいたします。 

 続いて、農業への企業参入について伺ってま

いります。 

 県南地域は温暖な気候と豊かな水資源に恵ま

れ、県内でも重要な農業生産地であります。し

かしながら、高齢化と担い手不足により農業就

業人口が減少し、それに伴って耕作放棄地が増

加するといった構造的課題は深刻さを増してお

ります。 

 こうした中で、農業への企業参入は労働力の

確保、新技術の導入、販路開拓、地域雇用の創

出など多くの可能性を持つ重要な選択肢であり

ます。しかし、県南地域においては企業参入が

十分に進んでいるとは言えず、現場からは、制

度はあるが実際にはハードルが高いという声も

聞かれます。 

 参入企業の前提としまして、本業での収益率

が高く、農業部門への投資が可能で、複数年に

わたり利益が見込めなくても十分な財務余力を

持つ企業が希望するケースが多いように思われ

ます。優良企業の農業参入意欲をより高めてい

くことが、県内一次産業の活性化、ひいては食

料安全保障にもつながります。 

 企業参入の障壁として、地権者との調整等に

起因する農地の集約・確保の困難さに加え、参

入から収益化までの期間が長期にわたること、

企業側の栽培技術の不足、高価な農機等への初

期投資が上げられます。また、地域側の企業へ

の不信感、複雑多岐にわたる行政手続など、見

えない障壁もあるのではないかと思います。 

 日本全国から大分県を選んでもらうためには、

積極的な企業誘致をはじめ、気候など地理的条

件に合わせた栽培品目の提案や、これまでの参

入実績の情報発信、きめ細かな支援体制の構築

も不可欠です。 

 そこで、農業への企業参入に関する現状と課

題をどのように分析し、取組を進めていくのか、

農林水産部長に伺います。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えいたします。 

 県では、全国に先駆けて企業参入に取り組み、

これまで４０６件の企業が参入し、県農業の持

続的な発展に寄与しております。 

 参入における課題は、迅速な農地確保と早期

の経営安定であると認識をしております。農地

確保では、企業の意向に迅速に対応できるよう、

地域計画を基に市町と連携して農地の集積・集

約化を進めているところであります。 

 昨年、佐伯市では、地元が企業参入を前提に

あらかじめ合意形成を進め、農地を集約化して
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いたことで、円滑な参入が実現しました。こう

した事例を横展開するため、今年度から集落等

へのコーディネーター派遣を開始し、地域計画

の磨き上げと農地の集約化を推進しているとこ

ろであります。 

 早期の経営安定化に向けましては、施設整備

に加えまして、機械導入の支援を拡充し、経営

リスクの低減を図っております。また、経営課

題に応じて農業コンサルタントを派遣し、経営

力の強化をサポートいたします。 

 あわせまして、栽培技術の早期定着も不可欠

であります。普及員による指導に加え、農場管

理者向けの栽培研修を農業大学校や試験場等で

行い、技術レベルの向上を図ってまいります。 

 引き続き農業の成長産業化に向け、さらなる

企業の参入に向け取り組んでまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 正に企業参入、地域農業の担い手不

足を補いながらも新たな技術、販路、雇用を生

み出す大きな可能性があります。県南地域の農

業を次の世代につなぐためにも、企業、地域、

行政、三位一体となった取組、支援体制の構築

というところを期待しております。 

 また、県南地域の特性を踏まえまして、スマ

ート農業実証フィールドの設置、農業副産物を、

いわゆる漁業とのコラボですね。農業副産物を

養殖業の餌に活用できないのかとか、水産業と

農業の複合型ビジネスとかいうところも少し研

究していっていただいて、また提案いただけた

らなと思いますし、また、これらを企業と高校、

大学、この辺が連携して、また、人材育成も兼

ねて共にやっていくような、企業参入の県南モ

デルといいますか、そういう確立に関しても、

またお力借りながら、いわゆる企業参入後の伴

走支援という部分で一緒に走っていっていただ

けるなと、とてもいいのかなと、そういうふう

に思っておりますので、この点は要望させてい

ただいて、次の質問をさせていただきます。 

 続いて、林業の活性化についてであります。 

 佐伯地域は大分県内でも有数の人工林資源を

有し、林業は地域経済と環境保全の両面で極め

て重要な産業であります。特に佐伯広域森林組

合が全国的にも珍しい再造林率１００％を達成

していることは、正に地域の努力と誇りであり、

持続可能な林業のモデルと言えます。 

 加えて、佐伯広域森林組合は、大きく成長し

た大径材を、木造住宅の建築方法として広がっ

ている２×４（ツーバイフォー）工法での利用

に適した木材に加工する施設を新設しました。

太過ぎて利用が難しかった大径材を規格材とし

て活用できる２×４（ツーバイフォー）工法の

需要増に対応し、国産材利用を促進することで

林業収益の向上につながる可能性が高く、佐伯

地域の林業にとって大きな転換点となる取組で

す。県としても、この新施設を大径材利用の拠

点と位置づけ、さらなる県産材の利用促進に取

り組んでいただきたいと思います。 

 しかしながら、そのような佐伯市の林業の現

場でも、主伐事業者には若手の参入が多く見ら

れるものの、全体としては高齢化が確実に進行

しており、また、シカ被害の深刻化、急峻な地

形ゆえの高コスト構造といった課題が山積して

おり、地域の努力だけでは限界が見え始めてお

ります。 

 高い再造林率の維持や大径材利用の課題克服

に果敢に挑戦する佐伯林業を次世代へ確実に引

き継いでいくとともに、この佐伯モデルを県下

の林業に普及させることが必要だと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、県内林業の活性化に

どのように取り組んでいくのか、農林水産部長

にお伺いいたします。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 林業の活性化を図るには、佐伯地域で先駆的

に取り組んできた循環型林業を県下に広めるた

めの受入れ環境の整備が重要と認識をしており

ます。 

 一つ目は、担い手の確保・育成です。これま

で林業アカデミーなど、就業段階に応じた体系

的な育成システムが機能し、令和７年度も目標

の１００名を超える新規就業者を確保したとこ

ろであります。今後もＳＮＳによる魅力発信や

就業環境対策を充実させ、人材の確保と定着を

図ってまいります。 
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 二つ目は、さらなる生産性の向上です。今年

度からラジコン式無人伐倒機等を用いた革新的

な作業システムの実証事業を開始いたしました。

佐伯地域にも多い急傾斜地での主伐や、再造林

にも対応できる新たなシステムを構築すること

で、作業の省力化と安全性の向上を目指します。 

 三つ目は、市場ニーズを見据えた加工・流通

体制の構築です。増加する大径材を効率的に利

用できるよう、製材・流通施設の整備やＪＡＳ

認証の取得を支援いたします。加えて、都市圏

のプレカット企業と連携し、店舗や公共施設な

ど、非住宅建築物への新たな販路を開拓するこ

とで需要の拡大につなげてまいります。 

 これらの循環型林業の確立に向けた取組を着

実に進め、本県の林業を活性化してまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 ありがとうございます。 

 先般、農林水産委員会の調査に地元議員とし

ても同行しました。ちょっと数年前までは、い

わゆる造林班の人間がなかなか確保できないっ

ていう話だったんですけれども、今、造林班の

ほうもだいぶ人間が増えて、逆にちょっと人が

多過ぎるぐらいの日もあるんだという、ちょっ

とうれしい悲鳴も聞きましたけれども、他の県

下、ほかの地域にも、また、この、いわゆる再

造林率というところの一つの目標を持った取組

が広まっていくといいのかなと思っております

ので、またそこはしっかり期待しておきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次の県有建築物における県産材利用の促進に

ついてであります。 

 本県の豊かな森林資源を地域経済の活力につ

なげていくためには、県産材の需要拡大を着実

に進めることが不可欠であります。特に県有建

築物は県が主体的に需要を創出できる重要な分

野であり、県産材の利用拡大に向けた強力な政

策手段となります。 

 近年、全国的にも木材と鉄筋コンクリートを

組み合わせたハイブリッド構造が注目され、耐

震性、耐火性を確保しながら木のぬくもりや環

境性能をいかせる建築手法として導入が進んで

おります。大分県においても、こうした先進的

な木造・木質化の取組を県有建築物に積極的に

取り入れることで、県産材の利用拡大と林業、

木材産業の振興に大きく寄与するものと考えま

す。 

 また、県産材の魅力を県民に広く伝えるため

には、行政自らが見て、触れて、実感できる場

をつくることが重要です。県庁舎や公共ホール、

図書館、子育て支援施設など、多くの県民が利

用する公共スペースにおいて県産材をふんだん

に活用した空間づくりを進めることは、ＰＲ効

果のみならず、木材の持つ癒やし効果を体感で

き、快適性の向上にもつながります。さらに、

カーボンニュートラルの観点からも、木材利用

の拡大は森林整備の促進、ＣＯ２吸収源の確保、

建築物への炭素固定など、多面的な効果をもた

らします。県が率先して木材利用を進めること

は、環境政策の推進にも直結するものです。 

 以上のことを踏まえ、県有建築物における県

産材利用の推進に向け、今後建設が予定されて

いる大分総合庁舎や改築を予定している施設等

を含めどのように取り組んでいくのか、総務部

長に伺います。 

森副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 県有建築物におけます県産材の

利用促進についてであります。 

 県では公共施設等総合管理指針に基づいて、

建築物の木造化や木質化における県産材の利用

を推進しております。これまでも、クラサス武

道スポーツセンターの建設においては、屋根構

造に杉の無垢材を使用するなど、９８５立方メ

ートルの県産材を利用しましたほか、本年４月

にオープンしたるるパークのコテージ４棟にも

県産材を利用しております。 

 また、既存施設の改修においては、こども・

女性相談支援センターの増築や、この県庁舎８

階の廊下や執務スペースの内装の改修において、

県産材を利用した木造化あるいは木質化を行う

など、機会を捉えて利用を進めているところで

す。 

 御指摘の大分総合庁舎でありますが、昨年度

策定しました基本計画において、県産材の積極

的な活用を盛り込んでおりまして、現在、事業
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者選定の公募に向けて具体的な利用方針を検討

しているところであります。 

 今後とも本県の林業振興の観点も含めまして、

県有建築物の整備、管理におけます県産材の利

用推進に努めてまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 ありがとうございます。特に大分総

合庁舎という部分が非常に力強く感じました。 

 実はこの質問、井上明夫議員から、私に託さ

れた質問であります。それを皆さんに少し申し

添えて、次の質問に行かせていただきます。 

 続きまして、学校現場の諸課題についてであ

ります。 

 スマートフォン利用の在り方についてであり

ます。近年、子供たちの学力低下が全国的に課

題となる中で、その背景としてスマートフォン

の長時間利用が指摘されています。小・中学生

のスマホ保有率は年々上昇傾向にあり、ＳＮＳ、

動画視聴、ゲームなど、学習時間を圧迫する要

因が増加しています。文部科学省の全国学力・

学習状況調査では、１日４時間以上利用する層

で正答率が顕著に低下しており、大分県として

もこの問題を避けて通ることはできません。 

 もちろん、スマホそのものが悪いわけではな

く、使い方次第で学習時間の減少、睡眠不足、

集中力低下を招く可能性があるということは、

多くの皆さんが周知のことでもあります。まず

は家庭でルールをつくり、保護者の監督の下、

自らを律し、適正な使用を行うことが理想では

ありますけれども、理想どおりにいく家庭のほ

うが少数なのではないかと思います。 

 さらに、ＳＮＳを起因としていじめや犯罪に

巻き込まれるケースもあり、学校現場での負担

増加につながっています。 

 そこで、県として、スマホ利用に関する実態

の把握も含め、スマホ利用の在り方について教

育長の見解を伺います。 

森副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 ＳＮＳや動画の長時間視聴、悪口やいじめ等

のネットトラブルは教育上の大きな課題と認識

しています。昨年度、県で行った青少年のネッ

ト利用実態調査でも、スマートフォンの利用は

低年齢化、長時間化しており、ＳＮＳ上のトラ

ブルも増加傾向にあります。一方で、家庭での

ルールがあると回答した児童生徒は６３．９％

にとどまっています。 

 スマートフォンの長時間利用は、学力への影

響に加え、就寝時間などの生活リズムの乱れに

よる健康被害にもつながる懸念もあります。健

全な利用に向けては、利用時間の管理やトラブ

ル防止、対処法などの啓発が必要であり、家庭

でのスマートフォン利用のルールづくりを含め、

学校と家庭が連携した取組が不可欠です。 

 県教育委員会では、小・中・高校それぞれ発

達段階に応じた啓発資料や対話形式で学べる教

材などを活用して、保護者も含めた情報モラル

教育を行っているところです。 

 子供のスマートフォンの問題は全国共通の課

題であり、国全体で議論し、統一的に取り組む

ことが肝要と考えます。現在、国の有識者会議

等で青少年のインターネット環境をめぐる議論

が幅広く進められており、こうした動向にも注

視してまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 いずれにしても、スマホ、タブレッ

トの長時間利用による弊害ですね、これはもう

皆さん周知のとおりだと思います。 

 こうした状況を踏まえまして、世界的にはデ

ジタルウェルビーイングという概念が重要視さ

れているようです。これはデジタル機器を単に

制限するのではなくて、健全に使いこなすこと

を意味しております。より詳細に大分県独自の

データ収集を行い、利用時間、利用内容、睡眠

時間、学力テスト結果などと関連づけて分析、

可視化することで、県としての実態を把握し、

政策に反映できる基盤が整うかと思います。 

 全国では自治体が独自に利用時間の目安、家

庭でのルール例、学習との両立方法を示すケー

スが増えてきています。県としても科学的根拠

に基づいたガイドラインの作成や、家庭と学校

を支援することが重要だと考えております。 

 県内の児童生徒のスマホ利用の実態把握を詳

細に行い、その分析結果に応じた県独自のデジ
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タルウェルビーイングを進めていっていただき

たいと要望します。 

 なぜこれを今回申し上げたかというと、非常

に実際困っている親御さんが多いなというのと、

実際、もううちの子は社会人ですけれども、今、

もしその世代だったらどうしようかという切実

な悩みを感じたのと、あとは、県の関連のホー

ムページを、いわゆるスマホ利用とかその辺の

キーワードで検索したらあるんですけれども、

結局文部科学省とかそっちのほうのリンクが貼

っているだけで、県としてこうだっていうのが、

すみません、ちょっと私が見つけられなかった

もんですから、ちょっとここら辺でしっかりこ

の問題と向き合っていただきたいと、そういう

意味で質問をさせていただきました。以上、ち

ょっと要望しまして、次の質問に参ります。 

 続きまして、いわゆるキャリア教育の点であ

ります。 

 子供たちが将来、社会の中で自分らしく活躍

していくためには、義務教育段階からキャリア

について考える機会を確保することが欠かせま

せん。近年、地域や社会に貢献したいと考える

子供の割合は増えている一方で、将来の夢や目

標を明確に持つ子供の割合は減少傾向にありま

す。だからこそ、学校での多様な学びを通じて

自らの可能性を見いだし、社会的、職業的に自

立し、主体的に行動できる力を育むキャリア教

育の充実が求められています。 

 また、さきほどの森議員の質問にもございま

したけれども、２０４０年を見据えた高校改革

として、アドバンスト・エッセンシャルワーカ

ーの育成や理数系人材の育成など、県としての

計画策定が進められています。しかし、高校段

階だけが変われば十分というわけではありませ

ん。高校が提供する学びに向かう子供たちの選

択肢を広げるためにも、専門学科で学びたいと

いう意欲を小・中学生の段階から育てていく視

点が不可欠であります。高校や大学、さらには

社会の出口までを見据え、校種を越えた連携の

下でキャリア教育を体系的に進めていく必要が

あります。 

 本年度から中学校において、勤労観、職業観

を育むキャリア教育を強化すると伺っておりま

すけれども、それにとどまらず、社会が求める

人材育成に向け、小・中学校と高校が一体とな

り、高校改革とも歩調を合わせたキャリア教育

の推進を期待しております。 

 そこで、高校改革との連携も踏まえ、義務教

育段階からのキャリア教育をどのように充実さ

せていくのか、教育長のお考えを伺います。 

森副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 将来見込まれる現場人材や理系人材の不足を

見据え、現在、専門高校の充実等の高校教育改

革に取り組んでいるところです。 

 一方、小・中学生には社会の大きな変化を伝

え、広く将来の職業を見据えた進路選択ができ

るように、早い段階からのキャリア教育が重要

と考えています。 

 そのため、令和２年度から小・中学生にキャ

リア・ノートを配付し、自己理解と将来設計を

促してまいりました。加えて、今年度から中学

生を対象に県内約５０業種の企業・団体と連携

した大分ミライ×シゴト探究プロジェクトを開

始します。このプロジェクトでは、１校当たり

約２０名の様々な職業分野の講師が学校に出向

き、各ブースに分かれて説明と質疑応答を行い

ます。生徒は事前学習や講話を通じて社会の変

化や仕事の内容と意義、必要な進路を理解し、

自らの適性を踏まえた職業観の形成や、職業選

択の幅を広げることが可能になります。 

 今後も、社会が求める人材の育成に向け、義

務教育段階においても高校教育改革と連動した

一気通貫のキャリア教育を充実させるとともに、

これらの取組により生徒が自らの適性や興味と

高校の特色を結びつけ、主体的に進路選択がで

きる環境を整えてまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 正に小・中・高を一気通貫したキャ

リア教育の確立ということで、期待が持てる内

容だと思います。 

 その部分と高校の魅力化というところも非常

に連結していくのかなという気がしますので、

ちょっと１点再質問をさせていただきます。 
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 このキャリア教育、一気通貫したものが確立

されますと、県立高校が今既に持っている魅力

がさらに増して、定員確保、地域課題の解決を

目指した高度な教育環境が充実していくのかな

と、そういうふうに捉えておりますけれども、

例えば佐伯豊南高校、工業部のロボット競技大

会での活躍、市内の多様な事業所との連携によ

る有償インターンシップ、これ、もう既に春休

み実施しております。 

 また、卒業生が県外に就職して２、３年で離

職して帰ってくるというパターンもよくあるん

ですけれども、その２、３年で離職して帰郷し

た卒業生と地元企業のマッチングを学校が核と

なって行う、また、土木・工業系の企業による

出前授業など、画期的な取組を多数行っており

ます。 

 また、普通科の佐伯鶴城高校においても伝統

的に活発な部活動、そして台湾との交流、地元

企業との連携など、生徒の選択肢を広げる魅力

ある取組が既に実施されておりますが、残念な

がら新制度でちょっと救われた部分もあったん

ですけれども、ちょっと定員割れはしておると。 

 その一因として考えられますのが、小・中学

校に学校の特徴、魅力が十分に伝わっていない

こともあるのではないかと。また、佐伯市、９

０３平方キロメートルという広大な面積を有し

ておりますので、公共交通による通学手段の確

保が非常に困難となっております。その中で、

無料スクールバスを運行する市内、隣接する宮

崎県延岡市の私立高校を選択する生徒が実際に

多いという現状がございます。県立２校による

スクールバスの共同運行や、市内の小・中学生

に県立２校のそれぞれの特徴を知ってもらう取

組の強化を図り、地域から選ばれる県立高校の

位置づけを目指していっていただきたいと、そ

のように思っております。 

 加えて、佐伯豊南高校では、ロボットのノウ

ハウを活用し、造船ロボットの開発、いわゆる

溶接過程であるとか、造船過程で造船企業と連

携してロボットの開発、そしてまた、船舶の自

動運転に関する研究というものを地元の造船会

社と是非連携して取り組みたいと、そういう意

欲がある、熱意のある教職員の声も私、預かっ

ておりますので、実現に向けた支援をぜひとも

お願いしていきたいと思います。 

 市内小・中学校へのＰＲ、市内造船業との共

同開発、スクールバス運行の工夫も含めた地域

の高校への通行手段に関する考えに関して、教

育長に伺いたいと思います。 

森副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 高校が一生懸命魅力づくり、特色づくりに取

り組んでいるんですけれども、それが十分に伝

わっていないんじゃないかという御指摘で、確

かに、この高校の魅力がこれから進路を選択す

る小・中学生に伝わることが非常に重要である

ということは、議員御指摘のとおりだと思って

おります。 

 そこで、各高校の魅力が中学生に届くように、

昨年度から全ての県立高校の強みや特色を紹介

する県立高校ナビという冊子を作りまして、こ

れを全ての中学３年生に配付しております。あ

わせまして、各高校では体験入学の充実とか、

あるいはホームページをいろいろ工夫したりし

て情報発信の強化を図っているところでありま

して、今後さらに力を入れてまいりたいと考え

ております。 

 それから、さきほど議員からお話もありまし

た佐伯の造船業とロボット相撲で日本一になっ

た佐伯豊南高校の連携ということで、これは非

常に高校の魅力づくりにも有効であるというふ

うに考えております。今後、この地域の高校と

地場の企業との具体的な連携方法、あるいは必

要な支援策、そういったことについて検討して

みたいと考えております。 

 また、通学手段の確保も地域の高校にとって

は非常に重要な課題であります。例えば宇佐市

とか豊後高田市は、市の所有のバスをスクール

バスとして活用していただいている、そういっ

た事例もあります。今後、市町村や関係部局と

ともに検討してまいりたいと考えております。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 教育長、ありがとうございます。大

変力強く思っております。よろしくお願いいた



第２回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 53 - 

します。 

 自主再現の確保に向けた取組についての質問

に移ります。 

 高市内閣の旗頭とも言える、責任ある積極財

政に大きな期待を持ちつつも、これまで述べて

きた県政発展のための施策を柔軟に実行してい

くためには、自主財源の確保が重要であります。

高齢化の進行に伴う社会保障費の増加、公共施

設の老朽化に伴う維持・更新需要の増加、災害

対応など、県財政を取り巻く環境は引き続き厳

しい状況が続きます。 

 県政の安定は県民生活の安定そのものであり

ます。だからこそ、持続可能な県政運営に向け、

自主財源の比率が低く、財政力指数が全国平均

を下回る本県では、歳入を自らつくり出す視点

が不可欠だと考えております。 

 県税収入は近年増加傾向にあるものの、景気

動向に左右されやすい性質です。依存財源であ

る国庫補助金、地方交付税は国の制度変更の影

響を受けます。 

 こうした課題を踏まえ、県として新たな財源

をつくる戦略が求められております。大分県は

これまで企業誘致に力を入れてきましたが、雇

用創出だけでなく、税収創出まで見据えた誘致

戦略が必要です。 

 例えば、高付加価値産業と言われる半導体、

医療機器、ＧＸ関連企業等の重点誘致や、県内

企業の設備投資促進による法人事業税の底上げ

などを推進していく必要があると考えておりま

す。 

 また、老朽化が進む県有施設については、遊

休化した施設や未利用地の活用も考慮する必要

があります。遊休県有地の売却、貸付けの加速、

県有施設のネーミングライツ導入拡大、県有林

のカーボンクレジット活用など、現在保有して

いる資産を活用した収入確保策も検討する余地

があるのではないかと思っておりますが、以上

のことを踏まえまして、自主財源確保に向けた

取組について、総務部長に伺います。 

森副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 自主財源確保に向けた取組につ

いてでございます。 

 県の独自施策をはじめ、様々な施策を柔軟に

実施するためには、御指摘の自主財源確保の取

組は重要であると認識しております。 

 今定例会においては、丁寧かつ慎重な検討を

経た上で、観光振興のための自主財源の確保に

向け、宿泊税条例案を提案しておりまして、御

審議をお願いしているところでございます。 

 また、税の創設以外にも、県税徴収率の向上

や、将来の税収増につながる企業誘致を含めた

県内投資の促進、県有資産の活用等について幅

広く取り組んでいく必要があると認識しており

ます。 

 県内投資に関しましては、これまでの自動車

や半導体企業などの誘致によりまして、現在の

法人二税は類似団体平均を約１０％以上上回る

など、一定の成果が上がっているのではないか

と考えております。今後さらなる充実が図られ

るよう、現在策定が進められております地域未

来戦略により、一層の産業集積などに取り組む

ことが重要と考えております。 

 また、県有財産の売却促進やネーミングライ

ツの導入拡大、県営林Ｊ－クレジットの収益化

など、保有資産の活用も引き続き推進してまい

ります。 

 さらに、近年増加する企業版ふるさと納税に

ついても、企業への働きかけを強化したいと考

えております。 

 引き続き、こうした自主財源確保の取組を進

めまして、財政基盤の充実に努めてまいります。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 では、次の質問、いわゆる自主財源

確保に関する提案も兼ねた質問でございます。

県たばこ税についてであります。 

 県たばこ税は、県にとって安定的な自主財源

の一つであります。徴税事務が不要で、県内で

の購入が県税収入につながる極めて効率性の高

い税目であります。ちなみに、令和６年度、本

県のたばこ税収は約１３億７，５００万円、私

の地元佐伯市は約４億５，１００万円、県と県

内市町村分全ての総計は約９７億９，２００万

円もの税収がございました。 

 一方で、喫煙を取り巻く環境は年々変化して
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おり、健康増進法の改正、受動喫煙防止の観点

から、分煙の徹底は県民の健康と事業者の安心

のために不可欠であります。 

 私は、受動喫煙対策の推進と地方たばこ税の

安定的な確保は対立するものではなく、むしろ

両立し得る政策であると考えております。喫煙

者にとって分煙が徹底され、非喫煙者にも迷惑

をかけない、安心して喫煙できる場所があるこ

とは大変重要です。こうした分煙の徹底は非喫

煙者の健康を守る、事業者のトラブルを減らす、

ポイ捨てが減少しまちがきれいになる等のメリ

ットがございます。そのことで県内でのたばこ

購入が増加して、結果として税収が増えるとい

う、そのような効果が期待できるのではないか

と思っております。しかしながら、現在、たば

こ税の仕組みや県内購入が県財政に寄与するこ

とについて、県民の理解は必ずしも十分ではご

ざいません。 

 そこで、県として、受動喫煙対策の推進と地

方たばこ税の安定的な確保の一体的な周知が必

要であると考えます。分煙環境整備に取り組む

事業者の紹介とか、県内での購入が県の税収に

なることのＰＲなど、健康配慮と税収確保を両

立する県の姿勢を明確化することで、広く県民

の理解を得ることが可能と考えます。総務省自

治税務局からも、分煙施設整備のための予算確

保について特交措置が講じられていることなど、

各自治体に通知されております。 

 以上のことを踏まえ、受動喫煙対策の推進も

含め、県たばこ税の確保にどのように取り組ん

でいくのか、総務部長に伺います。 

森副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 県たばこ税についてであります。 

 県たばこ税は、喫煙率の減少などにより平成

８年度をピークに減収傾向ではありますが、様

々な行政サービスを支える貴重な財源の一つで

あります。議員御指摘のとおり、たばこ税は売

渡し課税であり、県内で購入された本数に応じ

て県の税収となるものであります。たばこ税の

確保については、たばこ販売関係団体に対する

報償金を通じまして制度の周知などを図ってい

るところであります。 

 御提案いただきました分煙に取り組む事業者

の紹介でありますとか、県内購入が県税収にな

ることのＰＲなど、より効果的な周知について

は、税収の全国分布や他県の対策状況も調査し

た上で、さらなる取組の必要性や効果的な方法

を検討したいと考えております。 

 また、御指摘の分煙施設整備のための予算確

保に係る通知に関しましてですが、今年度市町

村も含めて取組状況を調査し、取りまとめるこ

とといたしております。引き続き県民の理解を

深め、県たばこ税の適正確保に努めてまいりま

す。 

森副議長 清田哲也議員。 

清田議員 ここで皆さん、配付の資料に、私が

自ら犠牲になってＰＲのポスターを例として作

りました。お金も自腹で払って作りました。 

 例えばこういうポスターを大分空港の喫煙所

に貼ってみるとか、そのようにしたら、いわゆ

るふるさと納税的に、出張で来た人、観光で来

た人も、大分空港、大分で買って帰ろうかなと、

そういう思いを持っていただいて、県内での購

入を促進していく、このような取組も一つ考え

ていっていただきたいと思います。ポスター、

いるときは言っていただければ、ただで提供し

ますので。 

 以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手） 

森副議長 以上で清田哲也議員の質問及び答弁

は終わりました。 

 お諮りします。本日の一般質問及び質疑はこ

の程度にとどめたいと思いますが、これに御異

議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

森副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑を終わりま

す。 

―――――→…←――――― 

森副議長 以上をもって本日の議事日程は終了

いたしました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は決定

次第通知します。 

―――――→…←――――― 
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森副議長 本日はこれをもって散会します。 

午後２時４３分 散会 
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令和８年第２回大分県議会定例会会議録（第３号）

令和８年６月１８日（木曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第３号 

            令和８年６月１８日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４０名 

 議長 嶋  幸一 副議長 森  誠一 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    大友 栄二     三浦 正臣 

    古手川正治     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 ２名 

    木付 親次     元吉 俊博 

欠員   １名 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       上城  哲 

 企業局長         首藤  圭 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        平松 伸二 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       井下 秀子 

 商工観光労働部長     小田切未来 

 農林水産部長       石井 聖治 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 神﨑 文隆 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 こども政策局長      小野  宏 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    大和 孝司 

 労働委員会事務局長    柴北 友美 

 財政課長         日野 貴之 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

森副議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

森副議長 本日の議事は、議事日程第３号によ

り行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

森副議長 日程第１、第６４号議案から第７８

号議案まで、及び第２号報告を一括議題とし、

これより一般質問及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次、これを許

します。太田正美議員。 

  〔太田議員登壇〕（拍手） 

太田議員 皆さん、おはようございます。１３



第２回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 58 - 

番、太田正美、自由民主党であります。質問の

機会をいただきました会派の皆様に感謝申し上

げます。 

 では、早速ですが、質問に入ります。本日は、

地方創生の取組について、３点お伺いします。 

 まず、魅力ある地域づくりについて。 

 平成２６年１１月にまち・ひと・しごと創生

法が施行されて以降、大分県もまち・ひと・し

ごと創生大分県総合戦略を策定し、地方創生に

取り組んできました。しかしながら、本県のみ

ならず、全国的に出生数の減少に歯止めはかか

っておらず、東京圏への人口の集中も継続し、

当分の間は人口減少を覚悟しなければならない

状況です。 

 そのような中、私は本年４月に大分県議会海

外調査研究として、フランスのサン・シル・ラ

ポピー村を訪問しました。同村は、川沿いの断

崖に位置し、１３から１５世紀の建物が残り、

中世ヨーロッパの景観を維持したフランスの最

も美しい村の一つとして知られています。加え

て、芸術的雰囲気、地域の食材をいかした質の

高い食事の提供なども魅力で、世界中から多く

の観光客を引き寄せています。この村の事例は、

大分県の地方創生の参考になるのではないでし

ょうか。 

 本県の戦略でも、政策体系「まち」のテーマ

として、「暮らしの豊かさを実感でき、魅力的

な地域であふれるおおいた」が掲げられており、

温泉や自然などの豊かな資源をいかし、人口減

少下においても、住み慣れた地域に住み続けた

いという住民の思いをかなえる地域づくりを進

めるとされています。サン・シル・ラポピー村

も、現在のように世界的な観光地に成長したの

は、歴史的な建物の保全活動を行い、それらを

活用した情報発信、宿泊施設や観光案内所など

観光客の受入れ体制を整えるなど、村の努力と

地域住民の協力があったからです。 

 中山間地域が多い本県においても、江戸時代

に造られた石畳が残る湯平温泉や、２００年以

上の歴史を持つと言われる庄内神楽、自然がつ

くり出した造形美が訪れる人々を圧倒する由布

川峡谷など、魅力あふれる地域資源が豊富にあ

ります。これらの地域資源を維持するだけでな

く、さらに磨き上げ、積極的に情報発信を行う

ことで、地域の活性化につなげる必要がありま

す。 

 地域住民が地域に誇りを持ち、積極的に地域

づくりに取り組むには、県の後押しも不可欠で

す。地域活性化の取組を支援する予算として、

本年も地域未来創造総合補助金が５億円計上さ

れていますので、これを積極的に活用し、人口

減少が進む中である地域を未来へ継承するため

の取組を進めていただきたいと思います。 

 こうしたことを踏まえ、魅力ある地域づくり

に県としてどのように取り組むのか、知事の見

解を伺います。 

 以降、対面席で行います。 

  〔太田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

森副議長 ただいまの太田正美議員の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。太田正美議員

の魅力ある地域づくりについての質問にお答え

を申し上げます。 

 昨年ですけれども、宇佐神宮御鎮座１３００

年でございますとか、国東半島芸術文化祭など、

本県が誇る大きな催しが開催をされまして、大

分の魅力が日本中に、世界中に発信をされたと

ころであります。 

 一方で、県内各地、人口減少、高齢化、それ

から、多発する自然災害等によりまして、貴重

な地域資源の活用や維持が困難になってきてい

るところもたくさんございます。それを支える

担い手確保や、体制の再構築など、市町村と連

携をしながら取組を進めていくということが大

変重要でございます。 

 例えば由布市庄内の男池では、総合補助金を

活用して、地元住民とＡＰＵの学生の協働によ

る遊歩道の修復、そして、佐伯市在住の御夫婦

による空き店舗を活用したカフェの開業など、

新たな担い手の力も借りて地域づくりが進めら

れているところであります。今後は、涼しいお

おいたのスポットの一つとして、周辺の黒岳風

穴群や天然炭酸水等もＰＲをして、由布院温泉
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などからの周遊観光・滞在型観光につながるこ

とも期待をしているところであります。 

 ユネスコ食文化創造都市に加盟をしています

臼杵市では、ほんまもん農産物などを使ったメ

ニュー開発や、稲葉家下屋敷等を活用した体験

ツアーの造成を行って、食文化を核に、国内外

へ向けて市を挙げた取組が展開されています。 

 また、地域資源の磨き上げには、企業との連

携も効果的であります。県では、今年度から全

国の企業と地域の取組とを結びつける共創施設

渋谷キューズに加盟をして、民間のノウハウや

販路等を地域でいかす取組を始めているところ

であります。 

 国内外への情報発信も強化をしていきます。

認知度の高いサンリオキャラクターを全庁で用

いて、効果的なＰＲ活動を行うほか、来年３月

から横浜で開催をされます国際園芸博覧会は、

１，５００万人の来場が見込まれるため、そう

した機会の活用も有効であるというふうに考え

ております。 

 このように、地域資源の再生や、付加価値の

向上、外部の活力・知見の活用など、不断の努

力を通じて、誰もが誇りと豊かさを感じる、魅

力ある地域づくりにつなげ、それを発信をして

まいりたいというふうに考えております。地域

が厳しい環境変化に直面する中で、県の助成制

度についても絶えず見直しを行い、市町村のグ

ランドデザインの実現、地域の創意工夫やチャ

レンジなどを後押しをしてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 ありがとうございます。 

 今、由布院温泉は簡易宿泊所の進出ラッシュ

ということで、その他ホテルも結構大手の資本

が入って、これからどうなるんだろうかという

気もするんですが、やはりその中でも昭和の時

代に潤いのある町づくり条例という成長の管理

をそこでしっかりやりながら、由布院らしい建

物を目指すというようなコンセプトの下に今い

ろんなところで規制をしながら、なおかつ外部

からの資本にも受け入れるというような体制を

して、やはりこれから先も成長する温泉地を目

指すというような形で今、取り組んでおります

ので、どうぞよろしくお願いします。 

 次に、国立公園の活用について伺います。 

 阿蘇くじゅう国立公園は、昭和９年に誕生し、

大カルデラにそびえる阿蘇山や、その北に連な

るくじゅう連山など、雄大ですばらしい風景が

広がっています。この阿蘇くじゅう国立公園に

は、実は由布岳も飛び地として山体が指定され

ています。由布岳は豊後富士とも呼ばれ、私の

地元の由布院温泉のシンボルとなっています。

標高１，５８３．２８メートルと、適度な高さ

があり、山頂からは九重山、祖母山、阿蘇山な

どが見え、５月末から６月初めにかけてはミヤ

マキリシマも開花することから、登山に適した

山となっています。地方創生には、大切な地域

資源である由布岳の魅力を磨き上げ、より多く

の登山客を呼び込み、地域の活性化につなげる

ことが必要です。 

 しかしながら、近年、由布岳は登山道の整備

が進んでいるとは言い難い状況です。国有林で

あることから、登山道の整備は、由布・鶴見岳

自然休養林保護管理協議会が担っており、事務

局の別府市に加え、県と由布市の僅かな負担金

で、登山道の整備やトイレ等の施設の管理、標

識の整備を行っていると伺っています。実質的

には、スーパーボランティアの尾畠さんをはじ

めとする多くのボランティアの方々の御尽力に

支えられているのが現状です。 

 そのような中、先月、県議会の常任委員会で、

九重町の小松地獄に伺いました。令和２年７月

豪雨で被災し、立入禁止となっていましたが、

九重町が環境省の補助金や県の総合補助金を活

用して遊歩道を整備し、昨年７月にリニューア

ルオープンしています。これは由布岳登山道の

整備の参考になるものと考えます。 

 また、由布岳の登山口には、駐車場が２か所

ありますが、ハイシーズンの休日には駐車場が

満車となり、路上駐車が発生しているとも伺っ

ています。路線バスの周知など、対応が必要で

す。このように、国立公園を活用した地域の活

性化には、国、県、市町村が連携し、観光客な

どの受入れ環境整備を進めることが重要です。 
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 そこで、由布岳の登山道など、受入れ環境整

備を含め、国立公園の活用をどのように進めて

いくのか、生活環境部長に伺います。 

森副議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えします。 

 国立公園が持つ豊かな自然は、かけがえのな

い財産でありまして、その価値を将来にわたり

継承するためには、保全と活用の両輪で取組を

進めていくことが重要です。 

 国立公園では、国・県・市町村が分担して管

理を担い、受入れ環境の整備を進めています。

具体的には、環境省の補助金を活用し、九重町

が小松地獄遊歩道を、由布市が男池の木柵など

を管理者として整備をしてきました。また、今

年度は県が管理しますタデ原湿原遊歩道の整備

を実施する予定となっております。 

 一方で、管理者不在の登山道については、ボ

ランティアに支えられている、そういった側面

もございまして、由布岳においては今後、自然

休養林保護管理協議会や地元の由布市等と連携

し、持続可能な管理や整備の在り方について、

議論をしていきたいというふうに考えておりま

す。 

 また、受入れ環境の整備に加えまして、活用

に向けた情報発信も重要です。そのため、この

夏から標高の高い地域などの特性をいかしまし

て、「涼しいけん大分 九州の避暑地」と題し

て、国内外でプロモーションを展開しています。

今後も引き続き、国や市町村、関係団体と連携

し、国立公園全体の魅力を高めながら、保全と

活用に取り組んでまいります。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 由布岳の南山麓は、現在も野焼きを

しております。地元の牧野組合、大体５０人以

下の平均年齢７０歳を超えた私たち世代が野焼

きをしております。そして、毎年それが終わる

と新芽が吹いて、今の景観が現れるというよう

な形です。 

 それと、最近観光客が、やはりそういう景観

を道路から写真を撮るんですよね。そうすると、

あそこはなかなかやっぱり混んで、５月の連休

とかはかなり混雑を今年もしました。そういう

意味での、やはり登坂車線等があると随分その

辺、違うんではないかなと考えております。よ

ろしくお願いいたします。 

 続きまして、地域の活性化にはスポーツも大

事です。 

 スポーツには、見る人を夢中にさせる、感動

させる力があります。現在ワールドカップが行

われておりますが、やはり我々も眠い中を、し

っかり起きて見ようという気になります。こう

したスポーツが持つ力に着目し、国はスポーツ

を成長産業と位置づけ、令和１２年までに１５

兆円規模の市場を目標とする方針が示されてい

ます。 

 全国的にもスポーツ施設を核としたまちづく

りやにぎわいづくりが進んでおり、九州では、

長崎スタジアムシティや、ＳＡＧＡアリーナな

どが整備されています。特に長崎スタジアムシ

ティは、民間企業が主導で、スポーツ施設だけ

でなく商業施設やホテル、オフィススペースな

どを一体的に整備し、長崎駅周辺に大きなにぎ

わいエリアが創出されました。今後、本県のス

ポーツ施設の在り方を検討するに当たっては、

こうした民間活力の導入も視野に入れるべきで

はないかと考えます。 

 また、九州の他県においても、熊本県が昨年

９月にアリーナと野球場の整備方針を示してお

り、スポーツ施設の整備が着実に進んでいます。

このようにスポーツを取り巻く環境が著しく変

化する中、本県では、地域活性化に資するスポ

ーツ施設の在り方に関する調査が行われました。

加えて、野球場や屋内５０メートルプールの整

備を求める署名が知事に提出されるなど、県民

の期待も高まっているところです。 

 本年３月の第１回定例会において、我が会派

の麻生議員の代表質問に対し、知事から、幅広

い分野の有識者による検討委員会を新年度に立

ち上げ、多角的な視点から議論を深めると答弁

されたことは、ビジョン２０２４に掲げる地域

活性化の核となるスポーツ施設の実現に向け、

大きな一歩を踏み出したものと期待を寄せてい

るところです。 

 そこで、検討委員会の立ち上げに向けた状況
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も含め、スポーツ施設の在り方をどのように考

え、取組を進めていくのか、企画振興部長にお

伺いします。 

森副議長 上城企画振興部長。 

上城企画振興部長 お答えいたします。 

 スポーツ施設を核としたまちづくりが全国で

進められる中、ただいま議員から御紹介いただ

きました長崎スタジアムシティでは、開業１年

間で延べ４８５万人が来場し、ＪリーグやＢリ

ーグの試合がない平日でも、平均で約１万２千

人が訪れるなど、大きなにぎわいを創出してお

ります。 

 この長崎をはじめ、全国で新たなスポーツ施

設が誕生し、昨年、野球やサッカーなどの主要

プロリーグの最多来場者数が更新されるなど、

スポーツ市場の拡大が期待される一方で、整備

費の高騰、あるいは施設経営の持続性を懸念す

る声も出てきております。 

 こうした中、国の有識者会議からは、今後の

施設整備には、多種多様なステークホルダーに

よる多角的な視点からの検討が必要である、重

要であるというふうな提言もなされております。

本県においても、幅広い分野からの有識者によ

る検討委員会の立ち上げに向け、鋭意、関係者

との協議を進めています。また、官民連携によ

る施設の整備・運営も考えられますことから、

昨年度の調査に加えて、イベント事業者等の興

行主への意向調査をはじめ、商業施設やホテル

等との複合化に向けた可能性調査なども急ぎ行

う必要があると考えております。 

 引き続き、まちづくりや地域活性化の核とな

り、長く県民に愛され、利用されるスポーツ施

設の在り方について、検討を進めてまいります。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 是非スピード感を持って取り組んで

ほしいと思っております。 

 次に、健康寿命日本一に向けた取組について。 

 県は、長期総合計画において、健康寿命日本

一を掲げ、県民一人一人が健やかな生活を営み、

豊かな暮らしを送ることができるよう、これま

でも健康寿命の延伸に取り組んできました。 

 しかし、直近の令和４年における健康寿命の

順位は、男性２５位、女性１０位となり、前回

調査の令和元年の男性１位、女性４位から大き

く後退し、非常に残念な結果となりました。特

に平均寿命と健康寿命の差、いわゆる不健康な

期間が男女ともに前回の調査結果よりも長くな

っている点は、極めて深刻に受け止める必要が

あると思います。 

 県ではこれまでも健康アプリ「あるとっく」

のリニューアルや、健康寿命日本一おおいた推

進フォーラムの開催など、健康寿命日本一に向

けた施策に力を入れてきており、企業との連携

などによる県民全体の健康意識の醸成が進むな

ど、一定の成果はあったものと考えます。将来

にわたり県民が健やかで活力あふれる暮らしを

送るには、こうした取組をさらに加速し、社会

の担い手である働く世代や子育て世代の行動を

もっと変えていくことが不可欠です。 

 しかし、日々の生活に追われる現役世代にと

って、従来の啓発活動だけでは自分事として捉

えにくいのが実情です。これまでの啓発活動や

生活習慣の改善への取組を進めることも重要で

すが、それらの世代が思わず参加したくなるよ

うな楽しさを盛り込むなど、自然と健康になれ

る仕掛けづくりが必要ではないでしょうか。 

 また、令和７年８月に大分県が作成した健康

指標に記載されている市町村別のデータを見る

と、メタボリックシンドローム当該者の割合や、

通いの場への参加率などにばらつきがあり、地

域格差は依然として解消されていないようです。

これまで以上に市町村を巻き込みながら、地域

に根差した健康づくりを行うことが必要と考え

ますが、特に健康指標の低い市町村に対し、県

としてどのような支援を行い、格差の解消を図

っていくのでしょうか。 

 こうしたことを踏まえ、今後、健康寿命日本

一の実現に向けて、どのような取組を進めてい

くのか、知事のお考えをお聞かせください。 

森副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 健康寿命日本一に向けた取組につい

てでございます。 

 本県の健康寿命の分析では、３０代から４０

代、そして、８０歳以上の年代において、不健
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康な期間が前回調査より長くなっていることが

分かっております。このため、県では、子育て

世代を含む働く世代や高齢者の健康づくりに力

を入れてきております。 

 まず、働く世代に向けましては、運動習慣の

定着を図るために昨年度、健康アプリ「あると

っく」をリニューアルしまして、健診キャンペ

ーンや職場対抗戦などを実施をしております。

登録者は１年余りで４万３千人を超えたところ

であります。今年度はさらなる登録者拡大に向

けて、子育て世代をターゲットに、るるパーク

に著名人を招いたウオーキングイベントや、ハ

ーモニーランドでのクイズラリーなど、楽しく

自然と健康になれる参加型イベントを実施いた

します。 

 また、働く世代の栄養面の改善を図るため、

県内４か所の事業所の社員食堂をモデルに、減

塩や野菜のメニューを目につく場所に配置する

など、自然に健康的な食事が選べるような環境

整備を進めてまいります。 

 次に、高齢者の健康づくりでは、介護予防の

取組が重要となっております。１１年連続で参

加率が全国トップの通いの場は、県内３，２５

８か所において住民主体により運営されており

ます。ｅスポーツや男性の料理教室など、活動

内容の多様化も支援をしながら、参加者のさら

なる拡大を図ってまいります。 

 あわせて、健康寿命延伸には、市町村の取組

も重要であります。県では毎年度、１３の客観

的な健康指標を公表して、市町村ごとの課題解

決の取組を支援をしています。例えば、食生活

面で課題があった由布市では、市内３か所のス

ーパーで管理栄養士等による野菜摂取量の測定

や健康相談を行った結果、参加者の野菜購入に

つながってきております。 

 こうした取組には、民間企業との連携も大事

であります。健康寿命日本一おおいた創造会議

の部会において、県内１６４の応援企業と市町

村とのマッチングも支援をしております。今後

とも、このおおいた創造会議をプラットフォー

ムとしまして、市町村をはじめ様々な関係者と

連携をしながら、健康寿命日本一の実現を目指

してまいります。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 私も７０歳を超えると、やはりすご

く筋力が落ちてくるというか、そういう中で、

健康を守るためにはこちらの貯筋を心がけると

いうのが大事であり、立ち、歩くときも、なる

べくスピードを持って歩くように心がけており

ます。そのことが８０歳に、お金の貯金じゃな

くて、こちらの貯筋です。５月には九州各県議

会議員親善野球大会に出場して、ピッチャーを

させていただきました。そういう基礎的な体力

が、インナーマッスルをいかに保持するかとい

うのが健康につながるのかなと考えております。 

 次に、一次産業の振興についてお伺いします。 

 水田の振興についてです。本県の令和６年農

業産出額は１，４９８億円と、５年連続で増加

しております。これは農業関係者や行政が一丸

となり、成長産業化に向けた取組を推進してき

た成果が現れているのではないでしょうか。 

 特に米については、３１６億円と、前年度の

約１．７倍と大幅な増加となりました。このよ

うな主な要因として、いわゆる令和の米騒動に

よる米の価格上昇が挙げられます。これは、令

和５年の猛暑により流通量が減少したことに加

え、インバウンド需要が急増したことなどによ

り、小売店で品薄となり、店頭での報道がさら

なる消費者の購買につながったためとも言われ

ています。この結果、農協の令和７年産普通期

米概算金・買取り価格は、ヒノヒカリの１等で

６０キログラム当たり２万９，３４０円と、前

年から７７．８％増となっています。 

 しかしながら、この価格上昇により、農家の

暮らしが楽になっているかと言われると、そう

とはいえません。コロナ禍後の物価高騰により、

肥料やトラクター等の燃料費、農業機械の価格

などが上昇しており、生産コストの増大が反映

されただけとの意見もあります。米の価格は最

近、落ち着きを取り戻しつつありますが、価格

変動に一喜一憂することなく、水田農業の振興

に向けて、安定した生産体制を確立する必要が

あると考えます。また、米農家の高齢化や担い

手不足が進行する中で、コストを抑え、より効
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率的な米作りが求められています。 

 そのような中、先月、農家の負担軽減につな

がる栽培方法である乾田直播の導入に向けた実

演会の報道を目にしました。この方法は、田植

作業等が不要であることで、作業時間が３８％

減少するとされており、人手を増やすことなく

規模を拡大することができると期待されていま

す。一方で、収量が減るのではないかとか、雑

草対策がうまくできるのかなどの心配の声が生

産者からは伺っています。 

 こうしたことを踏まえ、水田農業の振興に向

け、今後どのように取り組んでいくのか、農林

水産部長に伺います。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 県では、これまで水田経営体の大規模化と効

率化の取組を支援してきた結果、この５年間で

１０ヘクタール以上の水稲経営体は２２増え、

１４７経営体となるなど、着実に増加をしてお

ります。今後も避けられない担い手の減少に備

え、生産性が高く、変化に対応可能な力強い経

営体を引き続き、育成していくことが重要です。

このため、農地の集積・集約化や大規模化、大

区画化、高性能機械の導入など、生産基盤の整

備を支援するとともに、負担軽減やさらなる規

模拡大に寄与する乾田直播栽培を推進している

ところであります。 

 この栽培方法は、適切な管理であれば、慣行

農法と同様の収量を確認をしておりまして、今

年度から県内６か所で展示圃を設置し、漏水防

止策や除草剤散布による雑草対策の普及を進め

ているところであります。 

 また、米だけではなく、地域特性や需要に応

じた品目による水田活用も重要です。焼酎やし

ょうゆ等のメーカーから需要の高い麦・大豆や、

畜産輸入飼料の代替となる飼料作物、高収益な

園芸品目の導入など、複合経営も含めた担い手

の経営拡大を支援してまいります。現在、国で

議論をされております新たな水田政策の動向も

注視しながら、水田のフル活用による所得向上

を図り、持続可能な水田農業の実現を目指して

まいります。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 私も２５の年に水稲の生産を始めて、

今年で５２回目の田植をやっと終わった状況で

す。しかしながら、やはりもうこの先、何年こ

の水稲作付ができるかなというのを思っている

ところです。そういう地域においては、この５

年、１０年先で、もうほとんどやめるんではな

いかなというような方がいっぱいおられますの

で、やはりそういうところが地域で法人化して、

しっかりコストを削減しながら生産を続けてほ

しいなと思っております。よろしくお願いいた

します。 

 次に、鳥獣被害対策についてお伺いします。 

 農林水産物の鳥獣被害は、近年増加傾向にあ

り、令和７年度の被害額は１億７，５００万円

と、昨年度より１，８００万円増加しており、

早急な対策が求められます。 

 本県の耕地に占める中山間地域の割合は約７

割となっており、全国的にも高い水準にありま

す。このことは、多くの農家が野生鳥獣の生息

地である山林に隣接するなど、鳥獣被害が発生

しやすい環境で農業を営んでいることを示して

います。私も地元に帰りますと、徐々に人間の

生活圏にイノシシや鹿などの鳥獣が入り込んで

いると感じます。特に夕方、よく鹿が鳴いてお

ります。鳥獣被害対策により、農家が安心して

営農を続けられる環境をつくることは、農業の

成長産業化のみならず、安心して暮らせる地域

の環境整備としても重要と考えます。 

 鳥獣被害対策の目的は、あくまでも鳥獣によ

る被害を減らすことであり、鳥獣の頭数をやみ

くもに減らすことではありません。頭数管理が

可能とされる鹿や、頭数管理が困難とされるイ

ノシシ、群れで行動する猿など、鳥獣の生態的

特徴を踏まえた上で、農林水産物を守るという

視点から施策を展開することが重要であると考

えます。 

 また、さきほど質問しました米について、そ

の産出額が大きいこともあり、被害防止、主に

イノシシ対策に重点的に取り組む必要があるの

ではないでしょうか。イノシシは防護柵を壊し

て農地へ侵入するという話も多く聞きますので、



第２回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 64 - 

狩猟者による有害捕獲に加え、農家が自衛捕獲

に取り組みやすい環境を整備する必要がありま

す。加えて、鹿については、捕獲頭数は増えて

いるものの、被害額は横ばいであるため、捕獲

のみならず、総合的な取組が必要ではないでし

ょうか。 

 こうしたことを踏まえ、農業の成長産業化を

推進するため、鳥獣被害対策に今後どのように

取り組んでいくのか、農林水産部長にお伺いし

ます。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 県では、専門家の知見に基づき、加害鳥獣の

特性や被害状況に応じた対策を展開をしており

ます。令和７年度の鳥獣被害は前年度に比べ、

被害面積は縮小したものの、水稲などの農作物

の単価上昇に伴い、被害額は約１割増加しまし

た。特に被害額全体の約６割を占めますイノシ

シ被害については、重点的な対策が必要と認識

をしております。イノシシは、防護柵などによ

る予防対策が有効でありますけれども、学習能

力が高く、防護柵を鼻で押し上げて農地に侵入

する特性があることから、今年度から鉄鋼スラ

グ等による接地面の補強を支援しているところ

であります。 

 また、被害時期や場所を考慮した捕獲が重要

となってまいります。水稲被害が多発する夏場

に猟友会等が行います捕獲活動を集中支援する

ほか、農地周辺での自衛捕獲を促進するため、

捕獲技術向上研修の開催や、箱わな等の貸出し

を支援をしております。 

 一方、鹿については、時期を問わず山林を含

めた広域で被害が確認をされておりますことか

ら、昨年度実施いたしました生息密度調査の結

果を踏まえ、高密度地域での効果的な捕獲を実

施することとしております。これらの対策に加

え、ジビエ加工施設の設備導入に係る支援も行

うなど、総合的な鳥獣被害対策を進めてまいり

ます。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 今言われたジビエ料理ですね、もう

少し、やはり何とか県も応援をしていただいて、

特に観光地でも、もっとうまいジビエが食べら

れるような、そういう取組が可能ではないかと

思っておりますが、やはり低温処理をしないと、

これ使い物にならないということと、鹿は何と

歩留りが悪いので、非常に効率が悪いという部

分はありますけれども、是非よろしくお願いい

たします。 

 続いて、豊かな森林資源の継承について伺い

ます。 

 林業の振興について、本格的な利用期を迎え

た豊富な人工林資源を背景に、本県の令和６年

の杉素材生産量は、宮崎県、秋田県に次ぐ全国

３位となっており、全国有数の林業県です。我

々が日常当たり前に目にしている人工林は、先

人のたゆまぬ努力により植え育てられてきたも

のです。我々には、この豊かな人工林資源を単

に伐採し、消費するだけでなく、しっかりと再

造林を行い、次の世代に引き継ぐ使命がありま

す。 

 しかしながら、木を伐採し、植え、育てると

いう一連の林業生産活動の過程においては、様

々な課題があると伺っています。 

 まず、伐採についてですが、林業事業体の計

画的な事業地の確保が年々難しくなってきてい

ます。その要因としては、林道などの搬出道の

整備不足に加え、山林経営に関心の薄い森林所

有者の増加、あるいは境界が不明確な山林も依

然として多いことなどが挙げられます。 

 次に、再造林についてです。大分県では、林

業・木材産業関係者が森林再生基金を創設し、

業界全体で再造林を推進する一方、苗木の確保

は、その多くを県外から移入に頼っている状況

です。質の良い苗木を用いて、再造林を計画的

に実行していくためには、県内産の苗木の安定

的な確保が重要であり、今後、県内での苗木生

産体制の強化が課題であると考えます。 

 また、次の世代に資源を継承するには、植え

て終わりではなく、間伐など植栽後の手入れも

不可欠です。下刈り作業やつる切り作業、間伐

作業などを適切な時期に確実に実施しなければ、

質の良い木が育たないだけでなく、森林の持つ

災害を防止する機能の低下も危惧されるのでは
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ないでしょうか。 

 このような状況を踏まえ、次の世代に豊かな

森林資源を継承していくため、どのように取り

組んでいくのか、農林水産部長の考えをお伺い

します。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 適正に管理された豊かな森林の継承は、木材

生産の面だけではなく、土砂災害の防止など公

益的機能の面からも重要です。木材生産の現場

においては、効率的な森林経営に向け、林道や

搬出に特化した低コストな作業道等の整備を促

進してまいります。 

 また、効率化の基礎となります山林の集積に

向け、昨年は森林を手放したい所有者と、林業

経営体とをつなぐための検討会を市町と設置を

したところであります。加えて、ドローンによ

る簡易な境界明確化手法も試行したところであ

ります。 

 将来にわたり森林を循環させる再造林につい

ては、目標である再造林率８０％は達成したも

のの、苗木の自給率は約６０％と低位となって

おります。このため、生産者の増加・増産意欲

を踏まえ、育苗施設の整備を支援するとともに、

新たに新規生産者向けの技術研修を開始し、令

和１５年の自給率９０％を目指すこととしてお

ります。 

 また、植栽後の保育作業も重要であります。

公益的機能の維持に不可欠な間伐については、

今年度から県独自で補助率をかさ上げし、支援

を強化しており、健全な森林の造成を図ってま

いります。今後もこうした様々な施策を講じて、

次の世代に豊かな森林資源を継承してまいりま

す。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 今の公共造林の予算が補助金頼み、

当初予算で非常に少ないので、実際には作業は

するんですけれども、お金が後から入るという

ようなことで、非常に苦労しておりますので、

また、それと、県内産の苗木が非常に少ないと

いうことで、取り合いっこになっているという

ことで、私の近くでも、花き農家がハウスを持

っているんですが、そこがやはり最近は杉の苗

木を、ポット苗を作っているというようなこと

で、どんどんそういう部分では、推奨していた

だくと、花き農家が市場に今まで花を出してい

たのが、価格が安定しないところに、この苗木

はしっかり安定的な供給ができるということで

喜んでおりますので、ぜひともそういう意味で、

推進していただきたいと思います。 

 それと、大分県は１６万という他県に比べて

比較的そういう伐採が、ここ近年、進んでいる

んですが、民間業者と今、取り合いになってお

り、なおかつバイオマスの燃料としても大径材

等が利用されていることで、やはりそういう部

分での苗木が足りないということでありますの

で、ぜひともスピード感を持って、この辺は解

消をよろしくお願いいたします。 

 最後になりますが、若者の薬物乱用について

お伺いします。 

 令和６年の全国での大麻事犯の検挙人員は、

６，３４２人となり、前年に比べ減少したもの

の、覚醒剤事犯を上回り、乱用拡大に歯止めが

かからない状況です。特に検挙人員の７割以上

が３０歳未満の若年層であることが大きな問題

となっています。 

 これは大麻取締法が改正され、令和６年１２

月からこれまでの所持・栽培に加え、使用も明

確に禁止されたにもかかわらず、海外の一部の

国で合法化されていることによる、大麻は他の

薬物より安全、害がないといった誤った情報が

インターネット上に氾濫していることも要因の

一つと考えられます。 

 また、ゾンビたばこと言われる指定薬物を含

んだ電子たばこ用リキッドについても、著名人

が使用したとして逮捕される事案が発生してい

ます。これも海外では麻酔などに用いられてい

たものであり、ＳＮＳ等では、一見通常の電子

たばこのように見せかけて販売・流通している

ケースが多く、違法な指定薬物とは知らずに手

にしてしまう可能性もあります。 

 近年では、大学の運動部員が違法薬物を使用

する事件が後を絶ちません。強豪校ならではの

結果を出すことに対する重圧や、厳しい上下関
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係、寮生活など要因は様々ですが、匿名性の高

い通信アプリの普及により、薬物へのアクセス

が容易になったことから、親元を離れた際に安

易に手を出してしまう状況が散見されます。 

 こうした事案を防ぐには、やはり早いうちか

ら教育が重要です。大学生や高校生はもちろん

のこと、義務教育である中学校から正確な知識

を教え、加えて、若年層向けの広報を強化し、

友人等から勧められてもきっぱりと断ることが

できる主体的な若者を育てる必要があると考え

ます。 

 そこで、若者の薬物乱用防止にどのように取

り組むのか、福祉保健部長にお伺いします。 

森副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県内で昨年、薬物事犯により検挙された者の

うち、３０歳未満の若年層は、大麻では４０人

中７割に当たる２８人、ゾンビたばこなどの危

険ドラッグでは、外国人５人を含む６人全てと

なっており、その乱用防止対策が急務でござい

ます。 

 県では昨年度、高校生など若者が中心となっ

て、「ダメ。ゼッタイ。」普及運動の街頭キャ

ンペーンを１５か所で実施いたしました。加え

て、薬物乱用防止教室を小・中学校、高校、大

学などで計１２４回開催をし、１万１千人余り

の児童生徒に受講いただいたところです。 

 今年度は、この薬物乱用防止教室の効果を高

めるため、講義形式ではない参加型の新たなプ

ログラムを学校薬剤師会と連携して作成をして

おります。プログラムには、大麻の依存性や精

神的影響、市販薬を過剰摂取するオーバードー

ズの危険性など、正確な知識の学習のほか、誘

われた際の拒否の仕方を学ぶロールプレイ演習

などを盛り込む予定です。このプログラムを通

じて若い世代に正しい理解を一層促すとともに、

薬物との向き合い方について自ら考える力を身

につけてもらうことを目指します。 

 これらの取組によりまして、若者の薬物乱用

防止対策に努めてまいります。 

森副議長 太田正美議員。 

太田議員 親元にいるときはそういうことはあ

まりないと思うんですが、やはり親元を離れて

都会とかに行ったときに、やっぱり心の油断と

いうか、そういう隙間ができたときにこういう

ものに手を出すということで、今後ともしっか

り取り組んでほしいと思います。 

 以上で私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手） 

森副議長 以上で太田正美議員の質問及び答弁

は終わりました。成迫健児議員。 

  〔成迫議員登壇〕（拍手） 

成迫議員 ２９番、県民クラブ、成迫健児です。

本日、一般質問の機会をいただきました同僚議

員の皆様に深く感謝を申し上げます。そして、

遠路はるばる佐伯市から私の応援に来ていただ

きました後援会の皆様、本当にありがとうござ

います。大分県全体の課題、そして、佐伯市民

からいただいた課題を声をしっかりと届けてま

いります。執行部の皆様、どうぞよろしくお願

いいたします。 

 それでは、まず初めに、シニア世代の働き方

改革について伺います。 

 物価高騰が続く中、県民の生活は厳しさを増

しています。特に年金生活世帯への影響は深刻

であり、年金額の引上げ改定は行われているも

のの、急速な物価上昇に十分追いついていると

はいえず、年金だけでは生活が苦しい、働かな

ければ生活ができないといった切実な声も聞か

れます。とりわけ、単身高齢者や低年金の世帯

が抱える生活への不安は大きなものがあります。 

 しかしながら、私は高齢者の就労が単に生活

を防衛する手段となっている現状を打開し、働

かざるを得ない社会から、働くことが誇りとな

る社会へ転換していくことが重要であると考え

ます。人生１００年時代を迎える中、高齢者が

地域や社会とのつながりを持ちながら、自ら経

験や知識をいかして活躍し、生きがいを感じら

れる社会づくりこそ、これからの大分県に求め

られる方向性ではないでしょうか。 

 一方で、県内では介護・福祉分野や建設業・

物流業・サービス業など、幅広い分野で慢性的

な人手不足が続いています。人口減少が進行す

る中で、地域経済を持続的に成長させていくた
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めには、定年退職後のシニア世代の豊富な経験

や知識を最大限にいかしていくことが極めて重

要です。 

 こうした状況においては、高齢者の就労を単

に生活の困窮対策として福祉の観点で捉えるの

ではなく、地域社会や地域経済を支える重要な

社会参画の機会として位置づけた上で、高齢者

が安心して働き続けられる環境の整備に県とし

て取り組む必要があると考えます。 

 また、働く意欲のあるシニア世代を支援する

ことは、所得向上や地域消費活動の活性化にと

どまらず、地域コミュニティの維持・活性化な

ど多方面に波及効果をもたらします。さらに、

働くことは健康寿命の延伸や生きがいの創出に

も寄与し、結果として社会保障費の抑制にも資

する可能性があります。 

 県内においても、６５歳以上の就業者数は増

加傾向にあり、全国的にも高齢者就業率は上昇

しております。国においても、主要なハローワ

ークへの生涯現役支援窓口の設置など、高齢者

就労を後押しする施策が進められていますが、

本県としても国と連携しながら、地域の実情に

応じた支援をさらに充実させていく必要があり

ます。 

 具体的には、短時間勤務や週数日勤務など、

希望に応じた柔軟な働き方の推進、健康状態や

経験に応じた就労マッチングの充実、さらには

定年後も地域で活躍できる環境の整備などが求

められます。これらの取組に加え、シニア世代

が新たな技能や知識を習得し、年齢にかかわら

ず活躍できる環境を整えるためには、デジタル

スキルの習得を含むリスキリングの推進も必要

です。さらには、シニア世代が働きやすい柔軟

な勤務制度や、職場環境の整備に対する企業の

理解と協力への県としての働きかけも不可欠で

す。 

 こうしたことを踏まえ、シニア世代の働き方

改革に今後どのように取り組んでいくのか、知

事に伺います。 

 以下は対面席から伺います。 

  〔成迫議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

森副議長 ただいまの成迫健児議員の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 成迫健児議員のシニア世代の働き方

改革についての質問にお答えを申し上げます。 

 豊かな経験と知識を持つシニア世代の方々が、

元気に働き活躍し続けることは、本県経済の維

持・発展にとりましても大変重要なことであり

ます。 

 令和７年の大分労働局調査によれば、従業員

が３１人以上の県内企業における６５歳以上の

常用労働者は１万９，６８７人となって、この

１０年で２．５倍に増加をしました。また、６

０歳以上を対象にした令和６年の国の調査でも、

６割以上の方が６５歳を超えても働き続けたい

と回答しております。このため、県では次の三

つの柱でシニア世代の働き方改革に向けた施策

を推進をしています。 

 一つ目は、就業機会の確保であります。県庁

内に設置していますシニア雇用推進オフィスに

配置をした推進員が、企業を訪問して好事例の

紹介や支援制度の案内を行っております。また、

シニア世代の受入れ機運を醸成するセミナーも

開催をして、柔軟な雇用環境の整備を促進をし

ています。その結果、定年制の廃止や引上げ、

継続雇用制度の導入等により、就業機会を６５

歳までとする県内企業は１０年連続で１００％

を達成し、７０歳までとする企業も４５．７％

と、全国２位となっております。 

 二つ目は、働く意欲のある方々への支援であ

ります。県と大分労働局が共同運営をします大

分県中高年齢者就業支援センターでは、職業相

談や職業紹介、キャリアコンサルティングを一

体的に実施をして、シニア世代の一人一人の能

力や特性に応じた仕事を勧めています。面談を

重ねる中で、安全意識や時間厳守の姿勢といっ

た強みがあることが分かり、送迎運転手を提案

して採用に結びついた例等もあるというふうに

伺っております。 

 三つ目は、社会参画の促進であります。各地

域のシルバー人材センターでは、年齢や経験に

応じた能力を発揮できる就業機会を開拓・提供

し、シニア世代が地域の支え手としての役割を
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担えるよう環境整備を行っております。 

 加えて、新たな技能や知識の習得に挑戦する

方々には、リスキリングの機会を提供していま

す。例えば、日田高等技術専門校のガーデンエ

クステリア科では、訓練生２０人のうち半数が

６０歳以上であり、新たな業種での就業を目指

して学んでいただいております。 

 このような取組を通して、年齢にかかわらず、

元気で働く意欲のあるシニア世代が活躍できる

社会の実現を目指してまいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 知事からは、シニア世代に向けた様

々な取組の事例紹介等をいただきました。 

 本日、議場に来られている、私といつも支え

てくださっている皆さん、教育現場では教育の

コーディネーターとか、また、地域の期成会の

会長をされたりとか、もう本当に地域の要とし

て活躍されている方がたくさんおります。また、

今日は来られていないんですけれども、８０歳

を超えて不動産業で、もう最前線で活躍されて

いる方もいらっしゃいます。そういった自分の

能力に挑戦していくっていうような環境整備と

いうのは、これから県も取りくみを進めていく

べきだというふうに私は思います。 

 高齢者の就労を取り巻く現状を見ますと、働

きたい高齢者と人材を求める企業との間には、

まだ十分なマッチングが図られていないと私は

感じております。特に年齢や体力、生活スタイ

ルに応じた短時間勤務、週数日勤務、これまで

の経験をいかした仕事といった柔軟な働き方を

希望する高齢者は多い一方で、企業側にはそう

いった雇用形態を整備するノウハウが不足して

いるといった場合もあります。 

 県として、シルバー人材センターやハローワ

ーク、経済団体と連携し、シニア世代の希望す

る働き方と企業人材ニーズをつなぐ県独自のマ

ッチング機能をさらに強化していく考えはある

のか、商工観光労働部長の見解を伺います。 

森副議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 お答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、働きたい高齢者と、人

材を求める企業とのマッチング、これは非常に

重要だと考えております。シニア世代のマッチ

ングは、大分県中高年齢者就業支援センターで

就労能力の洗い出しを踏まえて行うことで、令

和７年度は１６４人の意欲と能力に応じた就職

に結びつけているところであります。 

 今後は県や労働局が運営している中高年齢者

の就業支援に関わる一体的実施事業運営協議会

という協議会がございまして、その協議会でさ

らなるマッチング機能を強化するため、議員の

御指摘もありましたが、新たにシルバー人材セ

ンターや経済団体も参加してもらうような意見

交換の場をまず設けたいと考えているところで

ございます。このようなことを行うことで、シ

ニア世代の望む働き方と企業のニーズをつなぐ

マッチング機能を強化してまいりたいと考えて

おります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。 

 ハローワークの相談に来られる方の年齢層に

ついては、５５歳以上のほうからシニア層に着

眼点を持っていたんですけれども、５５歳以上

からシニアにかけてが非常に多くなっていくと

聞いております。それぞれの分野で人材不足が

叫ばれている中では、仕事を求めている方が多

いというのは非常によいことだとは思いますが、

自分の経験や知識をいかせる職を選べるかは大

変重要になってくると思います。いずれはシニ

ア層の移住・定住対策にもつながっていく面も

あるかと思いますので、是非転職会社などと連

携も含めながら、シニア層に向けた県独自の人

材プラットフォームなどの開発等も前向きに御

検討いただければというふうに思います。 

 では、次の質問に移ります。日出生台演習場

における演習について伺います。 

 日出生台演習場では、昨年８月、訓練中の落

雷により隊員２名が死亡する事故が発生したほ

か、本年４月には、１０式戦車の射撃訓練中に

砲弾が砲塔内で破裂し、隊員３名が死亡、１名

が重傷を負う重大事故が発生しました。これら

の相次ぐ重大事故により、自衛隊員の貴い命が

失われたことは誠に痛ましく、地域住民にも大

きな衝撃と不安を与えています。 
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 日出生台演習場は、由布市、九重町及び玖珠

町にまたがる西日本有数の演習場であり、地域

住民は長年にわたり騒音や安全面への不安を抱

えながら、国防上の必要性とのバランスの中で

共存してきました。しかし、近年は自衛隊によ

る訓練に加え、日米共同訓練なども継続的に実

施されており、安全対策に対する住民の関心は

一層高まっています。 

 こうした中、事故原因の究明が進められる一

方で、一部の実弾射撃訓練は再開されており、

今後は米海兵隊員との共同訓練も予定されてい

ます。６月１日に開催された地元住民への説明

会においても、陸上自衛隊及び九州防衛局に対

し、事故原因の徹底究明や再発防止、安全管理

の徹底を求める声が上がったと伺っています。

本県としても、国防の重要性を認識しつつも、

県民の安心と安全を守る立場から、事故原因の

徹底究明と再発防止策の確立はもとより、県民

に対する丁寧で分かりやすい情報提供を国に強

く求めていく必要があると考えます。 

 そこで、県は今回の事故をどのように受け止

め、原因の究明や再発防止について、国に対し

てどのような情報提供を求めているのか、さら

に、今後予定されている日米共同訓練をはじめ

とする日出生台演習場での演習について、県民

の安全確保の観点から、どのような対応を求め

ていくのか、知事の見解を伺います。 

森副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 日出生台演習場における演習につい

てでございます。 

 日出生台演習場で重大な事故が発生したこと

は誠に残念でありまして、亡くなられた方々に

哀悼の意を改めて表しますとともに、けがをさ

れた方の早期の回復をお祈りを申し上げます。

２年続けての痛ましい事故であります。陸上自

衛隊には、事故の調査に加えて、隊員のメンタ

ルケア等についても万全な対応をお願いしたい

と思います。 

 日出生台演習場、これまで長きにわたりまし

て、演習が実施をされてきております。国有地

である演習場の管理は防衛を専管する国の責任

で行われております。その上で、県では、地元

市町と共に国との間で射撃時間や敷地内採草等

を定めた使用協定を締結するとともに、窓口と

なる九州防衛局との間で緊密な連絡体制を構築

をして、地域住民の安全や生活環境の維持に努

めてまいりました。 

 そうした中で、国は複雑化する国際情勢を受

けて、毎年全国各地で他国軍との演習を実施し

てきており、本県においても地域住民の負担が

増してきていることは私も承知をしているとこ

ろでございます。 

 本年開催された二度の説明会でも、住民から

は、訓練に対する協力姿勢は示しつつも、こう

した背景や安全対策のより丁寧な説明、さらに

は地域との緊密なコミュニケーションを求める

声が多く聞かれました。６月２０日からは日米

共同訓練が行われます。訓練日程の発表を受け

て、県では、直ちに九州防衛局を訪問して、ま

ずは戦車事故についての原因究明と徹底した安

全管理、さらにその丁寧な説明を求めました。

訓練については、地域住民の不安解消のため、

万全の措置を講ずるとともに、米軍実弾射撃訓

練を含む大規模な訓練が連続することがないよ

う要請をしたところであります。 

 外交・防衛政策は国の専管事項ではあります

が、国際情勢や国の動きを注視しつつ、地域住

民の安全確保と不安の解消につながるよう、地

元市町と協力をしながら取り組んでまいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。 

 私も自衛隊に勤める方の中に、友人であった

り、後輩であったりとか、本当に命を削りなが

ら、厳しい訓練に堪えながら、私たち国民の命

を守るというふうな強い意志で頑張ってくださ

っている方がいらっしゃいます。今回の事故を

受けて、まだ原因究明がなされていない中で次

の訓練に移るというようなところは、やはり隊

員にとっても大きな不安が残るというふうに思

います。隊員の命も守る意味でも、さきほど知

事は強い姿勢を示していただいたんですけれど

も、引き続きお願いしたいというふうに思いま

す。 

 今回の質問の中では、騒音という部分にも触
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れたんですけれども、国からは住民負担の軽減

策として、１５５ミリりゅう弾砲と対装甲車両

火器の訓練を同時に実施しないなど、訓練期間

や騒音影響を抑制する取組が示されてきたので

すが、一方で、お配りしている資料にもありま

すように、過去に小火器訓練の追加が行われた

後も、日出生台演習場における総砲撃数や発射

密度が増加したとの指摘もあります。住民の立

場からすれば、訓練項目の分散によって、一時

的な騒音軽減が図られたとしても、年間を通じ

た負担が本当に軽減されているのかという不安

があります。 

 まず、１点目として示されていた、同時に実

施しないという訓練見直しについて、県として、

単なる日々の騒音軽減ではなく、年間総量とし

ての県民負担の軽減につながるものと認識して

いるのか、国に対してどのような確認を行った

のか、伺います。 

 そして、２点目といたしまして、日出生台演

習場における砲撃数、訓練日数、騒音測定結果

について、県はこれまでどのように把握し、今

後どのような基準で負担軽減の対策の効果を検

証していくのか、以上２点について伺います。 

森副議長 藤川防災局長。 

藤川防災局長 お答えいたします。 

 まず、射撃数というのは、協定のほうには定

められておりませんで、小火器の追加以降、一

部の訓練がりゅう弾砲から小火器訓練に振り替

わっているということも考えますと、今の資料

で示されている数値のみをもって負担の増減の

判断を行うというのは難しいというふうに考え

ております。 

 さきほど言いました、年間の総量ですけれど

も、さきほど知事が答弁しましたように、こう

いった大規模な訓練が連続することがないよう

にということは九州防衛局に対してもしっかり

と要請しておるところでございますので、そこ

を守っていただければというふうには考えてお

ります。 

 射撃数とか時間の把握については、九州防衛

局のほうはもしかしたら把握しているのかもし

れませんけれども、そこら辺の実態については、

やはり訓練の内容に関わることだということで、

我々のほうも知らされておりませんので、まず

は協定に定められている１０日間という射撃日

数はしっかりと守っていただくということを訴

えていきたいというふうに思っております。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。 

 今の世界情勢を考えますと、今後訓練の拡大

というのは必然的に増えていくのかなというふ

うに感じております。そこに不安や危機感を強

く持つ県民の気持ちがあるということをしっか

り受け止めていただきまして、県としてもしっ

かりとした姿勢を今後も示していただきたいと

いうふうに思います。 

 次に、認知症対策について伺います。 

 高齢化の進行に伴い、認知症の方は今後さら

に増加することが見込まれています。県の統計

によれば、本県における認知症の高齢者数は、

令和４年の約４万６千人から、令和２２年には

約５万４千人に増加し、軽度認知障がいの方を

含めると、約１１万人となる見込みです。これ

は高齢者の約３人に１人が認知症又は軽度認知

障がいになる計算となります。このように認知

症高齢者の増加が見込まれる中、認知症は決し

て特別な病気ではなく、誰もがなり得る身近な

ものです。加えて、本人や家族だけの問題では

なく、地域社会全体で支え合うべき社会課題で

あるという認識が重要です。 

 こうした中、国は令和６年１２月に、認知症

施策推進基本計画を策定し、新しい認知症観を

示しました。本計画で示された新しい認知症観

とは、認知症になったら何もできなくなるので

はなく、認知症になってからも一人一人ができ

ることや、やりたいことがあり、住み慣れた地

域で仲間とつながりながら、希望を持って自分

らしく暮らし続けることができるという考え方

です。 

 これまでの認知症対策は、認知症の方を支援

の対象と捉え、支える側と支えられる側という

視点が中心でした。しかし、この計画に基づく

新しい認知症観の下では、認知症の方本人の意

思や希望を尊重しながら、地域社会の一員とし
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て安心して暮らし続けられる環境づくりが求め

られています。 

 一方で、認知症になると何もできなくなると

いった誤解や偏見はいまだに根強く残っており、

認知症に対する正しい理解を広げ、県民一人一

人が正しい知識を持つこと、そして、本人や家

族だけでなく、地域全体で支え合う社会づくり

を進めることも不可欠です。 

 本県においても、認知症サポーターの養成や

地域包括支援センターを中心とした相談支援な

ど、高齢者の認知症対策について様々な取組が

進められています。しかし、今後はさらに認知

症の方本人の意思を尊重した支援の充実や、認

知症に対する理解促進を図りながら、認知症の

方が住み慣れた地域で自分らしく安心して暮ら

し続けられる大分県づくりを進めていく必要が

あると考えます。 

 そこで、国が示した新しい認知症観を核とし

た基本計画を踏まえ、認知症対策について今後

どのように取り組んでいくのか、福祉保健部長

に伺います。 

森副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 認知症の方本人の声を尊重するという新しい

認知症観は、これまで本県が進めてきた認知症

対策の理念と軌を一にするものと考えておりま

す。本県では、平成２７年度から官民共同によ

り認知症への理解促進を図る、プロデュース部

会というものを開催しており、本人や御家族に

も参画いただきながら、その意見を施策に反映

しているところです。 

 また、当事者が自身の経験を基に、同じ立場

で相談対応等を行うピアサポーターを令和元年

度から養成をしており、昨年度までに延べ３１

名が４３９回の活動に従事をしております。翌

２年度からはピアサポーターなどの中から本人

発信による普及啓発のリーダーとして、大分県

希望大使を委嘱しており、現在６名の方に県内

各地で御活躍いただいているところです。 

 県では現在、新たに認知症施策推進計画を策

定中であり、家族の会の集いや認知症カフェな

どに伺っており、直接当事者の声を把握し、計

画に反映したいと考えております。今後とも、

認知症の方が地域で安心して暮らせる共生社会

の実現を目指し、本人や御家族の希望を尊重し

た認知症対策の推進に努めてまいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 部長の最後の答弁にもありました、

やはり共生社会の実現というところは、認知症

を患った方にとってもすごく重要なことだとい

うふうに私も認識をしております。 

 先日の県内所管事務調査の中で、佐伯市の山

内勇人医師による、ささえ愛ホームきよちゃん

家を訪問しました。認知症の方も現場で活躍さ

れる姿も見ることができました。山内先生いわ

く、認知症であってもそれぞれに料理など、様

々な特技があり、施設内でも大活躍をしてくれ

ているというお話を伺いました。県からも山内

先生の取組に対しては大きなバックアップをい

ただいておりますが、県下全体としてこのよう

な取組事例を推進していただき、認知症に対し

ての理解促進も含めて、認知症になっても住み

慣れた地域で安心して暮らし続けることができ

る大分県の実現に向け、県が市町村と一体とな

って、誰もが支え合える地域づくりへの実現を

進めていただくことをこれからも要望してまい

ります。 

 続きまして、介護人材の確保について伺いま

す。 

 本県の高齢化率は令和６年１０月１日現在で

３４．４％と、県民の約３人に１人が６５歳以

上の高齢者であり、全国平均の２９．３％を大

きく上回っています。また、医療と介護の双方

のニーズを有する８５歳以上の高齢者は、令和

２２年まで増加すると見込まれており、介護サ

ービスの需要は、今後ますます高まるものと考

えられます。 

 その一方で、介護サービスの担い手となる介

護人材の確保は、依然として厳しい状況が続い

ています。介護現場からは、職員が足りず十分

なサービス提供が難しい、身体的・精神的負担

が大きい、人材が定着しないといった切実な声

が上がっています。特に地方においては、求人

を出しても応募がない状況が続くなど、介護人
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材の確保は今後さらに困難になることが懸念さ

れます。 

 また、介護職員の業務は身体介護に加え、清

掃や洗濯、配膳、シーツ交換、備品補充など、

多岐にわたっています。介護の専門職である介

護職員がこのような周辺業務にも多く時間を割

いており、このことが介護職員の業務の負担増

大や離職の一因となっていることの指摘もあり

ます。 

 こうした課題への対応策として、近年注目さ

れているのが介護助手の導入です。介護助手は、

介護職員をサポートする職種であり、介護助手

が資格を必要としない周辺業務を担うことによ

り、介護福祉士など専門職が利用者のケアや身

体介護に専念できる環境を整えるものです。介

護助手を導入している施設では、介護職員の負

担軽減や離職防止につながったとする事例も報

告されています。 

 一方で、介護助手の導入については、各施設

における介護職員との役割分担の整理や受入れ

体制の整備、人件費の負担など、課題もあると

伺っています。県においても介護助手導入の支

援が行われていますが、介護現場へのさらなる

普及・定着を図るためには、導入支援に加え、

制度の周知や活用事例の横展開に取り組むこと

が重要だと考えます。 

 そこで、介護人材不足の課題をどのように認

識しているのか、また、介護人材の確保につい

て今後どのように取り組んでいくのか、福祉保

健部長に伺います。 

森副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 本県の介護人材は本年度末に約１，３００人

不足し、その後もさらに拡大すると見込まれ、

その確保は喫緊の課題と認識しておりますこと

から、県では、多様な人材の活用、離職防止と

定着、生産性向上の三つを柱に対策に取り組ん

でおります。 

 御指摘のありました介護助手の活用について

は、多様な人材の確保という点だけでなく、タ

スクシフトを通じた離職防止や生産性向上にも

資する有効な策と考えております。このため、

県では、平成２９年度から介護助手の導入経費

を助成をしており、昨年１０月時点で県内入所

施設の約４割で介護助手が活躍しているところ

です。 

 あわせて、令和６年度から介護助手の導入支

援セミナーを実施し、未導入施設へ活用を促し

ております。昨年度は元気高齢者や子育て中の

方を介護助手として雇用した施設において、介

護職員の離職率が５年間で２１．４％から３．

５％にまで低下した事例が報告をされておりま

す。 

 介護人材の確保に向けましては、介護助手の

活用のほか、外国人材の受入れ促進や、働きや

すく、やりがいのある介護現場の認証制度の普

及、業務効率化に資する介護ＤＸの導入支援な

ど、様々な対策を総合的に講じてまいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。 

 やはり介護現場は本当に皆様、強い認識を持

たれていると思うんですが、本当に人手不足と

いうようなところで、成り手もいないというふ

うな、これは本当に大きな大分県の課題だとい

うふうに私も捉えております。 

 介護人材不足への対応といたしまして、若年

層の確保だけではなく、多様な人材を介護分野

へ呼び込む視点も重要であるというふうに考え

ます。さきほどシニア層の質問の中にも、ちょ

っとつながるものがあるんですけれども、人生

１００年時代を迎える中で、元気な高齢者が地

域で活躍できる場をつくることは、非常に重要

だというふうに考えております。介護助手の業

務には、身体的負担が比較的少なく、経験豊か

なシニア世代が担える業務もあるというふうに

考えます。介護助手の担い手として元気なシニ

ア世代の就労や社会参加を促し、推進し、介護

現場の人材不足解消につなげていく考えはある

のか、部長の見解を伺います。 

森副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 介護現場にシニア世代の活用、活躍をという

お話でございます。さきほど答弁しました介護

助手が今、県内の入所施設の４割で導入されて
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いるという話を申し上げましたけれども、この

介護助手、年代別に見ますと、６０歳以上の方

が７割を占めているということで、実際に介護

助手として多くの元気な高齢者の方々が活躍い

ただいているというデータもございます。 

 県では、こうしたシニア世代、元気な高齢者

の方々に介護現場で活躍してもらうということ

も狙って、介護入門者研修といったようなもの

も明野の介護研修センターをはじめ、実施をさ

せていただいておりまして、４日間のコースで

介護の基礎的な知識や実技なども学んでいただ

いて、実際に介護現場で就労いただいているよ

うな事例もございますので、そういったものも

通じて、しっかり介護現場にシニア世代、元気

な方々の御活躍をこれからも進めてまいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。是非活躍の

場をしっかり県が推進していくというふうなと

ころは引き続き、続けていっていただきたいな

というふうに思います。 

 介護職に就きたいというこどもたちの夢とい

うふうな部分で、私も佐伯市の介護の現場で働

く方と一緒に、やはり現場の人手不足が深刻だ

というふうなことも踏まえまして、スポーツと

福祉の融合をしましょうということで、各学校

に向けて、ボッチャ体験の活動をしております。

その中で、こどもたちといろんな話をするんで

すけれども、やはりすごくこどもたちも、自分

のお母さんを将来お世話したい、僕は介護職員

になりたいっていうふうな、そういった本当に

温かい夢を持ったこどもたちもおります。 

 ただ、それに反して、やはり親心としては、

とても大変な仕事だというふうなところで、そ

こでとどまってしまうような話も現場の方から

は聞いております。確かに、本当に厳しい現場

ではあると思うんですけれども、今介護職を頑

張っておられる現場の皆さんは、本当に大きな

魅力として、生きがいとして現場で力を尽くし

ていただいておりますので、そういった魅力発

信っていうのもしっかり県として、今もしてい

ただいてはおると思うんですけれども、より一

層力を入れて進めていただけたらというふうに

思います。 

 是非佐伯市のそういったスポーツと福祉の融

合というのも、また県のお力を借りながら、皆

さんと一緒に進めていきたいというふうに思っ

ておりますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 次に、地球温暖化対策に対する適応策につい

て伺います。 

 近年、全国的に記録的な猛暑や集中豪雨が頻

発しており、本県においても県民生活や地域経

済に深刻な影響を及ぼしています。 

 昨年の夏も、県内では熱中症による救急搬送

が相次ぎ、全国各地では線状降水帯の発生に伴

う豪雨災害が頻発し、河川の氾濫や土砂災害な

ど、甚大な被害が発生しています。こうした異

常気象は一過性のものではなく、気候変動の影

響が現実の問題として私たちの暮らしに直面し

ており、予想を上回るスピードで進行する地球

温暖化への対策、対応は、県政における喫緊の

課題であると考えます。 

 国際的にも、温室効果ガスの排出削減を図る

緩和策と、気候変動の影響による被害を回避・

低減する適応策を両輪で進めることの重要性が

強調されています。本県においても、本年３月

に策定された第６期大分県地球温暖化対策実行

計画・大分県気候変動適応計画などに基づき、

熱中症への対策はもちろんのこと、自然災害、

農林水産業、水資源など、様々な分野で気候変

動への対応策を進められているものと承知して

おります。 

 しかし、近年の猛暑や豪雨災害の頻発化・激

甚化を鑑みますと、現在の取組だけでは十分で

あるのかについては、県民の間にも不安や懸念

の声が聞かれるところです。猛暑対策について

は、東京都において高齢者の世帯等を対象とし

たエアコン設置費用の助成や水道料金の負担軽

減など、踏み込んだ取組が実施されています。

自治体ごとに財政事情は異なりますが、他自治

体の取組も参考としながら、本県においてもよ

り一層スピード感を持って対策を強化していく

必要があると考えます。 

 気候変動への適応は、単なる環境政策にとど
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まらず、県民の健康を守り、安心して暮らせる

地域社会を維持し、さらには地域産業の持続性

にも関わる重要な課題です。次世代に持続可能

な大分県を引き継ぐためにも、今正に積極的な

対策が求められております。 

 そこで、近年の気候変動の状況を踏まえ、地

球温暖化に対する適応策について、今後どのよ

うに取り組んでいくのか、生活環境部長に伺い

ます。 

森副議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えします。 

 日田市では、５月１８日に３５．３度を観測

し、本県の観測史上最も早い猛暑日を記録しま

した。地球温暖化への適応は重要な課題と認識

し、新たな適応策を各分野で始めています。 

 熱中症対策では、労働安全衛生規則が改正さ

れ、事業者の対策が義務化されたことから、今

年度、スポットクーラーや空調服など暑熱対策

機器の導入に対する、そういった補助制度を新

設したところです。また、今定例会においては、

工場などの屋根や外壁へ遮熱処理を施す工事等

への補助率や上限額を拡充する、そういった予

算案も提案しております。 

 農林水産分野では、高温に強い品種の研究や

転換を進めておりまして、先般発表しました、

うまみだけブランドの新品種なば姫は、品質が

高く、温暖化に強いことが特徴となっておりま

す。 

 酷暑が常態化した夏場における持続的な経済

活動も重要です。久住高原や藤河内渓谷など、

県内の涼しいスポットへの訪問を促す、そうい

ったキャンペーンや、観光施設におけます暑さ

対策の設備費用を補助するなど、夏場の誘客対

策を講じています。気候変動による影響に適応

できるよう、今後も様々な角度から取組を進め

てまいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 佐伯市の消防であったり、消防団の

皆様のお話をお伺いしておりますと、部屋の中

で昨年度は重症になるケースが非常に多かった

というふうにお伺いをしています。私も定期的

というか、話を聞きに、いろんな地域を回って

おるんですけれども、ちょっと家を訪ねたとき

に、すごい中から熱風がぶわっと来て、こんな

暑い中で過ごしていたんですかっていうふうに

相手の方に、高齢の方なんですけど、聞くと、

そんなに暑くないよというふうに、ちょっとび

っくりした答えが返ってくることがありました。

やはり年を重ねると、ちょっと体温の感じ方と

いうのが変わってくるというふうに言われてお

りますし、やはりそうやってエアコン代とか扇

風機とかを節約しているわけではなくて、単純

に気づいていないというふうな、何かそういっ

た現状もあります。 

 今はすごく便利なことに、温度計のついたア

ラームですね、何度以上になったらピピピとか

鳴るような、何かそういったものも安く購入で

きるようになっておりますし、そういったこと

で、そういった熱中症で搬送されるような方が

少なくなれば、一つの対策になるのかなという

ふうにも感じております。 

 今述べたように、近年、夏季の気温上昇は著

しく、特に高齢者は暑さや喉の渇きを感じにく

くなると、体温調節機能の低下により重症化す

るリスクが高い状況にあります。そのため、誰

もが安心して暑さを避けることができる一時的

な避暑、休息の場が重要だというふうに私は思

っております。県におかれましては、事業所等

の協力をいただきながら、熱中症一時休憩所の

取組を進めていただき、その数は千を超えたと

いうふうにお伺いしておるんですけれども、広

く県民の皆様に御利用いただけるよう、しっか

りと周知をいただけたらというふうに思います。 

 この夏も猛暑というより酷暑が続くかもしれ

ません。そういった意味では、もはや熱中症対

策は災害対策の一つとも言えるというふうに思

います。県民誰もが気軽に利用できる休憩所の

広報をどうぞよろしくお願いしたいというふう

に思います。 

 それでは、続きまして、いじめ防止対策につ

いて伺います。 

 本県における２０２４年の小学校、中学校、

高校、特別支援学校を対象としたいじめの認知

件数は７，７７１件で、３年連続で減少したも
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のの、児童や生徒千人当たりの認知件数は６７．

８件と、都道府県別で１３番目に高い状況とな

っています。この認知件数は、単純に多いと評

価するべきものではなく、学校現場において、

こどもたちの小さな変化やサインを見逃さず、

積極的にいじめを認知し、早期対応につなげて

いる結果であるとも受け止めており、教職員の

皆様の日々の努力に敬意を表したいというふう

に思っております。 

 しかし、一方で、多くのいじめ事案が発生し

ている現実を重く受け止めなければなりません。

長期化・深刻化するケースや、家庭環境、児童

生徒の精神的な側面が複雑に絡むケース、ＳＮ

Ｓを通じたいじめなど、学校だけでは対応が困

難な事案も増加しており、現場からは、教職員

だけでは対応に限界がある、専門機関との連携

が不可欠であるといった声も聞かれるところで

す。 

 いじめ防止対策については、令和６年１２月

に文部科学省から、いじめ防止対策のさらなる

強化等についての通知が発出されており、この

通知では、こどもたちを取り巻く環境が大きく

変化する中、学校が福祉担当部局や警察などの

関係機関と積極的に連携する必要性が強調され

ています。 

 私は多様化・複雑化するいじめ問題に適切に

対応するためには、学校だけで問題を抱え込む

のではなく、専門的知見を持つ関係機関と連携

しながら、こどもたちを社会全体で守る体制づ

くりが重要であると考えます。また、いじめを

単に問題行動として対処するのではなく、こど

もの心のＳＯＳとして、被害を受けた児童生徒

だけでなく、加害側への支援や家庭への働きか

けも含めた丁寧な対応が必要です。 

 こうしたことを踏まえ、いじめ防止対策に今

後どのように取り組んでいくのか、教育長に伺

います。 

森副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 いじめは児童生徒の人権に関わる重大な問題

です。未然防止の徹底はもとより、一たび事案

が発生すれば、迅速かつきめ細かな対応が求め

られます。そのため、いじめの被害者や目撃者

が躊躇なく声を上げられる環境の確保や、学校

が小さな兆候も見逃さないことが重要です。 

 県では、未然防止・早期対応策として、児童

生徒や保護者が２４時間気軽に相談できるＳＯ

Ｓダイヤル等の窓口を設置しています。加えて、

各校において、いじめアンケートや自尊感情の

醸成につながる人間関係づくりプログラム、ス

クールロイヤーによるいじめ予防授業などに取

り組んでいます。さらには、全公立学校に専門

的な知見を持つスクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーを配置し、児童生徒や保

護者からの相談に的確に対応できる体制も構築

しています。 

 また、教育事務所ごとに開催するいじめ対策

連絡協議会を通じて、警察や福祉等の関係機関

と緊密に連携し、加害側の児童生徒の背景にあ

る問題等も含め、より踏み込んだ対策にも取り

組んでいるところです。 

 今後も全てのこどもが安心して学校生活を送

り、健やかに成長できるよう、関係機関が一丸

となって、児童生徒に寄り添った重層的ないじ

め対策に力を入れてまいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 先般、大分県でも大きな問題となっ

た暴力によるいじめをＳＮＳで拡散されて、多

くの人がその映像を見るというふうなことがあ

りました。ＳＮＳを通じていじめが発生すると

いう事案もありますが、今回は、その場合はＳ

ＮＳでそういった動画が上がったからこそ見つ

かったというふうな、あまり喜ばしいことでは

ないんですけれども、そういったＳＮＳの逆の

力も少し影響を受けたのかなというふうに感じ

るところでございます。 

 やはりスマートフォン、先日は清田県議から

質問があったと思うんですが、正に自分のこど

もが今の世代に生まれていたらというふうなお

話をされていたんですけれども、正に私は今そ

の真っただ中におりまして、こどもたちがスマ

ートフォンを日夜離さず、ずっと見ているよう

な部分で、少し心配をしております。 

 私は日頃から中学生の地域展開等の関係でク
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ラブを立ち上げて、中学生の部活動の陸上競技

を指導させていただいておるんですけれども、

その中で、いろいろお話を聞いておりますと、

やはりみんなＬＩＮＥとか、そういったものを

通じて、みんなで本当に七、八十人単位でグル

ープをつくって、その中でいろんなやり取りを

されていると。本当に必ずけんかになるという

ふうに、こどもたちはいっていました。誰かの

動画をそこに載せたりとか、誰かのことを一方

的にっていうというふうな事で、それが原因で

学校に来られなくなったっていうふうなことも

たくさん私のほうに声として届いております。 

 昨日も対応はしていくというふうな答弁をい

ただいたんですけれども、やはり家庭内で、私

も含めて、親としてしっかりと認識していかな

ければならないんですけれども、そういったこ

とも学校の教育現場だけではちょっと追いつい

ていかない部分があると思いますので、しっか

りと落とし込んでいけるような、そういった対

策を一緒に考えていけたらというふうに思って

おりますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 最後になりますが、漁港施設における安全対

策について伺います。 

 近年、県内の漁港では、多くの県民や観光客

が魚釣りを楽しむ一方で、一部の利用者による

マナーの違反や危険行為が深刻な問題となって

います。具体的には、ごみの放置や釣り具の散

乱、違法駐車、立入禁止区域への侵入といった

行為であり、漁業活動や施設管理への影響も懸

念されています。 

 漁港は本来、漁業活動の拠点でもあるととも

に、地域住民や観光客が海に親しみ、地域の魅

力を感じられる貴重な空間です。一方で、防波

堤などの漁港施設では、波浪や転落事故などの

危険を伴う場所でもあることから、漁港施設に

おける釣り利用では、施設の適正利用と利用者

の安全確保の両立が求められます。 

 また、近年はＳＮＳ等の普及により、人気の

釣りスポットが拡散され、県外から利用者が集

中するケースも増えており、利用マナーの徹底

や安全意識の向上がこれまで以上に重要になっ

ています。 

 そこで、釣り利用者に対するマナーの啓発も

含め、漁港施設における安全対策について、ど

のように取り組んでいくのか、農林水産部長に

伺います。 

森副議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 漁港は漁業活動の拠点として整備されたもの

であり、漁船の係留や漁獲物の水揚げなど、漁

業者による利用が優先をされます。一方で、県

民が海と触れ合うレクリエーションの場として

の機能も有しており、多くの人が魚釣りでも利

用されております。 

 こうした中、一部の釣り人によるごみ放置等

のマナー違反が県の管理する１１漁港のうち９

漁港で確認をされており、県ではごみ投棄の禁

止や、船周辺での魚釣り禁止などの看板を設置

し、注意喚起を図っているところでございます。

あわせまして、漁業者や周辺住民への配慮や安

全確保に関する内容を記載した釣り人向けパン

フレットを作成し、県ホームページに掲載する

とともに、釣具店等に配置し、ルールやマナー

の周知と安全意識の向上を図っているところで

あります。 

 加えまして、ＳＮＳなど県の広報媒体も活用

した情報発信により、さらに多くの釣り人に対

する周知を図ってまいります。今後も、同様の

取組を行っております市町村や漁協とも連携し

ながら、釣り人に安全かつ適正に利用してもら

えるよう、意識啓発を通じた安全対策を図って

まいります。 

森副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 私も釣りが趣味でございまして、よ

く佐伯市の鶴見とか、米水津とか、蒲江とか、

いろんなところに釣りに行くんですけれども、

ちょっと禁止になっている釣りとかもありまし

て、そういったのを取り締まってくれる南部振

興局の職員とかも姿をよく見ます。本当に感謝

しております。 

 本当に深刻なのが、やっぱり漁港に入れてあ

る生けすの中にイセエビとかブリとか、いろん

なものがあるんですけれども、それを盗んでい
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くというふうな事案が発生しております。結構

漁港の近くに住む人たちの生活を脅かすような、

そういったもう犯罪があっているというふうに、

私も現場に行って話を聞いてきたんですけれど

も、本当に１匹、２匹ではないです。もう数十

匹、ぽんと持っていって、金額にすると本当に

大変な額になります。本当にこれは県警部長に

もお願いしたいんですけれども、やはりそうい

った漁業者の生活を追い詰めるようなことは絶

対にないように、しっかりと対策、対応を私も

一緒に考えていきたいと思いますので、是非よ

ろしくお願いいたします。 

 では、以上で私の質問を終わります。ありが

とうございました。（拍手） 

森副議長 以上で成迫健児議員の質問及び答弁

は終わりました。 

 暫時休憩いたします。 

午前１１時３９分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

嶋議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。岡野涼子議員。 

  〔岡野議員登壇〕（拍手） 

岡野議員 ５番、自由民主党、岡野涼子です。

今回も一般質問の機会を与えてくださいました

先輩、同僚議員の皆様に感謝申し上げます。そ

して、日田からわざわざ傍聴に来てくださいま

した皆様、ありがとうございます。力が湧いて

きます。亡くなられた井上明夫県議の思いと情

熱を引き継ぎ、中野県議と共に地元日田の課題

を少しでも前に推し進められるように頑張りた

いと思いますので、執行部の皆様、どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 それでは、まず、九州における広域連携につ

いて、その推進についてお伺いいたします。 

 近年、九州では九州知事会や経済界を中心に、

広域連携が進んでおります。昨年１０月には、

九州・山口の知事と経済団体の代表でつくる九

州地域戦略会議において、県域を超えた官民の

取組を国が支援する広域リージョンを活用し、

政策の実現を目指していくという、広域リージ

ョン連携宣言がなされました。これは従来の県

や市町村単位での競争ではなく、九州全体を一

つの経済圏・生活圏・産業圏として捉え、広域

で成長を実現していくという考え方です。 

 本年３月には、その具体的な取組を記載した

連携ビジョンの第一弾である九州ＭａａＳプロ

ジェクトが公表されています。この連携ビジョ

ンの公表は、関西広域リージョンに次いで全国

で２番目であり、このように国の政策に呼応し

て素早く対応できるのは、九州が知事会等を中

心に、もともと官民一体となった広域連携に積

極的であったからではないでしょうか。 

 観光振興に向けた全世界からの誘客や、南海

トラフ巨大地震をはじめとした大規模災害に対

する防災対策など、大分県単独では対応し切れ

ない課題がたくさんあります。特に最近は、半

導体をはじめとした産業振興に、その傾向が顕

著と考えます。半導体産業を支える物流やエネ

ルギー、データセンター、高度人材育成など、

県境を越えて連携していく必要があります。 

 加えて、ＴＳＭＣ進出を契機とした新生シリ

コンアイランド九州の構想は、九州の産業構造

を大きく変える可能性を持っていると感じてお

ります。半導体産業の振興は、単なる工業立地

にとどまらず、水や電力、高速交通、サプライ

チェーン、災害リスク分散などを含めた広域産

業生態系の形成にもつながると考えます。今こ

そ、九州知事会などを中心に、広域連携を進め、

熊本県のＴＳＭＣ進出の波及効果を取り込むな

ど、大分県のさらなる発展につなげるべきでは

ないでしょうか。 

 そこで、まず、九州知事会をはじめとした広

域連携に、どのように取り組んでいこうと考え

ていらっしゃるのか、知事にお伺いいたします。 

 以降は対面席で伺います。 

  〔岡野議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの岡野涼子議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 岡野涼子議員の広域連携の推進につ

いての質問にお答えを申し上げます。 

 九州は、国内における半導体生産額の約５割

を占め、農業産出額は約２割と、全国ブロック
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２位であるほか、魅力的な観光資源も数多く存

在するなど、大きな強みを有しております。こ

うした強みを背景にしまして、これまでも九州

はひとつの理念の下で、九州地方知事会や経済

界も交えた九州地域戦略会議において、広域連

携についての具体的な施策の議論、そして実践

に取り組んでまいりました。 

 国が支援をする広域リージョン連携では、こ

れまでの官民連携の土台をいかして、日本の地

方創生を牽引する九州を目指し、九州ＭａａＳ

の推進や半導体産業の振興、戦略的な観光誘客

など、幅広い分野での連携を掲げてきておりま

す。特に半導体産業は、さらなる集積や設備投

資の拡大が期待される分野であります。熊本に

進出をしたＴＳＭＣは、製造の前工程を担う一

方で、本県は後工程に強みを持つ企業が多数集

積をしており、これらをネットワークでつなぎ、

連携を強化することで、より一層の相乗効果が

期待されます。 

 このため、先月の戦略会議においては、広域

リージョン連携を具体化する第二弾のビジョン

として、新生シリコンアイランド九州プロジェ

クトを策定し、広域での産学官連携や人材育成

などに取り組むことといたしました。加えて、

地域未来戦略により投資を呼び込むとともに、

こうした成長を支えるインフラ整備を強力に推

進していくため、新たに国への要望をすること

を決議をしたところであります。 

 観光・ツーリズム分野では、九州各県をサイ

クルコースとして結ぶツール・ド・九州など、

国内外への発信力の強い取組を活用して、さら

なる誘客促進や地域のにぎわい創出につなげて

いくこととしております。 

 このような九州の強みをさらに後押しするた

めには、その基盤となる広域交通ネットワーク

の整備も大変重要でございます。中九州横断道

路や中津日田道路をはじめとしました九州内を

結ぶ高規格道路の整備や、海峡部をつなぐ豊後

伊予連絡道路の実現などについて、各県と連絡

をして国に働きかけをしていきたいというふう

に考えております。今後とも、九州の一体的な

発展に向けた役割を積極的に果たしながら、官

民が連携した取組を力強く進めてまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 力強い御答弁をありがとうございま

す。 

 その中にありました新生シリコンアイランド

九州プロジェクト、これは九経連が事務局とな

って、産学官金で協議を重ねているというふう

に私も伺っております。今後の羅針盤となるよ

うな位置づけだと思いますので、大いに期待し

たいところです。 

 実は昨年度、２月５日に熊本で行われました

九州各県議会議員セミナーがございまして、参

加をさせていただきました。そのときに、熊本

県立大学の黒田理事長の御講演がございまして、

２０２７年に熊本県立大学では半導体学部が開

設される予定ということで、熊本県は県を挙げ

て半導体人材育成に特化した、くまもとサイエ

ンスパーク推進ビジョンというのを掲げている

というようなお話をされておりました。九州全

体で半導体人材を育成する、このサイエンスパ

ーク構想、非常にすばらしいなと思いながらお

話を伺いながら、黒田理事長のお話を伺って、

これから正に九州を一つの島、正にアイランド

として考える時代になっていくんだなと感じさ

せていただいたところです。 

 今回この質問をさせていただいたのは、我が

ふるさと日田市が県境の市ということで、熊本

県、そして福岡県との共存が欠かせないエリア

でございます。経済はもちろんのこと、医療、

福祉では、例えば福岡、そして、災害対策やリ

ダンダンシーの確保などでは熊本と、常に近県

でも連携が必要になっている地域です。そして、

人材の点においても広域で対応していくという

ことが必要となると思います。 

 実は私、日田市を是非このサイエンスパーク

の一つのエリアと、これから考えていただけな

いかと勝手に期待をしているんですけれども、

やはり思い描かないと実現はいたしませんので、

ずっと言っていこうかなと思っているところで、

今後ももっともっと、広域連携について議論を

深めたいと思っておりますので、知事、どうぞ

よろしくお願いいたします。 
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 それでは、続きまして、再生可能エネルギー

の活用についての質問です。 

 昨日の森、清田県議からもございましたけれ

ども、地域未来戦略について、私も今正に地域

未来戦略の下、国が成長経済へと大きくかじを

切る転換期だというふうに考えております。 

 先日の地域未来戦略会議では、各地方ブロッ

ク別の戦略産業クラスター計画の素案が示され

たと伺いました。その中で、私はエネルギー・

ＧＸ・資源環境の項目に大変注目をしておりま

す。 

 といいますのも、大分県は地熱をはじめとす

る再生可能エネルギーの宝庫だと思うからです。

今後の企業誘致においては、土地があるという

よりも、安定した脱炭素電力を確保できる地域

かどうかが重要になると考えます。大量の電力

を必要とする半導体工場や、ＡＩ関連施設など

に対し、再エネ電源や蓄電池などが一体に整備

されたＧＸ産業団地を造成することは、本県の

企業誘致における強みとなる可能性があるので

はないでしょうか。 

 さきほど広域連携について質問させていただ

いたのも、エネルギーというのは供給が単独で

完結するものではなくて、広域の送電網の整備

や、あと産業集積が必要だからということもあ

り、県として産業クラスターの創出に向けた取

組を期待しているからでございます。 

 そこで、特に企業誘致において、地熱をはじ

めとする大分県の再生可能エネルギーの活用に

どう取り組んでいくのか、商工観光労働部長に

お伺いいたします。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 再生可能エネルギー

の活用についてお答えいたします。 

 脱炭素社会の実現と企業の持続的成長をとも

に進めることは、重要な課題と認識していると

ころであります。このため、昨日も御質問いた

だきましたけれども、地域未来戦略に関わる地

域産業クラスター計画の中に、コンビナートの

素材型産業やエネルギー関連産業の設定を検討

しているところであります。 

 本県は、地熱や水力、バイオマス発電など多

様かつ豊富な再生可能エネルギーの資源を有し

ていまして、脱炭素電力を安定的に確保できる

ことは企業誘致を進める上での強みだと考えて

おります。既に県内では、コンビナート企業や

テレビ局などで再生可能エネルギー由来の電力

調達が進んでおりまして、農業分野でも地熱を

利用したパプリカなどの栽培が行われていると

ころでございます。今年４月には、県と九州電

力、九電みらいエナジーとで、カーボンニュー

トラルの実現に向けた連携協定を締結しまして、

地熱などの再生可能エネルギー由来の電力供給

をいかした企業誘致についても連携の内容に入

っているところであります。現に県に対しても、

再生可能エネルギーの供給を希望する企業立地

の相談も受けているところであります。 

 議員御指摘のＧＸ産業団地については、用地

の確保、さらにはエネルギーの設備、電力供給

網の整備など、民間企業と連携し、コスト面も

含め、課題を整理していきたいと考えておりま

す。引き続き、地熱などの再生可能エネルギー

を活用した誘致に取り組んでまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。地域産業ク

ラスター計画の中に、エネルギー関連産業の設

定を検討しているという御答弁ございましたの

で、大変心強く感じております。 

 私もニュース等で見たんですけれども、その

九州電力と九電みらいエナジーとでカーボンニ

ュートラルの実現に向けた連携協定を結ばれた

とございました。現時点でどのような連携がで

きそうなのかを伺いたいのと、あと、今後の企

業誘致に関して、データセンターというものは

忘れてはいけないコンテンツだというふうに感

じております。データセンター、全国的にも誘

致合戦になっているっていうのは伺っているん

ですけれども、半導体、ＡＩ産業が活発化する

中では絶対に必要な施設となると思います。 

 ですので、データセンター誘致についても含

めて、今後の課題と今後の方針をもう一度再質

問させてください。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 お答えいたします。 
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 さきほどの九州電力、九電みらいエナジーと

でカーボンニュートラルの実現に向けた連携協

定ということで、さきほど回答させていただい

た部分もありますけれども、地熱などの再生可

能エネルギーの電力供給をいかした企業誘致も

含めて、様々な観点から連携していきたいとい

うことで結ばせていただいております。さきほ

どデータセンターについてのお話がありました

けれども、データセンターは災害時のリスク分

散ですとか、地方におけるデジタル関連産業の

集積推進という観点から、今地方分散が求めら

れている一方で、課題としては膨大かつ安定し

た電力供給ですとか、適切な用地の確保が課題

になっているところであります。 

 議員御指摘のとおり、再生可能エネルギーを

含む電力供給の安定性は本県の最大の強みであ

りまして、これらの強みをいかしていきたいと

考えているところではあります。 

 また、近年、特にデジタルですとかＡＩの普

及が進む中で、データセンターの需要が拡大し

ていますので、本県としましても、データセン

ターの投資を呼び込むため、候補地の選定です

とか、電力会社などとの連携も含めて、誘致に

取り組んでまいりたいと考えております。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。是非そうし

ていただきたいのが、現在、日本有数のデータ

センターの集積地としてデータセンター銀座と

も今、言われています千葉県の印西市では、デ

ータセンターの誘致によって、年間３０億円の

増税となったというような記事がございます。

データセンターの魅力というのは、この人手不

足の時代に多量な、大きな雇用を必要としない

点であったり、一定の周期で設備の交換等の工

事発注ができる点などというふうに伺っていま

す。 

 ただ、さきほど部長もおっしゃるとおり、デ

ータセンターは圧倒的な電力と、そして大量の

水と、また地震に強い硬質な地盤が必要という

ふうにも伺っています。 

 ただ、実は地元日田市が、地盤が硬いエリア

であるということが以前から言われておりまし

て、すみません、日田、日田っていうお話にな

るんですけれども、環境的にデータセンターに

適している地域であると言えるのではないかと

個人的に期待を大いにしているところでござい

ます。水は大量にございます。ですので、是非

日田、玖珠、九重の西部地区、正に再エネの宝

庫でもございますので、南海トラフ地震などの

災害に備え、福岡や熊本の企業のバックアップ

センターとしても最適だと考えますので、今後

の産業クラスター計画の一候補として、是非お

願いいたします。 

 それでは、続いての質問に入ります。ＤＸに

おける市町村との連携についてです。 

 我が国は今、急速に進展するデジタル技術と、

想定を上回るスピードで進む人口減少、そして、

激甚化する自然災害という深刻な課題に直面し

ております。特に生成ＡＩの飛躍的進化に象徴

されるように、デジタル化はもはや業務効率化

のための単なるツールではなく、地域の持続可

能性を左右する重要な鍵であり、ＤＸの推進は

待ったなしの状況です。 

 本年２月に改定されました大分県ＤＸ推進戦

略では、暮らし、産業、行政の３分野と、それ

らを支えるＤＸ推進基盤を柱に、ありたい姿を

掲げ、政府戦略等も含めた取組が記載されてお

ります。そのような中、忘れてはいけないのが、

市町村との連携です。行政はもとより、子育て

などの暮らしや観光などの産業においても、市

町村のＤＸが必須であります。 

 しかしながら、全１８市町村が個別にＤＸ専

門人材を確保し、ＤＸに取り組むことは現実的

ではございません。県の戦略に、県民により身

近な市町村のＤＸを支援し、県民生活の質の向

上を図ることは県の責務であると記載されてい

るとおり、県と市町村が連携し、ＤＸに取り組

む必要があるのではないでしょうか。 

 昨年の５月から、市町村ＤＸ推進会議におい

て協議が重ねられていると伺います。子育て分

野では、こども政策ＤＸの共同目標を掲げ、こ

ども関係手続の電子化などに取り組んでいると

いうふうに聞いております。このような取組を

他分野でも積極的に展開していく必要があると
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考えます。 

 そこで、お尋ねいたします。ＤＸにおける市

町村への連携について、今後どのように進めて

いくのか、総務部長にお伺いいたします。 

嶋議長 若林総務部長。 

若林総務部長 ＤＸにおける市町村との連携に

ついてでございます。 

 多くの県民にデジタル化の利便性を享受いた

だくためには、住民に身近なサービスを担いま

す市町村との連携は重要であります。これまで

行政手続の電子化や、出産・保育などのこども

施策に係るＤＸについて、全ての市町村と共同

目標を設定しまして、その取組を支援してまい

りました。ＡＩの活用をはじめ、今後も様々な

分野でＤＸを進めるためには、県として市町村

の人材育成・確保やシステム調達において、広

域化・効率化の観点から支援を強化していると

ころであります。 

 まず、人材育成・確保については、本年度、

県が主体となりまして、市町村職員も含めた研

修などを実施しております。加えて、市町村に

おける外部人材確保の際の支援を拡充するとと

もに、デジタル人材を県が採用をし、市町村へ

派遣する仕組みも検討しているところでありま

す。共同調達などの推進については、今年度は

被災者台帳や電子契約といったシステムの共同

調達の実施のほか、市町村のシステム調達経費

の妥当性や費用対効果の分析支援を行うことと

しております。 

 引き続き、市町村の課題に対しまして、広域

的な観点から支援を行うことで、県内全域での

ＤＸ進展を図ってまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。デジタル人

材を県が採用して市町村へ派遣する仕組みとい

うのが検討中とございましたので、大変心強い

と思います。 

 すみません、直接、市町村ＤＸの話とは少し

異なるんですけれども、先日、福祉保健生活環

境委員会で、日田市大山にあります老人保健施

設六和会のセンテナリアンのほうに伺いました。

こちらは職場環境改善を牽引する事業者として、

大分県では初めてふくふく認証のもう一つ上の

ふくふくプレミアム認証を受けられた施設とい

うことで、荒川施設長のお話は本当にすばらし

いものだったんですけれども、現場も見せてい

ただきました。 

 そこで、職場環境をよくするのに絶対的にＤ

Ｘが必要なんだというお話を伺いまして、例え

ば携帯にインカムをつけて、その利用者さんの

状況を話すと、それが記録されて保存される仕

組みと。とてもそんなに最先端のＤＸという形

ではないんですけれども、小さな活用でも業務

時間は圧倒的に短縮されるという実例のお話を

伺いました。ただ、どんなＤＸの手だてがある

のかや情報がなかなか手に入らない、もっとも

っと教えてほしいというようなお話もされてお

りました。 

 まずは行政内のＤＸをしっかりと推進して、

そして、できた時間でそういった地域の事業者

さんたちと関わる時間というのを増やしていく

ことが本来の目的ではないかなと思いますので、

そういったところに期待をしたいところであり

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、続きまして、子育て世代の支援の

ほうに入りたいと思います。出生率の向上につ

いてです。 

 先日発表されました人口動態統計によります

と、令和７年に国内で生まれたこどもの数は６

７万１，２３６人と過去最少であり、合計特殊

出生率は０．０１ポイント減の１．１４という

ことで、残念ながら最低を更新しております。

本県においても出生数は５，６６６人と１５年

連続で最少を更新しており、出生率も０．０４

ポイント減の１．３３と５年連続の減少となっ

ております。出生率は全国平均を上回るものの、

都道府県別の順位は二つ下げて１２位と、全国、

そして本県ともに少子化に歯止めがかからない

状況です。 

 そのような中ではありますが、この４月に大

分県議会海外調査研究の一環としてフランスを

訪問させていただきました。本県が掲げる、安

心・元気・未来創造のテーマに沿って、在フラ

ンス日本国大使館やジェトロ・パリ事務所など
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にも訪問いたしましたが、特に時間をかけて視

察させていただいたのが、２０００年代に出生

率を２．０を上回るまで回復させました、現在

でも先進国では最も高い部類に入るフランスの

子育て支援に関してでございました。 

 人口４４万人のトゥールーズ市というところ

に行ったんですけれども、日本の放課後児童ク

ラブに当たる学校周辺時間支援というところが

行われているということで、保育学校と小学校

が併設された、マリーマルヴァン初等教育学校

群に伺いました。その施設の運営形式は、日本

の放課後児童クラブとはもう全く異なるのでご

ざいました。様々な団体と行政が一体となって

こどもたちの育成を行う仕組みができておりま

して、具体的に申しますと、同じ施設の中の事

務所で国の職員さんと自治体職員さんと非営利

団体の職員さんが共に活動して、課題を抱えた

家庭への支援、こどもたちの学習支援、放課後

のカリキュラム作成などを一体的に行っており

ました。 

 このように国、県、市町村はもとより、民間

団体も含めた関係者が連携して子育て支援を行

うことが重要だとおっしゃっていたのが大変印

象的でした。 

 また、フランスでは、就労時間が週に３５時

間と日本より短い点や年に２週間程度の休みを

２回取得するバカンス制度があるため、こども

と保護者がじっくり向き合い、共に過ごすとい

う習慣が成り立っていることも伺いました。改

めて保護者が安心して働ける環境整備や働き方

改革が出生率の向上に大きく寄与しているのだ

と感じました。 

 そこで、子育て満足度日本一を目指す大分県

として、出生率の向上にどのように取り組んで

いくのか、佐藤知事に伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 出生率の向上についてでございます。 

 令和７年の人口動態統計では、本県の出生数

は減少をしておりますけれども、婚姻件数が６

年ぶりに増加に転じておりまして、この増加率

は全国４７都道府県のうちで、東京都に次いで

全国２位となっております。このように明るい

兆しも見えてきておりますので、この動きを確

かなものとするために、新設しましたこども政

策局の下で、結婚から子育てまでの切れ目ない

支援に一層力を入れていきたいというふうに考

えております。 

 まず、結婚を希望する方への支援でございま

すけれども、今年度婚活イベントを知事公舎に

加えましてハーモニーランドでも開催するほか、

新たに地域団体が行いますイベントに対して補

助しまして、このような出会いの機会を増やす

ことを行ってまいります。これまで２７３組が

成婚に至った出会いサポートセンターのお見合

いサービスとの両輪で出会いの機会をさらに増

やしていきたいと考えております。 

 次に、子育てしやすい環境づくりであります

が、保護者が安心して働けるように、保育所や

放課後児童クラブの充実に努めてきております。

夫の家事、育児時間が長いほど、第２子以降が

生まれやすいというデータもありますので、男

性の育休取得を促す中小企業等への助成を拡充

いたしました。さらに父親向けの家事・育児ガ

イドブックをリニューアルして、仕事と子育て

の両立を後押ししてまいりたいというふうに考

えております。 

 加えまして、地域全体で子育てを支える体制

づくりも重要であります。さきほどのフランス

の例もそのような取組ではないかというふうに

思いながらお伺いしておりました。 

 先週、臼杵市の地域子育て支援拠点をふれあ

い対話ということで訪問させていただきました

際に、シルバー人材センターから派遣されてお

ります高齢者の方が子育て中の親子をサポート

しまして、様々な不安を解消している姿を拝見

しました。参加をしている利用者の保護者の方

々も大変そこでいろいろサポートしていただい

ていて、実際のおじいちゃん、おばあちゃんが

応援してもらっているようなものだということ

で、非常に子育てしやすい環境ができていると

いうお話も伺いました。 

 このようなものを含めまして、様々な支援拠

点は今全ての市町村に合わせて７１施設ござい

ます。こども食堂もまた県内１７１か所まで広
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がってきております。引き続きそのような施設

の取組の運営について、必要な支援を行ってま

いりたいというふうに考えております。 

 そして、次は、子育て世帯への経済的な支援

でございます。 

 県民意識調査によりますと、経済的な理由で

こどもの数が理想よりも少ない、これ、全国で

言うと、平均が２．７人ぐらいだと思いますけ

れども、実際はそれより少ない。経済的な理由

で少ないと回答した割合というのが、調査を開

始した平成２３年度は７０％に及んでおりまし

たけれども、昨年度の調査では少し下がって５

９．３％となっております。低下しております

けれども、まだ６０％近い方が経済的な理由で

こどもの数が理想より少ないということであり

ますので、引き続き経済的負担をどういうふう

に下げていくかということが大きな課題である

というふうに感じておるところであります。 

 保育料でありますとか、こども医療費等々、

全国的に見ますと、大分県の子育て支援策とい

うのは多分トップクラスだろうというふうに思

いますけれども、今年度は国の施策で小学校の

給食無償化でありますとか、それから、県独自

に住宅リフォーム助成の拡大等にも取り組んで

いるところであります。引き続きどのような点

がまたさらに経済的負担の軽減につながるかと

いうことについての検討もしてまいりたいとい

うふうに思いますし、また、このような全国で

トップクラスの子育て支援策を大分県で講じて

いるということについては、県内外に発信をし

ながら、若い世代に子ども子育てしやすい地域

だということで移住してくる、そういう若い世

代の移住にもつなげていきたいというふうに考

えているところであります。 

 今後とも市町村はもとより、企業の皆さん、

そして、子育て支援団体等様々な関係の皆さん

と連携しながら、出生率の向上を目指してまい

りたいというふうに考えております。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。 

 こども家庭庁に伺った際に、実はこども家庭

庁の方からも大分県の子育て政策は本当に全国

トップクラスだと言っていただいて、非常にう

れしかったことを今のお話の中から思い出しま

した。やはりあらゆる世代が一緒に取り組む環

境をつくっていらっしゃるというのは、非常に

すばらしいなと、もうきめ細やかな支援を行っ

ていただいているということは認識しておりま

す。 

 実は、先日のそのフランス視察の際に通訳の

方が子育て政策についての本も執筆されている

専門の方でしたので、いろいろとお話を伺うこ

とができました。フランスの保護者の方がこど

もと向き合う環境をどうつくっていくのかって

いう質問に、一番の特徴は、やっぱりバカンス

制度があって、その時間にこどもたちとじっく

り向き合い、話を聞いて信頼関係をつくってい

くというようなお話でした。年間６週間から８

週間の休みがあって、家族で山や海に出かける

というこの制度なんですが、実は私、このお話

を伺っている最中、心の中で、バカンスで休み

ますって言い切らんって思いながらお話を伺っ

ておりました。実際皆様、いかがでしょうか。

２週間休みますっていう。 

 何を言いたいかというと、制度というものが

文化や慣習の中から時間をかけてつくられてい

るものだっていうのを非常に実感した一つのエ

ピソードでございます。文化、慣習の違う他国

の制度を無理やり取り入れるのではなくて、今

行われているこの日本の政策の背景、つまり価

値観や文化からどんな制度が成り立っているか

を実感するのに海外研修というのは非常に重要

だなと思ったところでございます、見詰め直す

機会をいただいたというところで。ですので、

時間をかけて制度は改善されていきます。 

 私も、実はフランスって、もともとそういっ

た男女平等みたいな感覚があるのかなと思って

いたら、実は１９６５年まで、結婚した女性は

銀行口座がつくれなかったというような現状が

あったり、やはりこの７０年、５０年、もう時

間をかけて時代の変化とともにちゃんと整えら

れ、その時代の価値観に合ったものをつくって

いっているというのがよく分かりました。 

 ですので、１０年前の子育て環境と今の子育
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て環境、確実に変わってきていると思います。

また、子育てに対する意識もしっかりと変わっ

てきていると思います。大分県ならではの子育

て環境の充足点、また、職場改善点をこれから

も見つけていっていただきたいなというふうに

思った次第です。 

 それでは、公共住宅の活用について伺います。 

 子育て政策、子育て支援政策として欠かせな

いのが住宅支援だと思います。先日のフランス

視察でも住宅政策について伺いましたが、フラ

ンスでは、パリのアパルトメントとトゥールー

ズのアパルトメントでは、同じ金額で借りられ

る広さが違うので、子育て世代は広い住宅を求

めてトゥールーズに移り住むという実態がある

そうです。この点は日本と同じですが、日本と

異なるのは、公共住宅の数の多さと利用率の高

さです。フランスでは、子育て世代への補助と

して、公共住宅の家賃支援があるため、割安な

金額で入居ができて、そのまま老後は年金で家

賃を払える仕組みになっているということで、

老後の住宅不安が日本よりも小さいというお話

を伺いました。 

 住宅について、ヨーロッパは借りるものとい

うのが当たり前で、日本では買うものという価

値観の違いもあるようですが、砂原庸介さんの

著書「新築がお好きですか？日本における住宅

と政治」という本によりますと、公共住宅の建

設は１９７０年代がピークで、２０００年以降

は新築が激減し、ほとんどが今建て替えられて

いる状況です。当初の公共住宅は、都心など便

利な場所に建てられていましたが、高度経済成

長とともに都心での建設が困難となり、立地が

郊外へと移動した経緯があると。自治体が公共

住宅を増やさなくなると、ますます公共住宅の

価値が低下していった。これは、つまり公共住

宅政策が今大きな転換期にあるということだと

いうふうに思います。 

 時代は変わり、昨今の住宅価格の高騰や物価

高によって、若い世代の公共住宅に対するニー

ズは年々高まっております。ただ、若い世代の

方々に伺った話によると、公共住宅の場合、世

帯収入、収入による夫婦共働き世帯が入居でき

ないという問題も発生しているようです。 

 また、国の調査では、理想のこども数を実現

できない理由として、若い世代の２１．４％が

住宅事情を挙げており、都市部では家の価格が

家族のサイズを決めてしまっているという現実

があります。非常にもったいないという感じを

覚えますけれども、そうしたことから、安価で

高機能な住宅の提供は、子育て支援策として最

重要項目だと思います。 

 こうしたことを踏まえ、子育て世帯に対して

公共住宅をどのように活用していくのか、土木

建築部長にお伺いいたします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 県では、安心してこどもを産み、子育ての喜

びを実感できる充実した住環境を整えるため、

ビジョン２０２４に基づき、県営住宅における

子育て世帯向け住戸の改修や建て替えを計画的

に進めています。 

 議員御指摘のとおり、近年の物価高などを背

景に子育て世帯において安価で良質な住宅ニー

ズが高まっていることも認識しているところで

す。現在、県営住宅の改修では、こどもを見守

りやすい対面キッチンの設置や畳からフローリ

ングへの変更などを行っており、今年度まで９

市町２０団地において１１８戸を整備し、令和

１５年度までに県全体で５００戸を目指します。 

 また、建て替え中の県営明野住宅では、整備

戸数３００戸のうち、３ＬＤＫや４ＬＤＫなど

の広い間取りを中心に子育て世帯向けの住戸を

６０戸整備する予定としています。 

 なお、一部の市町では、中堅所得者向けに住

宅を提供しており、今後も子育て世帯のライフ

スタイルの変化やニーズを把握しながら、県営

住宅の活用促進に取り組んでまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。 

 全国的にも公営住宅のリノベーション化や価

値の再編化は進んでいるところですが、ハード

面の改修だけではなく、若い世代や子育て世帯

が入りやすくなるようなソフト面の改善にも期

待しています。 
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 余談なんですけれども、熊本の木村知事がＳ

ＮＳで公営住宅がこんなに変わりましたという

発信をしているのを御存じでしょうか。キッチ

ンがこんなに広く、リビングがこんなに明るく

というのを現場に行かれて自ら発信しているの

を見たときに、新しくなった公営住宅というの

を知ってもらう、やっぱりイメージが変わった

んだっていうのを理解してもらうことも重要だ

なと思いましたので、そういった発信にも力を

入れていただきたいと思います。ありがとうご

ざいます。 

 それでは、地域コミュニティの活性化に移り

たいと思います。 

 地域の公共交通についてです。 

 近年、本県においては、人口減少や高齢化の

進行に加え、運転手不足の深刻化により、路線

バスの減便や廃止が相次いでおります。特に中

山間地域では、通院や買物など、日常生活に必

要な移動手段の確保が大きな課題となっており

ます。 

 日田市では、ＪＲや民間路線バスが運行して

いない公共交通空白地域に住居する方の通院や

買物などの移動手段を確保するため、予約に応

じて乗り合いで運行する乗合デマンドタクシー

を実施しております。しかしながら、過疎化に

伴い、公共交通空白地域が今後さらに広がるこ

とや、免許を返したくても返せないという高齢

者の免許返納問題は、ますます深刻化すると見

込まれます。 

 このような状況を踏まえると、公共交通は福

祉政策のように支えるという視点も持つべきで

はないかと思います。また、ＡＩオンデマンド

交通やライドシェア、自動運転、次世代空モビ

リティなど、新たなモビリティについても市町

村と連携しながら導入を進める必要があります。

県として、地域の公共交通を地域コミュニティ

に不可欠な社会インフラと位置づけ、維持、確

保に向けた取組を進めるべきではないでしょう

か。 

 こうしたことを踏まえ、地域の公共交通につ

いて、その将来ビジョンを含め、維持、確保に

どのように取り組んでいくのか、交通政策局長

にお伺いします。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 地域の公共交通についてで

ございますけれども、ただいま御指摘いただき

ましたように、正にこの地域コミュニティの維

持に不可欠な社会インフラでありますし、また、

福祉政策のように行政が支えるという視点も重

要でございます。 

 そのため、県ではこれまでも、民間の路線バ

スに加えまして、日田市をはじめとする市町村

のコミュニティバスや乗合デマンドタクシーに

対する運行経費に対して支援などを行ってきた

ところでございます。 

 しかしながら、今後さらに交通空白の解消を

図るためには、こうした一般向けの乗合交通だ

けでなく、例えばこの福祉介護施設であるとか

宿泊施設で使われる送迎車両、あるいはスクー

ルバス、こういったいわゆる地域内の車両やド

ライバーなどの様々な輸送資源をフル活用して

いくということが重要になってくると思ってい

ます。 

 こうした考えを盛り込んだ改正地域交通法が

折しも今国会で成立いたしましたことから、本

県でも市町村などと連携し、様々な輸送資源の

活用方策を検討の上、交通空白の解消を目指し

たいというふうに考えております。 

 また、近年では、自動運転の技術も国内外で

急速に進化を遂げておりまして、恐らく数年以

内には有望な地域公共交通手段となることが期

待をされていると考えております。 

 私自身も石川県の小松市の自動運転バスであ

るとか、徳島県鳴門市の自動運転タクシーに実

際に乗車の体験いたしまして、大きな可能性を

実感したところでございます。 

 本県においても、先駆的な導入につながるよ

う、まずは課題を整理していきたいというふう

に考えております。 

 以上申し上げましたような取組については、

現在検討中のおおいた地域交通ビジョン２０２

６に適切に盛り込むことといたしまして、交通

事業者や市町村とともに推進していきたいとい

うふうに考えております。 
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嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ということは、現在検討中のおおい

た地域交通ビジョン２０２６というのが非常に

重要になってくるというふうに感じました。 

 嶋川局長、島根にもいらっしゃったり、地方

の現状をとても理解されていると思うんですけ

れども、さきほど石川県の自動運転バス等の可

能性というお話ございましたので、その嶋川局

長の考える地域交通の可能性、公共交通の可能

性、もう一度伺ってもよろしいでしょうか。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 大分県の場合、やはり大分

駅に行く路線バス網というのが非常に充実をし

ているなというふうに感じるんですけれども、

それ以外の地域では、なかなかやはり運転手不

足の問題もあり、また、利用の減少、過疎化、

いろいろ問題を抱えておりますので、なかなか

地域交通と一言で申し上げましても、かなり地

域の実情に応じて千差万別だなと思っておりま

す。 

 ただ、いわゆる自動運転もそうですけれども、

例えば人間のドライバーが、朝であるとか、朝

の通勤時間帯あるいは昼間、こういったところ

で活躍をしていただくのはそうだと思いますし、

ただ、夜間であるとか、深夜、早朝、そういっ

たところでは、例えばこの無人運転バスみたい

なものが、今後、実用化、本格的に普及段階に

入ってきますと、やはり地域交通の在り方とい

うのが非常にまた変わってくるだろうと思って

おりますので、人間がやらなくてもいいところ

をこの無人運転の技術で補完するというような

ことをこの大分県の地域交通の未来という点で

も考えていきたいなというふうに思っておりま

す。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございました。 

 本当に地域で活動していると、公共交通空白

地域というものの不安の声をいただくことが多

々あります。さきほど答弁の中に公共交通は福

祉政策の支えるという視点というのが入ってお

りましたので、非常に心強く感じております。

是非その地域に住みたいと思う方々が最後の最

後まで御自分の地域で暮らせる環境を引き続き

つくっていただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

 すみません、もう１点、実は個人的に次世代

空モビリティに大変期待をしているところでご

ざいまして、５月１８日の日経新聞に、大分県

で空飛ぶクルマの拠点づくりが加速している。

離着陸場の候補地として、ＪＲ九州などが県内

５か所を選定という記事を拝見いたしました。

本県とＪＲ九州と連携協定を結んでいるＳｋｙ

Ｄｒｉｖｅさんのホームページを見ると、２０

２８年度頃に別府湾での遊覧サービス、別府市

内でのエアタクシー、別府と由布院をつなぐエ

アタクシーの運航開始などを想定していると。

そして、２０３０年以降は、由布院、九重、玖

珠、奥日田エリアを結ぶ移動、大分市内から別

府や由布院エリアへの移動、大分空港から別府

市内や大分市内へのエアタクシーサービスの提

供等の拡大をイメージしているとありまして、

何か読んだだけで非常に、あっ、何か近づいて

きたなという感覚を覚えました。大きな期待を

込めまして、今後の展望を商工観光労働部長に

伺ってもよろしいでしょうか。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 お答えいたします。 

 次世代空モビリティ、これは観光地間の周遊

性の向上ですとか、あと、中山間地域における

移動手段の確保、こういったものを考えますと、

やっぱり地域課題の解決に資するものだと考え

ております。 

 一方、今の問題点としまして、例えば機体自

体の開発ですとか、あとは、その離着陸場の整

備ですとか、安全基準とか運航ルール、こうい

った制度整備であると考えております。このた

め、私も、６月４日、知事と一緒に国土交通省

に空飛ぶクルマの早期社会実装に向けた制度整

備などについて要望してまいりました。いずれ

にしましても、この次世代空モビリティについ

ては、他県に先駆けて社会実装を実現できるよ

う、着実に取組を進めてまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。 



第２回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 87 - 

 こどもの頃、ドラえもんなどで見た世界がす

ぐそこまで来ているような感覚で、次世代空モ

ビリティ、とても楽しみにしております。あり

がとうございました。 

 では、続いて、農業の人材確保についてです。 

 地域コミュニティの活性化には一次産業の振

興が不可欠です。そのような中、人口減少が進

む地域では、外国人材が農林水産業を支える重

要な存在となっております。特に日田市では、

林業や農業で多くの外国人技能実習生が活躍さ

れています。その中で、これまで現場に女性が

少なかった状況が外国人労働者の参入により女

性の割合が増えてきたとの声を伺っております。 

 それに伴い、トイレや休憩所など、今まで気

にならなかった問題が顕在化しています。特に

農業分野では、作業を１か所だけでなく、複数

の農地で行う場面が多く、大規模園芸団地では、

特に誰もが働きやすい環境づくりが喫緊の課題

となっております。就労環境がよくないせいで

女性の技能実習生が定着せず、早期に帰国して

しまうようなことは地域にとって大きな損失に

なると伺っております。来年度の育成就労への

移行も見据えると、外国人労働者が長期にわた

り地域で就労し、暮らしてもらうためにも、こ

うした環境整備は重要だと考えます。 

 そうしたことを踏まえ、農業の人材確保、特

に女性外国人労働者のための環境整備にどのよ

うに取り組んでいくのか、農林水産部長に伺い

ます。 

嶋議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 人口減少が急速に進む中、農林水産業の成長

産業化の実現に向けては、中核的経営体の規模

拡大を支える多様な人材確保が重要です。 

 県では、これまで、経営体が雇用する外国人

向けのトイレやシャワー室の設置など、女性に

も配慮した働きやすい環境づくりを支援してま

いりました。本年度は中核的経営体の規模拡大

をさらに加速させるため、国籍や性別、雇用形

態にかかわらず、多様な人材の就労環境整備を

支援する制度を設けたところであります。 

 加えて、大規模園芸団地については、雇用者

数が増加することを想定し、大型の休憩所や駐

車場の整備などにも活用できるよう、補助上限

額を引き上げたところでもございます。 

 また、人材の定着に向けては、待遇面の充実

も大事です。そのため、雇用条件を改善するた

めの就業規則の見直しなど、農業経営体が抱え

る幅広い課題に対して専門家を派遣する体制を

整えております。 

 育成就労制度への移行を目前に控える中、働

きやすく選ばれる就労環境となりますよう、ハ

ードとソフトの両面で引き続き支援し、農林水

産業を支える人材の確保につなげてまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 今答弁を伺っておりますと、非常に

制度が充実してきているような印象を受けまし

た。大変心強い答弁をありがとうございます。 

 外国人労働者を取り巻く環境整備、本当に大

切だと思うんですけれども、これは農林水産業

だけではなく、運送業や福祉等でも言われてお

ります外国人の免許切替えの件、いわゆる外免

問題についても事業者の方々から言われること

があります。厳格化されたこと自体は安全面の

上ではいいと思いますが、そのサポート体制な

どが今後必要になってくると思いますので、引

き続きの御支援をお願いいたします。 

 それでは、最後の質問です。水害対策につい

て。 

 地域コミュニティの活性化には、県民が安心

して暮らせる災害対策が欠かせません。毎年水

害対策について質問させていただいております

が、今年も梅雨時期になりましたので、質問さ

せていただきます。 

 全国各地で水災害が頻発する中、本県におい

ても、毎年のように水災害が発生しております。

昨年８月に大分県西部を襲った豪雨では、日田

市で観測史上最大となる１時間１１７ミリの雨

量が記録され、道路の冠水や建物の浸水などの

被害が生じました。かつては数十年に一度とさ

れた豪雨が、近年の気候変動の影響により、毎

年のように発生しています。全国各地で河川の

氾濫などにより、命や暮らしが脅かされるなど、

水災害は、もはや想定外ではなく、日常に起こ
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り得る現実と言わざるを得ません。 

 また、水災害は発生頻度が高いだけでなく、

一たび河川が氾濫すれば、広範囲にわたり甚大

な被害を及ぼすことから、ほかの災害と比較し

ても、県民生活や地域経済への影響が極めて大

きい分野であると認識しております。 

 令和２年、梅雨前線豪雨による水災害に見舞

われた天ヶ瀬温泉街も発生から６年を迎えます

が、まだまだ復旧、復興の途中であります。 

 日頃から日田土木事務所の皆様が住民の方々

と用地に関する交渉や河川拡幅工事の説明など

を丁寧に行っていただいていることに改めて感

謝申し上げます。一部区間では、工事が施工さ

れておりますし、過去に台風被害を受けた津久

見川の集中的な河川改修等を参考にしながら、

地元の方々との協議も進めてくださっておりま

す。 

 ただ、やはり一度被災し、その後もそこで暮

らす方々にとって復旧、復興への道のりは遠く

険しいものでございます。こうしたことを踏ま

え、天ヶ瀬地区における玖珠川の改修をはじめ、

水災害対策を今後どのように進めていくのか、

また、昨日、九重町の松木地区で土砂災害が起

こっております。被害の規模や考えられる原因

などが分かりましたら、土木建築部長にお伺い

いたしたいと思います。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 まず、水災害対策についてお答えいたします。

玖珠川の天ヶ瀬地区については、地域の方々の

御協力により、用地取得が進んでおり、今年度

から本格的な工事に着手する予定です。工事に

当たっては、地域の活性化やにぎわいの創出を

図るため、天ヶ瀬温泉街復興まちづくり計画に

基づき、景観に調和した護岸や遊歩道を整備し

ます。また、山国川や小野川など、浸水被害が

あった河川においても、地域との合意形成を図

りながら、改良復旧を着実に進め、再度災害の

防止に取り組んでいるところです。 

 一方、こうしたハード整備には一定の期間を

要し、整備後も被害を最小限に抑えるため、ソ

フト対策と一体で備えることが重要です。この

ため、県管理河川において浸水想定区域図を公

表しており、市町でもハザードマップの配布を

今年度中に完了する見込みです。 

 加えて、洪水の警戒レベルを示す河川水位表

示マークの設置や視認性に優れた監視カメラへ

の更新などにより、水害リスクの見える化を進

め、早めの避難行動につなげてまいります。今

後ともハード、ソフトの両面から総合的な水災

害対策を強力に推進し、県土強靱化に全力で取

り組んでまいります。 

 加えまして、昨日発生しました九重町松木の

斜面崩壊について状況を御報告させていただき

ます。 

 昨日１９時頃、住民のほうから通報があった

ということで、その頃に被災されたものだとい

うふうに認識しております。斜面の規模は、高

さが大体３０メーターぐらい、幅が１０メータ

ーから１５メーターぐらいの規模で斜面が崩落

をしているというところでありまして、下の家

屋がそのままその土砂を受けて、土砂に押し潰

される形で移動していると。被災した方が２人

おられまして、１人はけががないという報告を

受けておりますけれども、１人は病院に搬送さ

れたということで、一日も早い御回復をお祈り

申し上げるところでございます。 

 当面、今取り組んでいるところは雨もその間

降っておりませんでしたので、今後対策をする

上で被災原因をしっかり確認することが重要で

ございます。今日の午後から専門的な知識を持

ったコンサルタントを派遣して、原因究明の調

査に入っています。それから、今後、雨が梅雨

で降ることがあります。そうした中で、二次災

害防止というのが一番大事になるところでござ

います。そういった意味で、現在、ブルーシー

トであるとか、あと、そういったところを使っ

たいわゆる今後の雨対策、それから、土のうの

作製なども開始しておりまして、被害がさらに

拡大することのないよう取り組んでいきたいと

思っております。 

 現在、避難所２か所で９世帯３０名が避難さ

れているということでございます。我々も一日

も早くこういった状態が解消できるよう、復興
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に取り組んでまいりたいと考えております。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 土砂災害に対しては、早急な対応い

ただきましてありがとうございます。また、天

ヶ瀬の玖珠川の件も改良復旧にしっかりと取り

組んでくださっていることに改めて感謝を申し

上げます。本日も実は災害に遭った天ヶ瀬の方、

この地区の方、そして、大鶴の方が傍聴に来て

くださっております。その地域の皆様にとって

は、復旧に携わってくださる県の職員さんたち

というのは、本当に頼りになる存在でございま

す。引き続きの御支援をよろしくお願いいたし

ます。 

 また、自治会長の方々からお話を伺うと、い

つ、どのタイミングで災害が発生するか分から

ないので、とにかく日頃の訓練や心構えが重要

であるが、どうしても行政の職員さんが一、二

年で替わってしまうため、関係構築ができずに

困っているというようなお声もございます。防

災、災害には、建物や河川などハード面の整備

だけではなく、さきほどおっしゃってくださっ

たとおり、避難訓練などソフト面の支援も重要

だと考えますので、担当者の方が替わっても継

続した支援ができるように要望いたしまして質

問を終わらせていただきます。ありがとうござ

いました。（拍手） 

嶋議長 以上で岡野涼子議員の質問及び答弁は

終わりました。澤田友広議員。（拍手） 

  〔澤田議員登壇〕 

澤田議員 皆様、こんにちは。一般質問２日目、

ラストをさせていただきます。議席番号３６番、

公明党の澤田友広です。 

 本日は、質問の機会をいただき、大変にあり

がとうございます。また、インターネット視聴

で応援していただいている皆様に心から感謝を

申し上げます。 

 今、私、タウンミーティングをずっとさせて

いただいておりまして、その中でいろんな御意

見をいただいております。本日はそういった声

を８個の質問に絞って質問させていただきたい

と思っておりますので、佐藤知事はじめ、執行

部の皆様、よろしくお願いいたします。 

 それでは、質問に入らせていただきます。 

 初めに、イラン情勢に伴う社会福祉施設等へ

の支援についてお尋ねします。 

 本年２月２８日、アメリカとイスラエルがイ

ランに対して大規模な軍事作戦を行ったことに

より、ホルムズ海峡が封鎖されました。昨日、

戦闘終結の合意がなされた報道もあり、海峡の

開放が期待されますが、これまでの中東情勢の

影響により、エネルギー危機やガソリン代、電

気代の値上がり、物流コストの増による物価高

騰など、あらゆる産業が打撃を受けております。 

 公明党では、中東情勢に伴う原油高などによ

る国民生活への影響について実態把握を行うた

め、緊急アンケート調査を実施し、個人、法人

合わせて１万２千件を超える回答を得ました。 

 アンケート調査によれば、個人では約９８．

２％の方が物価上昇を実感しており、９割以上

が消費を控えていると回答しております。法人

では、原材料費や燃料費の高騰によるコスト増

が顕著であり、８３．６％が既に影響を受けて

いるとのことでした。さらに、「今後影響が予

想される」を含めると９７．１％に達し、ほぼ

全ての法人が原油高の影響圏内にあります。 

 また、透析治療資材や医薬品の製造など、医

療分野への波及を懸念する声もあり、国民の命

に関わる医療基盤物資への優先配分の仕組みづ

くりが急務であります。 

 国は、医療用手袋について、国家備蓄の放出

を決めたほか、石油関連製品の目詰まり解消に

全力で取り組むとしていますが、注射器などの

医療用品や透析回路を含む医療基盤物資等、サ

プライチェーン全体の在庫状況を可視化した上

で局面に応じて国民の命に直結する医療用品、

機器及び重要確保物資などの医薬品製造に対す

る優先供給を行うことが不可欠であります。 

 また、燃料費、資材高騰の実態を踏まえた、

医療、介護、障がい福祉施設等への支援を実施

することも県民の安全・安心にとって重要です。

仮に中東情勢が鎮静化したとしても、ホルムズ

海峡の安全かつ自由な航行が確保されるまでに

はしばらく時間がかかると思われます。原油の

供給不安による影響は長期化のおそれもあるこ
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とから、将来を見据えた対策が必要ではないで

しょうか。 

 そこで、中東情勢に対応するため、県民の安

心・安全の基盤となる、医療、社会福祉施設へ

の支援にどのように取り組むのか、佐藤知事に

お伺いいたします。 

 以後、対面席で行います。 

  〔澤田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの澤田友広議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 澤田友広議員の中東情勢に伴う医療

・社会福祉施設への支援についての御質問にお

答え申し上げます。 

 石油関連製品の供給や価格高騰に対する不安

の声は、医療機関や社会福祉施設からも多く寄

せられております。国においては、供給不安の

解消に向けて、これまで、透析チューブ、消毒

液の容器など６１品目の個別製品の安定供給に

道筋をつけてきておりますが、医療用手袋につ

いては、国の備蓄分５千万枚の放出が進められ

ているところであります。県内４３か所の診療

所等にも１５万２千枚が順次発送されてきてお

ります。しかしながら、先行きの不透明感から、

石油関連製品の供給に対する不安は依然として

払拭されていない状況がございます。 

 今月の３日から４日にかけまして、関係省庁

を訪問しまして、中東情勢に関する対策を要請

してまいりましたけれども、医療資材等の安定

供給に向けまして、必要な措置を講じるよう厚

生労働大臣に求めましたところ、医療用の手袋

の早期の供給にさらに努力していくという旨の

発言があったところでございます。 

 物価高騰への対応にも力を注いでいきたいと

いうふうに考えております。医療機関や社会福

祉施設は、診療報酬や介護報酬などの公的価格

の下で運営されております。コスト上昇分を価

格に転嫁することができない仕組みであるため、

燃料費や資材価格等の高騰に大変苦慮している

状況がございます。 

 県では、こうした施設等に対しまして、電話

代や食材費等の高騰分の一部を助成するととも

に、診療材料費や訪問介護に要するガソリン代

等に支援を行うなど、影響の緩和に努めており

ます。 

 さらに、エネルギーをめぐる不安定な状況が

長期化することも見据えていきますと、コスト

抑制による経営基盤の強化も欠かせないところ

でございます。 

 そこで、今定例会において提出した補正予算

案の中に医療機関や社会福祉施設における省エ

ネ設備の導入を支援する経費として約１５億円

を盛り込んだところでございます。引き続き国

際情勢や国の動向を注視しながら、医療機関や

社会福祉施設への支援に努めてまいりたいと考

えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 さきほど申し上げました緊急調査、これに関

しましては、本年３月末に実施しております。

そのときに回答いただいた数値は、もう今現在

さらに悪化しているというふうに思っておりま

す。 

 さきほど知事が答弁で言われておりました医

療福祉関係、手厚く今支援をしていただいてい

ることは大変感謝いたします。一方で、中東情

勢に関わる影響が顕在化するのが、恐らく今年

の秋頃がピークになるとの試算も今出ておりま

すし、また、医療、社会福祉施設に限らず、全

ての産業において、今後の経営が厳しくなる状

況も懸念されております。 

 ２０２３年度に中小企業庁が公表した本県の

中小企業の数は３万１，９６７社、そのうち小

規模事業者が２万７，３８３社を占めておりま

す。当然、社会福祉、医療施設含めて、こうい

った企業全体に対しまして、今現在の相談窓口

を設置していただいておりますけれども、この

窓口が開設しているのが、現実は平日のみで、

この仕事が忙しい小規模事業者の皆様であった

り、社会福祉、医療をされていらっしゃる方々

は、なかなか平日に電話するのが難しいのでは

ないかというのも懸念されております。また、

相談窓口に連絡する状態は、ある意味、経営が

かなり悪化しているというケースも想定される
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のかもしれません。この黒字倒産がないように、

どうか事前対策ができる仕組みづくりを構築し

ていただきたいのと、あと、各振興局等と連携

しながら、小さな声を集約していただきますよ

う重ねて要望して、次の質問に移りたいと思い

ます。 

 続いて、県政の推進をテーマに質問を行いま

す。 

 初めに、広域交通を通じた未来像についてお

尋ねします。 

 本県では、安心・元気・未来創造ビジョン２

０２４を掲げております。その中でも、未来創

造について議論したいと思います。 

 未来創造の中心テーマの一つが、未来へつな

がる交通ネットワークの充実であると認識して

います。その象徴である、東九州新幹線の整備

計画路線への格上げや豊予海峡ルート構想の実

現は、未来の大分県にとって重要な取組であり、

県民の機運醸成が必要です。 

 しかし、東九州新幹線などの広域交通ネット

ワークは、単独ではその効果は十分に発揮され

ません。私は、新幹線構想を描く中で、在来線

を含めた駅周辺の開発構想であったり、二次交

通ネットワークの構想もセットで示す必要があ

ると考えております。 

 本年第１回定例会において、我が会派の戸高

議員が行った代表質問では、佐藤知事に、東九

州新幹線の実現や豊予海峡ルートの構想推進が

県民生活や産業に何をもたらすのかという質問

も行いました。その中で、今後の産業の創出が

いかに重要かを論じさせていただいたところで

す。 

 私は、東九州新幹線、豊予海峡ルートを否定

するものではありません。むしろ大分県の発展

には欠かせない社会基盤であり、佐藤知事の手

腕に期待するとともに、会派としても推進をし

ていきたいと思っております。 

 その上で、今後の大分県を見据えた交通ネッ

トワークの整備は、リダンダンシーの観点を含

めた上でも重要であります。だからこそ、県民

の皆様にとっては、東九州新幹線や豊予海峡ル

ートが開通した際の大分県の産業や二次交通の

整備、にぎわい創出をセットで示すことが最大

の推進力になるのではないでしょうか。 

 こうしたことを踏まえ、広域交通を通じた未

来像について、佐藤知事にお尋ねします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 広域交通を通じた未来像についてで

ございますが、新幹線や高規格道路などの広域

交通ネットワークは、人や物の流れをつくり、

地域の産業やまちの魅力を高めることから、本

県の未来創造には欠かせないものと考えており

ます。 

 例えば北陸新幹線が金沢まで開通した際には、

その効果を石川県内全域に波及させるために、

地元の市町村、経済団体、観光業界が連携して

様々な取組を計画的に進めてまいりました。 

 例えば金沢駅前に鼓門とか、もてなしドーム

とか、そういった人気の観光スポットが整備さ

れて、二次交通としてもまちなか周遊バスの充

実、白川郷とか永平寺といった、県外の観光地

を結ぶバス等も併せて導入されたところであり

ます。 

 その結果としまして、石川県を訪れた観光客

数も新幹線の開通前と比べて約１．３倍に増加

したということで大変なにぎわいが創出された

ところでございます。 

 また、敦賀まで延伸した際には、駅周辺の民

間投資、再開発が活発化しまして、沿線の地価

も大幅に上昇する。そして、また、国際イベン

トも大幅に件数が増加するなど、今、敦賀、ま

た、さらに敦賀から大阪までどういうふうにつ

なぐかっていうのが今議論になっておりますけ

れども、敦賀も大きな発展を遂げてきておりま

す。 

 議員が御指摘いただきましたとおり、東九州

新幹線が開通した場合に県内各地にもたらされ

る効果をイメージするということは、機運の醸

成を図る面からも非常に大切なことだというふ

うに考えております。 

 片方で、こうした新幹線の開業に向けた具体

的な取組の検討というのが、実は事業決定がさ

れて、整備新幹線に格上げするって決定された

後にルートが決められたり、まだルートが例え
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ば敦賀から大阪というのは、つなぐことは決ま

っていますけれども、小浜ルートなのか、米原

ルートなのか決まっておりませんし、西九州も

ある意味で同じでありまして、つなぐことは決

まっているけれども、ルートが決まっていない。

そういうふうな状況もありまして、実は整備新

幹線格上げ後に段階的にどういうふうにつない

でいくか、そして、そのときにどういうまちづ

くりをするかというのは、またその後を追っか

けながら取り組んでいくというふうな状況が今

までの取組でございます。 

 そのようなことから、やはり東九州新幹線等

の取組についても、まず、整備計画路線に格上

げをしていくということを目指して、そして、

それとあわせて将来を見据えたまちづくりをど

ういうふうにしていくか、二次交通をどういう

ふうにしていくか、そういうことを検討してい

くというふうなことになると思います。全てを

セットで示して、格上げについての議論を醸成

していくというのは、なかなか実は今までの例

からいっても、ちょっと難しいところがあるか

なというふうには感じております。 

 また、もう一つだけ付言させていただきます

と、九州新幹線の鹿児島駅までつなぐときに、

鹿児島駅でつながる前にアンケート調査が行わ

れました。大多数の方が鹿児島駅で新幹線のよ

うな贅沢なものは鹿児島県民は要らないという

答えだったそうであります。そして、つながっ

た後にまたアンケートが行われましたら、新幹

線がない生活は考えられませんというのがほと

んどの答えだったという。これは東九州新幹線

のシンポジウムのときに長崎県立大学の先生が

講演をしたときにおっしゃっていたことであり

ます。そういうふうなところもまた片方ではあ

ります。 

 そういう意味で、できるだけ絵を示して、議

員が御指摘いただきましたとおり、そして、機

運を醸成していきたいと考えているんですけれ

ども、片方では、なかなか全てをセットでとい

うのが難しいところもあるということをちょっ

と申し上げたいと思います。 

 それから、豊後伊予連絡道路については、中

九州横断道路、それから、四国の高規格道路と

接続することで、九州の強みであります、今日

も御議論いただいております半導体とか農林水

産物の物流の効率化とか、それから、観光の面

でも瀬戸内圏内におけるインバウンドの需要の

拡大など、大きな効果が期待されるところでご

ざいます。 

 昨年は、海底トンネルの場合の費用がどれぐ

らいかかるかと、９，３００億円ぐらいかかる

という試算等も行いましたし、それから、地震

の関係も鉄建公団時代のデータを全部借りてき

まして、産業技術総合研究所にもう一度委託し

て、現状の知見では問題ないという結論をいた

だいています。そういうことをやってきており

ますけれども、今年度においては、どれぐらい

交通需要があるかということの予測であります

とか、あと、ＰＦＩを活用して、官民連携手法

を用いて有料道路スキームができるか、どの程

度の絵が描けるかというふうなことについての

研究を進めてまいりたいと、そのような絵を描

いて、それを例えば本来国のプロジェクトで進

めるべきだというふうに考えておりますので、

国土交通省に示した上で、さらにまた検討を進

めていきたいというふうに考えております。 

 県民の皆様が夢や希望を持てる未来を創造し

ていくために、やはりこういう東九州新幹線等

でありますとか、豊予海峡ルートの実現という

のは大変重要だと思っておりますので、引き続

き全力で取り組んでまいりたいというふうに考

えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございました。 

 もう本当に知事がおっしゃるとおりだと思っ

ております。 

 今回こういった質問をしましたのは、やはり

県民の方とお話をしている中で、そこら辺のシ

ステム、仕組みがなかなか伝わっていないとい

うところもありましたので、今日はちょっとあ

えて質問させていただきました。ありがとうご

ざいます。しっかり私どもも応援していきたい

と思っておりますし、やっぱり将来の大分県に

とってわくわくするような、また、続けて今後



第２回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 93 - 

発信していただければと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 次に、広域交通を整備する上で外せない外国

人観光客の誘致について質問してまいります。 

 大分県観光統計調査によると、県内の宿泊施

設における令和７年の延べ宿泊者数は、これま

でで最多となる５３６万６，２７５人に上り、

そのうち訪日外国人客は１１９万８，２７５人

と、前年比１２．７％の増加となりました。こ

れは台湾直行便の就航や大阪・関西万博におけ

るプロモーションの効果が現れたものだと考え

ます。今後さらなる観光客を増やす取組の一環

として、Ｖチューバーの活用も視野に入れては

どうかと思っております。 

 Ｖチューバーとは、バーチャルユーチューバ

ーの略で、主に２Ｄや３ＤのＣＧキャラクター

を使って動画配信などを行う方を指します。Ｖ

チューバーが作る動画は、特に外国人に人気と

なっており、そのプロモーション効果は、他自

治体でも実証済みです。私は、以前より、Ｖチ

ューバーを本県の観光プロモーションの一環と

して活用してみればとの要望をお伝えしてまい

りました。そこで、Ｖチューバーの活用も含め、

外国人観光客の誘致について、どのように取り

組んでいくのか、観光局長に伺います。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 本県の外国人宿泊客数は、官民一体となった

取組の成果が着実に表れ、堅調に推移しており

ます。 

 澤田議員には、以前から御提案いただいてお

りましたＶチューバーについて、これは若者を

中心として外国人の視聴者も大変多いというこ

とでありましたり、訪日目的として人気の高い

日本のアニメ文化との親和性もあることなどか

ら、外国人観光客の誘致にも大変効果があるの

ではないかと考えております。 

 本県では、県出身のＶチューバーであります

白銀ノエルさん、２００万人以上フォロワーが

いらっしゃる方でありますけれども、この方に

日頃から大分県の話題を積極的に発信していた

だいておりまして、大変心強く感じているとこ

ろです。 

 特に知事も出演した動画「ＶＡＶＡＶＡ！バ

ーチャル大分」というのがありますけれども、

視聴回数が５１万回を超えておりまして、多く

の好意的なコメントも寄せられているなど、期

待以上に注目が集まっております。また、今月

からは、県内企業においても、ホバークラフト

や路線バスを活用した共同企画が始まっており

ますことから、観光面での効果も大いに期待し

ているところであります。 

 そこで、これまでの関わりも踏まえまして、

本県の課題の一つであります、夏場の誘客対策

を図るため、白銀ノエルさんと連携いたしまし

た「涼しいおおいた」のＰＲについて、現時点

では、まだ詳細は申し上げられませんけれども、

協議を進めているところであります。遠からず

公表されますので、御期待いただければという

ふうに思っております。 

 今後ともＶチューバーとの連携など、新たな

分野や多様なメディア等を組み合わせた発信に

よりまして、これまで手の届かなかった層に本

県の魅力を届け、外国人観光客のさらなる誘致

につなげていきたいと考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 約５０万再生ということで、すごいですよね。

本当にいろんな方が見ていただいているという

ふうに思います。 

 やはりこういったＶチューバーの活用という

のは、観光戦略にとっても非常に大事なことだ

というふうに思いますし、また、ハーモニーラ

ンドのリゾート化計画も発表されておりますの

で、また引き続きインバウンド誘致のみならず、

日本人観光客も含めた絶好の集客チャンスだと

思っておりますので、御尽力いただければと思

います。よろしくお願いいたします。 

 次に、人材確保について２点お尋ねします。 

 初めに、外国人材の確保についてです。 

 少子化による労働人口の減少により、外国人

労働者の数は、令和７年度１０月末時点で約２

５７万人との報告が厚生労働省より発表されて

おります。本県においても、外国人労働者の数
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は１万４千人を超え、過去最高となっておりま

す。今後ますます増加も見込まれております。

平成３０年には出入国管理及び難民認定法が改

正され、新たな在留資格である特定技能が創設

されたことから、本県においても、同年１２月

に大分県外国人材の受入れ・共生のための対応

策協議会が設立されました。 

 その協議会において、県と市町村の取組方針

をまとめた対応策が策定され、外国人材の受入

れ、共生に関わる取組が進められてきました。 

 本年３月には、令和９年の育成就労制度の開

始を見据え、当該対応策が改定されたところで

す。 

 ところが、雇用する側の企業が抱える課題は

多くなる一方です。特に初めて外国人を採用す

る企業の場合、外国人労働者の住まいの確保や

地元自治会への理解促進、初期費用の捻出など

問題が多く、小規模事業者にはハードルが高い

との声を聞いております。さらに、育成就労制

度では、就労期間など、一定の要件を満たすこ

とで転籍が可能となることから、県内に定着し

てもらうための取組が必要となります。 

 また、外国人材を地域で受け入れる環境づく

りも重要です。外国人労働者は、賃金だけで働

く場所を決めているわけではなく、地域の環境

や人間関係、宗教、生活習慣への配慮も非常に

大切であります。 

 現在その大きなハードルとなっているのが、

根拠なきデマです。例えば外国人は健康保険料

を支払わずに医療を受けているといった言説が

あります。しかし、厚生労働省のデータによれ

ば、国民健康保険の加入者数に占める外国人比

率４％に対し、同保険の総医療費に占める外国

人比率は１．３９％であり、外国人は保険制度

を支える側という実態もあります。 

 共生社会の実現に向けては、正確な情報を行

政が発信する必要があると考えます。本県では、

就労する外国人労働者への取組は順調に進んで

いると思います。一方で、外国人労働者の採用

にハードルが高い小規模事業者への支援にさら

に力を入れる必要があるのではないでしょうか。 

 そこで、市町村と連携した地域での外国人受

入れ環境整備も含め、外国人材の確保にどのよ

うに取り組むのか、商工観光労働部長にお尋ね

します。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 外国人材の確保につ

いてお答えいたします。 

 外国人材は、県内企業にとって欠かせない存

在でありまして、これまで県では、市町村や関

係機関と連携して、受入れ環境の整備と多文化

共生の推進に取り組んでまいりました。 

 議員御指摘の企業側への支援については、令

和５年度から外国人材の就労、居住環境の整備

のための補助を実施しているところであります。

これまで、社員寮の改修やエアコンの設置、電

動自転車や翻訳機の購入などを支援しておりま

して、昨年度は目標３５件に対して５３件の実

績となるなど、ニーズの高さを改めて認識して

いるところであります。 

 これらを踏まえまして、今年度からは、日本

語能力習得に関わる研修等も補助対象に加えま

して、受入れ企業や監理団体への支援を強化し

ているところであります。 

 また、外国人材の雇用に当たっては、在留資

格等の制度理解が課題となることから、昨年度

から、おおいたジョブステーションの中に企業

向けの外国人材雇用相談窓口を設置しておりま

す。また、このおおいたジョブステーションで

は、育成就労制度への見直しなどに関わる相談

のほか、月２回の行政書士による相談会、企業

向けのセミナーや座談会などを実施しておりま

して、きめ細かく外国人材の受入れや定着を後

押ししております。 

 県としましては、引き続き企業等のニーズに

応じて外国人材の確保につながる支援を行って

まいります。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございました。 

 私も企業の方とお話ししていく中で、今おっ

しゃっていただいていたような、もう今、県が

非常に手厚いそういった補助制度を創設してい

ただいているということでありがたいという話

もお聞きしております。一方で、やはり外国人
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労働者を雇用するかしないかという判断がなか

なか決意ができないというか、そういった事実

もあるということでありまして、なかなかそこ

ら辺の決断ができるような体制づくりというの

がやっぱり今後重要なのかなというふうに思っ

ております。 

 ちなみに兵庫県なんですけれども、外国人を

雇用する企業に対して県独自の企業認定制度と

いうことで、ひょうごグローバル人材活躍企業

認定制度というのを創設しております。 

 この認定制度では、地域社会で暮らす外国人

が増える中、国籍を問わず、全ての人が安心し

て暮らし、活躍ができる多文化共生社会の実現

に向けて、この働く環境づくりを行うことが重

要ということから、外国人が安心して就職し、

定着できるよう、働く環境が整った企業を認定

する制度ということになっております。この認

定を得ることで企業側にも様々なメリットがあ

りますし、雇用する側への倫理観、使命感も醸

成されることが期待されているとお聞きしてお

ります。 

 今後ますます外国人労働者が増加すると思わ

れる中、本県でも、こういった認定制度を導入

すべきと考えますが、商工観光労働部長のお考

えをお聞かせください。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 議員御指摘のとおり、

外国人材が安心して暮らせる、活躍できる多文

化共生社会をつくっていく、実現していくとい

うことは非常に重要だと考えております。 

 外国人材が安心して活躍できる環境づくりを

進める企業が増えていくことが外国人材の受入

れ、定着のために非常に重要であると思います。 

 さきほど議員から御指摘がありました、兵庫

県の認定制度は、ほかの県、例えば群馬県です

とか、長野県ですとか、そういったところでも

実施している県もあるというふうなことが分か

っておりますので、まずは導入している県での

活用の成果を調べていくとともに、県内の企業

のニーズ、こういったものもしっかり調査して

いきたいなと考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 是非また議論していただければと思います。 

 今回、この企業認定制度をいいなと思ったの

は、やはり就労する側の企業の使命感というと

ころをしっかり評価してあげるというところも

大事ではないのかなというふうに思います。ま

た、働く場所というのは、かなり長い時間、一

緒に共有する時間というのがありますので、そ

の中でルールであったり、マナーであったり、

今一番重要なのは、自転車の交通ルールという

ところを外国人の方にもしっかり教えることは、

企業にとって必要なことではないのかなと思っ

ておりますので、そういった仕組みづくりをま

た検討いただければと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 続きまして、介護支援専門員の確保について

お尋ねしてまいります。 

 介護の人員不足については、さきほど午前中、

成迫議員も質問されておりました。私からは、

特に介護支援専門員、いわゆるケアマネジャー

について伺いたいと思います。 

 第９期介護保険事業計画の介護サービス見込

み量等に基づく都道府県の推計では、本年、介

護職員が約２５万人不足する試算が出ており、

本県においても、２０２６年の介護職員数が２

万４，２６４名に対し、現状推移を見込んだ介

護職員数が２万２，８９６名と約１，３６８名

の不足が見込まれております。このままの状況

で推移すれば、２０４０年には必要数に対し８，

８３６名の不足が見込まれており、一刻も早い

対策が必要です。 

 同じく介護を担う介護支援専門員は、高齢者

本人の意思や健康状態に基づいたケアプランを

作成、管理するほか、御家族からの相談対応や

市町村、介護サービス事業者等との連絡調整を

行うなど、介護保険サービスの中心的な役割を

果たしており、高齢者が安心して日常生活を営

むために欠かせない専門職と言えます。 

 この介護支援専門員については、近年、合格

率が２０％程度で推移している実務研修受講試

験の難易度の高さや既に業務に従事している介

護支援専門員の高齢化などにより、人材確保が
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困難になっていると伺っています。 

 また、昨年１２月には、介護支援専門員の全

国状況について、有効な資格を持つ人のうち４

割に当たる推計１２万５千人が従事していない

との報道がありました。これらの方々は潜在ケ

アマネと呼ばれ、受講を義務づけられた法的研

修の負担や賃金などの処遇面が就業をためらう

要因となっていると分析されています。 

 今後さらに介護支援専門員の需要が増えると

言われる中、このまま人員不足が深刻化し、介

護が必要な高齢者が適切な介護サービスを受け

られないという事態に陥らないためにも、人材

確保対策を強力に進めていく必要があると考え

ます。 

 そこで、県内の介護支援専門員の現状をどう

分析し、今後どのように確保していくのか、福

祉保健部長にお伺いします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 全国的に介護支援専門員が減少している中、

本県においても、平成３０年度の５，２８８人

をピークに、令和６年度は３，９８９人まで登

録者が減少しており、その確保は喫緊の課題で

ございます。 

 令和５年度の国の調査によりますと、主な離

職要因といたしましては、年齢、体力面、事務

作業の多さ、賃金、処遇面などが挙げられてお

りますことから、県では、業務負担の軽減や処

遇改善に取り組んでおります。 

 まず、業務負担の軽減については、毎月紙で

やり取りされ、介護事業所の負担が大きかった

ケアプランの電子化を６年度から支援しており、

既に約３分の１の事業所が導入済みとなってお

ります。 

 処遇改善については、今月からの臨時報酬改

定に先立ち、今年３月の補正予算において６か

月分を前倒しして介護支援専門員１人当たり月

額１万円相当の賃上げ支援を行ったところでご

ざいます。 

 また、今年度は、県内の潜在ケアマネや居宅

介護支援事業所を対象に、県独自に実態調査を

初めて実施することとしておりまして、離職原

因や復職見込み等を詳細に分析し、今後の確保

対策にいかしてまいりたいと考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 私、ケアマネジャーの方といろいろお話をし

ていく中で、やっぱり言われていたのが、ケア

マネジャーの方が訪問先でのトラブルが頻発す

ることが多いというふうに言われておりました。

御存じのとおり、本年、介護先へ訪問に訪れた

ケアマネジャーの方が被害に遭われたという痛

ましい事件も発生しております。 

 県としましても、こういったケアマネジャー、

また、介護従事者に含めたパワーハラスメント

の対策とか、いろいろそういった資料も出して

いるというのはもう周知しておりますけれども、

やはりこういった事件が起これば、また引き続

きこういった事件がないようにする取組という

のは大事であるかなと思っております。そうい

った意味に関しまして、今後、ケアマネジャー

や訪問する介護職員への安全対策、また、一方

で、カスハラ対策をどのように行っていくのか、

再質問したいと思います。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 議員おっしゃられた、埼玉県であった事件か

と思います。ケアマネジャーが訪問先の利用者

に殺害されるというような事件、大変痛ましい

事件ありました。 

 こうした事件に対応して、２日後に厚生労働

省から通知が出ました。居宅介護支援事業所の

訪問介護に従事する、そういうケアマネジャー

等の安全確保の徹底の事務連絡ございまして、

その内容としては、そういう訪問先、トラブル

が予想されるようなケースにおける、訪問にお

ける安全対策の徹底、あるいは訪問する際に複

数人で訪問する際に支援受けられるような制度

もございますので、そういった制度の周知とい

ったところが通知されましたので、県から早速

市町村を通じて、県内の居宅介護支援事業所等

に周知を図ったところでございます。 

 また、カスタマーハラスメント対策について

は別の法律で、今年の１０月から、介護にかか
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わらず全事業者に義務づけられている、必要な

措置を講じるようにということになっておりま

すので、昨年度から介護分野においても、そう

いう居宅介護支援事業所等ケアマネジャーに研

修の機会、あるいは制度改正の周知説明の集団

指導の場とかもございますので、そういったと

ころでカスタマーハラスメント対策をしっかり

講じるようにというようなところの説明もさせ

ていただいているところです。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 なかなかこのカスハラ対策等々、大変な取組

だとは思うんですけれども、ケアマネジャーさ

んとか訪問看護の方とかとお話ししているとき

に、私たちが今どれだけ大変か、どういう今カ

スハラを受けているか、そういったのを知って

ほしいっていう、そういった声も聞きます。で

すから、逆にいろんなアンケートをまたどこか

の機会で取っていただきながら、そういった声

を集約して、県として何か対策が取れないかと

かいう、また協議体も是非つくっていただけれ

ばと思いますので、要望でございますが、お願

いいたします。 

 さらに政府が本年４月３日にケアマネジャー

の更新制を廃止する法改正を閣議決定しており

ますので、今後、新制度の下で負担軽減と専門

職としての質の担保も恐らく期待ができるんじ

ゃないかなというふうに思っておりますので、

人材確保への支援強化も併せて要望していきた

いと思います。よろしくお願いいたします。 

 次に、県有施設の活用についてお尋ねします。 

 高齢化に伴う社会保障関係費の増加など、地

方財政をめぐる環境は厳しさを増しております。

また、多くの県有施設が設置から長期間経過し、

施設を取り巻く社会情勢が大きく変化する中で、

施設に対する県民の利用需要も変化しておりま

す。こうした財政状況や社会情勢の変化を踏ま

えると、県有施設については、その必要性を改

めて検討し、運営形態の見直しや廃止、縮小を

含めた施設の在り方を見直すことが必要となっ

ていると考えます。 

 一方で、新たな利活用を進めることで県民が

望む施設に生まれ変わることも期待できると考

えます。令和５年に県が、本県に住む高校生に

対して行ったオンラインアンケートの結果によ

ると、大分県に力を入れてほしいことの項目で

は、こども・子育て支援が最も多い５５．１％

でした。子育て中の保護者の方からは、昨今の

温暖化により、室内の公園が欲しいとの声をた

くさんお聞きしております。 

 また、本県には、障害の有無や年齢にかかわ

らず、誰もが利用できるよう設計されたインク

ルーシブな公園が少ない状態です。私自身、以

前、医療的ケア児の皆さんが初めて砂に触れる

場面を拝見しましたが、保護者もこどもたちも

満面の笑みで触れられていた姿がとても印象的

でした。当たり前のように砂場で遊ぶことが困

難な医療的ケア児などの皆さんにとって、こう

いったインクルーシブな公園の増設は必要では

ないでしょうか。 

 農業文化公園では、本年４月に新施設完成記

念式典が開催され、バリアフリーのコテージや

温暖化に対応した屋内遊具の利用が開始されて

おります。障がいを持ったお子さんでも安心し

て遊べ、宿泊できる場を提供することが大事で

あると思います。県有施設の一部をインクルー

シブ・コモンズ化として、こどもが、障害の有

無にかかわらず、快適に過ごせる室内の遊び場

や小規模なカフェを造り、災害時には外国人観

光客の避難場所にするなど、多種多様な方々が

集える場ができると本県独自の魅力につながる

のではないでしょうか。 

 今後、既存施設を大規模改修する場合や県有

施設を新設する際は、このような視点も踏まえ

た設計を検討すべきと思います。こうしたこと

を踏まえ、社会情勢の変化に対応した県有施設

の活用にどのように取り組むのか、総務部長の

見解を伺います。 

嶋議長 若林総務部長。 

若林総務部長 県有施設の活用についてでござ

います。 

 公共施設の整備・活用において、現下の社会

情勢の変化に対応することは重要な視点と認識

しております。 
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 県の指針においても、施設をこどもや障がい

者、外国人など、多様な県民が利用することを

念頭に、誰もが利用しやすいユニバーサルデザ

インを採用するなど、時代の変化に対応してき

たところであります。 

 例えば令和６年度にリニューアルした、ｉｉ

ｃｈｉｋｏ総合文化センターは、車椅子利用者

の席を倍増しまして４９席を確保したほか、新

たな別府総合庁舎には、本県の地方庁舎のトイ

レでは初めてユニバーサルシートを設置したと

ころでありまして、今後、建設予定の大分総合

庁舎への設置も検討しているところでございま

す。 

 また、県立美術館ＯＰＡＭは、展示室に加え、

無料で利用できるアトリウムやキッズスペース、

障がい者雇用と連携したカフェなどがありまし

て、誰もが日常的に利用しやすく、にぎわいの

ある空間となってございます。 

 議員から御例示いただいた農業文化公園のほ

か、一部の自治体で公園に障がいのある子も楽

しめる遊具を設置する例も出てきておりまして、

今後とも誰もが利用しやすい施設の整備に取り

組んでまいりたいと考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 今、県有施設において、これから改修工事を

行っていく中で、本当に様々なこの室内で遊べ

るような場所というところも検討していただき

たいなというふうに思っております。なかなか

これから温暖化が激しくなる中で、普通のこど

もさんたち、また、高齢者の方も集えてゆっく

りできるような公園とか、そういったところが

屋外であればなかなか難しいのかなというふう

に思っておりますので、そういったのも一つ頭

に入れていただきながら御検討いただければと

思いますので、要望でございます。お願いいた

します。 

 次に、８０５０問題についてお尋ねします。 

 昨年の第３回定例会で、我が会派の吉村哲彦

議員がひきこもり問題について質問を行いまし

た。 

 このひきこもり問題は、我が会派として力を

入れており、私は別の視点、８０５０問題に焦

点を当て、特に４０歳から６４歳までのひきこ

もりの方々をどうケアしていくのかを質問した

いと思います。 

 ８０５０問題とは、８０代の高齢の親がひき

こもりや無職である５０代のこどもの生活を経

済的、精神的に支えることで生じる社会的孤立

や生活困窮などの問題です。 

 令和４年度の内閣府調査では、全国の１５歳

から６４歳までのひきこもりの数は１４６万人

であり、国民の５０人に１人という結果でした。

そのうち、女性のひきこもりでは４０歳から６

４歳の層が５２．３％と半数を超えており、大

変驚きました。 

 本年４月に、ＫＨＪ全国ひきこもり家族会連

合会が２年ぶりに実施した調査報告によると、

ひきこもり状態の人の年代別内訳では、４０歳

以上が全体の４３．１％、推計６３万人と多く

占めており、親亡き後の生活に募る不安が指摘

されています。 

 また、支援機関の利用状況は、本人調査では、

公的機関、民間団体ともに利用していない割合

が、かつて利用していたが中断した方を含める

と３割から４割と非常に少なくなっております。

地域で不足している資源を複数回答で聞くと、

本人の調査では、居場所の選択肢や相談支援が

７割近くを占めており、相談窓口などの支援ま

で行き届いていない実態が見受けられておりま

す。さらに本人に対するどのような活動を望む

かという質問では、当事者会や居場所での傾聴、

対話などを希望するという回答が９５％を占め

ており、居場所の提供や相談体制の強化が必要

だとのデータが出ております。 

 こうしたことを踏まえ、中高年齢層のひきこ

もり８０５０問題にどのように対応していくの

か、生活環境部長に伺います。 

嶋議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えします。 

 県では、ひきこもり地域支援センターの体制

強化や支援機関のネットワーク構築のほか、専

門職員のサポートによる市町村窓口の充実など、

県内の相談支援体制の機能向上に努めてまいり
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ました。 

 しかしながら、８０５０問題は、当事者の経

済的困窮や親の介護など、問題が生じるまで表

面化せず、こうした支援につながりにくいこと

に加えまして、相談を受けても長期のひきこも

りで社会復帰が容易でないことなどが課題でご

ざいます。 

 そのため、今年度、県が実施いたしますひき

こもり実態調査において、市町村の関係部局や

民生委員等の御協力をいただきながら、地域に

潜在している当事者家族の掘り起こしと、それ

から、ニーズの把握に努め、ケースに応じた支

援につなげてまいります。 

 また、ひきこもりが長期化した当事者の社会

復帰に向けまして、今年度、県の地域支援セン

ターに専門職員を１名増員し、本人や家族が、

まずは第一歩として、社会との結びつきを感じ、

安心して足を運べる、そういった居場所への参

加を後押ししてまいります。 

 ８０５０問題は、複雑で一朝一夕に解決でき

るものではございませんが、今後とも市町村や

関係機関と連携し、居場所の提供や相談支援体

制、こういったことの充実に努めてまいります。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 もう本当におっしゃるとおり、８０５０問題

はもう物すごく難しい問題であるというふうに

思っております。 

 以前、厚生労働省のひきこもりを担当する方

とお話をした際、本県のひきこもり対策という

のを非常に評価しておりまして、本県の取組は

全国でもトップクラスであると、このように言

われておりました。それだけ頑張っている一方、

なかなか今おっしゃったように潜在的な方々の

発掘というのが非常に困難であるということで、

今回、民生委員さんの活用とかも含めて行って

いただくということでありましたけれども、や

はり今、民生委員さんも非常に成り手がいない

ということもございますので、できればそうい

った地域包括とか介護職員の方を、その仲間に

入れていただきながら、潜在的な発掘をしてい

ただきたいなというふうに一応要望でお伝えで

きればというふうに思っております。 

 今、課題となっているのは、やはり居場所づ

くりではないのかなというふうに思っておりま

す。居場所というのは、社会インフラの一環と

して存在させることが大事であると考えられて

おります。 

 さきほど県有施設の活用についても議論をさ

せていただきましたが、県有施設でもある、例

えばこの少年自然の家をこの家族会などに活用

してもらったりとか、そういった取組も考えて

もらってもいいのではないのかなというふうに

思っております。 

 ちなみに福岡県では、ひきこもり家族会と連

携して、少年自然の家などを利用したアウトド

アイベントを行う計画があると伺っております。

さらに、さきほど申しましたとおり、高齢者の

ひきこもりというのは、介護関係、高齢者福祉

も絡んできますので、この地域の包括支援セン

ターとの連携というのは絶対に大事であると思

っております。こういった庁内連携に関しても

横展開を軸にさらに強化して取り組んでいただ

ければと思っておりますので、是非お願いした

いと思います。 

 また、ひきこもりの支援団体への支援強化で

あったり、この４０代以降の居場所づくり、ひ

きこもりの情報をつかみやすい、そういった地

域包括支援センターとの連携など、やはり幅広

い支援が必要かと思いますけれども、こういっ

た支援体制についてどう考えているのか、生活

環境部長に再質問します。 

嶋議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えします。 

 誰一人として取り残さない、そういった地域

社会を目指していくため、ひきこもりの方が安

心して過ごすことができ、それから、緩やかな

出番ですとか役割、そういったことが見つけら

れる地域の居場所というものに導いていくこと

が重要だというふうに考えております。 

 今年度、社会参加推進員を増員しましたが、

ひきこもり当事者の方が、自宅近くにあります

ふれあい・いきいきサロンですとか、あるいは

誰でも集えるこども食堂、こういったところな
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ど、本人の希望と特性に応じた新たな居場所づ

くりに取り組むこととしております。 

 また、幅広な支援を行っていくため、ひきこ

もり地域支援センターでは、医療、法律、心理

等の専門家による多職種会議を毎月開催してお

ります。地域包括支援センターとも連携しまし

て、ひきこもり実態調査を進めてまいりたいと

いうふうに考えております。 

 あわせて、家族会というところも非常に重要

でございます。ここを通じまして、御本人、そ

れから、御家族に、支援ニーズを聞き取ること

としております。その結果を踏まえまして、必

要な支援につなげてまいりたいというふうに考

えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございました。 

 昨年の令和７年第３回定例会で吉村哲彦議員

から自立支援施設に対しまして設置要望があっ

たかというふうに思っております。今おっしゃ

っていただいていた、本当に身近な場所、こど

も食堂であったり、地域のふれあいサロンであ

ったり、そういったところにまず第一段階で行

っていただいて、そこからやっぱり大事なこと

は、社会復帰していくということでいえば、就

労支援の中で、例えば面接を練習してあげたり

とか、短期で何か仕事をさせてあげたりとか、

そういうシステムって絶対必要ではないのかな

と思っているんですね。 

 ですから、そういったことを考えましたら、

やはりこの自立支援施設というのをしっかり設

置をしていただきながら、そういったところで

幅広にいろんな展開ができる、そういった仕組

みづくりも是非御検討いただければというふう

に思いますので、要望でございますが、よろし

くお願いいたします。 

 最後に、大分市、別府市における交通規制の

一つでありますバス専用レーンの在り方につい

てお尋ねいたします。 

 大分市と別府市の一部で実施されているバス

レーン規制は、昭和４７年に創設されました。

その後、平成１９年には土曜日の規制が解除さ

れています。現在、バス専用レーンは国道１０

号や１９７号、その他道路において約２０キロ

メートル、バス優先レーンは２キロメートルを

設置して、平日の朝７時３０分から８時３０分

と、夕方１７時から１８時の間で規制が行われ

ています。 

 一方で、人口流動、働き方改革などの影響、

さらには路線バスの減便などの社会情勢の変化

もあり、バス専用レーンでは、バスやタクシー、

二輪車が通過していない時間帯が目立ち、バス

レーン区分だけ混雑していない状況が散見され

ます。 

 また、国道１０号においては、大分駅方面に

向けて、府内大橋の手前まではバス専用レーン

であるものが、府内大橋直前からバス優先レー

ンに切り替わり、府内大橋を通過後、直ちに専

用レーンと、専用と優先の切り替わりが頻繁に

あるケースもあり、このような規制の在り方に

ストレスを感じているドライバーの方も多くい

らっしゃいます。 

 バスの乗車率向上に必要なことも理解してお

りますが、一方で、レーン規制をどのような基

準で行っているのか分からず、専用レーンでは

なく優先レーンでもよいのではないかとの疑問

も聞かれます。バスの定時性を確保しつつ、一

般車両の渋滞緩和にもつながる社会情勢の変化

に合わせた規制の在り方が重要です。 

 こうしたことを踏まえ、大分市、別府市にお

ける交通規制について、県警本部長の見解を伺

います。 

嶋議長 平松警察本部長。 

平松警察本部長 お答えいたします。 

 いわゆるバスレーン規制については、路線バ

スの定時運行を確保するとともに、マイカーか

らバスへの転換を促し、自動車交通量の抑制を

図ることが目的であるため、専用レーンでの運

用を基本としております。 

 議員御指摘の府内大橋付近は、宮崎交差点か

ら北向きに進むと車線が減少し、それまで一般

車両が走行していた車線がその先で規制レーン

となります。このため、一般車両が規制レーン

を走行せざるを得ない場合があることから、当

該区間を優先レーンとしておるところでござい
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ます。 

 そのほか、合流車両が多い交差点の先など、

一般車両も規制レーンの走行を余儀なくされる

区間を部分的に優先レーンとしているところで

ございます。 

 バス優先レーンは、後方からバスが接近して

きた際、前方の一般車両は速やかにレーン外に

出なければなりませんが、渋滞等でそれができ

ない場合、バスの定時運行の確保に支障が生じ

るといった課題がございます。 

 一方で、円滑な走行を求めるドライバーの声

も承知しております。そうした声やバス利用者

の御意見なども踏まえまして、今後、交通量の

調査や関係機関、団体との協議等を行い、引き

続き交通規制について適切に判断してまいりた

いと考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 すみません、もう１問、再質問、併せてして

いきたいと思っております。 

 交通規制についてもう一つお尋ねしたいと思

います。 

 国道２１０号の大分駅に向けて通過する大道

トンネル手前に関しては、全国でも珍しい中央

線変移規制が平日と土曜日の朝７時から８時３

０分まで実施されております。交通渋滞緩和策

として最善の対策であると思いますが、この規

制に関しても、１車線となってしまう大分駅方

面から南大分に向けてトンネルを通過する運転

手さんからは、規制緩和の要望が多く上がって

おります。また、実際に通過する際に慣れてい

ないドライバーは、通過するのが怖いという、

そういったお声も聞いております。さらに、現

在、土曜日でも変移する必要があるのかという

ことで疑問視されている方もいらっしゃいます。 

 静岡県では、同じような中央線変移を交通量

の減少から解消したという例もあります。当然

交通量や渋滞緩和の推移を見ながら判断するこ

とが重要であることは否定しませんが、バスレ

ーン規制同様になぜこのような規制が必要なの

かを県民に周知して納得していただくことも大

事であると思います。 

 そこで、中央線変移について、今後、規制緩

和や土曜日の規制解除の計画はあるのか、県警

本部長再質問いたします。 

嶋議長 平松警察本部長。 

平松警察本部長 お答えいたします。 

 大道トンネル付近の中央線変移システムは、

出勤時間帯における大分駅方面向けの路線の渋

滞対策とバスレーン規制を踏まえて運用してお

ります。 

 議員御指摘の静岡県における中央線変移シス

テムの廃止については、バイパスの開通などに

より、当該システム実施路線の交通量が減少し、

道路事情が大きく変化したことなどがその理由

であるというふうに承知しております。 

 本県における当該システム実施路線について

は、県警察の調査では、平日における上下線の

交通量に顕著な差が認められ、静岡県の事例の

ような道路事情の変化もないことから、現時点、

平日の規制緩和については慎重に判断すべきと

考えております。 

 一方で、土曜日の規制解除については、今後、

交通量調査や関係機関との協議等の状況を踏ま

えまして、適切に判断してまいりたいと考えて

おります。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 このバスレーン規制に関してもそうですし、

中央線変移についてもそうですが、もう規制が

始まってかなり年数がたっていると思います。

約４０年以上はこの状態が推移しているという

状況であります。当然２車線で、やっぱり３車

線あれば、バスレーン規制というのは非常に有

効的だと思うんですけれども、この２車線での

バスレーン規制に関しては、交通量を見ながら

しっかり段階的に判断をしていく必要があるの

ではないかなと思っております。 

 また、土曜日の中央線変移についても、もう

全く交通量が少ない状態でございますので、も

う一度交通量の把握を調査していただきながら、

やっぱり今なぜ必要なのかというのをしっかり

県民の皆さんに示していただければというふう

に思っておりますので、要望でございますけれ
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ども、よろしくお願いいたします。 

 以上、県民の皆様よりお聞きした声を８項目

に絞り、質問させていただきました。 

 これで質問を終わります。御清聴ありがとう

ございました。（拍手） 

嶋議長 以上で澤田友広議員の質問及び答弁は

終わりました。 

 お諮りいたします。本日の一般質問及び質疑

はこの程度にとどめたいと思いますが、これに

御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑を終わりま

す。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上をもって本日の議事日程は終了し

ました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は決定

次第通知します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日はこれをもって散会します。 

午後 ２時５１分 散会 
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令和８年第２回大分県議会定例会会議録（第４号）

令和８年６月１９日（金曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第４号 

            令和８年６月１９日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４０名 

 議長 嶋  幸一 副議長 森  誠一 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    大友 栄二     三浦 正臣 

    古手川正治     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 ２名 

    木付 親次     元吉 俊博 

欠員   １名 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       上城  哲 

 企業局長         首藤  圭 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        平松 伸二 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       井下 秀子 

 商工観光労働部長     小田切未来 

 農林水産部長       石井 聖治 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 神﨑 文隆 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 こども政策局長      小野  宏 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    大和 孝司 

 労働委員会事務局長    柴北 友美 

 財政課長         日野 貴之 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

森副議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

森副議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告を

します。 

 監査委員から、地方自治法第２３５条の２第

３項の規定により、５月の例月出納検査の結果

について、文書をもって報告がありました。 

 なお、調書は朗読を省略いたします。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

森副議長 本日の議事は、議事日程第４号によ

り行います。 
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―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

森副議長 日程第１、第６４号議案から第７８

号議案まで及び第２号報告を一括議題とし、こ

れより一般質問及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次、これを許

します。木田昇議員。 

  〔木田議員登壇〕（拍手） 

木田議員 おはようございます。県民クラブの

木田昇です。よろしくお願いいたします。 

 今、同窓会総会シーズンでありますけれども、

先週、私の母校、竹田高校の大分の同窓会の総

会がありまして、明日は東京の関東同窓会の二

百何十人ぐらいが来るらしいですが、そのよう

な状況であります。 

 今日は、議長役の森議員も私も竹田高校出身

でありまして、私の後の首藤議員も竹田高校出

身ということで、傍聴席の方を含めると、少な

くともこの中に６人以上は竹田高校の方がおり

ます。母校の名に恥じぬように頑張っていきた

いと思います。 

 今日は３日目ではございますんで、質問項目

も、初日、２日目の方とちょっと重なっている

部分がございますが、しっかりと質問していき

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

 まず、地域未来戦略についてお伺いいたしま

す。 

 現代は、人口減少や少子高齢化、国際情勢の

緊迫化など、多様な課題に直面しています。こ

のような時代において、地方が持続的に発展し、

県民一人一人が豊かさを実感できる社会を築く

ためには、地域自らが将来像を描き、その実現

に向けて主体的に取り組むことが不可欠です。 

 政府は地方創生に関する総合戦略で整理され

た施策を基盤に強い経済の実現に力点を置いた

地域未来戦略を本年夏に取りまとめる予定です。

これは国全体の産業競争力向上と地方創生を新

たなステージへと押し上げる重要な国家戦略と

認識しております。この戦略の三つの柱の一つ

である地域産業クラスター計画は、知事主導で

力を入れる産業分野を特定することとされてい

ます。本県では令和８年度当初予算において、

おおいた元気創出基金に地域未来基金費として

５５億円が積み立てられ、これは地域産業クラ

スター計画などの実現に向けた備えであると受

け止めております。 

 本県は九州を代表するコンビナート群や自動

車・半導体関連産業の集積が進み、東九州地域

における重要な生産拠点です。今後は単なる製

造拠点にとどまらず、研究開発機能や人材育成

機能、スタートアップ企業まで含めた産業エコ

システムを域内に形成し、稼ぐ力を持つ地域産

業圏へ進化していくことが求められるのではな

いでしょうか。本県として、国の地域未来戦略

を国家的潮流として捉え、産業振興政策、高度

人材育成政策を進めていく必要があります。 

 そこで、地域未来戦略に対する認識を伺うと

ともに、地域未来基金費の活用など、地域産業

クラスター計画をどのように進めていくのか、

知事に伺います。 

 次に、中九州横断道路についてお尋ねいたし

ます。 

 中九州横断道路は、熊本を中心に半導体関連

投資が進む九州において、東西を結ぶ産業サプ

ライチェーンの大動脈として重要です。また、

観光振興や防災力強化など、多方面にわたる効

果が期待されることから、早期開通が強く望ま

れております。この道路ネットワークを最大限

活用するには、沿線地域の将来を見据えた土地

利用の在り方を考えなければなりません。半導

体産業をはじめとする先端産業では、技術者や

研究者の確保が企業誘致等をする際に地域間競

争の核心となります。その意味で、大学、高等

専門学校などの教育機関や研究機関の立地は単

なる教育機能にとどまらず、産学官連携による

産業エコシステムの形成においても特に重要で

す。熊本県で集積が進む半導体産業など、先端

産業の企業誘致に向けて、まずは大学や研究機

関の誘致に取り組む必要があるのではないでし

ょうか。高度人材を確保し企業誘致を進めるこ

とで、若者の県内定着、地域の活性化につなが

ると考えます。 

 そこで、中九州横断道路を活用した企業誘致、

また、沿線地域への大学、高専、研究機関の誘
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致についてどのように考えるのか、知事の見解

を伺います。 

 続いて、中九州横断道路に接続する道路整備

についてお尋ねいたします。 

 中九州横断道路は、さきに申し上げたとおり、

単なる地域間道路にとどまらず、九州の東西を

結ぶ産業サプライチェーンの大動脈として早期

開通が期待されています。また、高規格道路は

単に建設することが目的ではなく、ネットワー

クを活用し、地域活性化につなげることが重要

です。そのためには高規格道路との接続が必要

となってきます。中九州横断道路の開通を見据

えたとき、宮河内インターチェンジ周辺は交通

量の増加が予想され、渋滞対策はもちろん、中

九州横断道路の犬飼－大分宮河内間の早期完成

のため、国道１９７号バイパスの４車線化など

に精力的に取り組む必要があるのではないでし

ょうか。 

 こうしたことを踏まえ、国道１９７号バイパ

スの整備にどのように取り組むのか、土木建築

部長に伺います。 

 以降、対面席より行います。 

  〔木田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

森副議長 ただいまの木田昇議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。 

 木田昇議員の地域未来戦略などの質問につい

てお答えを申し上げます。 

 本県では、鉄鋼、非鉄金属、石油、化学、半

導体、精密機械、自動車などの幅広い分野で国

内有数の企業がバランスよく立地をしており、

それらの企業が地場企業とともに発展する中で、

裾野が広く厚みのある産業集積が進んできまし

た。そうした中で、今回の地域未来戦略は地域

資源や産業の強みをいかした成長分野を明確に

し、投資や人材を呼び込むことで、地域の稼ぐ

力の向上と持続的な発展を実現しようとする重

要な政策であると認識をしております。 

 そこで、県主導の地域産業クラスター計画の

対象としては、本県が強みを有する半導体関連

産業、コンビナートの素材型産業やエネルギー

関連産業、船舶や自動車などの輸送用機械産業、

さらには観光産業を念頭に置いております。現

在、関係者との意見交換を重ねながら、産業ご

とに取り組むべき分野や重点支援企業などを検

討しているところでございます。その上で、日

本成長戦略会議が示した１７の戦略分野や国の

戦略産業クラスター計画素案を踏まえて、本県

が目指す産業クラスター像を示し、官民投資の

促進や人材育成に係る施策を総合的に展開する

こととしております。 

 まず、官民投資の促進では、デジタル、ＡＩ

やロボット等の技術革新の動向も見据え、既存

産業の競争力強化と新たな市場の創出を両輪で

進めていくことが重要であります。そのため、

これまで以上に県内外の企業間連携を促進する

とともに、大学、高専との共同開発への支援や

スタートアップの創出・誘致をはじめとした取

組に力を入れてまいります。 

 加えて、クラスターを支える高度人材の育成

も不可欠であります。次の質問項目でも御報告、

答弁いたしますけれども、本年１０月には米国

スタンフォード大学と連携した大学生向けオン

ライン講座も開講するなど、新たな人材育成プ

ログラムも実施することとしております。今後

は、地域産業クラスター計画を早期に取りまと

め、本県産業の競争力強化と地域経済の持続的

な発展に向けて取り組んでまいります。 

 続きまして、中九州横断道路を活用した企業

等の誘致についてでございます。 

 中九州横断道路の全線開通は、熊本方面への

アクセスを飛躍的に向上させ、新生シリコンア

イランド九州における本県の役割を一層強化す

る絶好の機会となります。このためさらなる企

業誘致に向け、特に二つのことに積極的に取り

組んでおります。 

 一つ目は、誘致活動の強化であります。今年

度から新たに民間シンクタンクが提供する企業

間取引情報等のビッグデータ分析により、本県

へ進出可能性のある企業をリスト化して、地域

の特性に合わせた効果的な企業訪問を進めてお

ります。また、昨年度に引き続き、８月には東

京で企業立地セミナーを開催して、半導体をは
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じめとした関連企業の誘致に向けて取り組んで

まいります。 

 二つ目は、沿線地域での産業用地の整備であ

ります。豊後大野市では、令和７年３月に企業

誘致推進プランを策定して、半導体関連企業の

誘致を掲げて、千歳インターチェンジ付近での

産業用地の整備を進めております。また、竹田

市でも新たな産業用地の掘り起こしや今後の開

発に向けて、県との協議を継続しているところ

でございます。 

 こうした取組に合わせ、議員御指摘のとおり、

企業誘致に向けた人材育成、確保を進めていく

ことは大変重要であると認識をしております。

県では、ＬＳＩクラスター形成推進会議を中心

に企業の技術者を大学や高専に派遣する出前講

座や企業課題を大学等との共同研究テーマに設

定するなど、産学連携による人材育成の取組を

行っております。また、企業向けにも技術者の

スキル等に応じた多様な講座を開催するなど、

実践的で高度な人材育成・確保に取り組んでお

ります。さらに豊後大野市では、今年度、県も

参画しますコンソーシアムを立ち上げまして、

県内の半導体関連企業や大学、金融機関と連携

をして、半導体関連分野の人材育成・確保につ

いても議論を進めることとしております。 

 引き続き、中九州横断道路を活用した企業誘

致を推進するとともに、大規模な企業の進出や

産業集積の進展を踏まえて、大学や研究機関な

どの誘致も研究をしていきたいというふうに考

えております。 

 その他の御質問については、担当部局長から

答弁をさせていただきます。 

森副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 国道１９７号バイパスの整

備についてお答えいたします。 

 国道１９７号バイパスは、物流の重要拠点で

ある大分港大在地区からの物資輸送や、人口が

増加している大分市東部地区への通勤等に利用

されるなど重要な役割を担っています。 

 暫定２車線で共用している区間では、県道鶴

崎大南線と平面交差する毛井交差点や大分流通

業務団地付近において交通混雑が発生しており、

その対策が課題と認識しております。また、議

員御指摘のとおり、中九州横断道路が宮河内イ

ンターチェンジに接続されることで、交通量の

さらなる増加や大型車交通の変化が見込まれる

ことから、将来を見据えた対策が必要です。こ

のため現在の課題に加え、接続後の市街地方面

や大在地区方面の交通状況を勘案し、４車線化

を含め、整備の優先区間や交差点構造などにつ

いて検討を行っているところです。 

 今後も中九州横断道路との接続効果を最大限

発揮できるよう、道路の利用状況や周辺環境の

変化を見極めながら、課題解決に向けて取り組

んでまいります。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 答弁ありがとうございます。 

 まず、地域未来戦略ですが、これは早急に急

いで取り組む必要がございます。地域産業クラ

スター計画、知事が主導するというものです。

新聞報道によりますと、地方税収の都道府県増

減率ランキングというのがありまして、やはり

トップは熊本県なんです。やっぱりＴＳＭＣ効

果は大きいなというふうに考えております。大

分はちなみに３２位ということですが、これは

統計の取り方の部分がございますんで、そう悲

観することはないんですが、やはり熊本は高い

なというふうに感じたところであります。 

 そして、私、質問で取り上げた５５億円の基

金の使い方なんですが、やはりこれは造船分野

とか、国の取組があると思いますが、国の１７

の成長分野、これはできるだけ、これから国が

措置する財源を思いっ切り活用して取り組んで

もらいたいなと思います。今持っている５５億

円をどう使うかというのが非常に重要だと思い

ますんで、これは是非知事主導で、できればど

っかの分野というか、何かの大分県が導く分野

に集中投資してもらいたいなと、やはり５５億

円だけ投資して、大分県にこれだけリターンが

あるよなということを見えるように、そういっ

た５５億円の使途は考えていただきたいという

ことを、是非お願いしておきます。よろしくお

願いいたします。 

 ２点目の中九州横断道路完成を見据えて、主
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に大学等の、あるいは高専等の誘致をお話しさ

せていただきました。知事から、早速その部分

については研究するというお答えいただいたん

で、大変期待しております。やはり大分にＡＰ

Ｕが開設された成果、効果というのは非常に大

きなものがあると思います。ただ、大分県内見

てみると、理工系の学部がやっぱり不足してい

るという課題があります。これが理工系人材の

育成課題というのがありますんで、是非その部

分研究をしていただきたいなと思います。大分

は、農学部もないし、薬学部もないというとこ

ろがありますし、どの分野でやるかという課題

はあると思いますが、是非研究をお願いしたい

と思います。 

 あわせて、高専ですね、これ今、政府もこれ

を推しております。高市政権も新技術立国を目

指すということで、科学研究費については予算

も拡充していくという方針が出されております

から、各県、愛知県も高専をつくるということ

と、鳥取県もそうですね、滋賀県は高専がなか

ったんですが、２０２８年に新しい高専がつく

られるということで、やはり日本の学術制度で

は高専制度というのは非常に世界的にも重宝さ

れておりますから、そこもかなりこれから可能

性があるんじゃないかと思いますんで、担当部

局はいろいろあると思いますけれども、是非そ

の辺しっかりと調べていただいて、方向性を導

いてもらいたいなというふうに思っております。 

 そして、土木建築部長に、国道１９７号の関

係、お尋ねさせていただきました。やはり宮河

内インター付近、どこのインターもそうなんで

すが、これからいろいろと課題になってまいり

ます。特に宮河内は大在公共埠頭との接続があ

ります。それを見据えたとき国の「総合物流施

策大綱２０２６年度～２０３０年度」における、

今後取り組むべき施策の中でやはり物流ネット

ワークの自動化、省人化となると、自動運転ト

ラック、自動物流道路、これがもう２０２６か

ら３０年度の中で取り上げられているから、自

動運転というのを念頭に置いて、じゃあインタ

ーまでどう接続させるのかというのは自動車専

用道路がやはり一番望ましいんでしょうけれど

も、自動運転を見据えた宮河内と大在公共埠頭

の接続、土木建築部長がどう考えるか、そこを

一つお尋ねさせてください。 

森副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 現在、大分港大在地区と大分宮河内インター

チェンジ間については、国道１９７号バイパス

と市道城原久土線により接続されています。ま

ずは交通混雑等が確認されている国道１９７号

バイパスにおける課題解消が優先されるという

ふうに考えております。 

 議員御指摘のとおり、今後自動運転技術等の

進展により物流の在り方が大きく変化していく

可能性があると認識しています。今後も社会情

勢や技術革新等の動向をしっかり注視していき

たいと考えております。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 もうそういう時代に近づいておりま

すんで、道路整備を行うにあたっては、やはり

自動車専用道路がまず優先的に自動運転で活用

されると思いますので、熊本県のほうを見ると、

インターから、今、熊本港のほうに道路計画が

徐々に徐々に延びておりますから、熊本県その

辺、港からのインターの接続をやはり考えてい

るんだろうなというふうには感じておりますが、

是非大分県もそういった自動運転を念頭に自動

車道の整備というのを進めていただきたいなと

いうふうに思います。よろしくお願いいたしま

す。 

 では、次に３点目です。地方税収の偏在是正

についてお尋ねいたします。 

 現在、東京一極集中は人口のみならず、企業

本社や金融・情報の機能にまで及んでおり、東

京都と地方の財政力格差は拡大し続けておりま

す。東京都は都道府県で唯一地方交付税の不交

付団体であり、その潤沢な税収を背景に子育て

支援や教育施策など、独自政策を次々と展開し

ております。一方、地方では人口減少や高齢化、

インフラの維持・更新、防災・減災など、多く

の課題を限られた財源で懸命に行政運営をして

います。この財政力格差は地方自治体の将来投

資余力にも大きな差をもたらし、子育てや教育
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など地域の未来を左右する分野に影響を及ぼし

ていると感じます。 

 政府では、法人二税を中心に地方税収の再配

分、いわゆる偏在是正の議論が進められていま

す。しかしながら、是正の対象は東京都のみな

らず、大都市圏を抱える他の府県も視野に入れ

るべきであると考えます。地方創生のため、地

方が未来へ投資できる環境整備が不可欠であり、

税財源の偏在是正は極めて重要な課題です。地

方部の県が連携し、国に対し地方税収の偏在是

正を強く求めるべきではないでしょうか。こう

したことを踏まえ、地方税収の偏在是正にどの

ように取り組むのか、総務部長の見解を伺いま

す。 

森副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 地方税収の偏在是正についてお

答えいたします。 

 近年、企業収益の増加などにより、地方税収

は増加しておりますが、いわゆる東京一極集中

の進展に伴い、税収の偏在も進み財政力の格差

が拡大しております。また、東京都では、御指

摘いただきました豊かな財政力を背景に所得制

限を設けない直接的な給付サービスなどを実施

しておりまして、隣接する大規模県からも行政

サービスの格差が拡大しているとの声も上がっ

ているところであります。 

 こうした状況や地方からの声を踏まえ、国に

おいては偏在性の小さい税体系の構築に向けて

検討がなされているところであります。財政力

に乏しい本県にとりましても、偏在是正に向け

た取組は税収の充実が期待できるため、国に強

く要望しておるところです。令和９年度の税制

改正に向けましては、特に偏在性の高い地方法

人課税において、特別法人事業税の譲与割合の

拡充など、具体的な取組の方針が示されており

ます。引き続き地方税収の偏在是正の取組を加

速するよう、全国知事会を含め、あらゆる機会

を通じて、国に働きかけたいと考えております。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 ありがとうございます。 

 今、スライドのほうに、今日資料を出してお

りますけれども、さきほど総務部長からお話の

あったとおり、特に一番上の０歳から１８歳の

こどもに月額５千円を所得判定、制限なしで給

付されるということは非常に手厚い、隣県です

ね、千葉、埼玉、神奈川の知事からも強く、こ

この辺指摘されていると思います。かなり手厚

い、都の事業としてこれだけありますんで、各

市区町村、東京都内の市区町村のいろんな上乗

せもありますから、東京都内というのは子育て

で魅力ある都市に見られているんでなかろうか

というふうに思っております。 

 今、地方税制の偏在是正、財源のですね、こ

れはもう喫緊の課題で、恐らく本年中にある程

度の結論を出す段階に来ているというふうに思

っております。もともと消費税が５％から１０

％に上げるときに、税制改正の中で附則の中に、

この地方の税の偏在是正、これは解決しなくち

ゃならないと附則に書き込まれているわけであ

りまして、段階的に８％、１０％と上がって、

今も何年かたっておりますんで、これはもう早

急に解決しなくちゃならない大きな課題です。

５％から１０％に上がるとき、総務部長、御存

じと思いますが、地方交付税の交付団体と不交

付団体の間にこれで大きな格差が生じてしまう

というのを分かっていたわけです。それでその

附則が盛り込まれたと、不交付団体は消費税上

乗せ分、税収が社会保障費の増を上回るという

ことですが、地方交付税の交付団体は臨財債と

の見合いが出てくるもんですから、社会保障費

の増と臨財債の減少で消費税の上乗せ分が相殺

されてメリットがないということです。これで、

今、知事会でも研究しているのは、やはり法人

課税の再配分を見直さなくちゃいけないと。あ

くまでも今、さっき答弁あった特別法人事業税

の譲与割合の拡充というのは、これはもう暫定

的な措置でこの間運用されています。それだけ

じゃもう駄目だと、知事会でも研究しているの

が、地方消費税の国税部分の地方法人課税の税

源効果ですね、そっちをもう共同税にして再分

配したほうがいいんじゃないかという報告も出

されておりますんで、これは早急に、地方の知

事が、これしっかりと、知事、是非今年中に結

論得るということになっておりますんで、やは
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り東京都の関係が非常に難しいと思いますが、

そこを地方の知事が力合わせて乗り越えていか

なくちゃならない重要課題ということを、是非

認識いただいて、知事会で御議論いただきたい

と思います。よろしくお願いします。 

 次、４点目です。県庁の休み方改革について

です。 

 我が国では、働き方改革が進む一方、休み方

に対する意識改革は不十分です。有給休暇取得

率は改善傾向にあるものの、連続休暇の取得は

依然として限定的です。ドイツでは毎年２週間

程度の連続休暇が一般的で、昨日、岡野議員か

らも、フランスでも一般的ということでござい

ましたが、よく働くためにしっかり休むという

意識が根づいており、単なる息抜きではなく、

心身の回復、創造性や生産性の向上につながる

重要な投資と認識されています。また、連続休

暇を取得できる職場環境は業務の属人化が解消

され情報共有や組織マネジメントが適切に機能

していることの表れです。すなわち休める組織

の構築は行政機能の持続可能性を高める組織改

革でもあり、災害時などのＢＣＰの観点からも

極めて重要です。県庁が率先して休み方改革を

推進することは県内企業への波及効果も期待で

きます。働きやすい職場づくりは人材確保や定

着、さらには企業競争力向上にもつながります。 

 そこで、県庁の休み方改革について、職員の

連続休暇取得の現状と課題、また、取得促進に

向けた取組について、総務部長に伺います。 

森副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 お答えいたします。 

 県では、年度当初に節目となる年齢の長期勤

続休暇の取得や年次有給休暇及び夏季休暇につ

いて、休日も含め連続取得を促すよう通知して

いるところです。また、休暇を取得しやすい環

境づくりの観点から、副担当職員の配置とその

的確な運用、日頃からの職員間のスケジュール

共有などの取組例を示しております。 

 昨年度の取得状況は、長期勤続休暇が、対象

者２９５人中２３０人、そのほか、年次休暇等

で申しますと、連続３開庁日以上の取得者が、

知事部局で延べ約１，６００人となっておりま

して、おおむね多くの職員が計画的に心身のリ

フレッシュを図っているものと認識しておりま

す。 

 引き続き職員が能力を最大限発揮できる組織

の実現の観点からも、連続休暇を含めて計画的、

効果的な休暇の取得について促してまいりたい

と考えております。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 答弁ありがとうございます。 

 先日、会派の視察で京都のほうに行ったとき、

食事場所で隣に外国の御家族が、こどもさん連

れの家族がおりまして、どのくらい日本にいる

んですかということを聞いたら、やはり２ウイ

ークということで、やっぱり２週間なんだとい

うふうに、これ、本当かなと思っていたんです

が、やっぱりそうなんだということを実感をし

たところであります。 

 ドイツは、今、ドイツの研究していますから

ドイツばっかり取り上げますが、年頭の行事、

職場の行事として、今週みんなどこで２週間取

るということを、スケジュール調整をするそう

です。そして、そのスケジュールどおり休むそ

うです。どんなに大きなプロジェクトが途中に

入ってこようとも必ず休むからということで、

上司の方もどんなプロジェクトがあっても休む

らしいんです。それで、その２週間の間、メー

ルチェックしないから、みんなよろしくねとい

うことで出ていくということが普通らしいんで

すね。その辺、また調べていきたいと思います

けれども、そのような状況であります。 

 連続休暇、今多分ゴールデンウイークとか年

末年始とか、何かの連休に合わせて取るような

形になっているんじゃないかと思うんですが、

できるだけその辺の時期というのはいろんな費

用が高くなったりする傾向がありますから、オ

ーバーツーリズム等、いろいろあると思うんで

すが、是非普通のとき、ふだんのときに連続休

暇取れる体制というのを、さっき、今年どこで

２週間取るというような、２週間いきなり難し

いかもしれませんが、連続休暇取れる取組が必

要なんじゃないかと思うんです。その辺を職場

の各管理職の意識改革というか、意識づけも必
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要なんだと思うんですが、是非管理職の方が率

先して休暇を取得できる職場づくり、そして、

さっき言った、その人がいなくてもプロジェク

トがちゃんとうまくいくという仕事づくり、マ

ネジメント、これが必要だと思うんですが、そ

の辺を是非今後しっかりやってもらいたいと思

うんですが、部長、いかがでしょうか。 

森副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 私、ちょっとドイツに住んだこ

とがありませんので、詳しくはなかなか存じま

せんけれども、マネジメントの重要性というの

は我々も働き方改革の観点で一番重要な項目と

して、所属長のマネジメント能力の向上徹底と

いうことを上げておるところです。議員の御紹

介もいただいたＢＣＰの観点からも、これは休

養をしっかり取るというのは大事なことであろ

うということで認識しております。 

 いずれにしても、公務サービスであるとかと

いうものを維持するというのも大事な点であり

ますけれども、そういったバランスも考えなが

ら、お答え申し上げましたとおり、連続休暇も

含めて日頃から職員の中で風通しよく、いろい

ろなワーク・ライフ・バランスの希望も含めて、

しっかりと情報共有ができる風通しのいい職場

づくりというものに、引き続き努めてまいりた

いと考えております。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 是非よろしくお願いいたします。 

 愛知県は、この休み方改革というのを打ち出

して、特に民間企業に対する啓発が主のようで

ありますけれども、やはり行政が率先して、週

休２日制も入るときもそうでしたけれども、そ

ういったことが必要なんだろうなというふうに

思いますんで、よろしくお願いいたします。 

 では、次に、５点目、性別役割意識について

お尋ねします。 

 内閣府の２０２４年度、地域における女性活

躍・男女共同参画に関する調査を基にした報道

によると、男性が前に立ち、女性は後ろで支え

るべきという意識は、大分県出身者が全国でも

上位です。また、地域や親戚の集まりでの食事

の準備やお茶出しは女性の仕事という意識が全

国で最も高い結果となっております。こうした

固定的な性別役割分担意識は女性の自己実現や

キャリア形成を拒み、地域の活力低下を招くお

それがあります。特に若い女性がより自由で多

様な生き方を求めて、都市部へ流出する一因と

も指摘されております。国の男女共同参画白書

でも、固定的性別役割分担意識の解消は喫緊の

課題とされており、若い世代、特に女性からこ

の地域では自分らしい生き方ができると思われ

る地域でなければ人口戦略は成り立ちません。

単なる意識啓発にとどめず、本県の人口ビジョ

ンを達成するための具体策とすべきではないで

しょうか。 

 そこで、本県における性別役割意識の現状を

踏まえ、固定的性別役割分担意識の解消に今後

どのように取り組んでいくのか、生活環境部長

に伺います。 

森副議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えします。 

 令和６年度に実施をしました県民意識調査に

おいて、男は仕事、女は家庭という考え方を支

持しない人の割合は５８．８％であり、５年前、

前回調査に比べますと２．１ポイント増加をし

ています。１０代から４０代までの割合は７割

に上り、若年層では固定的役割意識に否定的な

考え方が浸透している一方、５０代以上ではい

まだ残っており、中高年層の意識改革が課題と

なっております。そのため今年度新たに中高年

層も含めた幅広い年代を対象に、無意識の思い

込みをテーマとした体験型ワークショップを行

うほか、地域のリーダーであります自治会長向

けの男女共同参画に関する講演会も開催する予

定にしています。また、固定的役割意識を解消

していくには、女性活躍や社会進出を促進する、

そういった取組も重要です。 

 県では、女性登用等に積極的な企業をおおい

たキャリエール認証企業として、これまでに１

０３社を認証しています。また、女性の社会進

出に影響力を持つ経営者層と女性社員や学生が

率直に意見交換できる場を設け、女性が働きた

いと思えるような職場づくりを支援していると

ころです。こうした取組によりまして、性別に
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かかわらず、個性と能力を十分に発揮し、誰も

が活躍できる、そうした大分県を目指してまい

ります。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 ありがとうございます。 

 今日、この質問についても資料を配付させて

いただいております。御覧のとおり、このよう

な項目で、９項目ですか、内閣府が調査をされ

ております。生のデータを、私、自分で集計し

て、この数字を出しておりますが、左側の順位

が出身地が大分県、中学生当時どこにいました

かということで、そのような形で統計が取られ

ております。かなり上位を大分県なっていると

いうのは、この表を見ても、特に赤字のところ

大きいと思いますが、こういった状況だという

ふうに思っております。 

 今回の調査結果は、本県の人口戦略を考える

中でも重要なポイントを示しているんじゃない

かなというふうに思います。最近、地方女子の

生きづらさというワードも見かけるし、本も読

んだこともございます。そういったことを考え

たときに、これ、難しい意識の問題ですから、

どう変えていくのかというのは非常に難しいと

思うんですが、やはり県としても固定的性別役

割分担意識と若年女性層の大分県の流出の課題

ということを考えた場合には、これはやはり具

体的に取り組む必要があるんだなというふうに

感じております。 

 括弧の数字なんですが、部長、括弧の数字は

今、大分に住んでいる方ではどう思っているの

ということでありますんで、出身も大分だし、

今も大分という方と、今出ているけれどもとい

うことで、この統計は分かれていくわけですが、

見ると順位が改善しているやつもございますよ

ね。もともと大分にいて、今、東京に住んでい

るけれどもということと、いろいろ分析したと

きに改善できている項目もあるとすれば、少し

は可能性はあるんじゃないかと思いますんで、

よろしくお願いします。 

 内閣府の今回の調査、かなりいろんな項目が

調査されていますんで、私、これしか集計して

いませんけれども、性別、あと年齢もこのデー

タには含まれておりますんで、それをもうちょ

っと細かに分析していただくと、具体的な対策

とか検討できるんではないかと思うんですが、

是非そのデータのダウンロードできるようにな

っていますんで、申請したら、見ていていただ

きたい、研究してもらいたいと思います。 

 大分だけしか出していませんが、これですね、

この意識というのは、上位県はかなり偏ってい

ます。同じような県の名前出てきますんで、そ

ういったところをよく考えて対策する必要があ

ると思いますんで、よろしくお願いします。 

 次、６点目、食べ残しゼロを目指す取組につ

いて伺います。 

 食べ残しゼロの取組は、環境負荷軽減、資源

有効活用、持続可能な社会実現に向けた重要な

課題です。２０２３年度の国の統計では、食品

ロスが約４６４万トン発生し、うち外食事業者

から生じる食品ロスは約６６万トンに上ります。

環境省の２０２２年、飲食店における食べ残し

の持ち帰りに関するアンケート調査によれば、

食べ残した料理を持ち帰りたいと考える人は７

２．２％に上っており、こうしたニーズを受け、

飲食店での食べ残しを自己責任の範囲で持ち帰

るｍｏｔｔＥＣＯの取組が全国で広がっていま

す。広島県でも実証実験が行われるなど、その

有効性は認識されつつあります。食べ残しを持

ち帰ることは法的関係が不明瞭である、飲食店

側にリスクがあるといった心配もあるところで

すが、２０２４年には国が食べ残し持ち帰り促

進ガイドラインを策定し、法令上、食品衛生上

の留意点が示されるなど、ｍｏｔｔＥＣＯを推

進する環境は着実に整備されています。また、

懇親会時の食べ残し削減を目指す３０・１０運

動についても、改めて周知を図り、県民一人一

人の意識と行動で食品ロス削減を実現する必要

があります。食品ロスの削減は単なるもったい

ない運動ではなく、食料安全保障、環境政策、

持続可能な地域社会づくりに直結します。 

 こうしたことを踏まえ、食べ残しゼロに向け、

今後どのように取り組んでいくのか、生活環境

部長に伺います。 

森副議長 井下生活環境部長。 
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井下生活環境部長 お答えします。 

 県では、国の方針と足並みをそろえ、令和１

２年度までに３０年前と比較して、事業系の食

品ロス量の半減を目指し取り組んできました。

食べきりを促す３０・１０運動の普及に向けて、

ＳＮＳでの啓発のほか、宴会場を持つ旅館やホ

テル等へ個別訪問を実施しているところです。

また、ハーフサイズなど、柔軟な量の選択がで

きる食べきり協力店も県内各地に増加をしてお

ります。あわせまして、商習慣の見直しによる

賞味期限の長期化、あるいはＩＣＴやＡＩを活

用した販売予測の普及、フードバンク団体やこ

ども食堂等への未利用食品の提供などもありま

して、令和１２年度の半減目標は８年度前倒し

で達成しているところです。こうした動向は、

食品ロス削減の意識を多方面で高めておりまし

て、外食産業ではコロナ禍前の平成３０年度と

比較しましても約５千５００トンの減少、６割

以上の削減を実現したところです。 

 議員御指摘のｍｏｔｔＥＣＯについては、既

に県内でも一部の大手飲食店で導入されている

ところでございます。さらなる普及には多くの

事業者の御理解と御協力というものが不可欠だ

というふうに考えております。食の安全・安心

推進県民会議において、持ち帰りの普及に向け

て、事業者のみならず消費者側の理解も含めて

議論してまいりたいというふうに考えておりま

す。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 統計上かなり食品ロス削減できてい

るというのは理解いたします。また、今回この

質問取り上げたのは、新聞の読者の声の欄で、

他県から大分に引っ越してきた方が、職場の歓

迎会だと思うんですが、かなり何か大分の人っ

て御飯残すんだなということでびっくりしまし

たっていうような記事があったもんですから、

私もそういった懇親会とか会合に出る場はある

んですが、まだ結構残っているなと感じること

が多いんで、質問として取り上げさせていただ

いております。 

 ｍｏｔｔＥＣＯも食べ残しガイドラインの策

定後いろいろと取組を進めていますが、２０１

２年度からモデル事業始まっていまして、一応

食中毒発生していないということでありますの

で、是非外食産業の方御協力いただいて、県は

多分ｍｏｔｔＥＣＯのライセンスを既に取って

おられますよね。それ、是非活用していただく、

ライセンスだけ持っているだけでなく、それは

活用してもらうということが重要だと思います

んで、お願いいたします。 

 この間、県庁の関係の懇親会出たときに、結

構余っていたんですね。もつ鍋で最後締めのチ

ャンポン玉が出ていまして、私のテーブル４玉

あったんですけれども、誰も食べないんですよ、

私一人で４玉食べました。是非県主催のいろん

な会食とか職員間の懇親会等あると思うんです

が、その辺、生活環境部から職場への周知をし

ていただきたいと思いますんで、そこら辺いか

がでしょうか。 

森副議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えいたします。 

 ３０・１０運動については、各ホテル、宴会

場を持つホテル等にも周知を図っているところ

でございます。従前は大きなテーブルの中に大

皿でどんと乗せるような、そういう形で提供さ

れているホテル側が多かったかと思うんですけ

れども、最近では大皿ではありますが、テーブ

ルの人数に合わせて小分け盛りに既にしていた

りですとか、大皿料理が残っている場合にはス

タッフの方があらかじめ小皿についで、それを

お渡しいただくような、そういう取組も工夫を

して重ねていらっしゃいます。提供側とそれか

ら県の周知と併せて取り組んでまいりたいとい

うふうに考えております。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 いろいろと細かにありがとうござい

ます。是非よろしくお願いいたします。 

 次、７番目です。医療・福祉施設における災

害への備えについてです。 

 一部報道によると、南海トラフ巨大地震の新

たな被害想定では、全国で約２，３００の医療

機関と約７，３００の福祉施設が津波で浸水す

るおそれがあるとされております。本県では福

祉施設３５４か所が浸水想定区域に位置してお
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り、全国で７番目に多いとされています。高齢

者や障がい者など避難に支援を要する方が利用

される施設では事前の備えが重要であり、特に

医療の提供が必要な医療施設の入院患者や福祉

施設の入所者等については、災害時の体制の確

保は生命に直結する課題です。そうした中、各

医療、福祉施設には災害時における組織体制の

整備に加え、非常用電源や医療資材の備蓄など、

ソフト、ハードの両面において万全の対策が求

められます。また、大分大学や久留米医師会な

どが構築を進める北部九州医療情報連携ネット

ワークのように、災害時の患者情報や服薬情報

の迅速な共有を可能にする医療ＤＸの整備は救

命率向上と医療機関の負担軽減に大きく寄与す

るものと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、医療・福祉施設にお

ける災害への備えをどのように推進していくの

か、福祉保健部長に伺います。 

森副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 まず、県内に１４か所ございます災害拠点病

院では、全て耐震化と非常用発電機の整備が完

了しており、災害発生時の患者の受入れに備え

ております。 

 次に、災害時の事業継続計画、いわゆるＢＣ

Ｐについては、策定が義務づけられております

全ての災害拠点病院や高齢者、障がい者の入所

施設で策定済みであり、義務づけられていない

病院についても７割で策定済みとなっておりま

す。また、災害時に必要となる医薬品や医療資

材については、県内３か所で計３千人分を備蓄

しており、不足する場合には、九州、山口各県

で融通できるよう応援協定を締結済みでござい

ます。 

 医療情報の連携ネットワークについては、議

員御紹介の事例も含め、災害時の活用も期待で

きるものと認識しており、県ではかねてから、

臼杵市、別府市、大分市などの医療情報ネット

ワークの構築を支援してまいりました。現在、

国においてマイナンバーカードを活用した全国

医療情報プラットフォームの構築が進められて

いるところであり、国の動向も踏まえ、今後も

必要な医療ＤＸを推進してまいります。引き続

きハードとソフトの両面から、医療、福祉施設

における災害への備えに万全を期してまいりま

す。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 いろいろと備えをされていることは

理解はいたしました。 

 やはり熊本地震の際、耐震化ができていなか

った公立病院がかなり苦労いたしまして、そし

て、今回の石川県の能登半島地震ですね。石川

県のほうは医療情報ネットワークが事前から運

用されておりまして、避難所での医療支援、患

者の広域避難、搬送、二次避難などの際にかな

り有効に機能したということですんで、その辺

はありがたいなと思いますんで、よろしくお願

いします。 

 一つ、再質問ですが、各福祉施設、医療施設

の避難計画あると思うんですが、実際に訓練ま

で実施されているかどうかまで県は把握してい

るのか、その辺、どのように検証しているのか

お伺いいたします。 

森副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県内医療、福祉施設、それぞれ、特に津波浸

水エリアにある区域におかれましては、避難確

保計画を策定するように法的に義務づけられて

おりますので、現在各施設において策定が進ん

でいるということ、併せて、避難訓練も実施す

るというところが義務づけられておりますので、

取り組まれているものと承知をしております。

今後も計画の策定や訓練の支援等も引き続きや

ってまいります。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 義務づけられているとはいえ、しっ

かりと確認はしていただきたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 最後、持続可能な観光地域づくりについてで

す。 

 観光は、本県経済の基幹産業です。今後は単

なる誘客拡大だけでなく、地域社会、環境、文

化との調和を図る持続可能な観光の視点が不可

欠です。昨年、我が会派で長野県千曲市の信州



第２回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 114 - 

千曲観光局の組織を視察してまいりました。同

地は持続可能な観光の国際基準を取り入れた観

光地づくりを推進し、世界の持続可能な観光地

ＴＯＰ１００選に、令和６年から２年連続で選

出されております。本県も世界に誇る豊かな観

光資源を次世代へ継承するため、観光消費の地

域内循環や環境負荷の低減、地域住民との共生

を重視した観光政策が求められます。令和７年

３月策定の日本一のおんせん県おおいたツーリ

ズム戦略では、住んでよし、訪れてよしの経済

・環境・社会における持続可能な観光地づくり

が掲げられております。さらには、昨年取得し

た日本版持続可能な観光ガイドライン、ロゴマ

ークや今年度実施されたツーリズムおおいたの

組織改編、今議会に提案されている宿泊税導入

など、新たなツーリズム戦略の基礎が形成され

てきています。今後の観光政策においては、滞

在価値の向上や観光消費額の拡大、さらには地

域住民の満足度向上まで含めた観光の質を重視

する視点が必要です。 

 こうしたことを踏まえ、持続可能な観光地づ

くりに向け、今後どのように取組を進めていく

のか、観光局長に伺います。 

森副議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 本県では、温泉をはじめ、豊かな自然景観、

ほかでは味わうことのできない新鮮な食材、貴

重な歴史文化など、豊富な地域資源をいかした

観光振興に取り組んでおります。観光を通じて、

県経済を持続的に活性化していくためには、誘

客の拡大だけではなく、地域資源の価値を守り

ながら県民こそが愛着や誇りを持てる観光地域

づくりを進めていくことが重要だと考えており

ます。 

 県では、一度は途絶えた臼杵焼の復興支援で

ありましたり、若者やインバウンドに向けた湯

治文化の情報発信、農業や漁業体験ができる観

光コンテンツづくりなどに力を入れてまいりま

した。さらに今年度からは体制を強化いたしま

したツーリズムおおいたが、市町村をまたいだ

商品造成等に取り組む事業者の伴走支援を行っ

ておりまして、今後とも文化の継承、地域資源

をいかした体験の創出などを支援していくこと

としております。また、観光客の受入れに関す

る住民満足度調査を毎年実施していることに加

えまして、近年増加しております民泊について、

住民とのトラブルを懸念する声もありますこと

から、問題の顕在化に先んじて、官民連携会議

で議論を始めております。地域生活に配慮した

取組もこうして進めているところであります。 

 今後とも地域社会との調和を図りながら、人

材の確保、育成や危機管理等にもしっかりと取

り組むことによりまして、持続可能な観光地域

づくりを進めていきたいと考えております。 

森副議長 木田昇議員。 

木田議員 ありがとうございます。 

 我々も信州の千曲観光局で学んだことは、観

光地づくりには、やはりさきほどの国のガイド

ライン、日本版のガイドラインもありますが、

国際ガイドライン、これに含まれている崇高な

理念というか、哲学がいるんだなというふうに

感じましたし、やはりそれをもって、観光地域

づくりを担う人が、その地域に育てることがで

きるかということが必要なんだなと感じました。

是非１００年先も国内外から愛される大分の観

光地づくりに取り組んでいただきたいと思いま

す。 

 そして、観光づくりの中では、やはり地域の

歴史上の人物も大切だと思います。前回、大友

宗麟５００年の話題を取り上げさせていただき

ましたが、桑田副知事におかれましては、大分

の副市長時代から大友氏の検証に努めていただ

きまして、本当にありがとうございました。今、

大河ドラマ化も佳境に入りつつありますんで、

是非御支援いただきたいなというふうに思いま

すし、これからも宗麟のことも大事ですが、我

々、大分県のことをずっと温かく支えて後押し

していただきたいなということを、私のほうか

らお願いもさせていただきまして、質問を終わ

ります。どうもありがとうございました。（拍

手） 

森副議長 以上で木田昇議員の質問及び答弁は

終わりました。首藤健二郎議員。 

  〔首藤議員登壇〕（拍手） 
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首藤議員 ８番、自由民主党、首藤健二郎、た

だいまから一般質問を行います。この機会を与

えていただきました先輩、そして、同僚議員の

皆さん、ありがとうございます。 

 さきほど木田議員が、竹田高校シリーズとい

うことで御紹介をいただきましたので、２番手

としてリレーのバトンをつないで、副議長も竹

田高校ＯＢで見守っておりますので、一生懸命

努めてまいりたいと思います。そして、本日も

傍聴にたくさんの方、お越しいただきました。

ありがとうございます。力になります。あら、

何か今日質問をする予定のタレントさんもお越

しでございますね。あなたの意思が通じるよう

に、しっかり頑張ります。 

 最初に質問いたしますのは、大分県のＰＲに

ついてであります。 

 まず最初に、サンリオキャラクターの活用に

ついて質問いたします。 

 昨年１２月、株式会社サンリオと、テーマパ

ーク、サンリオキャラクターパーク・ハーモニ

ーランドを運営する株式会社サンリオエンター

テイメントは、ハーモニーランドのエンタメリ

ゾート化に向けた基本構想を発表いたしました。

そして、今週１５日にはリゾート化計画に伴う

新規開発エリアの土地取得や県産県消プロジェ

クトの新たな計画など、基本構想の進捗状況が

株式会社サンリオエンターテイメントから公表

されたところです。新たなエンタメリゾートへ

と進化を遂げるハーモニーランドの未来像に多

くの県民が大きな期待を寄せているところです。 

 これに先立ち、県では、昨年度包括連携協定

に基づき、大分ハローキティ空港の愛称使用や

サンリオキャラクターをモチーフとした空港内

のラッピング、空港とハーモニーランドを結ぶ

ハーモニーライナーの運行のほか、大分県立美

術館でのコラボカフェやハーモニーランドでの

各種イベント開催など、サンリオキャラクター

の魅力をいかした本県独自の取組が行われまし

た。とりわけ、空の玄関口である大分空港を世

界中で愛されるサンリオキャラクターで彩った

ことは、訪れた方々への第一印象を強く残すと

ともに、大分に来たこと自体が思い出となる体

験価値の向上にもつながり、非常に効果的であ

ったと思います。 

 私もキャラクターをバックに記念写真を撮影

している方々を数多く拝見いたしました。また、

サンリオキャラクターでラッピングしたハーモ

ニーライナーも話題性が高く、ＳＮＳ等を通じ

た情報拡散という点でも、国内外から予想を上

回る大きな反響と注目を集めました。このこと

は、サンリオキャラクターが持つ絶大なブラン

ド力と老若男女、国籍を問わず、世界中の人々

に愛される普遍的なキャラクターの魅力を改め

て強く実感するものでありました。このような

大きな反響や注目を県内各地への誘客、消費の

拡大などにつなげていくには、こうした取組を

一過性のものとして終わらせることなく、継続

的に実施していかなければなりません。 

 県では、今年度、大分ハローキティ空港の名

称使用を含む全庁でハローキティを使用できる

包括的ライセンス契約を締結し、各種事業の広

報やイベントなど、様々な場面で活用すると承

知しておりますが、この際、サンリオと連携し

て新たなキャラクターを生み出してはどうでし

ょうか。これがもし実現すれば、サンリオキャ

ラクターは全世界で通用いたしますので、大分

県を世界に発信できる非常に強力なキャラクタ

ーになると思います。いずれにしても、キャラ

クターの魅力を最大限にいかし、これまで県政

の情報に触れる機会の少なかった層も含め、幅

広い世代の方に本県の施策や取組に興味、関心

を持っていただき、本県の認知度向上やイメー

ジアップにつなげていくことが必要と考えます。

また、県の公式ＳＮＳやホームページ、ポスタ

ー、動画等の広報媒体での活用を充実させるこ

とで、本県の魅力や情報を届きやすい形で発信

することも重要です。 

 そこで、本県の魅力発信や県政の認知拡大に

向けて、サンリオキャラクターをどのように活

用していくのか、具体的な取組について、知事

にお伺いします。 

 この後は対面席にて行います。 

  〔首藤議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

森副議長 ただいまの首藤健二郎議員の質問に
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対する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 首藤健二郎議員のサンリオキャラク

ターの活用についての質問にお答えを申し上げ

ます。 

 昨年度、大きな注目を集めた大分ハローキテ

ィ空港をはじめとする各種プロモーションの効

果を持続的なものとするため、今年度は全庁で

サンリオキャラクターを活用することにより、

さらなる本県の魅力発信力の向上を図っている

ところでございます。 

 ４月には、ハローキティの親しみやすさと高

い認知度をいかし、本県の情報発信に多方面で

活躍していただくため、おおいたスペシャルサ

ポーターに任命いたしました。今後は国際スポ

ーツ大会や子育て応援イベントをはじめとする

様々な機会を通じて、県内外での話題づくりに

取り組んでまいります。また、海外での人気を

いかし、プロモーション等へのキャラクター出

演など、観光誘客や県産品の販路開拓、消費拡

大にもつなげていきます。 

 加えて、本県オリジナルデザインのロゴマー

クを２種類作成をしました。これであります。 

 一つは、県の花であります、県花であります

豊後梅をモチーフに、本県応援団鳥（だんちょ

う）のめじろんとハローキティが寄り添ったメ

インロゴ、もう一つは、温泉マーク・おけちゃ

んの隣にハローキティが湯おけに入った観光用

のロゴでございます。この２種類のロゴは一目

で大分県と分かる、大分らしさが感じられるデ

ザインにしたいとの株式会社サンリオと本県の

思いを込めて作成されたものです。これらのロ

ゴは健康づくりや女性活躍推進、建設産業の人

材確保など、全庁にわたる様々な分野でＰＲグ

ッズや冊子など幅広く活用し、県の取組へのア

プローチと周知拡大を目指しております。 

 議員御提案の新キャラクター作成については、

まずはこの２種類のロゴを有効に活用すること

で、これらの周知、浸透を図っていきたいとい

うふうに考えております。 

 そのような中、今週１５日、株式会社サンリ

オエンターテイメントからはハーモニーランド

エンタメリゾート化構想の進捗報告がありまし

た。県としましても、この構想がさらなる地域

の魅力向上につながるよう、日出町や杵築市等

と一緒になって取組を進めていきます。 

 今後とも株式会社サンリオなどと連携をしな

がら、そのブランド力を本県の魅力発信にいか

していきたいと考えております。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁いただきました。 

 まずは、今の現状をいかしていくということ

で、これ、まずはというのを、私もまずはであ

ってほしいなと思っているんですけれども、今

年３月の予算特別委員会で、当時の工藤企画振

興部長が、このキティちゃんを使って、くまモ

ンに負けないキャラクターを作りますと力強く

答弁をされたんですね。キティちゃんはもう当

然くまモンに勝るといいますか、全世界で勝っ

ていると私は感じておりますので、あとはやっ

ぱりキティちゃんファミリーに入れるような、

めじろんの立場もありますけれども、めじろん

がこどもを産んで、めりぴーか何かで、それが

キティちゃんファミリーとかでもいいと思うん

ですね。めじろんはやっぱり動きがどうしても

人数かかったり、人数かかるとか言っちゃあれ

ですか、ステージに上がるのが大変だったり、

何かいろいろいたしますので、もう本当に動け

て、動画ですぐアップできて、キティちゃんと

いっつも一緒にいるような大分県独自のキャラ

クターができれば、もう本当に私は世界に大分

県をアピールできるなと思っておりますので、

これはいろいろサンリオさんとの連携をより深

めていかなければなりませんけれども、我々会

派で大阪の中之島クロスというところに視察に

行ったんですけれども、そこは医療系のシンク

タンクといいますか、情報が集まる場所で、そ

こをミャクミャクが、要はストーリーをつくっ

ているところで、そこから、要するに夢洲にラ

イナーが飛んでいますけれども、それにもミャ

クミャクが今、脈々と……。すみません、受け

ませんでした。乗って、ＰＲしているという、

そこにオフィスが、たくさん貸しオフィスがあ

るんですけれども、そこに何とサンリオさんは
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事務所を借りて研究なさっているんです。それ

は新たな今後のキャラクターであるとか、サン

リオさんの独自の開発のためですけれども、そ

ういう視点もある会社さんですので、是非本当

にその力を何とか一緒に協力をして、いいもの

ができればいいなと思っておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

 次の質問に移ります。大分県の魅力発信につ

いてであります。 

 本年４月に大分県在住のタレントが大分県民

の日を浸透させようと、大分の魅力を再認識す

るイベントを企画したという報道がありました。

また、別府警察署の詐欺撲滅ソングを手がけた

県出身のシンガーソングライターも県内を自転

車と自作の楽曲でくまなく回り、大分愛を共有

し、大分県を盛り上げようとしており、そのゴ

ールを大分県民の日である１１月１４日に設定

をしております。 

 この大分県民の日とは、１８７１年、明治４

年１１月１４日に廃藩置県によって今の大分県

ができたことから、過去、地域振興に取り組ん

できた協議会によって、１１月１４日と定めら

れたようです。ただ、県の条例等で定められた

日ではないため、県民でもほとんどの人が知ら

ないと思います。私もタレントのえとう窓口さ

んから聞くまでは知りませんでした。大分県に

住む若い人材が県民の大分愛を盛り上げるため、

自主的に活動を始めており、県としてもこれに

合わせて県民の日の認知度を高めるために一緒

に大分県を盛り上げていってはどうでしょうか。 

 大分県には温泉をはじめ、風光明媚な地域、

豊かな食など、たくさんの魅力があります。こ

れらの魅力を発信していくためには、今、本県

に住んでいる県民が大分県の魅力を理解し、県

に誇りを持つことが必要だと考えます。 

 東京都は条例で、１０月１日を都民の日と定

め、公立小・中・高校は休校となり、都が管理

する博物館や美術館等は入場料が無料となりま

す。このような日があると、自分が住んでいる

自治体を再認識し、学校等でも県の魅力を勉強

するよいきっかけとなるのではないでしょうか。 

 こうしたことを踏まえ、大分県民の日への認

識を含め、大分県の魅力発信にどのように取り

組むのか、企画振興部長にお伺いします。 

森副議長 上城企画振興部長。 

上城企画振興部長 お答えいたします。 

 大分県の魅力や情報の発信には、まずは魅力

を伝えたい相手に興味、関心を持ってもらうこ

と、本県の強みや持ち味に光を当て、弾みをつ

けていくことなどが肝要ではないかと考えてお

ります。 

 議員から御紹介いただきました県民の日につ

いては、全国では香川県や愛知県が令和に入っ

て条例を制定しています。その趣旨は、住民が

郷土への理解と関心を深め、ふるさとを愛する

心を育むことなどとなっております。本県でも、

ふるさとづくり運動推進のため県民の日が提唱

されました。かつて、ふるさと祭りなどが盛ん

に開催をされておりましたけれども、県民の日

の浸透に向けては、なお一層の努力が必要な状

況であるというふうに認識をしております。今

後も引き続き他県事例等の情報収集を継続して

まいります。 

 人と人との関わりが多様化する中、県民同士

のつながりを深めようという企画は大変意義が

あるものというふうに考えております。そうし

た方々の熱意とも足並みをそろえながら、本県

の魅力発信に向けては情報の受け手に応じて発

信内容や広報媒体を工夫し、効果的な情報発信

となるよう努めていきたいというふうに考えて

おります。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁いただきました。ありがとうご

ざいます。 

 ふるさと祭りのお話が出ましたけれども、由

布市挾間町のはさまきちょくれ祭りというお祭

りが１１月にあるんですけれども、あれをもう

十何年も前ですけれども、私、長年やらせてい

ただいたんですけれども、そのときに何か１１

月のその日に祭りの開催を決めたのは、昔、県

民の日であったということをそのタレントさん

から聞いて、ちょっと思い出したところもあっ

て、この県民の日というのが本当に学校が休み

で、各施設も県有の施設とかが無料だったり半
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額だったりとか、あちこち行ったということが

あると、例えば大分を出て、都会に行ったとし

ても、こどもの頃、大分の日あったんやねと、

あの日休んであちこち行ったよね、どっか行っ

たよねという思い出すきっかけにもなるし、じ

ゃあ帰ろうかというきっかけにもなるかもしれ

ませんし、盛り上げようよという、やっぱりち

っちゃい頃のそういう体験が後々につながると

思いますので、是非御検討をよろしくお願いい

たします。 

 次の質問に参ります。産業振興についてであ

ります。 

 産業人材の確保・育成について、県の人口推

計によると、本年４月１日時点の大分県の人口

は約１０６万人となり、これは統計開始以来最

少となりました。１５歳から６４歳の生産年齢

人口はこの１０年間で約８万人減少しており、

県外への転出は２０歳から２４歳の若年層が最

も多い状況です。このような人口減少、若年層

の県外流出などを背景として、本県においても

様々な産業で人手不足が深刻化し、人材獲得競

争も激化する中、産業人材の確保、育成は喫緊

の課題であると認識しております。その対策の

柱の一つとなるのが、若者の県内就職促進です。

本県は進学や就職を機に多くの若い世代が県外

に流出していることから、ＵＩＪターン就職の

促進にこれまで以上に注力することが重要であ

ると考えております。 

 県では、福岡市にＵＩＪターン拠点施設「ｄ

ｏｔ．」を設置し、福岡圏の若者をターゲット

とした県内就職の促進を図っております。また、

県内定着やＵＩＪターンには都市部に負けない

待遇も必要なことから、事業者向け補助金の賃

上げ枠や国の業務改善助成金への上乗せ支援な

ど、中小企業の賃上げを後押しする取組も充実

させてきました。それらの取組の成果も気にな

るところです。 

 一方で、若年層の人材確保に直結する対策と

して、働き方改革に取り組む企業が増えており

ます。県でも働き方改革推進会議でのトップセ

ミナーなどで企業の取組を後押しされておりま

す。しかしながら、私、個人的には働き方改革

という言葉に違和感があります。それは、働き

たい人が働けないような環境になっていないか

ということであります。働きやすい職場を目指

すあまり、働きがいがないがしろにされては元

も子もありません。働き方改革ではなく、働き

がい改革こそ必要ではないでしょうか。上司が

部下に過剰な配慮をし、残業を全くさせない、

ミスをしても指摘しないといった、いわゆるホ

ワイトハラスメントになると、若者の成長機会

を奪い、結果として優秀な若者が離職してしま

います。やはり若者が働きがいがあると実感で

きる職場づくりを目指すべきと考えますし、働

きたい人が集まってくる組織こそ、成長を続け

る組織ではないでしょうか。県として、働き方

改革の推進と併せ、目指すべき人材像を示す人

材育成の方針を明らかにすることが必要となっ

てきます。 

 こうしたこを踏まえ、産業人材の確保、育成

にどのように取り組んでいくのか、知事にお伺

いします。 

森副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 産業人材の確保・育成についてでご

ざいます。 

 人口減少が進む中で、県経済の持続的な発展

を図っていくためには、産業人材の確保、育成、

働きがいがある職場づくりが重要であります。

県では、長期総合計画に掲げる「誰もが自分ら

しく、生き生きと活躍できる社会づくり」の実

現に向けて、昨年３月に策定しました産業人材

育成の方針である大分県産業人材確保・育成プ

ランを踏まえまして、次の三つに取り組んでお

ります。 

 一つ目は、多様な人材の確保であります。求

職者に対しては、まずは県内企業を知ってもら

うことが大事です。そこで、おおいたジョブス

テーションや福岡のｄｏｔ．において、県内外

に設置する就職支援拠点を活用して、県内企業

の情報提供や就職相談を行うとともに、移住相

談会の開催等、様々なＵＩＪターン施策と連携

した取組を進めております。 

 二つ目は、賃上げの実現です。県では、企業

に対して様々な独自支援を行っています。例え
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ば国の業務改善助成金を上回る県の奨励金につ

いては、昨年までに６，２２０名、また、各種

補助金の賃上げ枠については３，７６０名の賃

上げを実現したというふうに考えております。

今年度は賃上げ枠の対象事業を前年度の１２事

業から、今回の補正予算案を含めまして２９事

業へ拡大し賃上げをさらに後押しをしてまいり

ます。 

 三つ目は、企業の働き方改革の促進でありま

す。県では、経済団体や労働団体の代表等で構

成します大分県働き方改革推進会議において、

男性の育児休業取得率等の目標を定めて、政労

使一体となって取組をしております。一方、企

業の働き方改革を進める中で、議員、御指摘の

ように若者に対する過剰な配慮、いわゆるホワ

イトハラスメントを行いますと、困難を乗り越

える経験でありますとか、達成感を得られず、

本人の成長にむしろマイナスになるということ

も考えられます。そのため県が主催いたします

ハラスメント関連のセミナーの機会等を通じま

して、企業に対しまして働き方改革により若者

の成長意欲がさらに促進されるような、そのよ

うな適切な産業人材の育成が行われるように働

きかけをしているところでございます。 

 人材は本県の安心・元気・未来創造を支える

正に基盤でございます。全ての人が活躍できる

働きがいのある職場づくりを促進して、産業人

材の確保、育成に取り組んでいきたいと考えて

おります。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 ありがとうございました。重々気持

ちが、何か伝わってきました。 

 さきほども木田議員、そして、昨日、岡野議

員からも休み方改革の話題が出ましたけれども、

これも気持ちよく働くために、やっぱり休むと

ころもつくるという発想だと思うんですけれど

も、私の世代はまだ終身雇用が当たり前の時代

を過ごしてきましたけれども、今の若い人たち

は３年を区切りに何か転職する方が多いという

ふうにも聞きます。これはなぜかというのをい

ろいろ聞くと、３年は経験しないと、今度自分

の当人のキャリアに問題がありというふうに認

識されがちなので、３年は働いて次の職場に移

るといったようなことらしいです。そうやって

自分のキャリアだけを求めるとか、何か自分の

ためだけにというのは本当に寂しいといいます

か、やっぱり誰かのためにとか、世のため人の

ために、あるいは次の世代のために何か働いて

頑張ろうと、好きなことを突き詰めようという

ような組織であり、団体であるという職場が理

想だと思いますので、是非働き方というのでは

なく働きがいを皆さんが持って働けるような職

場づくり、あるいはそういう推進に努めていた

だきたいと思います。 

 次の質問に参ります。県産品の販路拡大につ

いてであります。 

 県産品の販路拡大について伺います。昨年度

は大阪・関西万博に合わせ、ＪＲ大阪駅に直結

した商業施設ＫＩＴＴＥ大阪において、県産品

を１か月販売する店舗を設けたところ３００万

円を超える売上げがあり、好評であったと伺っ

ております。今年度も同様の取組を行うととも

に、東京での出張坐来など、これまでの県外に

おける販路開拓や魅力発信にも引き続き取り組

むとされており、期待をしておるところです。 

 しかし、一方で、こうした物産展やイベント

出展が毎年の恒例事業として実施されるとマン

ネリ化し、県産品の販路拡大という本来の目的

にどの程度結びついているのか、必ずしも見え

にくくなります。そのため来場者の属性や購買

傾向からターゲットごとの販促手法に反映させ

るといったマーケティング分析や県内事業者が

開発した新商品のテストマーケティングとして

価格設定やパッケージの検証のフィードバック

など、事業者の次の展開につなげる工夫が重要

となってきます。例えば大分県が誇る竹工芸で

すが、令和６年に岐部笙芳氏が、いわゆる人間

国宝に指定されるなど、高い付加価値を持って

おります。県外でのイベント出展では、デザイ

ン、価格の受け止め方や都市部の生活スタイル

との相性を検証できる絶好の機会であり、戦略

的に活用すべきと考えますが、現状では単発の

販売にとどまり、その後の継続的な取引や販路

拡大につながりにくいとの声もあります。 
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 そこでお尋ねします。今年度のＫＩＴＴＥ大

阪での取組も含め、県産品の販路拡大にどのよ

うな基本方針で取り組むのか、併せてマーケテ

ィング分析の活用など、その後のフォローアッ

プの取組について、商工観光労働部長の考えを

お聞きします。 

森副議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 お答えいたします。 

県産品の販路拡大については、出展販売や商談

で得られた実績、評価を踏まえ、商品の改良な

どを促すことで、継続的な取引拡大につながる

ことを基本方針としております。 

 昨年度のＫＩＴＴＥ大阪での販売を分析しま

すと、ジュースなど低価格帯の商品が中心に売

れたことから、購入の単価が１，０１０円にと

どまったほか、４０代、５０代の女性が主な購

買層でございました。今年度はこうした分析結

果を反映した商品の選定ですとか、陳列の見直

し、さらには試飲、試食などＰＲの拡充を図る

ことで、多くの県産品を手に取ってもらえるよ

う機会を創出いたします。加えて、関西地区の

バイヤーに来店を促すことで、評価や意見を県

内事業者に共有し、商談機会のさらなる拡大に

つなげてまいります。また、首都圏においては、

坐来大分でのテスト販売のほか、今年度からは

商社による伴走支援と展示会出展を組み合わせ

た事業を実施しまして、流通事業者の評価や助

言を聞ける機会を通じて、売れる県産品づくり

を後押ししてまいります。これらの取組に加え、

高付加価値化商品の販路開拓や海外展開におい

ても、県から随時、販売状況等を分析、共有し

まして、５００社企業訪問でのフォローアップ

を通じて県内事業者を支援してまいります。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁いただきました。もう正に頑張

っていただきたいというところであります。 

 大分県は本当にブランドづくりとか、いいも

のをつくるとかいうのは非常に得意だと思うん

ですけれども、いざ、じゃあ流通といいますか、

商品が店舗なり、そういうところに並んでいる

かというと、必ずしもそうでないというのが私

の実感でもあります。我々、台湾にも行きまし

たけれども、大分県プロモーションで、ちょっ

と高級デパートの地下で、食品売場で県産品を

私も一所懸命売りまして、試食していただきま

したけれども、ふと見ると、やっぱり並んでい

るのが宮崎産とか鹿児島産とか、それもお肉と

か野菜とかが、すき焼き用といって並んでいる

のが宮崎産だったりしましたが、すき焼きこそ

大分県じゃないかと、以前にも議論がありまし

たように、やっぱりそこに並べる努力といいま

すか、流通を起こすことをやっていただきたい

というふうに思っておりますので、一緒に頑張

ってまいりましょう。 

 続きまして、地球温暖化への対応についてで

あります。 

 脱炭素社会の実現について伺います。我が国

では政府による２０２０年のカーボンニュート

ラル宣言以降、脱炭素に向けた取組を本格化さ

せてきました。昨年２月に改定した地球温暖化

対策計画では、２０５０年のネット・ゼロ実現

のため、温室効果ガス排出量を２０１３年度比

で２０３５年に６０％、２０４０年に７３％削

減するという野心的な目標が設定されました。 

 ネット・ゼロとは、二酸化炭素などの温室効

果ガスの排出量から森林などによる吸収、除去

量を差し引き、合計を実質的にゼロにする状態

を指します。目下、我が国の温室効果ガス排出

吸収量の合計は減少傾向にあるようですが、排

出抑制と経済成長の両立を図りつつ、２０５０

年ネット・ゼロを実現することは容易なことで

はありません。また、気候変動の影響は年々強

く感じられているようになっております。昨年

の夏も日田市で国内歴代最多記録と並ぶ６２日

の猛暑日を記録するなど、大変な猛暑で対策の

必要性に変わりはないように思います。 

 一方、最近の不安定な国際情勢の中で、経済

安全保障への関心が高まっております。脱炭素

を進め、化石燃料中心からクリーンエネルギー

中心への社会へと変換を図ってきたところです

が、イラン情勢の緊迫化に伴い、政府は燃料価

格高騰と供給不安に対応するため、中東依存度

の低い石炭火力発電の稼働制限を１年間限定で

解除する方針を出しました。これにより脱炭素
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政策は一時的に後退することが懸念されており

ます。 

 こうした状況の中、先日、大分県が環境省の

脱炭素先行地域に選定されたと伺いました。脱

炭素先行地域は、民間事業者と共同で意欲的に

脱炭素に取り組む地方自治体に交付金を交付し、

脱炭素と地域課題解決の同時実現モデルを創出

する事業です。地球温暖化対策という課題は経

済や国際情勢とも絡み合った複雑な課題であり、

その向き合い方は一筋縄ではいかないものだと

思います。 

 そこで、脱炭素社会の実現に向け、本県とし

てこれからどのような方向性の下で、具体的に

取り組んでいこうとしているのか、脱炭素先行

地域の取組も含め、生活環境部長の見解を伺い

ます。 

森副議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えします。 

 大分県地球温暖化対策実行計画では、環境と

経済のバランスを保ちながら県民の皆さんや企

業と一体となって脱炭素を推進することとして

おりまして、現下の国際情勢においても、これ

までと同様に取組を進めることが重要と考えて

おります。このため本会議に提案中の補正予算

案においては、省ＣＯ２効果が高い空調やＬＥ

Ｄ照明のほか、ＣＯ２の排出を削減するＬＰガ

スボイラー等を導入する際の補助率をかさ上げ

するなど、企業の環境に配慮した事業活動を後

押ししていきます。来月には金融機関等と連携

し、中小企業等脱炭素支援コンソーシアムを新

たに立ち上げまして、事業者の脱炭素化と企業

価値の向上を図り、取引機会の拡大等につなげ

る取組を支援することとしております。 

 一方、脱炭素先行地域では、県の広域防災拠

点であります大分スポーツ公園と周辺施設に加

えまして、南海トラフ地震の特別強化地域であ

ります、佐伯市、臼杵市、津久見市の避難施設

にも太陽光発電設備や高効率給湯器等を整備し

ていく予定にしています。再生可能エネルギー

によりまして、避難所等の電力を確保すること

でエリア内の脱炭素化と災害対応力強化を図っ

てまいります。 

 今後も企業の脱炭素化や先行地域の取組等を

進め、２０５０年ネット・ゼロの実現を目指し

てまいります。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁いただきました。 

 私が脱炭素を語るべき者とは思っておりませ

んけれども、我々が生きている地球のそのレベ

ルの中でいうと、１００年そこそこなんですよ

ね。その中に我々がたった１００年ぐらい生き

ていて、後の人たちにどういった地球を残すか

っていうことだと思うんです。だから我々が便

利とか何かそういう、我々の都合のよいところ

だけを求めて、今、速さとか、そういうのばっ

かりを求める風潮ですけれども、やっぱり後に

何を残すかっちゅう視点でいろいろ考えると、

脱炭素なんて結構みんなで取り組むと早いんか

なとも思いますし、そういう機運の醸成が大事

だと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、「涼しいおおいた」の取組につ

いて伺います。 

 地球温暖化への対応として、「涼しいおおい

た」の取組について伺います。これから梅雨明

けとともに本格的な夏の観光シーズンが到来い

たします。近年、国内のインバウンド需要は勢

いを増しており、今年の夏も円安等を背景に外

国人観光客のさらなる増加が見込まれておりま

す。 

 一方で、大分県観光統計調査によると、昨年

８月の県内宿泊客数のうち、日本人宿泊客数は

同月過去最多を更新したのに対し、外国人宿泊

客数は前年同月比で減少しております。さらに、

昨年の外国宿泊客数の動向を見ますと、年間で

は月平均約１０万人であったのに対し、７月、

８月の平均は約６万人となっており、夏場にイ

ンバウンドが低迷している傾向が顕著です。地

震を予測した漫画や記録的な猛暑の影響など、

様々な要因があるかとは思いますが、年間を通

して観光客を呼び込むことが本県における課題

の一つと認識しております。こうした状況を踏

まえ、さきの２月補正予算においては、クール

サマーｉｎおおいた推進事業が計上されており、

夏場の誘客促進に向けた「涼しいおおいた」の
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取組を進めていくと伺っております。夏場のイ

ンバウンド需要を取り込むためには、夏でも涼

しく快適に過ごすことができる大分県のイメー

ジ向上が重要な鍵となります。 

 ４月に県が公表した冊子「ＮＡＴＵＲＥ Ｃ

ＯＯＬ ＯＩＴＡ（ネイチャー クール オオイ

タ）」では、県内の涼しいエリアに関する情報

や涼を体感できるアクティビティーが紹介され

ております。涼しいスポットも重要ですが、旅

行の目的にもなる食について、涼しくなる食と

して打ち出してはいかがでしょうか。冊子では、

かき氷などの涼スイーツも掲載されております

が、別府の冷麺とか、夏野菜である荻のトマト

など、多様な魅力を一体的にＰＲすることも有

効と考えます。 

 そこで、夏場の誘客促進に向けた「涼しいお

おいた」の取組をどのように推進するのか、観

光局長にお伺いします。 

森副議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 客足が落ちる夏場の誘客を促進し、年間需要

の平準化を図ることは持続可能な観光地域づく

りを進める上でも重要な施策だと考えておりま

す。そのため県では、県内の涼しいスポットや

体験などを多言語のガイドブックにまとめまし

て、早速、熱海でのイベントや台湾での旅行商

談会等でＰＲをしているところでございます。 

 議員御指摘の食についても、涼しいコンテン

ツとして大変効果的だと考えておりまして、例

えば由布市の天然炭酸泉で食べる流しそうめん、

あるいは臼杵市などでキャンペーンが行われて

おります夏フグ、名水１００選にも選ばれてい

る竹田の湧水群なども非常に魅力的な素材であ

ります。ガイドブック作成後もこうした涼しい

スポットや食の情報がいくつも寄せられており

まして、ホームページ内の特設サイトやＳＮＳ

で随時発信しているところであります。 

 そうしたことに加えまして、酷暑対策として

安全性、快適性を高める環境整備を行っていた

だく事業者の支援にも取り組んでおります。既

に２１の施設から申請をいただいておりまして、

正に今、各施設においてもミスト発生機やスポ

ットクーラー、夜間利用を促すライトアップ設

備等の整備が進められているところでございま

す。 

 引き続き市町村や民間事業者とも連携しなが

ら、本県の新たな魅力として「涼しいおおいた」

を発信し、夏場の誘客促進や県内各地域への周

遊、観光消費額の向上などにつなげていきたい

と考えております。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁ありがとうございました。 

 もうおっしゃるとおりでございます。冊子見

ても場所と食べ物と何か別個に出ていて、もっ

たいないなと思う。やっぱりその場所でこれを

食べる、おいしいよとか、そういうイメージづ

けができるといいなというふうに見て感じまし

たので、「涼しいおおいた」というのは本当に

いい視点だと思いますので、九重町の寒の地獄

温泉はありましたけれども、我がふるさと竹田

市にも七里田温泉という、非常に涼しい温泉、

温泉県大分で涼しい温泉、１７度で、今の時期、

冬場は寒くて入れないので、もう今の時期に入

ると本当炭酸のあの泡がすごい温泉でございま

すので、そういったことも、夏場のＰＲで是非

じゃんじゃん取り組んでいただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 次の質問は、佐賀関大規模火災からの復興に

ついてであります。 

 早いもので、昨年１１月の火災発生から７か

月が経過いたしました。改めて犠牲となられた

方の御冥福をお祈りするとともに、被害に遭わ

れた方々に対し、心からお見舞いを申し上げま

す。義援金やふるさと納税など、全国の個人、

企業、団体の皆様から温かい多くの御支援にも

感謝を申し上げます。 

 今年に入り、公費解体も開始されましたが、

焼損１９６棟、面積は約６万立米を超えること

から、当時のままの場所もいまだ残っておりま

す。県では、いただいた義援金を速やかに配分

するとともに、ふるさと納税等を活用し、ＮＰ

Ｏや地元自治会のコミュニティ維持の取組を支

援するなど、生活の再建に取り組んでいると承

知をしております。加えて、復興計画策定に向
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けた大分市への技術的助言や市道整備等への助

成、漁具供給体制の再構築、佐賀関水産物の消

費拡大など、復興とまちづくりも支援しており

ます。今後は大分市が８月末までに復興計画を

策定し、復興市営住宅の建設などを進めていく

ことになりますが、被災者との意見交換会では、

建設場所や戸建てか集合住宅かなどで、市の計

画案と異なる要望も出ており、被災地の意見を

しっかり拾い上げることが重要となってまいり

ます。被災地の公費解体、撤去作業だけで１１

月末までかかるとのことですので、町の復興と

被災者の皆様の生活の再建には、国、県、市が

連携した長期の支援が必要となります。 

 こうしたことも踏まえて、県として今後どの

ように佐賀関大規模火災からの復興に取り組む

のか、防災局長にお伺いします。 

森副議長 藤川防災局長。 

藤川防災局長 佐賀関の復興については、今月

末には被災した八潮工業の事業を引き継いだ漁

具の製造施設が完成する予定でありまして、ま

た、復興市営住宅の予定地と海側を結ぶ主要防

災道路の整備にも着手するなど、一歩ずつ復興

への歩みを進めております。 

 議員御指摘の復興市営住宅については、大分

市が地元自治会と協議を重ねておりまして、住

民との意見交換会の開催や全被災世帯への個別

訪問などにより、合意形成に向けて丁寧に取り

組んでいるところでございます。 

 今後は復興計画の議論が本格化してまいりま

す。区画の再編や地域内の道路整備などについ

て、住民も交えて議論される見込みであり、県

としても引き続き国と連携し、技術的な助言を

行ってまいります。 

 被災地の復興には年単位の時間を要すること

から、コミュニティの維持、再生に向けた長期

的な取組が重要となります。４月に行いました

田中連合区と知事との意見交換などを踏まえ、

直接の被災を免れ地元に残っている住民の方も

含め、地区全体として住み続けられるまちの実

現を目指したいというふうに考えております。

そのため引き続き市や国、関係団体と連携し、

復興への歩みを伴走支援してまいります。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 今年の２月に防災減災・県土強靱化

対策委員会で輪島市にお伺いしました。そのと

きに石川県前副知事の西垣淳子さんから説明を

伺ったんですけれども、その西垣さんがおっし

ゃっていたことは、復興にはどんなまちだった

ら住みたいか、この考え方が重要なんだという

ふうにおっしゃっておりました。地元の方、あ

るいは今後移り住みたいという方も含めて、今

後住みたいと思えるようなまちづくりを、大分

市と連携して取り組んでいただきたいと思いま

す。今、集合住宅の建設、希望も多いというこ

とで、また予算も、大分市さんも増やして取り

組むそうでございますけれども、元のあった場

所に戻りたい方というのは残念ながら今のとこ

ろ４件しかないというふうに大分市長さんもお

っしゃってたんで、やっぱりこの後のまちづく

りというのをしっかり連携して取り組んでいた

だきたいと思います。 

 最後に、先島諸島からの避難受入れについて

質問いたします。 

 国際情勢は、ロシアのウクライナ侵攻の継続

や混迷する中東情勢など、予断を許さない状況

が続いております。このような中、国は万が一

の事態に備え、平素から国、地方、民間等の関

係機関が連携して様々な検討を行っておくこと

が重要として、国民の生命、身体を守るための

避難対策の検討を進めております。具体的には、

令和６年度に九州、山口各県に対し、訓練上の

想定として、沖縄県の離島からの住民避難、受

入れ計画の検討を要請し、８年度までに受入れ

基本要領を作成するよう求めております。 

 本県においても、石垣市から１万人余りを受

け入れる計画で、大分市や別府市、由布市等の

宿泊施設で分散して受け入れる計画となってお

ります。国民保護は国全体で分割して行う構築

が不可欠です。本県における先島諸島からの避

難受入れについて、どのように対応しようとし

ているのか、防災局長に伺います。 

森副議長 藤川防災局長。 

藤川防災局長 お答えいたします。 

 先島諸島からの住民避難に係る受入れ基本要
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領については、国からの要請に基づき、令和８

年度末までの作成に向けて全庁的に作業を進め

ております。昨年度までに、避難当初１か月間

の受入れに焦点を当てた初期的な計画や避難の

中長期化を見据えた受入れ基本要領の中間整理

を終えておりまして、本年度はこれらの精査や

新たな課題の整理を行います。具体的には、中

長期の収容施設の提供や就学、就労再開に係る

手続等の精査、さらには役場機能の移転や特産

の石垣牛など家畜の受入れなどに係る課題整理

を行うこととしております。 

 こうした検討を実効性のあるものにするため

には、実態を想定した確認を行うということが

必要になります。そのため来年１月には国主体

で沖縄県及び九州、山口各県や関係機関が参加

する国民保護共同訓練が予定をされています。

また、この国の訓練に先立ち、１２月には本県

独自で避難者の受入れ拠点となる避難先連絡所

の運営訓練を受入れ予定市町と共同で行うこと

としています。 

 今回作成する受入れ基本要領は国民保護のみ

ならず、大規模災害時の広域避難にも活用でき

ると考えておりまして、引き続き国や沖縄県を

はじめとする関係自治体と連携し、実効性のあ

る計画の策定を目指してまいります。 

森副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 ありがとうございました。（拍手） 

森副議長 以上で首藤健二郎議員の質問及び答

弁は終わりました。 

 暫時休憩いたします。 

午前１１時４１分 休憩 

―――――→…←――――― 

              午後１時 再開 

嶋議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。桝田貢議員。 

  〔桝田議員登壇〕（拍手） 

桝田議員 こんにちは。３番、自由民主党の桝

田貢です。 

 今回、一般質問の機会をいただきました会派

先輩議員、同僚議員の皆様に感謝申し上げます。 

 また、本日天気が悪い中、傍聴に来られた皆

様、ありがとうございます。私も今見てびっく

りしたんですけれども、８８歳になる私の祖母

のほうも今日来ていまして、ちょっとサプライ

ズということでしっかり頑張っていきますので、

よろしくお願いいたします。 

 最終日の午後一番ということで元気よくやっ

ていきますので、知事はじめ、執行部の皆様よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、質問のほうに入ります。 

 芸術文化振興について。 

 芸術文化は人々の暮らしに潤いと心の豊かさ

をもたらすとともに、地域への愛着や誇りを育

み、人と人とのつながりを深めるものです。本

県には美しい自然や風土を背景に長い歴史の中

で先人たちが育み受け継いできた多彩で特色あ

る芸術文化が各地に息づいています。こうした

貴重な財産を次世代へ継承していくためにも、

県民が質の高い芸術文化に触れ、身近に親しむ

ことができる環境づくりは極めて重要だと考え

ます。 

 本県では、本年３月に創造県おおいたの推進

など、三つの基本視点を柱とする文化振興基本

方針が策定されました。また、具体的なアクシ

ョンプランである文化創造戦略においては、多

彩で優れた芸術文化に触れる機会の創出や次世

代の芸術文化を担うこどもたちに向けた取組の

推進などが掲げられています。多彩で優れた芸

術文化に触れる機会として、まず思い浮かぶの

は、別府アルゲリッチ音楽祭です。世界的ピア

ニストであるマルタ・アルゲリッチ氏が総監督

に就任して以来、本年で３０年という大きな節

目を迎えました。本音楽祭は県民に世界最高水

準の音楽に触れる機会を提供するとともに、国

内外から高い評価を受け、大分の宝とも称され

る存在へと発展しています。 

 また、県内芸術文化の中核拠点である大分県

立美術館ＯＰＡＭでは、多彩で質の高い展覧会

が数多く開催されています。昨年度は開館１０

周年記念式典として、大分県の美術を俯瞰する

企画展が開催されたほか、幅広い世代に親しま

れる「金曜ロードショーとジブリ展」なども実

施され、昨日、松尾副館長から説明がありまし

たが、年間入館者数は８２万人を超え、過去最
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多となりました。 

 こうした中、本年９月１日には、大分県立ア

ルゲリッチ記念館がいよいよ供用開始されます。

先般制定された同館の設置管理条例では、この

記念館を拠点として、アルゲリッチ氏の顕彰を

はじめ、音楽文化の発信や若手音楽家の育成、

さらには学校教育など、多様な分野との連携を

進めることとされています。 

 今議会には、本県出身の文人画家、田能村竹

田の代表作であり国指定重要文化財でもある

「歳寒三友双鶴図」の取得議案も提案されてい

ます。 

 このように、芸術文化を育む環境づくりがよ

り一層進む中、アルゲリッチ記念館や県立美術

館の今後の活用を含め、本県の芸術文化をどの

ように振興していくか、知事のお考えをお伺い

します。 

 以降、対面席にて質問させていただきます。 

  〔桝田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの桝田貢議員の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 桝田貢議員の芸術文化の振興につい

ての質問にお答え申し上げます。 

 本県では、今年３月、１０年ぶりとなる大分

県文化振興基本方針の見直しを行い、三つの視

点として、人づくり、伝統の継承と新たな文化

の展開、創造県おおいたの推進を掲げ、様々な

施策を展開しています。 

 先月、開催しました第２６回別府アルゲリッ

チ音楽祭では、マルタ・アルゲリッチ氏が言葉

では言い表せない圧巻の演奏を披露して、満場

の観客を魅了しました。そして、９月にはいよ

いよ大分県立アルゲリッチ記念館が供用開始さ

れます。県有化後の新たな試みとして、県内６

市町の７中学校を対象に授業の一環でオペラ鑑

賞会や合唱指導を実施するなど、学校現場や教

育委員会との連携を進めてまいります。また、

アルゲリッチ氏の軌跡や本県との絆を伝える小

冊子の作成のほか、設備をリニューアルした音

楽専用ホールにおける未公開映像を含んだフィ

ルムコンサートの開催など、アルゲリッチ氏の

功績や音楽祭の歩みを広く発信をします。この

ように記念館の県有化に当たっては、より多く

の方々に親しまれ、末永く愛される施設となる

よう努めてまいります。 

 一方、県立美術館では、幅広い世代に親しま

れる企画展等を開催するとともに、本県ゆかり

の作品の収集、保存を進め、県内各地の芸術文

化の魅力を紹介しています。今議会に取得議案

を提出しています豊後南画の祖、田能村竹田の

代表作「歳寒三友双鶴図」は国指定の重要文化

財であり、郷土の貴重な財産として保存・活用

し、後世へ継承していきます。 

 今年度の展覧会としては、ハローキティ展や

ルノワール展など、話題性の高い企画展をはじ

め、全国の書店員が選ぶ絵本の本屋大賞を獲得

した絵本作家ヨシタケシンスケ展などを開催い

たします。現在開催中の東勝吉展では、由布市

で８３歳から創作活動を本格化し、東京都美術

館等の展覧会でも人気を博した東氏の作品を、

かつてない規模で特別展示をしています。生涯

で残した１００点余りのうち６５点を一挙展示

し、県内芸術に改めて光を当てております。 

 こうした芸術文化の力を観光や地域づくりな

ど、様々な分野にも活用しながら、文化の薫り

高いふるさと大分を創造してまいります。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 ありがとうございます。 

 しいきアルゲリッチハウスが県有化というこ

とで、アルゲリッチさんも今８５歳に多分なら

れています。この間演奏を聞いた方からも、や

っぱり技術力はいまだに健在だというふうな話

を聞いていまして、やはりそれを聞きに来る県

外の方もいますし、むしろ国外の方も多分来る

ような形になって、お客さんも多くなるかなと

いうふうに思っております。観光都市・別府の

新たな魅力の一つとなるのではないかというふ

うに私は期待しています。 

 観光振興の観点からも県民のみならず、さき

ほど言いました県外からの誘客につながるよう、

そして、後世の若手の音楽家の育成というもの

の取組がしっかり実施されることを要望いたし

まして、次の質問のほうに移らせていただきた
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いというふうに思います。 

 観光振興について。 

 宿泊税について。大分県観光統計調査による

と、昨年の大分県の観光宿泊数は約５３６万人

と過去最多を記録しました。そのうち海外から

の宿泊者数が約１１９万人と多くの方が大分県

を訪れて宿泊し、観光消費をしていただいてお

ります。 

 そうした中、全国で宿泊税を導入する自治体

が増えており、京都市では１人１泊１０万円以

上の場合には１万円が課されるなど、大きな話

題となりました。宿泊税の一般的な課税方法は

一律定額制、段階的定額制、定率制の三つで、

北海道倶知安町や長野県野沢温泉村では定率制

となっています。人口減少が進む地方において

宿泊税は貴重な自主財源確保の一つとして期待

されているところです。 

 本県においても、宿泊税の導入に向け、今定

例会に宿泊税条例案と徴収した税を積み立てる

ための基金条例案が上程されています。私の地

元・別府市は、県内でもホテル、旅館など宿泊

施設が多い地域で、市独自の宿泊税の導入を検

討していましたが、大分県が導入方針を示した

ことから見送りを決めています。徴収に係る経

費などを除いた税収の７割を市町村に交付する

など、市町村にも配慮をいただいたものと思っ

ているところです。 

 条例の内容を見ますと、税率については宿泊

料金に応じた段階的定額制となっています。宿

泊税の検討が始まった当初は、食事提供の料金

も入るかなど困惑の声もありましたが、宿泊料

金のみが対象と明確化されており、その部分で

は事業者の不安も解消されていると感じました。

しかしながら、由布市や別府市などでは宿泊料

金が異なる複数の建物を運営するホテル、旅館

が多く存在する上、ゴールデンウイークなど季

節に応じて宿泊料金が変動することが一般的で

す。段階的定額制では税額の計算が大変で、た

だでさえ、人手が不足しているのに事務作業が

増えるのは厳しいとの声もあります。 

 本年第１回定例会における我が会派の麻生議

員の代表質問に対する知事の答弁では、現場の

負担をなるべく増やさない旨の答弁がなされて

おり、今回の６月補正予算案では、事業者のシ

ステム改修費支援などが計上されていますが、

どのように事業者の軽減が図られているのでし

ょうか。また、徴収の窓口となる事業者には宿

泊者からの負担増に対する苦情も想定されてい

ます。その際、財源がどのように使われている

かなどが明確化、可視化されていると、事業者

も安心するのではないでしょうか。 

 そこで、宿泊税について、導入に伴う事業者

の負担をどのように解消し、今後の観光振興に

活用していくか、知事にお伺いいたします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 宿泊税についてでございます。 

 人口減少が進む中、交流人口を拡大し、県経

済を活性化させるには多様化する観光ニーズに

対応し、戦略的に施策を展開していく必要があ

ります。そのためには安定的かつ継続的な財源

の確保が不可欠であり、全１８市町村長からの

要請も踏まえ、宿泊税の導入を決断したところ

であります。 

 本年３月の表明以降も宿泊税制度の円滑な運

用に向けて、宿泊事業者等と協議を重ねながら、

パブリックコメントも実施をしてきました。そ

の中では、宿泊事業者の負担軽減や使途の明確

化に関する声が多く寄せられたところであり、

今後は特別徴収を担う宿泊事業者への支援と、

宿泊税の効果的な活用を進めていくことが重要

であります。 

 まず、宿泊事業者への支援では、徴収、申告

納入手続の効率化や宿泊者等に向けた周知啓発

を進める必要があります。そのため今回の補正

予算案において、宿泊税に対応するための既存

レジシステムの改修に加え、自動チェックイン

機の導入など、新たにＤＸを活用して業務省力

化を図る宿泊事業者を支援します。また、事前

の周知啓発を強化するとともに、導入後はコー

ルセンターを設置して、宿泊事業者からの問合

せにもきめ細かく対応をしていきます。 

 次に、宿泊税の効果的な活用であります。制

度の導入に当たっては、市町村が個別に財源確

保を行うことについて、事務負担など様々な課
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題があるとの声がありました。そこで、宿泊税

を県税として創設した上で、賦課徴収に要する

経費等を除いた額の７割を市町村に交付するこ

とを条例に明記し、市町村には地域資源の魅力

向上や受入れ環境の充実等に取り組んでもらう

ことにしました。残る３割については、宿泊者

数が少ない地域の振興策も含めて、県において

広域的な施策に活用をします。県と市町村がそ

れぞれの役割を果たすことで、その効果を納税

者や地域に還元したいと考えております。加え

て、この制度が宿泊者をはじめ、宿泊事業者や

県民から信頼を得られるよう、その使途は毎年

度検証し、公表することといたします。 

 今後とも丁寧な説明を行うとともに、関係者

と連携をして、円滑な導入に向け万全を期して

まいります。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 これ、期待されている税であると思いますの

で、事業者も納得するような形ができることを

期待しています。 

 また、宿泊に関わる税では、皆さん御存じ、

入湯税もございます。執行部の皆さんも承知だ

と思いますが、入湯税とやっぱり一緒にしてほ

しいという事業者の声があります。しかも入湯

税は聞くところによると、まだ紙で申告を行っ

ているとも聞いています。法律規定されている

ので、なかなかこれ、難しいことだと思います

けれども、現場の実態をしっかり国に届けてい

ただきたいなというふうに思っております。宿

泊事業者も本当に今、休みが取りにくかったり

とかいう部分で、なかなか人手が不足していま

すので、仕事が増えることを本当に懸念してい

ます。 

 また、今回の条例の附則で、３年後に見直し

を行うということをされていますので、宿泊税

導入後に改めて宿泊事業者や宿泊者、市町村の

意見をよく聞いて、さきほど知事も言いました

けれども、しっかりそこを話し合って、何に使

われているかというのを明確化していきたいと

いうことを皆さん言っていましたので、そこを

期待して、次の質問のほうに移りたいというふ

うに思います。 

 違法民泊について、昨年、いわゆる民泊施設

が増加傾向にあります。本県においても、別府

市や由布市を中心に新たな民泊施設を目にする

ことが増えました。民泊施設には旅館業法の許

可を取得している簡易宿泊所と住宅宿泊業法の

届出を行ったものの二つがあります。現在、大

分県内で簡易宿泊所は１，１０１件、住宅宿泊

事業は１３４件となっています。住宅宿泊事業

の新規届出は平成３０年度に２６件、令和元年

度には４７件、そこから、コロナ禍で一旦１桁

となりましたが、４年度以降は再び２桁に戻っ

ており、７年度には４３件と、前年の倍近くに

なっています。さきほどの質問の宿泊税が導入

となると、この民泊事業もその課税対象となり

ます。 

 そこで、今回、私が危惧するのが、最近よく

話題になる違法民泊です。宿泊事業者との意見

交換の場でも、民泊事業者をしっかり確認し課

税しないと不平等だとの声がありました。近年、

海外の方が行う民泊なども増え、地域の方々か

らもどんな人が宿泊するのか分からないなど、

地域の不安を心配する声も増えてきました。全

国では違法民泊の警察による摘発事例もありま

すが、幸いにも本県においては１件もないとお

聞きしております。先月、２６日には新たに設

置された民泊等の適正化対策官民連携会議の第

１回会議を開催されました。観光局や旅館業法

を所管する生活環境部、警察本部に加え、民間

の旅館組合などが出席し、民泊に起因する課題

や違法民泊などの問題について、実態把握と対

策を今後も協議していくとされており、県の先

手を打った取組を大いに評価するところです。 

 しかしながら、今後、観光需要の拡大ととも

に、民泊施設の数も増えることが予測され、違

法民泊が発生するリスクも高まります。違法民

泊対策を進めることは宿泊税の円滑な導入に不

可欠なことと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、県として違法民泊対

策にどのように取り組むか、生活環境部長のお

考えをお聞かせください。 

嶋議長 井下生活環境部長。 
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井下生活環境部長 お答えします。 

 近年、民泊施設が増加傾向にある中、県では

実態把握や諸課題を協議することを目的に、先

月、第１回目となる官民連携会議を開催しまし

た。会議では、緊急時の対応や営業者の顔が見

えないことへの不安などの意見を伺ったところ

です。これまで確認された無許可、無届けの施

設は令和６年度は２件、７年度は１件ありまし

て、いずれも保健所の指導により是正され、違

法民泊による大きな問題は生じておりません。 

 他方、都市部では、近隣住民とのトラブルが

問題となっており、本県でも懸念されるところ

です。そのため今年度から食品・生活衛生課に

民泊監視員を１名配置しまして、監視体制を強

化したところです。違法民泊が確認された場合、

営業を中止させた上で、法に基づく許可又は届

出を指導し、これに従わない場合は旅館業法違

反での告発など、県警と連携して対応する方針

です。また、新たに県民の皆さん向けのオンラ

イン相談窓口を設置するとともに、事業者には

啓発チラシによりごみの適正処理の徹底を周知

していきます。 

 引き続き連携会議による今後の議論も踏まえ

まして、関係団体や市町村、県警と連携し、違

法民泊対策に取り組んでまいります。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 もし違法民泊などが発覚した際、その事業者

に県としてもこれしっかり対応することが必要

だと思っております。真っ当に事業を行ってい

る人が報われるよう、お願いいたします。 

 また、この民泊は、私が思うんですけれども、

地域の住民との協力があると、この違法民泊す

ごく見つけやすいなというふうに思っています。

地域の皆様も、これで安心に暮らすこともでき

ると考えます。 

 そこでお尋ねします。健全な民泊サービスの

普及に向けて、市町村や自治会などの地域と連

携をどのように考えているか、そして、一昨日

新聞の報道で見たんですけれども、観光庁が民

泊を実質的に禁止できるよう条例で定めている

ことを可能とする通達を発出するという報道が

ありましたが、条例を制定する予定はあるでし

ょうか、生活環境部長にお伺いします。 

嶋議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 ２点お答えします。 

 まず、第１点目、市町村や自治会など地域と

の連携についてでございます。 

 民泊施設の多くは、住宅街の中にありますこ

とから、地域の目が届きやすい、そういった状

況でございます。このため、議員御指摘のとお

り、違法民泊を把握するには地域住民の方に御

協力いただくということも大事です。 

 県としましては、引き続き民泊監視員、それ

から保健所、市町村との連携強化を図りながら、

市町村を通じて自治会にも情報提供等の協力を

求めていきたいと考えています。 

 自治会から寄せられた地域の実態や困り事は、

重要な情報として関係機関で共有し、効果的な

違法民泊対策につなげてまいりたいというふう

に考えております。 

 次に、民泊を実質的に禁止することが可能に

なるというような報道についてでございます。 

 住宅地や教育施設の周辺で民泊施設の増加が

見込まれ、騒音やごみの投棄など、居住環境が

損なわれる、そういったおそれがある場合、条

例により立地規制が可能となるというような報

道がございました。まだ、実際のところ、国か

ら通知がこちらには届いておらず、詳細は把握

できておりません。 

 まずは通知が来ましたら、その内容について

確認するとともに、官民連携会議がございます

ので、その場においても情報提供していきたい

というふうに考えております。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 今まで宿泊税がなかったんで、県が

これ宿泊税を導入となると、何度も言いますけ

れども、宿泊事業者は公平に徴収してもらいた

いという気持ちがあります。 

 さきほど部長の答弁にもあったんですけれど

も、地域とのしっかり情報共有という部分で、

やっぱり情報共有を進めてもらうためにも、し

っかり自治体とのふだんから連携やコミュニケ

ーションというものが大事だと思いますので、
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そこをしっかり注視していただきたいなと思い

ます。 

 そしてまた、報道にあった件ですけれども、

そこら辺も宿泊事業者としっかり意見交換をし

て、どういうふうにしていくかということを、

国の指針が出てからだと思うんですけれども、

そういった部分もしっかり詰めていただいて、

今後、この税が大分県のためにどうやって使わ

れているかということを、皆さん期待していま

すので、ぜひともしっかり体制を整えて進めて

いっていただきたいなと思いまして、次の質問

に移ります。 

 子育て支援について。 

 こども誰でも通園制度について。 

 国は、こども未来戦略「加速化プラン」に基

づき、通称こども誰でも通園制度を開始しまし

た。このこども誰でも通園制度は、全てのこど

もの育ちの保障や子育て家庭への支援の強化を

図るため、保護者の就労の有無にかかわらず、

保育所、認定こども園等に在籍していない、お

おむね６か月から満３歳未満の乳幼児が月１０

時間まで通園できる制度です。 

 令和６年度に試行的事業として開始され、７

年度には法律上制度化、８年度からは法律に基

づく新たな給付制度として全自治体で実施する

こととされています。 

 本県では、６年度に中津市、臼杵市、杵築市、

姫島村の四つの市村で実施され、７年度には大

分市、豊後高田市を加えた６市村で実施されて

いますが、今年度からは全ての市町村が対象と

なるこどもが本制度を利用できるよう、供給体

制の確保が求められています。 

 私の地元・別府市では、４月から８施設で実

施されていますが、専任の保育士などを配置し、

こどもを預かる一般型は２園のみで、多くは保

育所等の定員に空きがある部分を活用する余裕

活用型となっています。さらに、定員が満たさ

れると同時に、これで「誰でも」が消えてしま

います。さらに、利用時間に月１０時間の上限

が設けられていることから、既存の一時預かり

事業との違いが分かりにくいという声や、そち

らのほうが使い勝手がよいのではないかという

意見があります。 

 また、未就園児を新たに受け入れることによ

り、保育士確保や事務負担、在園児との受入れ

体制の調整などを懸念して実施を見送っている

園もあると伺っています。 

 一方、国はこの制度を、こどもの育ちの保障

だけでなく、全ての子育て家庭の支援強化と位

置付け、要支援家庭を必要な支援につなぐなど、

関係機関との連携の重要性も手引で示していま

す。 

 こうしたことを踏まえると、希望する誰もが

通園できる体制の構築を図るため、県として再

度、実施主体である市町村の保育所などに制度

の意義を周知し、理解促進を図るとともに、現

場の負担軽減に向けた支援を充実させることが

必要だと考えます。 

 そこで、先行実施した六つの市村における利

用状況や制度の改善点などの検証を含め、こど

も誰でも通園制度の円滑な実施に向けて、県と

してどのように取り組んでいくのか、こども政

策局長にお伺いいたします。 

嶋議長 小野こども政策局長。 

小野こども政策局長 お答えいたします。 

 昨年度先行実施した６市村２０施設における

誰でも通園制度の利用者は、延べ１，３０４人

であり、１園当たりの平均は月５人程度でした。 

 利用希望者の受入れには、大きな支障はなか

ったと承知しておりますが、実施に当たっては、

事務負担面も含めた業務量に見合う保育士の確

保が課題という声を多く伺っております。 

 本格実施となった今年度は、全市町村１００

施設で受入れが始まっておりますけれども、や

はり大半の園が追加人員の配置を要しない余裕

活用型を選択している状況にあります。 

 このため、県では、登降園管理システムとい

ったＩＣＴ機器の導入や保育補助者の配置など、

業務負担の軽減に向けた支援制度の積極的な活

用を促しているところでございます。 

 また、今後の通園ニーズの増加を見据え、改

めて本制度の意義を、既存の一時預かり制度と

の違いも含めて、市町村はもとより未実施園に

も丁寧に周知し、受入れ施設の拡大を図ってい
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くこととしています。 

 今後も希望するこどもたち誰もが通園できる

よう、業務負担の軽減や保育人材の確保対策な

ど、市町村の取組をしっかりと支援してまいり

ます。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 御答弁ありがとうございます。 

 一時預かりのほうがやりやすいという声が大

きい中、こども誰でも通園制度の普及を図るこ

とは大変だと思います。 

 ただ、お互いこれ制度の趣旨が違います。こ

ども誰でも通園制度はこどもを中心に、一時預

かり事業は保護者の負担軽減を目的とされてい

ます。これ、どちらともこどもの子育て支援に

違いないというふうに思っております。 

 さきほどおっしゃいました人手不足の部分と、

やはりその園に預けても、じゃ、その園に入れ

るかどうかっていうところがちょっと不安視さ

れているところもありますし、保育士さんのや

っぱり業務負担も増えてくるということも皆さ

ん結構懸念されています。あと、大分市以外が、

なかなか進行が難しいんじゃないかという声も

やっぱり聞いています。 

 そういった部分で、子育て支援のさらなる充

実に取り組んでいただくことを要望いたしまし

て、次の質問に移りたいと思います。 

 放課後児童クラブの充実について。 

 総務省の労働力調査によると、平成９年以降、

共働き世帯と専業主婦世帯の数は逆転し、令和

７年には、専業主婦世帯の４７６万世帯に対し、

共働き世帯は約２．８倍の１，３３３万世帯と、

その差は開き続けています。 

 さきほどのこども誰でも通園制度をはじめ、

未就学児に対する制度の充実が図られており、

保育所等で夕方までこどもを受け入れる体制が

確保されていますが、小学校に進学し、１年生

となった途端、１４時頃には下校し、生活が一

変するなど、いわゆる小１の壁が存在し、保護

者から不安の声を多く伺っています。 

 このため、下校時に児童を預かる放課後児童

クラブについては、ニーズが年々高まっていま

す。特に保育所等にはない夏休みなどの長期休

暇中に、保護者が安心して日中に児童を預けら

れる場所として、大変重要な役割を担っていま

す。 

 子育て満足度日本一の実現を目指す本県にと

って、欠かすことのできない施設であることか

ら、長期総合計画においても、放課後児童クラ

ブの待機児童数の少なさを全国１位とすること

が目標として掲げられています。 

 しかしながら、こども家庭庁の公表した令和

７年５月１日時点の県内の待機児童数は６２名

であり、昨年度よりも１５名ほど減っておりま

すが、福井県のゼロ人とは大きな開きがありま

す。そもそも放課後児童クラブが校区内にない

エリアもあること、クラブがあっても定員以上

の希望者がある場合や、放課後支援員などのス

タッフが足りないなどの理由から、いまだに利

用ができていない児童がいるのが現状です。さ

らに、長期休暇中は１日利用時間も増えること

から、支援員などの確保も課題となっておりま

す。 

 このような中、先日別府市で夏休み限定、こ

れ野口ふれあいセンターでのことですけれども、

開所するというのを、新聞記事を拝見いたしま

した。保護者ニーズに柔軟に応じたよい取組で

あり、通常のクラブの待機児童削減にもつなが

っていると考えます。 

 既に設備整備や運営費の支援などの様々な施

策を実施していることは承知していますが、安

心してこどもを産み育てられる環境を整えるた

めにも、市町村と連携した放課後児童クラブの

さらなる充実に向けた取組は不可欠だと思いま

す。 

 こうしたことを踏まえ、県として放課後児童

クラブの充実に今後どのように取り組むか、こ

ども政策局長にお伺いいたします。 

嶋議長 小野こども政策局長。 

小野こども政策局長 お答えいたします。 

 放課後児童クラブは、小１の壁に直面する共

働き世帯を含め、保護者が安心して働ける環境

づくりにおいて極めて重要です。 

 本年５月の待機児童数は、速報値で１４人ま

で減少していますが、解消には至っておらず、
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次の三つの取組を推進してまいります。 

 一つは、受入れ施設の拡大でございます。ク

ラブ数は４３１か所と、この１０年間で１１２

か所増加しており、引き続き市町村と計画的に

取り組んでまいります。 

 また、運営費の加算措置を講ずることにより、

夏休みの新規開所なども促しているところでご

ざいます。 

 二つは、人材の確保、定着です。昨年度は研

修により２４７人の支援員を新たに養成したほ

か、出前講座により長期休暇中などの大学生ス

タッフの確保に努めました。 

 また、働きやすい環境づくりのため、経験年

数に応じた処遇改善の支援や、社会保険労務士

の派遣による労務環境整備への助言、指導も行

っており、これらの取組を継続してまいります。 

 三つは、業務の継続化です。出欠管理システ

ムなどへの補助に加え、今年度からはデジタル

に苦手意識を持つクラブを対象に新たにセミナ

ーを開催し、ＤＸの導入を後押ししてまいりま

す。 

 今後とも、市町村と連携し、待機児童数の解

消とクラブのさらなる充実に取り組んでまいり

ます。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 人口減少も進んでいまして、放課後

児童クラブも、私の別府市も３０か所ほどある

んですけれども、別府市でも山の手、境川、石

垣、南立石、鶴見、春木が、ここら辺が特に待

機児童が増えてくる地域だというふうに言って

います。 

 さきほど言った質問の、こども園の、保育園

の人材確保も大きな課題となっていますけれど

も、その解消の一つがやはりこのＤＸ導入の業

務だと思います。そして、入れた後のランニン

グコストの部分もしっかり考えていただくこと

が大事かなというふうに思っております。 

 子育て満足度日本一の実現を目指していただ

きたいというふうに思いまして、次の質問のほ

うに移らせていただきたいというふうに思いま

す。 

 交通安全対策について。 

 昨年の全国における交通事故死者数は２，５

４７人で、一昨年に比べて１１６人減少しまし

たが、本県では４１人と、過去最少の２８人だ

った令和６年から１３人増加し、５年ぶりに増

加に転じました。 

 特に昨年１１月には、僅か７日間で６人もの

貴い命が失われる事故が立て続けに発生したほ

か、今年に入ってからも、２月に４日間で４人

の方が事故で亡くなるなど、交通死亡事故多発

全県非常事態宣言を発令するような厳しい交通

情勢が続いています。 

 県ではこれまで、昭和４６年から第１１次に

わたる交通安全計画を策定し、高齢者に対する

交通安全教育や免許自主返納の推進、こどもた

ちの通学路安全対策など、様々な交通安全対策

を講じ、交通事故死者数はピーク時だった昭和

４７年の２１２名から大幅に減少させるなど、

成果も上げています。しかしながら、現在でも

毎年３０人近くの貴い命が交通事故の犠牲とな

っている現状は、大変痛ましく受け止めており

ます。 

 交通事故のない安全で安心な社会は一朝一夕

に実現できるものではありませんが、県民全て

の願いでもあります。特に、近年増加傾向であ

る高齢者による事故や自転車の交通安全対策な

どに、これまで以上の対策を講じていく必要が

あるのではないでしょうか。 

 そこで、生活環境部長にお伺いいたします。

県内の交通事故対策の課題をどのように捉え、

また県民の交通安全意識を高めていくため、今

後どのように取り組んでいくのか、御見解をお

聞かせください。 

嶋議長 井下生活環境部長。 

井下生活環境部長 お答えします。 

 令和７年に交通事故で亡くなられた４１名の

うち、高齢者の割合は約６割を占めています。

このため、今月策定した第１２次大分県交通安

全計画においても、高齢者の交通事故防止対策

に重点的に取り組むこととしています。 

 まずは高齢者が被害に遭わないことが重要で

す。自治会や通いの場などでの交通安全教育講

師による啓発に加えまして、高齢者に身近な薬
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局を通じて１２万枚の反射材を配付し、着用を

促すことで、夜間から早朝の歩行中の被害を防

いでまいります。 

 あわせて、事故を起こさないために、引き続

き免許の自主返納を推進していくほか、返納が

難しい方については、体調が優れない場合や悪

天候のときに、自ら運転を控えるよう促してま

いります。 

 加えて、運送業など、運転機会の多い業界の

意識向上も大切です。率先して運転実技講習の

実施や車両管理の徹底等を実践する企業の取組

を横展開し、浸透を図ってまいります。 

 また、今年４月には、自転車にも反則通告制

度が導入されましたことから、改めて自転車の

交通ルールの周知徹底も進めてまいります。 

 今後も、県警や市町村、関係団体等と連携し、

交通ルールの遵守とマナーの向上を呼びかける

など、県民の皆さんの交通安全意識を高めてま

いります。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 御答弁ありがとうございます。 

 これ大分県ではないんですけれども、最近高

齢者の運転する送迎バスによる事故が立て続け

に発生したり、今月１５日も宇佐のほうで多分

事故があったと思います。 

 最近、私もニュース見ると、若い方が結構事

故を起こしているなというふうに思っています。 

 警察本部とも連携して、一般ドライバーはも

とより、事業者に向けた交通安全の周知徹底を

図っていただきたいなというふうにお願いいた

しまして、次の質問のほうに移らせていただき

ます。 

 都市計画道路南立石亀川線の整備について。 

 私の地元別府市の道路整備について質問しま

す。 

 多くの日本の都市では、第二次世界大戦の空

襲で焼け野原となり、戦後復興計画で道路が碁

盤の目になるよう整備されました。 

 一方で、別府市は、市街地の大部分が戦災を

免れたため、古くからの道路がそのまま残り、

多くの地域で区画整理なども行われておりませ

ん。 

 また、歴史ある温泉地であるため、湯治場と

して昔ながらの狭い道路がそのまま残り、風情

ある歴史的な町並みの上に生活基盤が形成され、

地中には無数の温泉配管が通っております。大

規模な道路工事や区画整理を行う際には、これ

らを再整備する必要があります。技術面、費用

面で非常に難易度が高くなっております。 

 加えて、山と海に挟まれた狭い平地に温泉施

設、住宅、宿泊施設が密集しています。 

 このような事情から、別府市においては、狭

い県道が地域のメイン道路となっており、都市

計画道路南立石亀川線もその一つです。この道

路は、別府市内の主要な観光地を結ぶ幹線道路

ですが、広範囲に広がる住宅地の要となる生活

道路でもあり、１日の自動車交通量が９千台を

超え、バス運行本数も１日１２６便と、多くの

方々が行き来しております。 

 しかしながら、歩道が狭く危険な箇所も多い

上、原交差点などでは慢性的な渋滞が発生して

おり、事故率も県平均の３倍となっています。 

 また、昨年８月にこの道路沿いにディスカウ

ントストアがオープンした際は、大渋滞が発生

し、バスが１時間遅延したと聞いております。

このようなバスの状況では、地元の方はもとよ

り、観光客の利用の足が遠のき、観光都市別府

の満足度も下がってしまいます。 

 この道路は、災害時の優先啓開ルートにも指

定されていることから、早期の改良が必要では

ないでしょうか。 

 そこで、都市計画道路南立石亀川線の整備を

今後どのように進めていくのか、土木建築部長

にお伺いいたします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 都市計画道路南立石亀川線は、別府地獄をは

じめ、主要な観光地を結ぶ幹線道路であるとと

もに、通学路や緊急輸送道路に指定している重

要な路線です。 

 一方、本路線は２車線であるものの、変則的

な交差点や沿道店舗を利用する車両の停車によ

り、慢性的な渋滞や事故発生率の高さが課題と

なっています。 
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 このため、渋滞の主な要因である原交差点を

含め、延長約１．３キロメートル間において、

平成３０年度から拡幅事業を進めているところ

です。 

 具体には、原交差点では、左折レーンを新設

するとともに、車道の両側に１．５メートルの

停車帯を設置します。さらに、自転車歩行者道

を設け、歩行者の安全性向上を図ります。 

 また、災害拠点病院の救命活動や緊急物資の

輸送路を確保するため、電線を地中に埋設する

無電柱化も行っていきます。 

 現在、用地取得や一部工事に着手しており、

引き続き事業を着実に推進していきます。 

 残る区間については、事業の進捗や整備効果

を勘案しながら、整備の在り方を市や地元と議

論してまいります。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 御答弁ありがとうございます。 

 あそこはもともと、今ありました交通量も多

い道路で、しかも主要道路なんですが、道が狭

い道路です。地元の方々も、早くこの渋滞緩和、

そして歩行者が安全に通れる道に一日でも早く

なることを願っています。 

 今、話はちょっと替わるんですが、大分県で

バスの無料デーなど、バスの利用を促している

とは思うんですけれども、これバスは、私の知

り合い、１時間遅れてしまって、ちょっと本当

に、ディスカウントストアができたときですね、

困ったというふうな形で、さきほども話の中に

あったんですけれども、１時間も遅れる状況は、

これ、私やっぱり本当に避けるべきだというふ

うに思っております。 

 南立石亀川線の事業期間が、さきほど部長の

答弁だと、平成３０年から令和１７年度までと、

この道路整備、非常に時間がかかります。 

 そこで、今回のように県道沿線に大規模店舗

が新規にオープンした場合など、渋滞対策をど

のように考えているか、土木建築部長に再度お

伺いします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 県道の沿線に大規模店舗が新規にオープンす

る場合でございますが、道路管理者は、大規模

小売店舗立地法に基づく出店者からの届出があ

りまして、その中で右折レーンの設置など、道

路対策について審査、指導を行っております。

加えて、出店後もその交通動向については継続

して注視をしていっているところです。 

 なお、開業に伴う、一時的に交通量が多くな

っている場合、そういった場合については、臨

時駐車場の確保や交通誘導員の配置など、県と

して出店者に指導を行っている状況です。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 ありがとうございます。 

 時間もかかるし、バランスもすごく大変だと

思います。 

 さきほど言ったバス事業者などとのしっかり

した打合せを行って、渋滞緩和対策を打つしか

ないというふうに考えています。多分向こうも、

臨時駐車場とかつくったりとかしていますが、

これからイベントがあったりとか、正月とかも

また渋滞が懸念されます。公共交通機関は信頼

性が一番大事だと思っています。そういった部

分で、しっかり対策を打っていただきたいとい

うのと、また今、インバウンドの方がすごく多

いということで、外国人の運転手の方も最近多

く見られています。ちょっと事故が多いという

ことで、私の知り合いも結構事故でぶつけられ

たとかいうことも聞いていますので、別府市、

用地買収のほうが非常に難しい土地柄というふ

うに以前から聞いていますけれども、ぜひとも

早い完成を期待いたしまして、次の質問のほう

に移らせていただきたいと思います。 

 県庁におけるＤＸ推進について。 

 現在、我が国は、人口減少による担い手不足

が深刻化しています。そのような中でも、公共

サービスの質を維持し、地方の成長力を高めて

いかなければならないと考えます。 

 本県においても、市町村と連携し、ＤＸを推

進されているのは、昨日我が会派の岡野議員が

述べたとおりであります。 

 一方、これからは行政運営を支える内部事務

領域のＤＸをさらに進めるべき段階であると考

えますので、私からは県庁内の事務ＤＸ化につ
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いて質問いたします。 

 その具体例の一つが、旅費法改正という外部

環境の変化を受けた旅費事務ではないでしょう

か。法改正を受け、本県でも旅費条例が改正さ

れ、実費支給や第三者への直接支払いなど、制

度の柔軟化が図られていますが、その一方で、

証憑提出や審査業務の複雑化など、業務の増加

が懸念されています。 

 また、現在の旅行実務では、旅行商品の多様

化、価格変動型の予約などが一般化しており、

従来の手作業による処理では対応が困難な場面

も増えると認識しています。 

 このため旅費事務については、制度と実務の

変化に対応できる仕組みづくりが必要だと考え

ております。 

 さらに、本県では、外国旅行の旅費について

は、支給までに約２か月程度を要する自治体が

あるとお伺いしております。実費支給の下で、

職員が一時的に高額な旅費を立て替える場合、

金銭的負担が大きく、公務の円滑な遂行という

観点からも看過できない問題があると考えてお

ります。 

 こうした状況の中、他の都道府県では、旅費

に特化したクラウドシステムの導入に加え、コ

ーポレートカードや旅行代理店といった旅行役

務提供者を活用したキャッシュレス化と立替負

担の軽減を行っているとお伺いいたしました。 

 このような状況を見ると、キャッシュレス化

が世の中で浸透する中、本県の取組が後れを取

っている部分も否定できません。 

 そこで、旅費制度の現状を含め、県庁におけ

るＤＸの状況と今後の展開について、総務部長

の見解をお伺いいたします。 

嶋議長 若林総務部長。 

若林総務部長 県庁におけるＤＸ推進について

でございます。 

 行政のＤＸにおいては、申請手続などの県民

サービスだけでなく、業務プロセスのデジタル

化も一体的に進めていくことが重要であります。

これまでもシステム間のデータ連携や処理能力

の向上を進め、会計処理などの迅速化やペーパ

ーレスなど、改善を図ってきたところです。昨

年度からは、幅広い業務に生成ＡＩを活用し、

新しい技術の導入にも努めております。 

 御指摘の旅費制度でありますが、先般、定額

制から実費支給へ見直しましたが、既に県から

旅行代理店への支払いはキャッシュレスで対応

していたことなどもあり、システムや業務面で

大きな変更は要しなかったところであります。 

 また、実費支給に伴い、領収書等の確認作業

の増加も想定されましたため、あらかじめ効率

的な確認方法を定め、適切かつ簡略な運用とし

たところです。 

 なお、外国旅行については、これまでも旅行

会社などから旅行前に支払いを求められるケー

スがございましたため、既に確認事項を必要最

小限に改め、基本的に事前に旅費を概算払いす

ると、それによって対応することを可能として

いるところであります。 

 今後とも、新たなサービスの動向にも注視し

つつ、県民サービスや業務プロセスが最適なも

のとなるよう、ＤＸの推進に努めてまいります。 

嶋議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 今、いろんな部分でキャッシュレス化、県庁

も進めたりとか、デジタル化を進めているとい

うふうな答弁が部長からありまして、本当、世

界的にもキャッシュレス化、日本でもそうです

けれども、これ日常化していまして、中国なん

か、私も前から、もう１０年ぐらい前ですかね、

もうキャッシュを持たないというふうに言われ

ています。逆に携帯がないと生活できないとい

うぐらい、非常に厳しいということで、職員の

皆さんも、そういった部分で、少しでもお金を

持ったりとか領収書を持つリスクという部分も

あるとは思いますので、本当にそういった部分

がクラウド上で管理されて、領収が見やすくな

った、いつどこに行ったとかデータ化されるこ

とによって、県民のサービス向上も、私も増え

ていくと思いますし、向上していくと思います。 

 昨日言った岡野議員と同じように、県民のサ

ービスが向上するよう、しっかりＤＸを進めて

いただけることをお願いいたしまして、私の一

般質問を終わらせていただきます。ありがとう



第２回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 135 - 

ございました。（拍手） 

嶋議長 以上で桝田貢議員の質問及び答弁は終

わりました。若山雅敏議員。 

  〔若山議員登壇〕（拍手） 

若山議員 皆さん、こんにちは。議席番号２８

番、県民クラブの若山雅敏です。 

 この一般質問の機会を与えていただきました

県民クラブの同僚議員の皆様や支援者の方々に

心より感謝申し上げます。 

 また、本日傍聴に来ていただいた方々、イン

ターネット等で視聴される皆様にも感謝申し上

げます。 

 さて、私の尊敬する先輩、尾島保彦前大分県

議会議員が、５月１０日に御逝去をなさいまし

た。尾島前議員は、長年にわたり地域の活性化、

農業振興などに精力的に取り組んでこられまし

た。私もその遺志を引き継いで、地域の皆様か

らいただいた意見がしっかり届きますよう、精

一杯頑張って一般質問を行いたいというふうに

思いますので、知事はじめ執行部の皆様よろし

くお願いいたします。 

 それでは、まず初めに、地方創生に向けた市

町村との連携についてお伺いいたします。 

 人口減少と高齢化が進行する中、県内市町村、

とりわけ中山間地域を抱える自治体においては、

地域交通の維持や子育て支援、インフラ老朽化

への対応、防災・減災対策など、多様化・複雑

化する行政需要への対応が求められております。 

 一方で、扶助費をはじめとする義務的経費の

増加によって、財政の硬直化が進み、自治体独

自の施策を展開する余力が失われつつあるのが

現状です。 

 この厳しい財政状況において、県がどのよう

な視点で基礎自治体である市町村と連携してい

くのかが、これまで以上に問われていると考え

ております。 

 現在、市町村の事業の多くは、国の補助メニ

ューを前提として組み立てられておりますが、

その結果として、補助対象になるから実施する

という発想に陥り、市町村本来の自主性や地域

独自の創意工夫が損なわれるといった懸念があ

ります。 

 また、単年度、あるいは数年度で終了する補

助制度を利用した場合、地域に必要な取組であ

っても、補助制度終了後の事業継続が困難とな

り、現場に混乱を生じさせることも少なくあり

ません。 

 さらに、ＫＰＩの達成を過度に重視するあま

り、現場の実態との乖離が生じ、本来目指すべ

き地域課題の解決よりも、数字をつくることが

目的化してしまうという声も聞かれるところで

す。 

 市町村によって人口構造や抱える課題は異な

るため、それぞれの市町村がその実情に応じて

国の支援策を適切に活用することは、地方創生

に不可欠であると考えます。例えば地域の実情

に応じた柔軟な活用が期待される地域未来交付

金は、限られた国の財源に対し、全国の自治体

が計画をつくり、その採択を競っております。

そのため、県から市町村に対し、交付金の活用

について技術的かつ実践的な助言を行うだけで

なく、共同で計画を作成するなど、より連携を

強化していく必要もあると考えます。 

 また、県の地域未来創造総合補助金は、地域

の実情に応じた施策を可能とするものであり、

市町村にその活用を積極的に促す必要がありま

す。そのためには、事業の構築段階から県と市

町村との間で継続性も含め十分に議論を重ね、

地域全体にとって最適な施策を共に構築してい

くことが重要だと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、地方創生に向けた市

町村との連携について、今後どのように取り組

んでいくのか、知事にお伺いいたします。 

 以降は対面席にて行います。 

  〔若山議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの若山雅敏議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 若山雅敏議員の地方創生に向けた市

町村との連携についての質問にお答えを申し上

げます。 

 人口減少や高齢化などを背景に、地方行政を

取り巻く環境は厳しさを増しております。住民

ニーズは年々高度化・多様化していることから、
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県と市町村がこれまで以上に連携して、三つの

視点から地方創生の取組を進めているところで

あります。 

 一つ目は、将来を見通し、布石を打つことで

あります。市町村長と知事で構成いたします新

しいおおいた共創会議では、昨年度、宿泊税に

対して、今後の観光振興施策の安定財源として

新税の導入可否などについての議論を行ってき

ました。こうした市町村長との議論や観光関係

者などとの意見交換を重ねて、今定例会におい

て関連する条例案を提出しているところでござ

います。 

二つ目は、好機を捉えて、その効果を多方面

に波及をさせることであります。昨年のハーモ

ニーランドのエンタメリゾート化構想の公表を

契機としまして、地域のブランド力向上や波及

効果を期待して、地元市町と共に県や関係団体

などで構想の具体化を後押ししているところで

あります。 

 日出町では、サンリオエンターテイメントと

連携して、来月からＪＲ暘谷駅の装飾リニュー

アルを実施するとともに、隣接する交流ひろば

では、大阪・関西万博で大きな話題となりまし

た藻類、藻でありますけれども、藻類に扮した

ハローキティの展示等を予定しています。 

 また、杵築市では、ハローキティ空港とハー

モニーライナーでつながるＪＲ杵築駅周辺の活

性化に向けた検討が進められており、県では、

これらの取組と連携しながら必要な方策を講じ

てまいります。 

 三つ目は、広域的視点での地域資源の磨き上

げでございます。国指定名勝耶馬溪６６景の一

つ、宇佐市深見地区の仙の岩は、全耶馬溪随一

の大きさを誇る剣ケ岳を有して、北九州方面か

ら由布院に抜ける交通量の多い県道沿いにあり

ます。地元協議会では、春の桜や菜の花、秋の

紅葉など、調和をなす景観資源をいかして、県

の総合補助金を活用して駐車場や遊歩道を拡張

整備するなど、名勝全域での周遊促進と交流人

口拡大に努めております。 

 引き続き、市町村それぞれの実情に沿いなが

ら、その自主性や創意工夫がいかされるよう、

連携を強化して、地域課題の解決と将来の発展

に向けた地方創生の取組を進めてまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 ありがとうございます。 

 午前中、我が会派の、木田議員も一般質問で

述べておりましたけれども、地方税収の偏在是

正とか、そういった部分が当然それが進まなけ

れば、東京以外の地方公共団体はますます財政

の硬直化が進んで、それぞれの独自の施策が取

れないといった状況になってしまうと思います。 

 それが解決するのが一番なんですが、それが

できない部分があれば、当然、今知事の言われ

たように、本当に県と市町村が連携して、それ

ぞれの市町村の課題が何なのかという部分をも

ういつも議論しながら、国に対し解決に向けた

部分をしっかりと共に構築していくというよう

な伴走型支援の役割を是非県に担っていただき

たいと思います。日頃からの連携が取れておれ

ば、いわゆる物価高騰対策とかそういった緊急

的な対策にも、当然何がこの市町村には必要な

んだという部分もすぐに分かって取り組めると

思います。そういった部分も含めて今後の市町

村との連携、よろしくお願いいたします。 

 それでは、次に、２点目、地域の産科医療体

制の確保についてお伺いいたします。 

 少子化対策を推進する上で、安心してこども

を産み育てられる環境づくりは極めて重要であ

ります。その基盤となる地域の産科医療体制の

確保は喫緊の課題であり、私は昨年の一般質問

において、地域の分娩施設の現状について質問

いたしました。 

 その後、県においては、妊婦検診を実施する

産科医療機関に対する施設整備費の助成や、分

娩数が前年度を５％下回る分娩取扱施設に対す

る人件費の助成など、様々な支援策が実施され

ていることは承知しております。しかしながら、

依然として地域における分娩体制の維持には大

きな不安が残っていると感じております。 

 分娩は、いつ、どのような緊急事態が起こる

か予測できない救急医療であり、分娩を取り扱

う施設は、分娩数の多寡にかかわらず、３６５

日２４時間対応できる体制が求められておりま
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す。そのため、産科医師は常時拘束される状況

にあり、休暇取得や働き方改革に対応するため

には、複数医師による診療体制や当直体制の確

保が不可欠です。 

 また、安全な分娩体制を維持するためには、

助産師や看護師についても、日勤・準夜勤・深

夜勤を含めたシフト体制を維持する必要があり、

一定数の人員配置が欠かせません。しかし、特

に周辺地域においては、産科医師の高齢化や担

い手不足に加え、助産師、看護師の確保も困難

となっており、分娩の取扱いを休止し、又は廃

業する施設が増えているのが現状であります。

分娩施設の減少や集約化が進めば、移動による

妊婦の身体的・精神的負担や緊急時の対応への

不安がさらに高まることが懸念されます。 

 加えて、医師の働き方改革が進む中、現場で

は限られた人員で地域の周産期医療を支えてい

る実情があります。 

 少子化対策を推進する県としては、妊婦自ら

が望む地域で安心して出産できる環境を維持す

るため、分娩施設への財政支援にとどまらず、

産科医師や助産師、看護師の確保と育成、広域

的な医療連携、搬送体制の強化、そして医療従

事者の勤務環境改善への支援など、持続可能な

周産期医療体制の構築が不可欠であると考えま

す。 

 こうしたことを踏まえ、地域の産科医療体制

の確保について、今後どのように取り組んでい

くのか、知事にお伺いいたします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 地域の産科医療体制の確保について

でございます。 

 県では、出生数の減少に伴い、地域の分娩施

設が減少している中でも、安心してこどもを産

み育てられるよう、地域の産科医療体制の確保

に努めているところでございます。 

 令和６年度からの第８次大分県医療計画では、

周産期医療圏を三つに再編しており、現在、一

次から三次までの医療機関が、搬送体制も含め

て広域的に連携する周産期医療ネットワークを

構築しております。 

 こうした中で、分娩件数が減少している医療

機関に対しては、診療継続に向けた支援を行っ

ているところでありますが、やむを得ず広域移

動を余儀なくされる妊産婦の負担軽減も重要で

あります。 

 県は、国の制度に先駆けて、最寄りの産科ま

で２０キロメートル以上離れた妊産婦を対象に、

検診等に係る交通費や宿泊費を支援しています。

公共交通機関が少なく、自家用車移動の多い本

県の実情に合わせ、補助対象の距離要件を国の

基準より緩和しており、昨年度は産科不在地域

など、１２市町村の３９５人が利用したところ

であります。 

 今年度からは、新たに不妊治療や産後ケア、

乳幼児健診に伴う移動も補助対象に追加したほ

か、タクシー代と宿泊費の助成上限額を引き上

げ、さらなる負担軽減を図っております。 

 産科の人材確保に向けては、自治医科大学や

大分大医学部地域枠制度のほか、産科を志す医

師への研修資金の貸与により、現在４５人が県

内各地で診療に当たっております。 

 また、令和６年度からは、地域枠において、

医師不足が課題となっている産科などを特定診

療科に位置付け、専門研修を通常より長く受け

られるインセンティブを設けることで、さらな

る確保に努めております。 

 さらに、分娩件数が減少する中で、助産師を

対象に分娩介助スキルの維持向上を目的とした

研修を実施しており、昨年度は９０人が受講し

たところでございます。 

 職務環境の改善に向けては、産科医療機関に

おいて分娩１件ごとに医師や助産師に手当を支

給する経費を助成しているほか、県の医療勤務

環境改善支援センターでは、社会保険労務士が

福利厚生等の相談に応じてきております。 

 今後とも、こうした取組を通じまして、持続

可能な産科医療体制の確保に努めてまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 ありがとうございます。 

 県として様々な取組をしていただいているの

は重々承知しているところでございますが、本

県の今現在の、特に県南、県北の、そういった

周辺地域の産科医療の実態をどう把握している



第２回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 138 - 

のか、そして少子化対策において極めて重要な

課題である今後の産科医療に、本当に今直面し

ている実態がそれぞれの病院にあるわけなので、

そこをどういうふうに、具体的にどのように対

応していくのかをこども政策局長にお伺いいた

します。 

嶋議長 小野こども政策局長。 

小野こども政策局長 お答えいたします。 

 県内の分娩施設でございますけれども、出生

数の減少などに伴いまして、現在２５か所とい

うことですが、これは１０年前に比べて１２か

所減少しております。また、分娩施設が所在し

ない市町村は８市町村ということになっており

ます。 

 また、現在分娩の取扱いを継続していただい

ている施設においても、人員の体制確保が厳し

くて、分娩取扱件数を調整している施設もある

というふうに承知しております。 

 こうした状況を踏まえまして、さきほど知事

からも答弁申し上げましたけれども、令和６年

度から周産期医療圏を東部と北部と中南西部と

いう三つに再編しておりまして、広域連携に取

り組んでいる状況にあります。 

 少子化による経営が厳しい地域の分娩施設の

状況というのは、国にも理解をいただいており

まして、議員からも御紹介ありましたけれども、

６年度の国の補正予算で創設をされました施設

の維持に向けた補助制度、こちらについては７

年度にさらに拡充をされておりまして、本県で

は２年間で２１の施設に支援をするというふう

にしております。 

 県として、引き続き国に対して地域の実情を

伝えて、支援策の拡充等を要望しながら、知事

から答弁申し上げたような取組を総合的に推進

して、産科医療体制の維持確保に努めてまいり

たいというふうに考えております。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 地域医療の現場は、産科のみならず、

全体として医師や看護師等が不足している状況

でもありますんで、その地域医療の体制維持に

向けても努力していただきたいと思うんですが、

特に言いましたように、地域の産科医療はその

課題が顕著に出ている状況でありますので、早

急に対策をまた広げていただきたいと。 

 現在、国において、分娩費用の公的保険適用

体制についての議論がなされているというとこ

ろでありますけれども、述べたようになかなか

地方の実態が伝わらずに、そこまで、周辺部の

医療体制の維持までの議論に十分、まだまだそ

の辺は不十分だというふうに思っていますので、

是非今後も、国への要望等々含めて、よろしく

お願いしたいと思います。是非地域の産科医療

体制維持に向けた施策をよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、続きまして、３点目、地域の芸術

文化・スポーツの振興についてお伺いいたしま

す。 

 本県では、芸術文化・スポーツを活用した観

光振興や交流人口の拡大による地域活性化に取

り組んでおられます。しかしながら、県立の美

術館やスポーツ公園などは都市部に設置されて

いるため、周辺地域においては、芸術文化やス

ポーツを日常的に楽しむ環境が十分に整ってい

るとは言い難い状況にあります。 

 また、人口減少や少子高齢化の進行により、

地域における芸術文化やスポーツ活動の担い手

である指導者や運営団体の不足が深刻化してお

ります。 

 その結果、地域住民が芸術文化やスポーツを

自ら行い楽しむ機会が減少するとともに、現在

進められている中学校部活動の地域展開も円滑

に進んでいるとは言い難い状況にあります。 

 指導者の確保と育成を通じた地域の組織基盤

の整備が急務となっていると感じております。 

 さらには、県は芸術文化をいかした観光振興

や、スポーツを通じた交流人口の拡大を掲げて

おります。芸術文化においては、県内各地の文

化資源を活用したカルチャーツーリズムの振興

や、スポーツでは、先日コースが発表されたツ

ール・ド・九州などの大規模イベント誘致やス

ポーツツーリズムの推進が必要です。 

 これらの取組の効果を周辺地域まで波及させ

るためには、県の芸術文化やスポーツ、観光、

地域振興、教育などの関係部局に加え、市町村
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と連携していくことが重要であると私は考えま

す。 

 こうしたことを踏まえ、地域の芸術文化やス

ポーツの振興にどのように取り組んでいくのか、

企画振興部長にお伺いいたします。 

嶋議長 上城企画振興部長。 

上城企画振興部長 お答えいたします。 

 県では、市町村はもとより、教育や観光分野

など、多様な主体と連携し、芸術文化・スポー

ツの振興を推進、奨励しております。 

 まず、芸術文化では、県内様々な芸術団体の

協力の下、指導者や実演者の学校・地域への派

遣、県立美術館等へのこども招待などを毎年度

継続しておりまして、昨年度は全市町村で実施

し、参加人数は１万２千人を超えております。

参加者からは、初めての体験、身近な素材で作

品ができた等の多くの声が毎年度届けられてお

ります。 

 次に、スポーツの分野では、令和２年度に県

や市町村、関係団体等と協働で、スポーツ合宿

誘致推進協議会を創設いたしました。昨年度は

過去最多の３０件を誘致できました。受入れ市

町村も、令和２年度の４市から年々増加してお

りまして、今年度は宇佐市を含む９市で各種ス

ポーツ合宿が予定をされております。 

 ツール・ド・九州の開催地も、今年で７市町

と県内各地に展開いたしまして、昨年の大会で

は、県内外から約４万４千人を集客いたしまし

て、地域経済にも寄与しているところでありま

す。 

 今後も、合宿や大会誘致に新規に取り組む市

町村に、これまで培いましたノウハウを伝え、

進展させたいというふうに考えております。 

 また、公認スポーツ指導者の養成・確保や総

合型クラブの充実等により、多様な世代が身近

な地域でスポーツを楽しめる環境整備を市町村

と連携して進めてまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 芸術文化やスポーツの振興のために

県が取り組む各施策は、県民生活の活性化や、

今言われました観光振興や交流人口の拡大に寄

与するために、すばらしい事業だというふうに

私も思っております。見て楽しむという部分だ

けではなくて、それぞれの地域住民も含めた県

民が、それを見て是非やってみたいとか、体験

してみたいとか、そういった部分で、自分が行

うことの楽しさ、それがまたずっと学生の間だ

けじゃなくて、社会人になってからもずっと続

けられるような、地域における基礎体制という

か、そういったものができていれば、地域の指

導者もどんどんどんどんと育て上がってくると

いうふうにも思っていますので、いろんな施策

を進める上でも、まずその基礎をしっかりつく

るということも大事だと思っております。 

 今後も、そういった市町村の運営団体等々の

支援も含めてよろしくお願いいたしたいと思い

ます。 

 それでは、４点目、中山間地域の農業振興に

ついてお伺いいたします。 

 県では、今年度、組織体制の見直しにより、

農業の成長産業化に不可欠な農地集積・集約化

など、農地の有効活用や地域の特性をいかした

農業・農村の活性化による持続可能な営農をさ

らに推進していくため、水田畑地化・集落営農

課を農地活用・営農推進課へ改称され、地域営

農や農地の有効活用に取り組む体制が整えられ

ました。この組織改正が中山間地域の農業振興

の推進に寄与するものと期待しているところで

す。 

 これまで県は、もうかる農業の実現に向け、

園芸品目などの主要作物の規模拡大を中心とし

た施策を推進してきました、しかしながら、中

山間地域においては、農地が狭小で基盤整備も

十分とは言えず、水稲を主体とした小規模経営

が多いのが実情であります。そのため、こうし

た成長型の施策が地域全体に広がりにくい状況

にあると認識しております。 

 また、中山間地域では、人口減少と高齢化が

急速に進行しており、農業従事者不足は深刻さ

を増し、将来にわたる地域農業の維持が危ぶま

れている状況にあります。 

 加えて、中山間地域の農業は、専業農家のみ

ならず、兼業農家によっても支えられている現

実があります。特に米作については、地域の多
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くの兼業農家が農地を守り、営農を継続してい

ることで成り立っている側面が大きいと考えま

す。 

 中山間地域の農地は、食料生産にとどまらず、

水源涵養や土砂災害の防止などの多面的な機能

を有しており、その維持は県民生活の安全・安

心にも直結するものであります。 

 また、本県の耕地の約７割が中山間地域に存

在していることを踏まえれば、中山間地域の農

業をいかに維持していくかは、本県農業全体の

根幹に関わる重要な課題であると認識しており

ます。さらに、米の安定生産や自給率向上の観

点からも、その役割は重要性を増しております。 

 こうした現状を踏まえれば、収益性の高い作

物の規模拡大に加え、農地を守り地域を維持す

るための守る農業、すなわち維持型農業への支

援を強化していく必要があると考えます。 

 とりわけ中山間地域においては、兼業農家も

含めた多様な担い手が農業を継続し、さらには

持続可能な形で次世代につないでいく仕組みづ

くりや、水稲を基盤としながらも一定の所得を

確保し、自立可能な経営につなげていく視点が

重要であります。 

 そこで、今回組織改正された農地活用・営農

推進課における具体的な取組を含め、中山間地

域の農業振興に今後どのように取り組んでいく

のか、農林水産部長にお伺いいたします。 

嶋議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 本県農業の成長と持続的発展には、耕地の約

７割を占める中山間地域の振興が不可欠であり

ます。 

 県では、今年２月に中山間地域農業・農村活

性化指針を定め、担い手・農地・集落機能の三

つを柱に新たな体制で取り組んでいるところで

ございます。 

 担い手対策では、収益性の高い経営体の育成、

確保と併せまして、多様な担い手が営農継続で

きる環境づくりを進めることが重要と考えてお

ります。 

 遊休農地等を再編した宇佐市安心院町では、

規模を拡大したぶどうの経営体に触発された若

者が就農するといった好循環も生まれておりま

す。 

 また、防除や収穫の農作業受託など、労働力

の補完を担うサービス事業体の体制を強化し、

兼業農家等の営農継続を下支えするといった環

境づくりを進めております。 

 農地対策では、地域計画の磨き上げを契機に、

意欲ある経営体に優良農地の集積・集約化を加

速させる取組も行っているところであります。 

 さらに、集落機能の維持に向け、地域の販売

・交流拠点を担う直売所の魅力を高め、地域の

にぎわいづくりを支えるとともに、現在、国で

見直しが進んでおります日本型直接支払制度の

状況を踏まえ、活用の拡大を働きかけることと

しております。 

 こうした取組を市町や関係団体と共有いたし

まして、中山間地域農業の活性化を進めてまい

ります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 ありがとうございます。 

 我が会派としても、これまでも農地を守り、

地域を維持するための守る農業、その大切さに

ついて取組の必要性を訴えてまいったところで

あります。 

 今、部長の言われたような様々な取組の中で、

どうしても企業参入とか、そういった部分を含

めて、そこの企業、例えばぶどう団地とかで働

きながら農業に、またそこと兼業できるとか、

いわゆる普通のいろんな企業で働きながらも、

農業に従事できる、兼業できる、そういった方

たちも増やしていかないと、もう特に周辺部に

おいては高齢化が進み、後継者不足といった部

分が、本当にもうあと１０年もすれば誰もでき

んことになるなという声をよく聞くところです。 

 是非積極的に、今後も、農地を守る、中山間

地域の農地を守るという、そこにもう一度立ち

返って、その取組を進めていただきたいと思い

ます。 

 もう米作、今、米の価格が上がって、今だい

ぶ落ち着いてきたんですけれども、またこれが

逆に落ち過ぎないように、本当に米を作ること

で生活ができるような農業、そういった部分を
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守る農業についてもしっかりと取り組んでいた

だきたい。そのために今回の組織改正、期待す

るところでございますので、よろしくお願いい

たしたいと思います。 

 それでは、５点目に移ります。山林における

防災・減災対策についてであります。 

 近年、線状降水帯の発生などによる集中豪雨

が全国各地で頻発しており、本県においても、

山間部からの鉄砲水や急激な出水、土砂流出に

よる被害が大きな課題となっております。 

 こうした中、本県では、砂防・治山ダムの整

備や急傾斜地崩壊対策、地滑り対策の推進など、

防災・減災に向けた取組を進めておりますが、

近年の降雨の頻発・激甚化を踏まえると、従来

型のハード対策だけでは対応が困難な局面も増

えているのではないかと考えます。 

 特に山林においては、所有者の高齢化や不在

地主の増加、さらには林業従事者不足などによ

り、間伐や下草刈りといった適切な森林整備が

十分に行き届かず、森林の荒廃が進行している

地域も見受けられます。 

 こうした状況は、森林が本来有する保水機能

や土砂流出防止機能の低下につながり、結果と

して下流域における洪水・土砂災害リスクを高

める要因ともなり得ると懸念しております。そ

のため、早急に山林の状況把握を進め、山から

の急激な出水を防ぐための対策を講じていかな

ければならないと考えます。 

 国においては近年、流域治水の考え方を打ち

出し、河川管理者だけでなく、森林、農地、都

市計画など、流域に関わるあらゆる関係者が協

働し、治水対策を進める方向性が示されており

ます。この流域治水の取組と連携した森林整備

・治山対策を推進することによって、流域全体

の安全・安心を確保していくことが、災害に強

い県土づくりを掲げる本県にとって重要である

と考えます。 

 こうしたことを踏まえ、山林における防災・

減災対策について、今後どのように取り組んで

いくのか、農林水産部長にお伺いいたします。 

嶋議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 気候変動の影響による水害の頻発・激甚化等

に対応するためには、流域全体で水害を軽減さ

せる流域治水の取組が重要と考えております。 

 そのため、県内では、山国川水系などで九つ

の流域治水プロジェクトを策定いたしました。

氾濫を減らすため、上流域の森林整備や治山対

策を講じているところでございます。 

 土砂災害の防止など、公益的機能の維持に不

可欠な森林整備については、精度の高い森林資

源情報の把握や担い手の確保・育成、公共造林

事業の予算確保等に取り組んだ結果、整備面積

は着実に増加しております。 

 特に、洪水緩和機能を高める保育間伐は、今

年度から県独自で補助率をかさ上げし、整備を

促進しているところです。 

 また、流木の発生抑制に効果の高い河川沿い

の人工林の伐採による広葉樹林化など、市町の

取組も進んでおります。 

 治山対策では、県内の山地災害危険地区にお

いて、土石流発生のおそれがある渓流での治山

ダムの設置や、崩壊した山の斜面を安定させる

緑化工等の治山事業を計画的に進めているとこ

ろでございます。 

 今後も、計画的な森林整備と治山対策を行い、

山林における防災・減災対策を推進してまいり

ます。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 ありがとうございます。 

 いろんな対策を取っているということは私も

存じておりますし、地域の方も知っているんで

すけれども、それに対して、多くの地域住民の

方から、本当に山の荒廃が思った以上に進んで

いるという声があります。ある程度、国、県、

市の公有林では、当然整備ができている、なさ

れているわけなんですけれども、地主が不在の

山林や、高齢化で山に全く入れていない状況の

山林などがこの頃、目につきます。 

そういった山では、木がどんどん膨れ上がっ

て、この山、いつこんなに大きくなったんだろ

うというような状況になっています。 

 そういった山の荒廃が進んで、豪雨のたびに

出水が激しさを増しているというのが実態であ
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りまして、住民の方から声いただくたびに、県

土木や振興局なんかにも行って話をして、場所

を見に行くんですけれども、そのときにはもう

水出た後なんですね。出た後というか、今の山

の水の状態というのは、以前ですとちょろちょ

ろといつも流れていた川や、もう全く日頃は流

れていない川というか沢が、雨が降ったらばあ

っと流れてしまいます。本当に山の状況が誰も

分からないというような状況の山が多いという

ふうに聞いています。 

 そういった部分で、何とかできないかという

話をするんですけれども、有効な支援事業がな

いんですね。 

線状降水帯による豪雨が頻発する昨今、県民

の不安解消に向けて、出水対策、新たな支援策

が必要だと考えます。今まで言いましたように、

砂防ダム等、治山ダム等の取組、本当に評価し

ており、住民の方も喜んでいるんですけれども、

しかし、これらはあくまで土砂を防ぐためのも

のであり、水の流れが変わったとか、水に対す

るその出水、水害対策というのが、なかなか有

効な事業がないということで断られる。 

そうなると砂防ダムとか造っても仕方がない

ということで、事業を取りやめる地域もあると

聞いております。 

 そういった部分で、何とか新しい施策支援事

業とかいう部分を考えるという県の認識はどう

でしょうか、お伺いしたいと思いますが。 

嶋議長 石井農林水産部長。 

石井農林水産部長 お答えします。 

 近年は、災害の激甚化によりまして、本県に

おいても想像をはるかに超えるような豪雨、あ

るいは出水というのに見舞われておりますのは、

さきほど議員御指摘のとおりでございます。 

 こうした豪雨の際に、住民の、県民の皆さん

の安全を確保するというためには、さきほど答

弁で申し上げたような森林整備であったりとか、

谷止工であったりという治山事業、それから市

町村のほうでは、河川沿いの、あるいは沢沿い

の人工林の伐採というところで協力していただ

いておるんですけれども、こうしたハード対策

ではなかなか難しいケースもあるというふうに

やっぱり承知しております。 

 山からの出水が発生するような緊急時の対策

といたしましては、住民の皆さんに対する山地

災害危険地区といった情報提供、あるいは避難

体制の構築といった事前のソフト対策も、これ

も重要じゃないかというふうに認識しておりま

す。 

 このため、県では、ハード対策に加えまして、

市町村と連携いたしましたハザードマップの作

成でありましたり、あるいはその周知、そして

早期の避難支援などのソフト対策をしっかり行

うということで、総合的な防災・減災対策を進

めてまいりたいというふうに考えてございます。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 言われたとおり、ソフト対策も重要

だと思いますし、まず山の状況、本当にどのく

らい荒廃しているのかという部分の調査、把握

も必要だろうと思います。 

 それも、またソフト対策に使える部分でもあ

りますし、森林環境譲与税等々使った形でのド

ローンでの調査とか、そういった部分をどんど

ん広げていただいて、是非山の状況把握、そし

てそれに対応した施策、ハード事業も必要だっ

たら県から国に要望していただきたいと思いま

すし、そういった取組もしっかりと行っていた

だきたいというふうに思っております。 

 それでは、次の県道整備に移りたいと思いま

す。 

 県道は、地域間を結び、地域住民の生活を支

える非常に重要な道路であり、中心部の県道に

ついては、整備が着実に進められていると認識

しております。 

 一方で、市境に位置する県道については、整

備の遅れが顕著であり、計画こそ存在するもの

の、数十年にわたり具体的な進展が見られない

という箇所も少なくありません。 

 市境の県道は、地域住民の日常生活を支える

重要な生活道路としての役割を担っており、沿

線の住民からは、安全性や利便性の向上を求め

る声が数多く寄せられているところです。また、

観光振興や地域間交流を促進する基盤としても、

大きな可能性を有していると考えます。 
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 現在、地域住民の声を反映し、多くの県道の

拡幅や改良工事が行われていることは承知して

おります。 

 しかしながら、宇佐市においても、県道鳥越

湯布院線（６１７号線）や主要地方道宇佐本耶

馬溪線（４４号線）といった路線では、現在工

事が活発に行われておりません。特に市の周辺

部を結ぶ路線では、未改良区間が残っており、

地域住民への説明も不足しているとの声も聞き

ます。主要地方道宇佐本耶馬溪線については、

中津市及び宇佐市の両市から、その路線の工事

再開に向けた要望がなされているところであり

ます。 

 周辺部の路線は、交通量が少ないため、予算

の制約などの理由により優先順位が低く設定さ

れがちであり、その結果、計画どおりの整備が

進捗していないのではないかと推測していると

ころです。しかし、地域住民の生活を支え、地

域間交流にも資する県道の整備は、本県にとっ

て大変重要な課題であります。 

 そこで、県道の整備について今後どのように

進めていくのか、土木建築部長にお伺いいたし

ます。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えします。 

 県道の整備においては、おおいたの道構想２

０２４に基づき、道路に求められる役割や利用

状況、地形条件などを総合的に勘案しながら進

めています。 

 市境など中山間部に位置する県道では、未改

良区間が多く残されていますが、地形条件が厳

しく、抜本的な改良に多額の費用や長い年月を

要するのが現状です。このため、待避所設置等

の局所的な改良を組み合わせた１．５車線的道

路整備を行うなど、早期の効果発現に取り組ん

でいるところです。 

 議員御指摘の県道鳥越湯布院線の筌ノ口地区

では、令和５年度に事業化し、現在、測量・設

計を進めておりまして、早期工事着手を目指し

ております。 

 県道宇佐本耶馬溪線では、見通しが悪くすれ

違いが困難な箇所等の課題があることを認識し

ておりまして、昨年度、山口地区の方々と現地

で意見交換を行ったところでございます。引き

続き整備の在り方について検討してまいります。 

 今後も、地域の方々との対話を重ね、効率的

・効果的な道路整備に取り組んでまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 ありがとうございます。 

 少し地元に入ったということで、地元の人た

ちからも声は聞くんですけれども、県道鳥越湯

布院線、塚原高原を通る景色のいいところで、

改良が進んでいるということでありまして、し

かし、今回の改良で若干変わると思いますけれ

ども、宇佐市に入ると、すぐ道が狭くなって大

型車も通りにくくなっているところであります

し、日出生台の演習中、宇佐市深見からずっと

この線を利用する方も増えるという部分であり

ます。そしてまた、さきほど言いました景観の

よいところでもありますので、改良が進めば、

交流はもとより観光振興にも十分つながる道だ

と思っております。宇佐本耶馬溪線についても、

最初はバイパス造るといった話で、地権者の方

も、もうそれは三十数年前ですけれども、同意

して喜んでいた部分が途中で頓挫してしまった

という計画になっていますので、その辺の整備

状況も含めて、十分また地元と話をしながらや

っていただきたいと思います。 

 どうしても各土木事務所の事業予算の確保、

これが重要になってくると思いますので、是非

知事、予算確保も含めて住民要望が通りますよ

う、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 それでは、最後、ギャンブル等依存症に対す

る取組についてお伺いいたします。 

 ギャンブル等依存症（病的賭博）は、個人の

意思の弱さによるものではなく、脳の報酬系が

関与する行動の依存症であり、ＷＨＯが認定す

る脳の疾病、つまりは病気の一種であると認識

しております。 

 この病気には、負けが続いてもやめられない、

生活や人間関係に支障が生じても続けてしまう

といった特徴があります。また、回復に向けた

取組を誤った場合、さらに深刻な状況を招く可

能性が大きいため、ギャンブル等依存症に苦し
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む御本人や御家族を対象とした支援団体が複数

存在し、回復に向けた支援活動が行われており

ます。 

 ギャンブル等依存症は、御本人や御家族が問

題を抱え込み、表面化しにくいことから、正確

な実態把握は困難な状況にあります。しかしな

がら、多重債務、家庭不和、離職による生活困

窮など、深刻な影響を及ぼすことから、地域社

会全体の課題として認識すべきものと考えられ

ています。 

 本県では、国の基本計画に基づき、大分県ギ

ャンブル等依存症対策推進計画第２期を策定し、

若年者に対する教育や啓発活動による発症予防、

相談拠点や医療提供体制の整備による進行予防、

社会復帰への支援による再発防止、対策に関わ

る人材の育成などの取組が行われています。 

 特に、相談拠点機関であるこころとからだの

相談支援センターを中心として、相談支援体制

の整備や医療機関との連携が図られつつありま

す。 

 しかしながら、病気そのものや支援制度に対

する認知度が不足しているため、受診や相談へ

の心理的ハードルは高く、早期発見、早期介入

につながらないケースも少なくないと考えられ

ます。 

 今後は、ギャンブル等依存症の実態把握に努

めるとともに、教育現場や職場などによる教育

・啓発、幅広い世代の理解促進を図るべきです。 

 また、相談窓口の環境整備も行う必要がある

と思います。 

 加えて、回復支援施設や自助グループ、さら

には家族の会など民間支援団体も当事者に寄り

添った支援を行うなど、ギャンブル等依存症対

策にとって重要な役割を担っています。これら

の支援団体と情報共有、人材育成などにおいて

連携を一層強化して、切れ目のない包括支援体

制を構築していくべきだと考えます。 

 そこで、支援団体との連携を含め、ギャンブ

ル等依存症対策に今後どのように取り組んでい

くのか、福祉保健部長にお伺いいたします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、大分県ギャンブル等依存症対策推進

計画に基づき、次の対策を講じております。 

 まず、相談支援については、こころとからだ

の相談支援センターにおいて、昨年度７２件の

来所相談を受けており、この件数は５年間で約

５倍に増加しております。センターでは、医師

や心理士が医療機関や自助グループの紹介など、

丁寧に対応しております。 

 医療の提供については、昨年度県内で初めて

ギャンブル等依存症の治療拠点機関として、１

病院を選定したところでございます。 

 また、支援者を育成するため、医療や教育関

係者などを対象に、ギャンブルを含む依存症の

研修会や事例検討会を開催しており、昨年度は

１８７人が参加いたしました。 

 さらに、民間団体との連携も重要です。自助

グループや家族の会の活動への助成や各団体を

紹介するフォーラムの開催支援のほか、家族教

室や連絡会などの学習や情報交換の機会を提供

しております。 

 今後とも、関係機関や団体と連携しながら、

ギャンブル等依存症対策の充実に努めてまいり

ます。（拍手） 

嶋議長 以上で若山雅敏議員の質問及び答弁は

終わりました。 

 次に、上程案に対する質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、これを許します。

堤栄三議員。 

  〔堤議員登壇〕 

堤議員 上程議案に対する質疑を行います。日

本共産党の堤でございます。よろしくお願いい

たします。 

 今回補正予算が中東情勢の影響などを踏まえ

た対策として提出されておりますが、このよう

な経済的な問題の元をたどれば、中東情勢の悪

化など、国際情勢の不安定さから来るものにな

ります。県民の暮らしの安全は、平和な大分県

であるかどうかに係っております。 

 ６月２０日から３０日まで、日出生台や十文

字原演習場、大分港などで、１１回目となる米

海兵隊と自衛隊の日米共同訓練が行われる予定

となっています。訓練の内容として、大分県内
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の参加人員は４，８４０人で、日出生台では日

米による上陸戦闘や射撃、患者輸送、十文字原

では航空機の燃料補給と後方支援、オスプレイ

も６機使用予定とされております。 

 日出生台での自衛隊演習で、昨年は落雷で２

人死亡し、今年は戦車の砲塔内で暴発し、４人

が死傷しました。自衛隊員の命が失われたこと

に哀悼の意を表します。再発防止策をしっかり

と国に要望するものです。 

 今回の訓練では、対戦車ミサイルや新しい武

器が使用されます。先日、防衛省へ戦車事故や

共同訓練などの中止を求め、オンラインで要望

いたしました。 

 そうしたことを踏まえて、以下について答弁

を求めます。 

 まず、物価高騰や資材不足の原因は、無法な

イスラエルとアメリカによるイラン戦争であり、

和平合意に１７日達したといっても予断は許し

ません。戦争そのものの完全終結を国に求める

こと。 

 次に、大分県として、５月２７日に早期・適

切な情報公開、開示や安全管理の徹底など、九

州防衛局に申入れをしていますが、その回答は

どうであったのか。 

 次に、現在までに戦車の暴発事故の原因が明

らかにされていません。暴発した弾薬が敷戸弾

薬庫から搬出されたものであれば、敷戸住民に

とっては大変危険な状況になります。国の事故

の真相解明の公表を待つのではなく、県民の安

全に責任を持つ県として、国に調査を求めるべ

きであります。 

 次に、今回の共同訓練で、使用武器の拡大が

行われようとしています。正に訓練の拡大とし

か言いようがありません。県として、将来にわ

たり縮小、廃止を訴えている以上、今回の共同

訓練の中止、及び将来にわたる縮小、廃止を訴

えている来年の米海兵隊による実弾砲撃訓練の

中止を求めるべきです。 

 以上、答弁を求めます。 

嶋議長 ただいまの堤栄三議員の質疑に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 堤栄三議員の日米共同訓練について

の質疑にお答えいたします。 

 中東情勢について、これまで国は外交努力や

邦人保護、関係国との連携などに取り組んでき

たと認識しております。 

 外交は国の専管事項でありますが、紛争の長

期化による物価高騰や経済への影響は、県民生

活にも関わる問題であります。さきに署名され

たとされています戦闘終結に向けた覚書に基づ

き、早期に事態が収束することを期待しており

ます。 

 日米共同訓練については、県では訓練日程の

発表後、直ちに九州防衛局を訪れ、地域住民の

不安解消のため、万全の措置を講ずるよう要請

を行いました。先方からは、防衛省と陸上幕僚

監部にしっかりと伝えて、実現できるようにす

るとの回答をいただいたところであり、県とし

ても、国、地元市町と連携して、住民の安全・

安心に向けて取り組んでまいります。 

 また、戦車事故についても、早急な原因究明

と安全確保について改めて要請を行ったところ

であり、調査結果が判明すれば、説明を行うと

の回答をいただいております。 

 最後に、日米共同訓練や米海兵隊による実弾

射撃訓練は、国の責任で行われるものですが、

毎年全国各地で他国軍との演習が実施され、本

県でも地域住民の負担が増してきていることは

私も承知しております。 

 今回、こうした大規模な訓練が連続すること

がないよう、改めて要請したところであり、今

後も地域住民の安全確保と不安の解消につなが

るよう、地元市町と協力しながら取り組んでま

いります。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 特に戦車の暴発事故の問題について、

砲塔のね。結局その原因が明らかにされていな

い、今、調査中と。ということは、砲弾の可能

性もあるということでしょ、砲弾そのもののね。

その砲弾が一体どこから運ばれてきたというの

は秘匿しております。どこからというのは明確

にしていません。しかし、通常で考えれば、大

分分屯地のほうから運ばれてきたというのが通
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常臆測で考えられるんですね。 

 そうすると、あそこにはかなり多くの住民が

住んでいる。そうなれば、やはり住民の方々に

すれば、そういう危険な砲弾の上に住んでいる

のかというふうな思いを持たれるのは当たり前

だと思うんですよ。そういう問題について、国

に対してやっぱりきちっとそういう調査をする

べきだと、敷戸弾薬庫の中の砲弾もね。という

ふうな立場を取るべきだと思うんだけれども、

そこら辺はどうですか。 

嶋議長 藤川防災局長。 

藤川防災局長 さきほど議員がおっしゃられた

とおり、砲弾がどこから運ばれているのかとか、

どこにどういった弾薬が保管されているかとい

うのは明らかにされておりません。 

 そういった中で、我々も敷戸にあります大分

分屯地の火薬庫については、住民に対してしっ

かりと説明してほしいということは度々、機会

あるごとに九州防衛局に対して申し上げている

ところでございまして、引き続き、そういった

情報の開示、あるいは住民のためになる情報の

提供については、求めていきたいというふうに

考えております。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 住民説明会は、あそこ敷戸で一遍やっ

たんですけれどもね。しかし、それで、その後

はなかなか開かれていない。今回の暴発事故に

おいて、敷戸のほうでは説明されていないんで

すね、当然、説明会そのものが開催されていな

い。だから、こういうふうな説明会を求めると、

敷戸の団地の住民のための説明会をやっぱり求

めるというような立場を取るべきだというふう

に思います。これ一つ目。 

 それと、もう一つは、よく国が専管事項とい

うふうに言われます。確かに防衛、外交は専管

事項ですね。しかし、県民の安全を守るという

立場、これは正に県がそういう地方自治法の規

定の中でやらないかん、これは責務ですよ。 

 だから、そういう点で、さきほど言いました

敷戸弾薬庫での住民の不安な思い、これは安全

ですよ、地域住民の安全、それを地方自治法の

精神に基づいて、県としてやはり、県として主

体的にそういう説明をきちっと求めるというこ

と、これはもう絶対防衛省、九防でもどこでも

いいんだけれども、するべきだと思いますよ。

そういう立場になるのかどうかというのを最後、

聞きます。 

嶋議長 藤川防災局長。 

藤川防災局長 さきほど申し上げましたとおり、

敷戸にあります大分の分屯地の火薬庫について

は、私、昨年の４月に就任してから、分屯地の

トップの人と会う人もかなりありますし、九州

防衛局の職員ともお会いしていることはかなり

ありまして、そのたびごとに、やはり住民の方

が安心できるような情報であれば積極的に開示

すべきではないかというような話はさせていた

だいております。 

 正に地域住民の安全を守るというのが地方自

治体の役目であるというふうに思っております

ので、こういった訓練の発表があった際には、

九州防衛局に出向いて、そこら辺の安全確保で

あったりですとか、情報開示については重ねて

要請しているということでありまして、住民の

安全を守るという立場というのは揺るぎないと

いうことでございます。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 それは非常に大切なことですからね、

それはその立場で貫いてほしい。 

 それと、県道１０４号線越えの協定は結んで、

その問題については将来的には廃止、縮小をや

るよというふうに規定されているよね。日米共

同演習については、そういう規定がないわけで

すよね。しかし、こういうふうな規定を、米軍

が関わった、また英国軍が関わった、そういう

ふうな訓練に対しては、やはりこういうふうな

協定をきちっと、県道１０４号線越えのような

協定を結ぶべきだと思うんですよ。こういう立

場に立つかどうかというのを最後、聞きます。 

嶋議長 藤川防災局長。 

藤川防災局長 県道１０４号線越えの米軍の実

弾射撃訓練は、キャンプ・ハンセンの負担軽減、

沖縄の負担軽減ということで、全国５か所の演

習場で分散実施されるということでありますけ

れども、今回の日米共同訓練は、自衛隊の訓練
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が外国部隊との共同でやるという訓練でござい

まして、その成り立ちが違うというのは議員も

当然御存じかと思います。 

 その上で、ただ、日米共同訓練や他国軍との

訓練については、地元住民の方の、やはり規模

も大きくなりますし、外国の部隊が来ますし、

そうすると、航空機の飛来とかも増えるという

ことで、不安を感じているということは我々も

十分承知しておりますので、度重なる要請とい

うのは行っているというところでございます。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 是非中止を求めてもらいたいと。 

 次に行きますね。次に、中小事業者支援につ

いてです。 

 中東情勢の影響など踏まえた対策として、Ｌ

Ｐガス等価格激変緩和対策だとか、保証料ゼロ

の県制度融資の融資枠の拡大などなど、今回補

正予算が上程をされております。 

 こうした支援も必要だと考えますけれども、

これだけでは県内の中小企業の支援としては不

十分だと思います。ですから、直接的な支援を

するべきではないかと。 

 イラン戦争に伴う中東情勢の悪化によって、

ホルムズ海峡が封鎖されて原油が世界的に滞っ

ていると。高市首相は、流通の目詰まり、石油

は確保しているとして、中小零細事業者への具

体的な直接支援を取ろうとはしていません。 

 私、県内の中小零細事業者と、いろんな方と

お話をしました。自動車関連事業者からは、又

は建築塗装事業者からは、シンナーが入ってこ

ないと。塗料が品薄で単価が上がった。廃業が

出てくるんではないかと。外壁の塗装ができな

いので足場を組めないでいるなどなど、たくさ

んの方の声を聞きました。こういう事業継続へ

の不安が本当に多くの方から語られたんですね。 

 そこで、必要な資材が入手できずに売上げが

減少した事業者へのコロナ禍のような持続化給

付金、家賃支援給付金、休業補償や固定費の助

成をつくるべきだと思います。 

 次に、中小企業向け融資については、保証料

だけではなくて、金利も免除するような措置を

するべき。 

 石油関連製品の需給の実態を把握して、国民

生活に欠かせない分野への優先供給や価格の安

定に取り組むべきだと。 

 次に、電気代や燃料費高騰によるかかり増し

経費への助成を行うこと。 

 次に、県内の病院関係者からも、ビニール関

連業者から３割、４割の値上げを言われたとか、

発注しても全量入るかどうか分からないとか、

そういうことを言われました。医療関係への必

要な資材が届く体制を取るべきと考えますけれ

ども、答弁を求めます。 

 最後に、中東情勢悪化の影響を受ける事業者

や県民に対して、簡単な申請の県税の納税猶予

だとか免除の拡大をすべきと考えますけれども、

以上、答弁を求めます。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 私のほうからは、中

小事業者支援についてお答えいたします。 

 まず、コロナ禍における持続化給付金などは、

国の支援制度でありまして、現在行っておらず、

県独自の持続化給付金や家賃支援給付金などの

創設は、現時点では想定しておりません。 

 次に、中小企業者向け制度融資について、金

利に保証料を加えた負担率では、九州各県の同

様の資金と比べ、大分県は最も低利な状況で運

用しているところでございます。現在、金利上

昇局面においても、いまだに低い水準でありま

すので、現時点での金利の免除は考えておりま

せん。 

 次に、石油関連製品の需給状況について、引

き続き県内事業者への影響把握はしっかり努め

てまいります。一方、優先供給や価格の安定化

は、国が責任を持って対応すべき事項でありま

して、県独自での対応は困難だと考えておりま

す。 

 また、電気代や燃料費のかかり増し経費への

支援は、対象範囲が広く、多額の財政負担を伴

うため、まずは国による全国一律の支援が基本

だと考えております。現在、国がガソリン価格

等の負担軽減措置を講じているほか、今後、電

気、都市ガス料金への支援も予定されていると

ころであります。 
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 県では、国の取組を補完する特別高圧等への

補助に加え、制度資金による資金繰りや再エネ

設備の導入支援など、事業者の経営基盤の強化

に資する取組を進めてまいります。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 私からは、医療現場への支

援についてお答えいたします。 

 中東情勢の影響に伴います医薬品や医療物資

の供給状況については、県内全ての病院、診療

所、薬局など約２，５００か所を対象に、国の

災害時の医療情報システムを活用して随時報告

をいただいているところです。 

 これまでに２２の施設から納品数量の不足や

価格上昇などの報告があり、個別に状況を確認

しております。このうち２か所については、国

が備蓄している医療用手袋の放出への申請を促

したほか、他の施設においては、確保している

在庫や代替品への切替えなどで対応していると

伺っております。 

 また、国においては、安定供給に向け対策本

部を設置し、対応が必要な品目については製造

メーカーへの状況調査や目詰まり解消に向けた

調整を行い、これまでに６１品目の解決を図っ

たところでございます。 

 引き続き国の動向や医療機関の状況を把握し

ながら、支援に努めてまいります。 

嶋議長 若林総務部長。 

若林総務部長 県税についてお答え申し上げま

す。 

 県税においては、事業の継続や生活の維持が

困難となるおそれがある場合の納税猶予、ある

いは災害等で被害を受けた場合の減免など、税

制上の救済措置が設けられております。 

 まず、猶予の申請については、猶予の可否を

適正に判断しますため、確認方法が法令で規定

されておりまして、御提案の簡素化については、

基本的に法令上の手当が必要と認識しておりま

すが、書類の作成等については丁寧な説明など、

対応に努めてまいりたいと考えております。 

 また、次に、減免でありますけれども、天災

その他特別な事情がある場合に限定されており

まして、今般の中東情勢の影響を受けた方を例

えば一律減免するということについては、租税

負担の公平性の観点から、これは慎重に考える

べきと認識しております。 

 いずれにしましても、現時点で中東情勢の影

響による猶予あるいは減免について相談は受け

ていないところでありますけれども、県民生活

への影響を注視しながら、制度の周知を行うと

ともに、引き続き納税にお困りの方に対しまし

ては、丁寧な相談対応を行ってまいります。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 中小企業支援について、やっぱり直接

支援が必要だと。実際いろんなところで相談が

ないと言ったとしても、我々のところにやっぱ

り来るわけですよ。目の前の小さな零細事業者

のほうから、こんなことが困っているんだ、こ

ういうふうにしてほしいといういろんな要求が

やっぱり来るわけね。 

 その中で、今、県が補正予算組んでいる中で、

特高（特別高圧電力）とか、こういうような補

正予算組んでますよね。これ件数そのものは少

ない。３万社近くあるわけですよ、大分県内、

中小零細事業者。こういう方々に、当初予算も

今回の補正予算も含めてあまねくいく予算って

ないじゃないですか、一つも。 

 今回、岩手県議会ではこういうふうな、かか

り増し経費について直接支援をするというふう

な予算を数十億組んだわけでしょ。だから、県

としてはこういうふうな予算を今こそ組まんで

いつ組むかと。正にそこだと思いますよ。これ

だけ中小零細事業者が苦しい影響の中では、や

っぱりそれは、そういうことをしませんとか、

こういうことは国がすべきじゃなくて県として

どうするかっちゅうところに目を向けにゃいか

んわけ。そういうふうな立場に立つかどうかっ

ていうのを再度聞きます。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 さきほど補正予算に

対して件数が少ないという御指摘がありました

が、ＬＰガス等の価格激変緩和対策事業、この

ＬＰガスの一般消費者に対して３２万件補助い

たします。そういう面では、件数は多いと私は

思っております。 
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 さらに、現金給付についてしないのかという

御指摘ございました。県では、これまでも保証

ゼロの融資で資金繰り支援ですとか、再エネル

ギー価格の導入支援、こういった取組を進める

予定でありますけれども、再三再四申し上げて

おりますけれども、現金給付の場合は、どうし

ても対象範囲が非常に広い状況にございますの

で、１企業に対する給付金の額もかなり限られ

るという点もありますし、効果が一過性にとど

まるという傾向がございます。やはり経営基盤

の強化などにつながりにくいという面がありま

すので、現時点ではこのような施策は実施を見

込んでおりません。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 かかり増し経費については、やはり直

接給付というのは大事なんですよ。つまり一時

期的なことじゃなくて、今困っている一時なん

よ、中東から入ってこないんだから。だから、

それについてどういうふうに県として対応する

んかと。一時期だとしてもそれをやること自体

が県としての責務だし、当然それに対して国に

要請するべきだというふうに思いますよ。そう

いうやっぱり立場に県としては立つべきだとい

うふうに思います。再度聞きます。 

 ＬＰガス、あれたしか中小零細企業も使うで

しょ、ＬＰガスね。特高なんかは数百社、１０

０から百数十社でしょ、実際にはね。それじゃ

なくて、やっぱり３万社以上の方々が使うため

には、もっときちっとしたそういう直接費用が

必要ではないかという立場で再度問います。 

嶋議長 小田切商工観光労働部長。 

小田切商工観光労働部長 繰り返しになります

けれども、電気代、さらに燃料費、家賃、こう

いった固定費支援は極めて広範囲に及びます。

その関係では多額の財政負担も伴いますので、

基本的には国が支援すべきものと考えておりま

す。 

 また、６月１１日以降、経済産業省から公表

された国への物資供給に関する相談件数がござ

いますが、各支援策の浸透がございまして、着

実に相談件数も減少しているという情報がござ

います。 

 加えて、米国とイランによる停戦合意を受け、

今後エネルギーの価格の低下も期待されるとこ

ろでございますので、現時点では今、提示させ

ている支援策で着実に実施していきたいと、こ

う考えております。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 直接支援は是非必要。これからいろい

ろ議論していきましょう。 

 最後に、時間がありませんので、学校の先生

の定数拡大、今度の条例改正でも削減がされて

おりますけれども、それ削減するんじゃなくて、

やはり今、小学校２年生以降、さらには高校生

まで少人数学級を拡大すべきだというふうに思

うんですけれども、それについて教育長、どう

でしょうか。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 教職員定数は、法律によって算定基準が定め

られており、児童生徒数の減少に伴う定数の減

はやむを得ないものと考えております。 

 一方、削減ばかりではなく、県が独自に３０

人学級の導入や複式学級の解消、あるいは遠隔

教育など、学校現場の実情に即した加配措置を

充実させてきているところであります。 

 また、教職員の長時間勤務の削減やメンタル

ヘルス対策は、議員御指摘のとおり、喫緊の課

題と重く受け止めております。 

 県及び市町村教育委員会では、業務量管理・

健康確保措置実施計画を策定し、業務量の削減

や働き方改革、健康確保に向けた具体的な取組

を進めているところです。 

 少人数学級については、教員の負担軽減もさ

ることながら、教育の質の向上という観点から

も有効であると認識しております。しかしなが

ら、中学２年生や３年生、あるいは高校への３

０人学級導入には、教職員の大幅な増員や教室

などのハード整備が必要となります。このため、

引き続き国に対し、少人数学級の前提となる教

育予算の拡充と、教員の負担軽減や質の高い教

育を実現するための定数改善を要請してまいり

ます。 

嶋議長 堤栄三議員。 
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堤議員 一遍に高校生を全部やりなさいという

んじゃなくて、今、国もほら１年１年、３５人

学級増やしてきたでしょ。だから、中学校２年

生に今度するだとか、高校１年生するだとか、

そういうふうに順番にやっていってもおかしく

ないわけですよ。そういうふうな立場に立てば

いいんだけれども、例えば中学校２年生を３０

人学級にした場合、どれぐらいの予算がかかる

の。どういう予算が必要かということを再度聞

きます。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 中学校２年生の３０人学級化を試算したとこ

ろ、学級数が６６増えるということで、それに

伴って教員も増員が必要になりますので、人件

費で５．４億円、それから教室も増やさないと

いけないということで、この施設整備費が３．

３億円かかる試算になっております。 

嶋議長 堤栄三議員。 

堤議員 ３０人学級をすることを強く求めて質

問を終わります。（拍手） 

嶋議長 以上で堤栄三議員の質疑及び答弁は終

わりました。 

 これをもって一般質問及び質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております各案は、お手

元に配付の付託表のとおり、所管の常任委員会

に付託します。 

 なお、他の委員会にも関連のある案について

は、合い議をお願いします。 

―――――→…←――――― 

付        託        表 

件          名 付 託 委 員 会

第 ６４ 号議案 令和８年度大分県一般会計補正予算（第１号） 総 務 企 画

福祉保健生活環境

商工観光労働企業

農 林 水 産

土 木 建 築

第 ６５ 号議案 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用等に関する条

例の一部改正について 

総 務 企 画

第 ６６ 号議案 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例等の一部

改正について 

総 務 企 画

第 ６７ 号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について 総 務 企 画

第 ６８ 号議案 大分県宿泊税条例の制定について 総 務 企 画

第 ６９ 号議案 大分県税条例等の一部改正について 総 務 企 画

第 ７０ 号議案 大分県税特別措置条例の一部改正について 総 務 企 画

第 ７１ 号議案 美術品の取得について 総 務 企 画

第 ７２ 号議案 大分県障害者介護給付費等不服審査会条例の一部改正に

ついて 

福祉保健生活環境

第 ７３ 号議案 大分県幼稚園型認定こども園等の認定の要件を定める条

例等の一部改正について 

福祉保健生活環境

第 ７４ 号議案 大分県宿泊税基金条例の制定について 商工観光労働企業

第 ７５ 号議案 大分県公害被害救済措置条例の一部改正について 農 林 水 産

第 ７６ 号議案 損害賠償請求に関する和解をすることについて 土 木 建 築

第 ７７ 号議案 工事請負契約の締結について 土 木 建 築
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第 ７８ 号議案 大分県立学校職員及び大分県市町村立学校県費負担教職

員定数条例の一部改正について 

文 教 警 察

第 ２ 号報告 大分県税条例等の一部改正について 総 務 企 画

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上をもって本日の議事日程は終了し

ました。 

 お諮りします。２２日、２３日及び２４日は

常任委員会開催のため、２５日は議事整理のた

め、それぞれ休会としたいと思います。これに

御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、２２日、２３日、２４日、２５日は

休会と決定しました。 

 なお、２０日及び２１日は、県の休日のため、

休会とします。 

 次会は、２６日定刻より開きます。日程は決

定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日は、これをもって散会します。 

午後３時７分 散会 
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令和８年第２回大分県議会定例会会議録（第５号）

令和８年６月２６日（金曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第５号 

            令和８年６月２６日 

              午前１０時開議 

第１ 第６４号議案から第７８号議案まで及び 

   第２号報告 

   （議題、常任委員長の報告、質疑、討論、 

   採決） 

第２ 第７９号議案 

   （議題、提出者の説明、質疑、討論、採 

   決） 

第３ 議員提出第２号議案から議員提出第１０ 

   号議案まで 

   （議題、提出者の説明、質疑、討論、採 

   決） 

第４ 閉会中の継続調査の件 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 第６４号議案から第７８号議案まで 

     及び第２号報告 

     （議題、常任委員長の報告、質疑、 

     討論、採決） 

日程第２ 第７９号議案 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、 

     採決） 

日程第３ 議員提出第２号議案から議員提出第 

     １０号議案まで 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、 

     採決） 

日程第４ 閉会中の継続調査の件 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４１名 

 議長 嶋  幸一 副議長 森  誠一 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    大友 栄二     三浦 正臣 

    古手川正治     元吉 俊博 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    木付 親次 

欠員   １名

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 公安委員長        渡邊 直二 

 人事委員長        和田 久継 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       上城  哲 

 企業局長         首藤  圭 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        平松 伸二 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部審議監     高木 政幸 

 商工観光労働部長     小田切未来 

 農林水産部長       石井 聖治 

 土木建築部長       小野 克也 
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 会計管理者兼会計管理局長 神﨑 文隆 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 こども政策局長      小野  宏 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 労働委員会事務局長    柴北 友美 

 財政課長         日野 貴之 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 皆さん、おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第５号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 第６４号議案から第７８号議案ま 

      で及び第２号報告 

      （議題、常任委員長の報告、質疑、 

      討論、採決） 

嶋議長 日程第１、日程第１の各案件を一括議

題とし、これより各常任委員長の報告を求めま

す。福祉保健生活環境委員長岡野涼子議員。 

  〔岡野議員登壇〕 

岡野福祉保健生活環境委員長 おはようござい

ます。 

 福祉保健生活環境委員会の審査の経過と結果

について、御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回付

託を受けました議案３件であります。 

 委員会は、去る２２日に開催し、部局長ほか

関係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしま

した結果、第６４号議案令和８年度大分県一般

会計補正予算（第１号）のうち本委員会関係部

分、第７２号議案大分県障害者介護給付費等不

服審査会条例の一部改正について及び第７３号

議案大分県幼稚園型認定こども園等の認定の要

件を定める条例等の一部改正については、原案

のとおり可決すべきものと、いずれも全会一致

をもって決定いたしました。 

 以上をもって福祉保健生活環境委員会の報告

といたします。 

嶋議長 商工観光労働企業委員長桝田貢議員。 

  〔桝田議員登壇〕 

桝田商工観光労働企業委員長 おはようござい

ます。 

 商工観光労働企業委員会の審査の経過と結果

について御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回付

託を受けました議案２件であります。 

 委員会は、去る２２日に開催し、部局長ほか

関係者の出席を求め、慎重に審査いたしました

結果、第６４号議案令和８年度大分県一般会計

補正予算（第１号）のうち、本委員会関係部分

及び第７４号議案大分県宿泊税基金条例の制定

については、原案のとおり可決すべきものとい

ずれも賛成多数をもって決定いたしました。 

 以上をもって商工観光労働企業委員会の報告

といたします。 

嶋議長 農林水産委員長首藤健二郎議員。 

  〔首藤議員登壇〕 

首藤農林水産委員長 農林水産委員会の審査の

経過と結果について御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回付

託を受けました議案２件であります。 

 委員会は、去る２３日に開催し、部長ほか関

係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしまし

た結果、第６４号議案令和８年度大分県一般会

計補正予算（第１号）のうち本委員会関係部分

について及び第７５号議案大分県公害被害救済

措置条例の一部改正については、原案のとおり

可決すべきものといずれも全会一致をもって決

定いたしました。 

 以上をもって農林水産委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 土木建築委員長穴見憲昭議員。 

  〔穴見議員登壇〕 

穴見土木建築委員長 おはようございます。 

 土木建築委員会の審査の経過と結果について

御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回付

託を受けました議案３件であります。 

 委員会は、去る２２日に開催し、部長ほか関

係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしまし
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た結果、第６４号議案令和８年度大分県一般会

計補正予算（第１号）のうち、本委員会関係部

分、第７６号議案損害賠償請求に関する和解を

することについて及び第７７号議案工事請負契

約の締結については、原案のとおり可決すべき

ものといずれも全会一致をもって決定いたしま

した。 

 以上をもって土木建築委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 文教警察委員長宮成公一郎議員。 

  〔宮成議員登壇〕 

宮成文教警察委員長 文教警察委員会の審査の

経過と結果について御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回付

託を受けました議案１件であります。 

 委員会は、去る２３日に開催し、教育長及び

警察本部長ほか関係者の出席説明を求め、慎重

に審査いたしました結果、第７８号議案大分県

立学校職員及び大分県市町村立学校県費負担教

職員定数条例の一部改正については、原案のと

おり可決すべきものと全会一致をもって決定い

たしました。 

 以上をもって文教警察委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 総務企画委員長中野哲朗議員。 

  〔中野議員登壇〕 

中野総務企画委員長 総務企画委員会の審査の

経過と結果について御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回付

託を受けました議案８件、報告１件であります。 

 委員会は、去る２３日に開催し、部局長ほか

関係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしま

した結果、第６４号議案令和８年度大分県一般

会計補正予算（第１号）のうち本委員会関係部

分、第６５号議案行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用等に関する条例の一部改

正について、第６６号議案知事等の損害賠償責

任の一部免責に関する条例等の一部改正につい

て、第６７号議案大分県使用料及び手数料条例

の一部改正について、第６８号議案大分県宿泊

税条例の制定について、第６９号議案大分県税

条例等の一部改正について、第７０号議案大分

県税特別措置条例の一部改正について及び第７

１号議案美術品の取得については、原案のとお

り可決すべきものと、第２号報告大分県税条例

等の一部改正については承認すべきものと、い

ずれも全会一致をもって決定いたしました。 

 なお、第６６号議案については福祉保健生活

環境委員会及び商工観光労働企業委員会に、第

６７号議案については土木建築委員会に、第６

８号議案については商工観光労働企業委員会に

合い議し、その結果をも審査の参考といたしま

した。 

 以上をもって総務企画委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 以上で委員長の報告は終わりました。 

 これより委員長の報告に対する質疑に入りま

す。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

し、これより討論に入ります。 

 発言の通告がありますので、これを許します。

堤栄三議員。 

  〔堤議員登壇〕 

堤議員 おはようございます。日本共産党の堤

でございます。 

 今議会に上程をされました各条例について、

反対の立場から討論いたします。 

 まず、第６４号議案２０２６年度大分県一般

会計補正予算（第１号）についてです。 

 今回の補正予算、約７５億９，６９６万円の

全てに反対するものではありません。中東情勢

への対応として、ＬＰガス等価格激変緩和対策

事業や保証料率ゼロの県制度資金の融資枠を拡

大する中小企業金融対策費、社会福祉事業者へ

の省エネルギー設備導入、農林水産業燃油高騰

対策など不十分ではありますが、必要な事業予

算も含まれ、これらには賛成いたします。 

 しかし、景気低迷で物価高騰の中、中小零細

事業者へも課税を強いる宿泊税導入支援等環境

整備事業が含まれています。この宿泊税は、大

分県の住民が宿泊しても税金が徴収され、全体

では約１８億円の税収と見込まれています。こ

れは、民泊・農泊にも適用され、学校の特別活
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動であるクラブ活動やスポーツ大会の宿泊にも

課税がされます。 

 今でも零細な宿泊事業者は消費税や入湯税の

負担、円安、物価高騰の中で大変な経営努力で

なりわいを支えています。そもそも取りやすい

ところから取るというようなやり方で、県民や

大分県を訪れる人たちに新たな税金を強制し、

宿泊業に打撃を与えること自体、大きな問題を

含んでいます。今回、零細事業者に配慮した税

額の設定であったとしても、控除もなく全ての

宿泊事業者に網をかける宿泊税については反対

せざるを得ません。 

 次に、第６８号議案大分県宿泊税条例の制定

及び第７４号議案大分県宿泊税基金条例の制定

については、補正予算の討論で述べたような理

由で反対いたします。 

 次に、第７８号議案大分県立学校職員及び大

分県市町村立学校県費負担教職員定数条例の一

部改正についてです。 

 今回の条例改正では、市町村立学校の教職員

定数は７５人削減をされ７，００１人に、県立

学校では３８人増となり、３，５８８人となっ

ています。 

 教員の病気休職者数は２０１５年度から２０

２５年度まで延べ９９１人に上り、うち精神疾

患は延べ６７４人、全体の６８％を占めていま

す。これは業務の多忙化・複雑化や長時間勤務

などが大きく影響しているものと考えられます。

痛ましい過労死までも起きています。 

 このような大変厳しい状況の中、学校現場の

教職員は、保護者やこどもの声に真摯に向き合

い、様々な創意工夫で分かりやすい授業や不登

校・いじめ対策などに取り組んでいます。今回

の条例のように、定数の削減ではなくて、教育

環境の整備、少人数学級の拡大、無理な統廃合

の中止、正規教職員の増員と待遇改善こそ行う

べきであります。 

 また、給特法の改定によって、教職調整額の

割合が４％から、２０３１年までに段階的に１

０％へと引き上げられますが、結局、残業代は

不支給となり、長時間労働は解消されないまま

となる危険性があります。このような教員の長

時間労働を放置するような法改正に厳しく抗議

するとともに、県として教員の定数削減をやめ、

正規教職員の増員をするように求め、反対討論

といたします。（拍手） 

嶋議長 以上で通告による討論は終わりました。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、第６５号議案から第６７号議案まで、

第６９号議案から第７３号議案まで、第７５号

議案から第７７号議案まで及び第２号報告につ

いて採決します。 

 各案件は、委員長の報告のとおり決すること

に御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案件は、委員長の報告のとおり決

定しました。 

 次に、第６４号議案、第６８号議案、第７４

号議案及び第７８号議案について、起立により

採決します。 

 各案に対する委員長の報告は可決でございま

す。 

 各案は、委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立多数でございます。 

 よって、各案は、委員長の報告のとおり可決

されました。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 第７９号議案 

      （議題、提出者の説明、質疑、討 

      論、採決） 

嶋議長 日程第２、第７９号議案を議題としま

す。 

―――――→…←――――― 

第７９号議案 副知事の選任について 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。 

 ただいま上程されました人事議案について説

明を申し上げます。 
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 第７９号議案副知事の選任については、嶋川

智尉氏を選任することについて、あらかじめ議

会の同意をお願いするものでございます。 

 何とぞ慎重御審議の上、御賛同いただきます

ようにお願い申し上げます。 

嶋議長 以上で提出者の説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。本案については、委員会付託

を省略したいと思います。これに御異議ありま

せんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は、委員会付託を省略すること

に決定しました。 

 これより討論に入りますが、ただいまのとこ

ろ通告がありませんので、討論なしと認めます。 

 これをもって討論を終結し、これより採決し

ます。 

 本案は、これに同意することに御異議ありま

せんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は、これに同意することに決定

しました。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 議員提出第２号議案から議員提出 

      第１０号議案まで 

      （議題、提出者の説明、質疑、討 

      論、採決） 

嶋議長 日程第３、議員提出第２号議案から第

１０号議案までを一括議題とします。 

―――――→…←――――― 

議員提出第 ２号議案 皇室の伝統に基づく安 

           定的皇位継承を確保す 

           るための法整備の早期 

           実現を求める意見書 

議員提出第 ３号議案 地方財政の充実・強化 

           を求める意見書 

議員提出第 ４号議案 二〇二六年度大分県最 

           低賃金の改定等に関す 

           る意見書 

議員提出第 ５号議案 ゆたかな学びの実現と 

           教職員定数の改善及び 

           義務教育費国庫負担制 

           度充実強化に係る意見 

           書 

議員提出第 ６号議案 「国旗損壊罪法案」の 

           慎重な審議と的確な判 

           断を求める意見書 

議員提出第 ７号議案 ドナーミルクの利用拡 

           大を求める意見書 

議員提出第 ８号議案 住まいの安定と居住支 

           援の抜本的強化を求め 

           る意見書 

議員提出第 ９号議案 核兵器禁止条約第一回 

           再検討会議へのオブザ 

           ーバー参加を求める意 

           見書 

議員提出第１０号議案 非核三原則の堅持を求 

           める意見書 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。大友栄二議

員。 

  〔大友議員登壇〕 

大友議員 ただいま議題となりました議員提出

第２号議案皇室の伝統に基づく安定的皇位継承

を確保するための法整備の早期実現を求める意

見書案について、提案理由の説明をいたします。 

 皇室は、我が国固有の歴史と伝統の象徴であ

り、国民の間に深く根差しています。皇位が連

綿として継承されてきたことは、国体の根幹で

あり、その安定的な継承を確保することは、国

家の安寧と将来にとって極めて重要な課題であ

ります。 

 現在、皇位継承資格を有する皇族方は少数で

あり、安定的皇位継承の確保は一刻の猶予も許

されない喫緊の国家的事案であります。 

 政府では、天皇の退位等に関する皇室典範特

例法案に対する附帯決議に基づき、有識者会議

による報告書が取りまとめられ、国会において

も協議が進められております。 

 皇族数確保のために、具体的な制度の検討を
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進めていくべき方策として、報告書において、

内親王、女王が婚姻後も皇族の身分を保持する

こと、ただし、その配偶者と子は皇族という特

別の身分を有しないこと、及び皇族には認めら

れていない養子縁組を可能とし、皇統に属する

男系の男子を皇族とすることが示されており、

多くの党、会派で共有可能な論点となっていま

す。 

 よって、国会及び政府に対しまして、超党派

による真摯かつ速やかな議論を促進し、今特別

国会において、皇室典範改正を実現することを

強く要望するものであります。 

 案文はお手元に配付していますので、朗読は

省略します。 

 以上で説明を終わります。御賛同いただきま

すよう、よろしくお願い申し上げます。 

嶋議長 守永信幸議員。 

  〔守永議員登壇〕 

守永議員 おはようございます。 

 ただいま議題となりました議員提出第３号議

案から第６号議案について、一括して提案理由

の説明を行います。 

 最初に、第３号議案地方財政の充実・強化を

求める意見書についてです。 

 本意見書は、地方財政の充実・強化を求める

ものです。地方自治体は現在、少子高齢化に伴

う社会保障や子育て支援、人口減少対策、デジ

タルトランスフォーメーション推進、脱炭素化、

物価高騰対策、防災・減災など多様な課題への

対応を求められています。 

 一方で、人員不足や行政コストの上昇が深刻

化しています。そのため、物価の高騰や賃金上

昇を反映した一般財源総額の充実・強化につい

て、具体的には、お手元の議案にある１２項目

について措置を講ずるよう、政府に強く求める

ものです。 

 次に、第４号議案二〇二六年度大分県最低賃

金の改定等に関する意見書についてです。 

 本意見書は、２０２６年度の大分県最低賃金

改定に当たり、最低賃金の引上げと中小企業支

援の強化を求めるものです。現在、原材料費や

ガソリン価格の高騰、円安、異常気象による食

料品価格の上昇などを背景に物価高が続いてお

り、名目賃金は上昇しているものの、実質賃金

は低下し、勤労者の生活は厳しい状況にありま

す。 

 最低賃金に関しても、２０２５年度の最低賃

金改定により、全国加重平均は１，１２１円と

なり、全都道府県で１千円を超えていますが、

誰もが安心して暮らせる水準には、なお達して

おらず、さらなる引上げが求められています。

また、最低賃金の地域間格差は都市部への労働

力流出の要因の一つとされており、大分県にお

ける人材確保のためにも、物価水準に見合った

賃金設定と格差是正が重要です。 

 一方で、最低賃金の引上げは、中小企業・小

規模事業者に大きな負担を与えているのも事実

です。賃上げへの対応が困難な事業者が増えれ

ば、雇用の縮小や廃業につながる懸念が生じま

す。現在の助成金制度には利用しにくい面もあ

るため、申請手続の簡素化や要件の緩和、実効

性の高い支援策の拡充が必要です。 

 以上を踏まえ、国に対し、継続的な最低賃金

引上げによる経済成長の実現、地域間格差の是

正、中小企業・小規模事業者への支援制度の充

実と影響の検証を行うよう強く求めるものです。 

 次に、第５号議案ゆたかな学びの実現と教職

員定数の改善及び義務教育費国庫負担制度充実

強化に係る意見書についてです。 

 本意見書は、こどもたちの豊かな学びを保障

し、学校現場の課題解決を図るため、教職員定

数の改善と義務教育費国庫負担制度の充実を国

に求めるものです。現在の学校現場では、貧困、

いじめ、不登校への対応に加え、教職員の長時

間労働や人員不足など、多くの課題を抱えてい

ます。そのため、教材研究や授業準備に十分な

時間を確保することが難しく、教育の質の維持

・向上に支障を来しています。こうした状況を

改善するためには、少人数学級の推進や加配教

員の増員、専門職を含む教職員配置の充実が不

可欠です。 

 近年の法改正により、中学校の学級編制標準

は、２０２８年度までに３５人に引き上げられ

ることとなっていますが、今後は、高等学校へ
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の早期導入や、よりきめ細やかな教育活動を進

めるため、さらなる学級編制標準の引下げ、少

人数学級の実現が求められます。 

 一方で、財政状況の厳しい中、自治体によっ

ては独自財源で教職員配置の充実を図っていま

すが、その結果として、地域間の教育格差が生

じる懸念があります。また、義務教育費国庫負

担制度は、かつての改革により国庫負担率が引

き下げられており、十分な財源確保が課題とな

っています。全国どこでも一定水準の教育を受

けられる環境を整えるためには、国による財政

支援の強化が必要です。 

 このため、国に対し、教職員定数の計画的な

改善と高等学校での３５人学級の推進・義務教

育費国庫負担制度の充実及び必要な財源確保、

さらなる少人数学級の推進と複式学級解消に向

け、必要な支援を講ずるよう強く求めるもので

す。 

 最後に、第６号議案「国旗損壊罪法案」の慎

重な審議と的確な判断を求める意見書について

です。 

 現在開会中の第２２１回特別国会において、

６月１６日に、国旗の損壊等の処罰に関する法

律案、いわゆる国旗損壊罪法案が提案されてい

ます。 

 この法案は、我が国の国旗を損壊、除去又は

汚損する行為に対し刑事罰を科す法規を新設す

るものです。 

 国旗を尊重し、大切に扱うべきという国民感

情やその趣旨自体については理解されるべきと

は考えますが、国旗を不当に扱ったことに対し

て刑罰を行うという、国家権力の強力な力で国

旗に対する敬意を求めることは、民主主義の根

幹に関わる課題として極めて慎重な議論が必要

だと考えます。 

 本法案の検討において、処罰の対象を、人に

著しく不快又は嫌悪の情を催させるような方法

により、公然と行った場合に限定すると論じら

れていますが、著しく不快、嫌悪の情という要

件は主観的かつ極めて曖昧であり、何が政治的

・社会的な抗議の表現であり、何が犯罪行為に

当たるのか、その境界線は判然としていません。

このような曖昧な基準による刑罰の創設は、国

民が処罰を恐れて正当な表現活動をも自己規制

する萎縮効果を招きかねませんし、勝手に処罰

対象と考え、非難、攻撃して、罪に当たらない

方を傷つけるようなことも想定されます。 

 このような環境下で、日本国憲法が保障する

表現の自由や思想・良心の自由を不当に侵害す

るおそれがあります。 

 また、現行の外国国章損壊罪が国際関係の親

善や安全（外交関係の維持）という明確な法益

を保護しているのに対し、自国の国旗損壊罪は、

国旗を大切に思う国民感情や国家の尊厳を保護

法益とするほかなく、その妥当性については慎

重に審議されなければなりません。特に、国旗

の損壊が国家や権力への抗議や不満の表現とし

て行われる場合、公権力がその国民の声を受け

止めるのではなく、刑罰で抑圧することは国家

権力の肥大化や国民への価値観の押しつけとな

ることが懸念されます。 

 国旗を損壊する行為の背景を把握し、政府の

運営に対する不満を政府として解消する努力に

転じるものとする議論が必要ではないでしょう

か。 

 そこで、国旗損壊罪法案の丁寧かつ慎重な審

議を求めるものです。 

 それぞれ原文はお手元に配付しておりますの

で、朗読は省略します。 

 以上で説明を終わります。皆様の御賛同をい

ただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

嶋議長 吉村哲彦議員。 

  〔吉村議員登壇〕 

吉村（哲）議員 ただいま議題となりました議

員提出第７号、８号、９号、１０号議案につい

て、一括して提案理由を説明いたします。 

 初めに、議員提出第７号議案ドナーミルクの

利用拡大を求める意見書についてです。 

 我が国では、低出生体重児が約１０人に１人

の割合で生まれています。特に、医療的なケア

や継続的な支援が必要とされる極低出生体重児

にとっては、感染症や合併症等のリスクを減ら

すため、出産後、すぐに母乳を与えることが有

効とされています。 
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 しかし、母体の健康状態等により、母親から

十分な母乳が得られない場合があり、寄附され

た母乳であるドナーミルクを提供する母乳バン

クの取組は極めて重要であります。 

 現在、二つの法人が国内３か所の母乳バンク

拠点の運営を担い、ドナーミルクを医療機関に

提供していますが、法的な仕組みとしての位置

づけはなされていません。 

 また、ドナーミルクの使用に伴う費用等が、

実質的に医療機関の負担となっていることに加

え、ドナー登録における事務処理等が登録施設

の拡充を阻んでいると考えられます。 

 よって、国にドナーミルクの法的位置づけを

一日も早く明確化することや、ドナーミルクの

安定供給のため、母乳バンクの運営、ドナーミ

ルクの殺菌処理及びドナーの検査等に対する支

援を行うことなど、４点について強く要望する

ものであります。 

 次に、議員提出第８号議案住まいの安定と居

住支援の抜本的強化を求める意見書についてで

あります。 

 住まいは、社会保障の基盤であり、個人の尊

厳を守るための不可欠な社会インフラでありま

す。しかしながら、長引く物価高騰や都市部を

中心とした家賃相場の上昇は、低所得世帯や子

育て世帯の家計を圧迫し、生活困窮に拍車をか

けております。 

 また、単身高齢世帯の急増に伴い、賃貸住宅

への入居拒否や孤独死への不安、老朽化した住

まいの安全確保など、居住に関する課題が深刻

化しています。 

 現在、住居確保給付金や生活保護制度の住宅

扶助も一定の役割を果たしておりますが、現代

の社会変化やニーズに十分対応し切れていると

は言い難いと考えております。 

 よって、国に、誰もが安心して住み続けられ

る社会の実現に向け、低所得者や子育て世帯を

対象とした新たな住宅手当制度を創設すること

や、居住支援法人等の活動を支援し、高齢者や

子育て世帯への居住サポート住宅の整備や孤独

死への不安を解消するガイドラインの周知を推

進することなど、五つの項目について強く要望

するものであります。 

 続きまして、議員提出第９号議案核兵器禁止

条約第一回再検討会議へのオブザーバー参加を

求める意見書についてであります。 

 現在、国際社会では、ウクライナ侵攻や中東

情勢の悪化を背景に、極めて深刻かつ緊迫した

状況が続いており、核保有国による核威嚇や核

兵器使用の懸念が一段と高まっております。 

 こうした状況の下、核兵器禁止条約は、核兵

器の非人道性を国際法上、明確に位置づける重

要な枠組みとして、その意義を一層強めており

ます。 

 同条約は、発効以来、締約国会議が３回開催

され、核廃絶に向けた具体的議論が積み重ねら

れてきました。そして本年１１月には、発効後

初となる第１回の再検討会議が開催される予定

であり、これまでの取組を検証し、核なき世界

に向けた国際的議論を前進させる重要な節目と

なります。 

 核兵器のない世界の実現は、世代を超えて取

り組むべき最重要課題であり、唯一の戦争被爆

国である我が国は、被爆の実相を国際社会と共

有し、核兵器の非人道性への理解を広げる歴史

的責務を担っております。 

 こうした中、核兵器禁止条約第１回再検討会

議へのオブザーバー参加は、日本が核廃絶に向

けた明確な意思を国際社会に示す重要な一歩と

なり、日本が平和国家として歩む決意をより確

固たるものとして示すことにつながるのではな

いでしょうか。 

 よって、政府に対し、核兵器禁止条約第１回

再検討会議へオブザーバーとして参加し、核兵

器廃絶に向けた国際的議論に積極的に関与する

ことを強く求めるものであります。 

 最後に、議員提出第１０号議案非核三原則の

堅持を求める意見書についてであります。 

 非核三原則、核兵器を持たず、作らず、持ち

込ませずは、昭和４２年に当時の佐藤榮作内閣

総理大臣が国会で表明し、昭和４６年には衆議

院において、その遵守に言及した決議が可決さ

れて以来、我が国の確固たる国是として位置づ

けられ、歴代内閣もこれを一貫して堅持してき
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ました。 

 我が国が唯一の被爆国として、およそ６０年

にわたり、いかなるときも非核三原則を堅持し、

平和国家の道を歩む姿勢が国際的信頼の礎とな

ったのではないでしょうか。 

 本年１月には、被爆地である広島市議会にお

いて、この非核三原則の堅持を求める意見書が

全会一致で可決されるなど、地方自治体や国民

の間からも、国是としての原則遵守を求める声

が改めて高まっております。 

 全ての人類の生存基盤に対して、取り返しの

つかない惨劇を引き起こす核兵器を体験した我

が国だからこそ、いかなる国際情勢や安全保障

環境の変化の中にあっても、非核三原則を堅持

し、いささかもゆるがせにしてはなりません。 

 よって、国会及び政府におかれては、核兵器

のない平和な世界の実現を願う、被爆地をはじ

めとする国民の思いをしっかりと受け止め、非

核三原則を将来にわたって断固として堅持され

るよう、強く要請するものであります。 

 以上、案文はお手元に配付しておりますので、

朗読は省略します。 

 慎重に御審議いただき、御賛同いただきます

よう、よろしくお願いいたします。 

嶋議長 以上で提出者の説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。各案は、委員会付託を省略し

たいと思いますが、これに御異議ございません

か。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。よって、各案

は、委員会付託を省略することに決定しました。 

 これより討論に入ります。 

 発言の通告がございますので、順次、これを

許します。猿渡久子議員。 

  〔猿渡議員登壇〕 

猿渡議員 日本共産党の猿渡久子です。 

 上程された議員提出議案のうち、二つの意見

書案について、日本共産党を代表し反対討論を

行います。 

 まず、第２号議案皇室の伝統に基づく安定的

皇位継承を確保するための法整備の早期実現を

求める意見書案についてです。 

 衆参両院の正副議長が皇位継承の在り方に関

する全体会議で、皇族数の確保策に向けた立法

府の総意を取りまとめ、高市早苗政権はそれに

基づいて皇室典範の改定案をつくり、今国会で

成立を目指すとしています。しかし、取りまと

めの内容は、全体会議の総意でもなければ、国

民の総意でもありません。これを総意だとして、

国民的議論抜きに立法作業に進むのは許されま

せん。 

 取りまとめが皇族数の確保策として了とした、

１、女性皇族が結婚後も皇族の身分を保持する、

２、戦後に皇籍を離れた旧宮家の男系男子を皇

族の養子に迎えるの２案を、意見書案は既に多

くの党・会派によって共有可能な論点となって

いるとしていますが、現状はそのように言える

状況ではありません。 

 皇族数確保についての取りまとめとされてい

ますが、実際は皇位継承をどう図るかと不可分

に議論されており、男系男子による継承が不動

の原則とされています。 

 各社の世論調査では、女性天皇に賛成が７な

いし８割を占め、女系天皇にも大多数が賛成し

ています。女性・女系天皇を認めないことを前

提とするのは、国民の声とかけ離れています。

国民の代表である立法府、国会の総意とはとて

も言えません。 

 全体会議でも、日本共産党が男女平等を掲げ

る憲法の精神に反するとして反対したのをはじ

め、５党派が反対しており、全体会議の総意で

もありません。強引に見切り発車すれば、様々

な矛盾や国民的反発を招くのは必至です。 

 天皇の制度は憲法上の制度です。日本共産党

は、一個人が国を象徴し世襲する制度は人間の

平等に反すると考えますが、それを国民に押し

つけることはしません。現憲法の全条項を厳格

に守る立場から、天皇は、国政に関する権能を

有しないとする象徴天皇制を認め、存廃は将来

的に国民の総意によって解決されるべきものと

考えます。 
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 皇位の継承も憲法に基づくべきです。憲法は、

天皇は国民統合の象徴であり、その地位は主権

者・国民の総意に基づくとします。 

 多様な性を持つ国民の統合の象徴を男性に限

る合理的理由はなく、男性や男系に限定するの

は男女平等を掲げる憲法の精神に反します。女

性天皇を認めることは、国民の中でのジェンダ

ー平等を発展させることにつながります。憲法

に基づき、女性天皇について正面から議論すべ

きです。 

 憲法学者など有識者の意見聴取や、国民の声

を聴くパブリックコメントなどで広く国民的な

議論を行い、国民の総意を形成するよう努める

ことが国会の責務だと考えます。 

 次に、第３号議案地方財政の充実・強化を求

める意見書案についてです。 

 本意見書案では、地方一般財源総額の確保や

社会保障経費の充実、拡充など、地方財政の充

実・強化を求めています。これに反対するもの

ではありません。最低賃金を引き上げる環境整

備や公立病院に対する十分な財政支援を求める

など、国の責任において推進すべき重要な内容

が含まれています。しかし、自治体業務システ

ムの標準化等について是認していることについ

ては、反対せざるを得ません。 

 以下、その理由を述べます。 

 自治体業務システムの標準化・共通化では、

２０２５年度までに税や福祉など、２０の業務

について標準化基準に適合した情報システムの

利用を義務づけると進められていますが、遅々

として進んでいないのが現実です。 

 また、デジタル行政改革会議で決定していた

基本方針では、この２０業務以外にも一定の基

準に合致した業務を標準化していくという方向

性が示され、国として、住民の個人情報を含む

データを活用したいという狙いが示されていま

す。各自治体では、独自の住民税の減免、国民

健康保険税や介護保険料、利用料の減免、被災

者への減免など実施しており、住民の福祉等を

下支えしています。 

 しかし、国は業務にシステムを合わせるので

はなくて、システムに業務を合わせることとし

て、独自施策に必要なシステムのカスタマイズ

をなくすよう自治体に求めており、住民サービ

スの抑制につながり、自治体独自の取組が損な

われることが危惧されます。地方自治にも反す

るものだと考えます。 

 さらに、システム障害や不正アクセスも懸念

され、クラウドサービスは、一度利用を始める

と他社への切替えが難しく、サービス価格引上

げや透明性の低下も危惧されます。 

 このような問題のあるシステムの標準化を推

進するための意見書には、賛成できません。 

 以上、提案された各意見書に対する反対討論

といたします。（拍手） 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

  〔御手洗議員登壇〕 

御手洗（朋）議員 ただいま上程されました議

員提出第９号議案核兵器禁止条約第一回再検討

会議へのオブザーバー参加を求める意見書及び

議員提出第１０号議案非核三原則の堅持を求め

る意見書の二案について、賛成の立場から討論

を行います。 

 まず、核兵器禁止条約第一回再検討会議への

オブザーバー参加を求める意見書について申し

上げます。 

 現在、国際社会は、ロシアによるウクライナ

侵略や中東情勢の緊迫化など、極めて深刻な局

面に直面しております。核保有国による核の威

嚇や使用への懸念がかつてないほど高まる中、

世界唯一の戦争被爆国である我が国が、核兵器

のない世界の実現に向けて、どのようなメッセ

ージを発していくかが、今、正に問われていま

す。 

 １９５５年に発表されたラッセル・アインシ

ュタイン宣言は、核戦争がもたらす人類滅亡の

危機に警鐘を鳴らしました。この宣言には、ノ

ーベル物理学賞を受賞した湯川秀樹博士も賛同

し署名しています。唯一の戦争被爆国である我

が国を代表する科学者が、世界の知性とともに

核廃絶を訴えた事実を歴史的遺産として、私た

ちが受け継がなければなりません。 

 条約を締結していない我が国は、まずはオブ

ザーバーとして議論に関与し、橋渡し役として
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の責務を果たすべきであり、本意見書はその一

歩を強く促すものであります。 

 次に、非核三原則の堅持を求める意見書につ

いて申し上げます。 

 持たず、作らず、持ち込ませずの非核三原則

は、昭和４２年の表明以来、我が国の確固たる

国是として歴代内閣が堅持してきた平和主義の

根幹であります。広島市長は、毎年の平和宣言

において、世界の為政者に対し、市民社会の声

に耳を傾けるよう訴え続けています。 

 本年１月には、被爆地広島市議会においても

全会一致で非核三原則の堅持を求める意見書が

可決されるほか、これまでに、県内の全ての市

町村が核兵器廃絶や非核三原則の遵守などを訴

える非核宣言を行っています。被爆者の願いは

広島や長崎だけの願いではなく、人類共通の願

いであり、地方から国是の遵守を求める声に応

えることは、我々地方議会の重要な役割です。 

 ２００９年には、事実上の核兵器保有国であ

るイスラエル、核兵器開発につながるウラン濃

縮・拡大するイランの動向などが核不拡散体制

を大きく揺るがす情勢の下、本県議会において、

核兵器の廃絶と恒久平和を求める意見書を全会

一致で可決しております。 

 今回上程された両意見書は、被爆者の願いと

人類の未来に対する責任を真摯に受け止めたも

のであります。よって、大分県議会がその意思

を国へ届け、核兵器のない平和な世界の実現に

向けた歩みを後押しすることを強く願い、賛成

討論とします。（拍手） 

嶋議長 以上で通告による討論は終わりました。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、議員提出第５号議案及び第７号議案に

ついて採決します。 

 各案は、原案のとおり決することに御異議ご

ざいませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は、原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議員提出第２号議案について、起立に

より採決します。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の議

員の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立多数であります。 

 よって、本案は、原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議員提出第３号議案について、起立に

より採決します。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の議

員の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立多数であります。 

 よって、本案は、原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議員提出第４号議案及び第９号議案に

ついて、起立により採決します。 

 各案は、原案のとおり決することに賛成の議

員の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立少数でございます。 

 よって、各案は、否決されました。 

 次に、議員提出第６号議案及び第１０号議案

について、起立により採決します。 

 各案は、原案のとおり決することに賛成の議

員の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立少数でございます。 

 よって、各案は、否決されました。 

 次に、議員提出第８号議案について、起立に

より採決します。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の議

員の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立少数でございます。 

 よって、本案は、否決されました。 

―――――→…←――――― 

 日程第４ 閉会中の継続調査の件 

嶋議長 日程第４、閉会中の継続調査の件を議

題とします。 

―――――→…←――――― 

 閉会中における常任委員会、議会運営委員会
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 の継続調査事件 

総務企画委員会 

 １、職員の進退及び身分に関する事項につい 

   て 

 ２、県の歳入歳出予算、税その他の財務に関 

   する事項について 

 ３、市町村その他公共団体の行政一般に関す 

   る事項について 

 ４、条例の立案に関する事項について 

 ５、デジタル政策の推進に関する事項につい 

   て 

 ６、学事に関する事項について 

 ７、県行政の総合企画及び総合調整に関する 

   事項について 

 ８、国際交流及び文化振興に関する事項につ 

   いて 

 ９、広報及び統計に関する事項について 

１０、地域振興及び交通対策に関する事項につ 

   いて 

１１、出納及び財産の取得管理に関する事項に 

   ついて 

１２、他の委員会に属さない事項について 

福祉保健生活環境委員会 

 １、社会福祉に関する事項について 

 ２、保健衛生に関する事項について 

 ３、社会保障に関する事項について 

 ４、県民生活に関する事項について 

 ５、環境衛生、環境保全及び公害に関する事 

   項について 

 ６、男女共同参画及び青少年に関する事項に 

   ついて 

 ７、災害対策、消防防災及び交通安全に関す 

   る事項について 

 ８、県の病院事業に関する事項について 

商工観光労働企業委員会 

 １、商業に関する事項について 

 ２、工・鉱業に関する事項について 

 ３、観光に関する事項について 

 ４、労働に関する事項について 

 ５、先端技術に関する事項について 

 ６、電気事業及び工業用水道事業に関する事 

   項について 

農林水産委員会 

 １、農業に関する事項について 

 ２、林業に関する事項について 

 ３、水産業に関する事項について 

土木建築委員会 

 １、道路及び河川に関する事項について 

 ２、都市計画に関する事項について 

 ３、住宅及び建築に関する事項について 

 ４、港湾その他土木に関する事項について 

文教警察委員会 

 １、市町村教育委員会への助言に関する事項 

   について 

 ２、県立学校の施設及び設備の充実に関する 

   事項について 

 ３、教職員の定数及び勤務条件に関する事項 

   について 

 ４、義務教育及び高校教育に関する事項につ 

   いて 

 ５、へき地教育及び特別支援教育の振興に関 

   する事項について 

 ６、社会教育及び体育の振興に関する事項に 

   ついて 

 ７、文化財の保護に関する事項について 

 ８、治安及び交通安全対策に関する事項につ 

   いて 

議会運営委員会 

 １、議会の運営に関する事項について 

 ２、議会の会議規則、委員会に関する条例等 

   に関する事項について 

 ３、議長の諮問に関する事項について 

―――――→…←――――― 

嶋議長 各常任委員長及び議会運営委員長から、

会議規則第７３条の規定により、お手元に配付

のとおり、閉会中の継続調査の申出がありまし

た。 

 お諮りします。各委員長から申出のとおり、

閉会中の継続調査に付することに御異議ござい

ませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各委員長から申出のとおり、閉会中

の継続調査に付することに決定しました。 
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―――――→…←――――― 

嶋議長 以上をもって今期定例会に付議された

諸案件は全て議了しました。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 これをもって令和８年第２回定例会を

閉会します。 

午前１０時５１分 閉会 

――――――――――――――――――――― 

〔閉会後の発言であるが、参考のため掲載す

る〕 

嶋議長 この際、桑田副知事から御挨拶がござ

います。 

  〔桑田副知事登壇〕 

桑田副知事 お許しをいただきまして、一言、

御礼を申し上げます。 

 私はこのたび、任期を２年残してではござい

ますが、知事のお許しをいただきまして、６月

３０日をもちまして副知事の職を辞させていた

だくこととなりました。 

 令和６年６月に県議会で選任の同意をいただ

き、同年７月に着任して以来、これまで２年間、

佐藤知事による新たな県政に参画できましたこ

とは、私にとりまして身に余る光栄でございま

した。 

 大過なく本日を迎えることができましたのも、

ひとえに嶋県議会議長はじめ、議員の皆様方の

御支援、御指導のたまものです。誠にありがと

うございました。 

 この２年間を振り返りますと、まず災害対応

が思い起こされます。本日も台風の接近に伴う

大雨が心配でございますけれども、正に２年前

の着任日に、日田のあの豪雨災害が同じ日に発

生いたしまして、私自身も現地に足を運んで、

三郎丸橋の復旧に向けて国等との調整に当たり

ました。その夏は、初の南海トラフ地震臨時情

報の発表、さらに台風第１０号の被害が続きま

して、改めて災害対応が自治体行政において極

めて重要な責務であることを強く実感いたしま

した。 

 とりわけ昨年１１月の佐賀関の大規模火災で

は、県としても国や大分市と連携し、復旧・復

興に向けた取組を進めてまいりました。今なお

御不便な生活を余儀なくされている方々がおら

れる中で、一日も早く地域の皆様が安心して暮

らせる日常を取り戻せることを願ってやみませ

ん。 

 一方で、この２年間は、佐藤知事の掲げる安

心・元気・未来創造の新たなビジョンの下、大

分県の将来に向けた様々な取組が動き出した充

実した期間でございました。 

 広域交通ネットワークの形成では、東九州新

幹線や豊予海峡ルートの実現に向け、その取組

を加速させてまいりました。 

 まず、新幹線では、全国知事会への提案を契

機に整備財源の拡充を求める声が広がる中で、

今年１月には、基本計画路線の関係者が一堂に

会する新幹線基本計画路線全国総決起大会が開

催されました。このような動きもあり、今年度、

国において基本計画路線を対象としたケースス

タディーが初めて実施されることとなりました。

長年動きのなかった状態から、一歩でも半歩で

も前進することは、大きな意義があると考えて

います。 

 豊予海峡ルートでは、最新の知見に基づく工

法の検討を行い、道路トンネルの概算工事費を

試算するとともに、今年度は国の支援をいただ

きながら、民間資金の活用に向けた調査研究も

進めることとなりました。 

 いずれも、これからさらなる取組が必要とな

りますが、将来の大分県の発展につながる新た

な広域交通ネットワークの形成に向けて、着実

に歩みを進めることができたと感じております。 

 加えて、ホーバークラフトについても、この

２年の間に周遊運航、空港アクセス定期運航、

さらには、直近で夜間周遊運航が順次実現しま

して、いよいよ夜間を含む本格運航の見通しが

立ってまいりました。今後、空港アクセスの向

上や観光振興の面で、その機能が十分に発揮さ

れることを期待しております。 

 観光分野では、私自ら現地に出向きまして、

初の米国プロモーションをはじめ、大阪・関西

万博での本県の魅力発信や台湾便の継続就航な

どに注力するとともに、観光庁での経験もいか

しまして、大分県観光のさらなる発展に向けた
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取組に携わらせていただきました。 

 特に、大分県観光のさらなる発展に向けた有

識者会議において、ツーリズムおおいたの体制

強化や新たな観光財源の検討などの提言を座長

として取りまとめました。新たな観光財源とし

て、宿泊事業者との意見交換や市町村との協議

を重ねて、本議会に提案した宿泊税条例を本日

御議決いただきましたことは大変ありがたく、

厚く御礼を申し上げます。 

 ハーモニーランドのエンタメリゾート化の構

想も発表されている中、このような新たな取組

が大分県の観光をさらに力強く前に進める礎と

なるものと信じております。 

 また、産業振興の面では、国と共に地域未来

戦略の策定を進める中で、自動車、半導体、造

船など、本県に強みのある産業クラスターの発

展に向けた検討を重ねてまいりました。こうし

た取組が今後の大分県経済のさらなる成長と魅

力ある雇用の創出につながることと期待してお

ります。 

 私は、１０年前の平成２８年４月に大分市副

市長として初めて大分に赴任して以来、通算で

丸６年、大分で勤務する機会をいただきました。

大分は、本当に魅力ある地域であると実感して

おります。自然、食、温泉文化、産業のポテン

シャルはもちろんですが、何よりも人の魅力こ

そが大分の大きな力であると感じております。

この大分で、多くの県民の皆様、市民の皆様、

そして、議員の皆様と出会い、御指導をいただ

いたことは、私にとりましてかけがえのない財

産でございます。 

 私は６月３０日をもって退任しまして、国の

ほうに復帰いたしますけれども、安心・元気・

未来創造を県政の柱として、未来に向けて力強

く挑戦する日本一のおんせん県おおいたを、こ

れからもしっかりと応援してまいります。 

 結びになりますが、議員の先生方の一層の御

活躍と御健勝、並びに大分県のますますの発展

を心から祈念申し上げまして、私の退任の御挨

拶とさせていただきます。 

 本当にありがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上をもちまして終了します。 

午前１１時 

――――――――――――――――――――― 

なお、閉会後、前副議長大友栄二議員に対し、

全国都道府県議長会感謝状が伝達された。 


